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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である原子炉建物天井クレーン（Ｂクラス施設）が基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設

置された上位クラス施設である燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に対して，波及的影響を及

ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

原子炉建物天井クレーンは，原子炉建物原子炉棟 4階に設置されている。原子炉建物天井ク

レーンは，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である使用済燃料貯蔵ラックが

設置された燃料プール上に移動可能であることから，地震時に本機器が転倒又は落下した場合

は，使用済燃料貯蔵ラック及び燃料プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 原子炉建物天井クレーンの位置関係図 



2 2 

 2.2 構造計画 

原子炉建物天井クレーンの構造計画を表 2－1に示す。 

表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉建物原子炉棟4階の

クレーンガーダ上に設け

た走行レール上をクレー

ン本体ガーダが走行し，ク

レーン本体ガーダ上部の

横行レール上をトロリが

横行する。 

クレーン本体ガーダは落

下防止ラグ，トロリはトロ

リストッパを走行部付近

に備えており，各々浮上り

代を設けた（鉛直方向の浮

上りを拘束しない）構造で

ある。 

また，吊荷はトロリに設置

されたワイヤロープ及び

フックを介して吊上げ・吊

下げ・移動の作業を行う。 

クレーン本体ガーダ

トロリ

落下防止ラグ 

トロリストッパ

ワイヤロープ

フック

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 



3 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
1 
R1
 

2.3 評価方針 

原子炉建物天井クレーンの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位ク

ラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2

構造計画」にて示す原子炉建物天井クレーンの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて設定する

箇所において，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」により算出した基準地震動Ｓｓによる

荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4.6 計算方法」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉建物天井クレーンの耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 原子炉建物天井クレーンの耐震評価フロー 

原子炉建物天井クレーンの構造強度評価 

トロリストッパ 落下防止ラグ 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

地震応答解析 

（非線形時刻歴解析） 

地震時における荷重，浮上り量，応力 

地震力によりトロリス

トッパに作用する荷重

地震力により落下防止

ラグに作用する荷重

クレーン本体ガーダ，吊具
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）

・クレーン構造規格（平成 15年 12月 19日厚生労働省告示 399号）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ１ 落下防止ラグの断面積 mm2 

Ａ２ トロリストッパの断面積 mm2 

ＡＶ ガーダ端部の主桁及び補桁の断面積 mm2 

ＣＨ 最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度（EW 方向） ― 

ＣＨ１ 水平方向設計震度（NS方向） ― 

Ｄ 死荷重 N 

ＥＧ クレーン本体ガーダの縦弾性係数 MPa 

ＥＷ ワイヤロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 に定める値 MPa 

Ｆ１ 落下防止ラグ 1個当たりに作用する力 N 

Ｆ２ トロリストッパ 1個当たりに作用する力 N 

fｃ 落下防止ラグの許容圧縮応力 MPa 

fｓ ガーダ端部の許容せん断応力 MPa 

fｓ１ トロリストッパの許容せん断応力 MPa 

fｔ ガーダ中央部の許容引張応力 MPa 

fｔ１ トロリストッパの許容引張応力 MPa 

fｔ２ トロリストッパの許容組合せ応力 MPa 

fｗ１ 吊具（ワイヤロープ）の許容荷重 N 

fｗ２ 吊具（フック）の許容荷重 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｇ ガーダの許容浮上り量 mm 

Ｈｔ トロリの許容浮上り量 mm 

ｈｇ ガーダの浮上り量 mm 

ｈｔ トロリの浮上り量 mm 

Ｌ トロリストッパ高さ mm 

ℓ１ 落下防止ラグ鉛直材の長さ mm 

ℓ２ 落下防止ラグ水平材の長さ mm 

ℓ３ トロリストッパ水平材の長さ mm 

Ｍ トロリストッパの曲げモーメント N･mm 

ＭＤ 機械的荷重（設計基準対象施設） N 

ＭＨ ガーダ中央部の水平曲げモーメント N･mm 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（重大事故等対処設備） N 

ＭＶ ガーダ中央部の鉛直曲げモーメント N･mm 

ｍＧ ガーダ部全質量（サドル，ロッカービームを含む。） kg 

ｍｍ 主巻定格荷重（質量） kg 

ｍｔ トロリ質量（ワイヤロープ及びフック含む。） kg 

ＰＤ 最高使用圧力による荷重（設計基準対象施設） N 

＊
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記号 記号の説明 単位 

ＰＳＡＤ 設計圧力による荷重（重大事故等対処設備） N 

ＰＷ 吊具（ワイヤロープ及びフック）に加わる荷重 N 

Ｑ ガーダ端部のせん断力 N 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

ｔ１ 落下防止ラグ鉛直材の板厚 mm 

ｔ２ 落下防止ラグ水平材の板厚 mm 

ｔ３ トロリストッパ水平材の板厚 mm 

Ｚ トロリストッパの断面係数 mm3 

ＺＸ ガーダ中央部のＸ軸に関する断面係数 mm3 

ＺＹ ガーダ中央部のＹ軸に関する断面係数 mm3 

ν ポアソン比 ― 

Σｍ クレーン総質量（ｍｔ＋ｍＧ） kg 

σｃ 落下防止ラグの圧縮応力 MPa 

σＨｔ ＭＨによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力 MPa 

σｔ ガーダ中央部の曲げ（引張）応力 MPa 

σｔ１ トロリストッパの曲げ（引張）応力 MPa 

σｔ２ トロリストッパの組合せ応力 MPa 

σＶｔ ＭＶによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力 MPa 

τ ガーダ端部のせん断応力 MPa 

τ１ トロリストッパのせん断応力 MPa 
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 2.6 計算精度と数値の丸め方 

    精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

    表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位＊1 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 ㎏ ― ― 整数位 

長さ 
下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊2 

厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊3 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊4 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：最大静止摩擦係数より求めた震度は，小数点以下第 3位表示となる場合がある。 

  ＊2：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊3：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊4：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

は，比例法により補間した値の小数点以下第1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

 

3. 評価部位  

原子炉建物天井クレーンの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，クレーン及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，

クレーン本体ガーダ，落下防止ラグ，トロリストッパ及び吊具（ワイヤロープ及びフック）につ

いて実施する。原子炉建物天井クレーンの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価  

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  (1) 構造概要 

    図4－1に構造概要図を示す。 

    耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

図4－1 構造概要図 

  (2) 地震力 

地震力は「基準地震動Ｓｓ」を用いる。クレーン本体ガーダ及び吊具（ワイヤロープ及び

フック）に作用する荷重並びにガーダ及びトロリの浮上り量の算定については，水平2方向及

び鉛直方向同時入力による非線形時刻歴解析を実施する。また，落下防止ラグ，トロリスト

ッパについては，各々に作用する水平1方向の設計用地震力による評価を実施する。 

 

  (3) 走行方向（EW方向）水平力 

   a. クレーンは，クレーン本体ガータ及びクレーン本体ガータを介してトロリが走行レール

上に載っている構造で建物とは固定されていないため，最大静止摩擦力以上の水平力が走

行方向（EW方向）に加えられた場合，すべりが生じる。このため，クレーン自身にはレー

ルとクレーン本体の車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わらない。 

   b. クレーン本体の車輪は 8個であり，そのうちの 2個は駆動輪，他の 6個が従動輪である。 

   c. 駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，地震の加速度を車輪

部に入れると回転部分が追随できず，最大静止摩擦力以上の力が加えられた場合，すべり

が生じる。 

   d. 従動輪は，回転部分が連結されていないため，駆動輪のみで水平力を受ける。 

e. トロリは，走行方向（EW方向）水平力が横行レールに対して直角方向であり，トロリが
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トロリストッパで拘束されているため，水平力がクレーン本体ガータに作用する。 

  (4) 横行方向（NS方向）水平力 

   a. ガーダ関係 

     横行方向（NS方向）は，走行レールに対して直角方向であり，ガータが落下防止ラグで

拘束されているため，水平力がガーダに作用する。 

   b. トロリ関係 

    (a) トロリはガーダ上の横行レール上に載っている構造で，ガーダとは拘束されていない

ため，最大静止摩擦力以上の水平力がトロリに加えられた場合，すべりが生じる。この

ため，トロリ自身にはレールとトロリの車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わら

ない。 

    (b) トロリの車輪は 4個であり，そのうちの 2個は駆動輪，他の 2個は従動輪である。 

    (c) トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，地震の加

速度を車輪部に入れると回転部分が追随できず，最大静止摩擦力以上の力が加えられた

場合，すべりが生じる。 

    (d) トロリの従動輪は，回転部分が連結されていないので，駆動輪のみで水平力を受ける。 

 

  (5) 鉛直方向（UD方向） 

    クレーン及びトロリは，レール上にあり，鉛直下向き方向には建物により支持される。鉛

直上向き方向には固定されていないため，鉛直方向（UD方向）には浮上りを考慮する。 

 

  (6) 評価ケース 

    表4－1に示すケースにて評価を実施する。設計基準対象施設としての条件に対しては，

クレーンの運転状態と待機状態を想定しケース1～3について，重大事故等対処設備はクレ

ーンの待機状態を想定しケース3について評価する。 

    なお，トロリ位置中央の場合，吊荷有のケースが吊荷無のケースより厳しい条件である

ことから，トロリ位置中央，吊荷無のケースは評価対象外とする。 

 

表4－1 評価ケース 

評価対象 
クレーン本体ガーダ， 

浮上り量，吊具 

評価ケース No. 1 2 3 

トロリ位置 
中央 ●＊ ― ― 

端部 ― ●＊ ○ 

●：吊荷有 ○：吊荷無 

注記＊：吊荷については，落下評価も実施する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉建物天井クレーンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

原子炉建物天井クレーンの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4

－4 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

原子炉建物天井クレーンの使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表4－5及び表4－6に，重大事故等対処設備に用いる

ものを表4－7に示す。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

原子炉建物 

天井クレーン 
Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

原子炉建物 

天井クレーン 
― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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表4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。  

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

クレーン本体

ガーダ

ガーダ 

中央部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

ガーダ 

端部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

落下防止ラグ 周囲環境温度 50 ― ― 

トロリストッパ 周囲環境温度 50 ― ― 

注記＊：SS400 相当 

表 4－6 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

定格荷重 

(N) 
安全率 

許容荷重 

(N) 

ワイヤロープ 周囲環境温度 50 1.294×106 6.46 8.368×106 

フック 周囲環境温度 50 1.226×106 9.63 1.181×107 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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表 4－7 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

クレーン本体

ガーダ

ガーダ 

中央部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 100 ― 221 373 ― 

ガーダ 

端部 

SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 100 ― 221 373 ― 

落下防止ラグ 周囲環境温度 100 ― ― 

トロリストッパ 周囲環境温度 100 ― ― 

注記＊：SS400 相当 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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 4.3 解析モデル及び諸元 

   原子炉建物天井クレーンの解析モデルを図 4－3に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【原子炉建物天井クレーンの耐震性についての計算結果】の機器要目

に示す。 

  (1) クレーンは，はり要素を用いた有限要素モデルとし，クレーンの質量としてガーダ部，ト

ロリ及び吊荷を考慮する。ガーダ部及びトロリの質量は，はり要素に等分布で与え，吊荷の

質量は吊荷部に集中質量で与える。 

クレーン本体の車輪においては，走行方向（EW方向）及び鉛直方向について，それぞれす

べり，浮上りを考慮しているため，非拘束条件としている。また，横行方向（NS方向）につ

いては，クレーン本体の車輪と走行レールとの間隙が小さく，地震時にはクレーン本体の車

輪と走行レールが接触して荷重が伝達されるため，並進方向拘束で，すべりを生じない条件

としている。 

トロリの車輪においては，横行方向（NS 方向）及び鉛直方向について，それぞれすべり，

浮上りを考慮して非拘束条件としている。また，走行方向（EW方向）については，横行方向

と横行レールの間隙が小さく，地震時にはトロリの車輪と横行レールが接触して荷重が伝達

されるため，並進方向拘束で，すべりを生じない拘束条件としている。 

  (2) 地震応答解析に用いる減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，水平

方向及び鉛直方向ともに 2.0％を用いる。 

    なお，減衰定数は Rayleigh減衰により，減衰定数 2.0％となる固有周期点を原子炉建物天

井クレーンの固有周期に合わせて設定することで与える。この固有周期点は，原子炉建物天

井クレーンの鉛直方向 1次固有周期が最長で 0.442s（2.26Hz），水平方向 1次固有周期が最

短で 0.016s（62.50Hz）であることを踏まえて設定している。 

  (3) クレーンの車輪部については，4.1(1)項にて示したクレーンの構造の特徴を踏まえて，解

析の入力条件を以下のとおり設定する。 

   a. クレーンのすべりを考慮した水平力の設定 

     最大静止摩擦力以上の力が加われば，車輪がレール上をすべることを考慮した水平力を

設定する。ここで，最大静止摩擦係数をμ＝0.3 とし，クレーン各構造部材に発生する水

平力は，クレーン本体の車輪の数と駆動輪の数との関係から以下に示す式から求める。  

クレーン本体ガーダの走行方向（EW方向）に作用する水平力 

        鉛直方向荷重×μ×
2

8
 ＝ 鉛直方向荷重×0.075 

トロリの走行方向（NS方向）に作用する水平力 

        鉛直方向荷重×μ×
2

4
 ＝ 鉛直方向荷重×0.15 
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b. 浮上りによる衝突の減衰

クレーン及びトロリの浮上りによる衝突の減衰は，引用文献(1)の試験にて得られた反

発係数 eから換算した減衰比 hとして， を用いる。反発係数 eと減衰比 hとの関係

式は次式に，関係図を図 4－2 に示す。 

e = 𝑒𝑥𝑝 (−
hπ

√1 −  h2
)

図4－2 反発係数と減衰比の関係 

(4) 固有値解析及び地震応答解析には，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 
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図4－3 原子炉建物天井クレーン解析モデル（トロリ中央位置モデル） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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 4.4 固有周期 

設計基準対象施設としての評価ケースにおける各方向の卓越モードの固有周期を表 4－8

に，重大事故等対処設備としての評価ケースにおける各方向の卓越モードの固有周期を表 4－

9 に示す。また，各方向の卓越モードの振動モード図について図 4－4及び図 4－5に示す。 

落下防止ラグへの算出荷重に用いる設計震度を算定するために，落下防止ラグが作用するク

レーン横行方向（NS方向）の卓越モードにおける固有周期を確認する。落下防止ラグはクレ

ーン本体ガーダに設置されているため，クレーン本体ガーダが最も横行方向（NS方向）へ卓

越するモードが横行方向（NS方向）の卓越モードであり，その固有周期は，0.05秒以下で剛

構造であることを確認した。 

表 4－8 設計基準対象施設の評価ケースの固有周期 

方向 固有周期（s） 

鉛直方向（UD 方向） 0.442 

走行方向（EW 方向） 0.279 

横行方向（NS 方向） 0.016 

表 4－9 重大事故等対処設備の評価ケースの固有周期 

方向 固有周期（s） 

走行方向（EW 方向） 0.373 

鉛直方向（UD 方向） 0.150 

横行方向（NS 方向） 0.016 
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図 4－4 設計基準対象施設の評価ケースの振動モード図  

鉛直方向（UD方向） 

走行方向（EW方向） 

横行方向（NS方向） 

【凡例】 

赤：変形前 

黒：変形後 
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図 4－5 重大事故等対処設備の評価ケースの振動モード図 

 

走行方向（EW方向） 

鉛直方向（UD方向） 

横行方向（NS方向） 

【凡例】 

赤：変形前 

黒：変形後 
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 4.5 設計用地震力 

   落下防止ラグ及びトロリストッパの設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－10 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－11に示す。「基準地震動 

Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
 (m)  

固有周期 (s) 基準地震動Ｓｓ＊6 

水平方向 
鉛直方向 

(UD方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 
設計震度 

走行方向 

(EW方向) 

横行方向 

(NS方向) 

走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS方向) 

原子炉建物 

EL 51.7＊1 
―＊2 0.016＊3 ―＊2 

＊4，＊5 

ＣＨ＝0.075 
＊3 

ＣＨ１＝2.27 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「―」と記載する。 

  ＊3：固有値解析より 0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグ 

     の評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）） 

  ＊4：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊5：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊6：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

 

表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
 (m)  

固有周期 (s) 基準地震動Ｓｓ＊6 

水平方向 
鉛直方向 

(UD方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 
設計震度 

走行方向 

(EW方向) 

横行方向 

(NS方向) 

走行方向 

(EW 方向) 

横行方向 

(NS方向) 

原子炉建物 

EL 51.7＊1 
―＊2 0.016＊3 ―＊2 

＊4，＊5 

ＣＨ＝0.075 
＊3 

ＣＨ１＝2.27 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「―」と記載する。 

  ＊3：固有値解析より 0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグ 

     の評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）） 

  ＊4：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊5：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊6：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 
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クレーン本体ガーダ及び吊具（ワイヤロープ及びフック）に作用する荷重並びにガーダ及び

トロリの浮上り量に対する地震応答解析は，Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」で得ら

れる原子炉建物 EL 51.7m の時刻歴加速度波を入力とし，水平 2 方向と鉛直方向地震力の同時

入力により解析を実施する。時刻歴加速度波形を次頁以降の(1)～(5)に示す。 

また，時刻歴応答解析に対する保守性の考慮として，基準となる時刻歴加速度波（固有周期

シフトを考慮していないもの）による解析に加えて，ＡＳＭＥ Boiler Pressure Vessel Code 

SECTION Ⅲ，DIVISION1-NONMANDATORY APPENDIX N-1222.3 Time History Broadening の規定

を参考に時刻歴加速度波を時間軸方向に±10％シフトさせた時刻歴加速度波による解析も実施

する。さらに，±10％シフトさせた応答スペクトルのピークにクレーンの固有周期が存在する

場合は，ＡＳＭＥの規定に基づきピーク位置を考慮した評価も行う。 
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  (1) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース 

地震波：Ｓｓ－Ｄ 

 

NS方向 

 

 

 

EW方向 

 

 

 

UD方向 
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  (2) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース 

地震波：Ｓｓ－Ｆ１ 

 

NS方向 

 

 

 

EW方向 

 

 

 

UD方向 
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  (3) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース 

地震波：Ｓｓ－Ｆ２ 

 

NS方向 

 

 

 

EW方向 

 

 

 

UD方向 
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  (4) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース 

地震波：Ｓｓ－Ｎ１ 

 

NS方向 

 

 

 

EW方向 

 

 

 

UD方向 
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  (5) 原子炉建物の解析ケース：基本ケース 

地震波：Ｓｓ－Ｎ２ 

 

NS方向 

 

 

 

EW方向 

 

 

 

UD方向 
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 4.6 計算方法 

 4.6.1 クレーン本体ガーダの応力の計算方法 

(1) 設計荷重

ガーダに加わる荷重を図 4－3 の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。表 4－12に解析モデルの概要を示す。 

また，本評価の時刻歴解析には，付録 1に示す時刻歴解析の不確かさを考慮する。 

表 4－12 解析モデルの概要 

解析モデル 

構造物 

クレーン本体ガーダ

トロリ

吊具 
吊荷 

ワイヤロープ

車輪部 

クレーン本体ガーダ車輪

トロリ車輪

解析モデル図 図 4－3 

(2) 曲げ応力

ガーダに対する最大曲げ応力を図 4－6を用いて計算する。

ガーダ中央部の鉛直曲げモーメントによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力：σＶｔ

σ
Ｖt

＝
Ｍ

Ｖ

Ｚ
Ｘ

ガーダ中央部の水平曲げモーメントによるガーダ中央部の曲げ（引張）応力：σＨｔ

σ
Ｈt

＝
Ｍ

Ｈ

Ｚ
Ｙ

ガーダ中央部の曲げ（引張）応力：σｔ

 なお，ガーダ中央部の曲げ応力については，非線形時刻歴解析により求まる最大のＭＶ

とＭＨからσＶｔとσＨｔを算出し，（4.6.1.3）式を用いてσｔを計算する。 

σ
t
＝σ

Ｖt
+σ

Ｈt
 

(3) せん断応力

ガーダに対する最大せん断応力を図 4－7を用いて計算する。

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.1） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.2） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.3） 
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ガーダ端部のせん断応力：τ 

τ＝
Ｑ

Ａ
Ｖ

クレーン本体ガーダの応力計算に係る位置関係を図 4－8に示す。

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.1.4） 
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注：斜線部は曲げに対する評価部材を示す。 

図 4－6 ガーダ中央部詳細（単位：mm）
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注：斜線部はせん断に対する評価部材を示す。 

図 4－7 ガーダ端部詳細（単位：mm） 

図 4－8 クレーン本体ガーダの位置関係 

Ａ～Ａ断面図 

補桁 

Ａ 

Ａ Ｂ 

Ｂ 

補桁 主桁 主桁 

ガーダ中央部 

Ｂ～Ｂ断面図 

補桁 補桁 主桁 主桁 

ガーダ端部 
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 4.6.2 落下防止ラグの応力の計算方法 

落下防止ラグには，水平方向地震（NS方向）によって水平力が作用する。図 4－9に落

下防止ラグの構造概要図を示す。 水平力の作用範囲は，落下防止ラグのあたり板の範囲

内で落下防止ラグの浮上りを考慮した場合でもクレーンガーダに対して，通常時と同等以

上の評価断面積を確保できる範囲としている。 

 

 

図 4－9 落下防止ラグ 

落下防止ラグに生じる応力は，水平方向地震（NS方向）による水平力を片側にある落

下防止ラグ 2個で受けるものとして理論式により計算する。 

なお，非線形時刻歴解析により求まる水平力と設計用最大応答加速度（1.2ZPA）より求

まる水平力を比較した結果，発生荷重がより大きくなった設計用最大応答加速度

（1.2ZPA）より求まる水平力（4.6.2.1）式を適用する。 

落下防止ラグ 1個当たりに作用する力：Ｆ１

Ｆ
１
＝

 1 

2
・Σｍ・ ・Ｃ

Ｈ1

落下防止ラグの断面積：Ａ１ 

Ａ
１

= ｔ
１
・ℓ

１
＋2・ｔ

２
・ℓ

２
 

落下防止ラグの圧縮応力：σｃ

σ
ｃ
＝

Ｆ
１

Ａ
１

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.2.1） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.2.2） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.2.3） 

g 

Ａ

F１

落下防止ラグ

ガーダ

Ａ

t ２

ℓ２

t１
ℓ １

ℓ２

落下防止ラグ
あたり板

クレーンガーダ

の接触による水

平力の作用範囲

Ａ～Ａ断面図

あたり板

水平力

注：斜線部は評価部材を示す。

鳥観図

あたり板

落下防止ラグへの

クレーンガーダ

の接触範囲

クレーンガーダの接触に

よる水平力の作用範囲

クレーンガーダ
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  4.6.3 トロリストッパの応力の計算方法 

トロリストッパには，水平方向地震（EW方向）によって水平力が作用する。図 4－10

にトロリストッパの構造概要図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－10 トロリストッパ 

 

トロリストッパに生じる応力は，水平方向地震（EW 方向）による水平力を片側にある

トロリストッパ 2個で受けるものとして理論式により計算する。 

     トロリストッパ 1個当たりに作用する力：Ｆ２  

Ｆ
２
＝

 1 

2
・ｍ

ｔ
・ ・Ｃ

Ｈ
 

     トロリストッパの曲げモーメント：Ｍ 

Ｍ＝Ｆ
２
・Ｌ 

     トロリストッパの断面係数：Ｚ 

Ｚ＝
ｔ

３
・ ３

2

6
 

     トロリストッパの曲げ（引張）応力：σｔ１ 

σ
ｔ１

＝
 Ｍ 

Ｚ
 

     トロリストッパの断面積：Ａ２ 

Ａ
２
＝ｔ

３
・    ３ 

     トロリストッパのせん断応力：τ1 

τ１＝
 Ｆ

２
 

Ａ
２

 

     トロリストッパの組合せ応力：σｔ２ 

σ
ｔ２

＝√σ
ｔ１

2
＋3・τ

１

2
   

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.1） g 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.2） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.3） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.4） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.5） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.6） 

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥（4.6.3.7） 

ℓ 

ℓ 
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 4.6.4 浮上り量の計算方法 

(1) クレーン本体ガーダの浮上り量

ガーダの浮上り量ｈｇを図 4－3の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。 

(2) トロリの浮上り量

トロリの浮上り量ｈｔを図 4－3の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。 

 4.6.5 吊具の荷重計算方法 

 吊具に加わる荷重ＰＷを図 4－3の解析モデルを用いて，直接積分法による時刻歴解析に

より求める。 

ワイヤロープ及びフックの計算に当たっては，以下の基本事項で行うものとする。

・吊荷荷重を受ける部位は，巻上ドラム，ワイヤロープ，フック，シーブ及びエコライ

ザで，このうち吊荷を直接吊るもので，損傷・破断により落下に至る可能性があるワ

イヤロープ及びフックを評価対象とする。

・ワイヤロープに作用する荷重は，ロープに取り付けられたエコライザ（平衡装置）及

びフックブロック（動滑車）の回転により，自動的に荷重を吊合い状態に保つことか

ら，評価では 本掛けのワイヤロープに均等に荷重が作用するものとして実施する。 

・吊荷荷重算出の解析に当たっては，クレーン評価で実施の時刻歴解析の結果よりワイ

ヤロープの鉛直方向の荷重を抽出し，その最大値を用いるものとする。

・ワイヤロープは，引張方向に荷重が作用する場合のみ引張ばねとして作用するよう設

定し，圧縮方向の荷重を受けない設定とする。このようなモデルにて時刻歴解析を実

施することで，吊荷の浮上りを含めた挙動を模擬する。

・吊荷の質量は，クレーンの定格質量（ kg）とする。 

・鉛直方向の荷重を考える場合において，ワイヤロープの長さを短くすれば固有周期が

短くなり，吊荷の速度変化が大きくなることから，衝撃荷重が大きくなる。したがっ

て，ワイヤロープの長さは保守的に運用上限位置での長さを用いることとする。

4.7 計算条件 

 応力解析に用いる自重（クレーン本体ガーダ，トロリ，吊具）及び荷重（地震荷重）は，本

計算書の【原子炉建物天井クレーンの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に

示す。 
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4.8 応力の評価 

4.8.1 クレーン本体ガーダの応力評価 

4.6.1(2)項で求めたガーダ中央部の曲げ応力σｔが，下記許容引張応力 fｔ以下であること。 

4.6.1(3)項で求めたガーダ端部のせん断応力τが，下記許容せん断応力 fｓ以下であること。 

4.8.2 落下防止ラグの応力評価 

4.6.2項で求めた落下防止ラグの圧縮応力σｃが，下記許容圧縮応力 fｃ以下であること。 

4.8.3 トロリストッパの応力評価 

4.6.3項で求めたトロリストッパの曲げ応力σｔ１，せん断応力τ１及び組合せ応力σｔ２が，

下記許容引張応力 fｔ１，許容せん断応力 fｓ１及び許容組合せ応力 fｔ２以下であること。 
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浮上り中

：落下防止ラグへの

クレーンガーダ

の接触範囲

Hg

浮上り時

（最大）

Ａ～Ａ断面図

：クレーンガーダの

接触による水平力

の作用範囲

通常時

落下防止ラグ

あたり板

注：斜線部は評価部材を示す。

ℓ １ ℓ １ Hg

浮上り判定

の基準線

荷重

落下防止ラグ

ガーダクレーンガーダ Ａ

Ａ

Hg

浮上り判定

の基準線

あたり板

 4.8.4 浮上り量の評価 

(1) クレーン本体ガーダの浮上り量の評価

4.6.4(1)項で求めたガーダの浮上り量ｈｇが，図 4－11に示す許容浮上り量Ｈｇ以下で

あること。なお，Ｈｇは落下防止ラグの浮上りを考慮した場合でもクレーンガーダに対し

て通常時と同等以上の評価断面積を確保できる範囲として定めた値とする。 

図 4－11 許容浮上り量Ｈｇの概要図 
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(2) トロリの浮上り量の評価

4.6.4(2)項で求めたトロリの浮上り量ｈｔが，図 4－12に示す許容浮上り量Ｈｔ以下で

あること。なお，Ｈｔはトロリストッパの浮上りを考慮した場合でもクレーン本体ガーダ

から荷重が伝達可能な範囲として定めた値とする。

図 4－12 許容浮上り量Ｈｔの概要図 

 4.8.5 吊具の評価 

  4.6.5項で求めた吊具の荷重Ｐｗが，許容荷重 fＷ１及び fＷ２以下であること。 

5. 評価結果

 5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉建物天井クレーンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

 5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6. 引用文献

(1) 平成 19年度 原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動的上下動耐震試験

（クレーン類）に係る報告書（08 耐部報-0021，（独）原子力安全基盤機構）
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【原子炉建物天井クレーンの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び床面高さ 

 (m) 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ＊5 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 
鉛直方向 

(UD方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

(EW方向) 

横行方向 

(NS方向) 

走行方向 

(EW方向) 

横行方向 

(NS方向) 

原子炉建物 

天井クレーン 
Ｂ 

原子炉建物

EL 51.7＊1 
―  0.016＊2 ― 

＊3，＊4 

ＣＨ＝0.075 
＊2

ＣＨ１＝2.27 
― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグの評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）） 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊4：トロリストッパの評価に適用する。 

＊5：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

 1.2 機器要目 

ｍＧ 

(kg) 

ｍｔ 

(kg) 

ｍｍ 

(kg) 

Σｍ 

(kg) 

ＭＶ 

(N･mm) 

ＭＨ 

(N･mm) 

Ｑ 

(N) 

ＥＧ 

(MPa) 

ＥＷ 

(MPa) 
ν 

ℓ１ 

(mm) 

ℓ２ 

(mm) 

ℓ３ 

(mm) 

ｔ１ 

(mm) 

ｔ２ 

(mm) 

ｔ３ 

(mm) 

Ｌ

(mm) 

ＡＶ 

(mm2) 

Ａ１ 

(mm2) 

Ａ２ 

(mm2) 

ＺＸ 

(mm3) 

ＺＹ 

(mm3) 

Ｚ 

(mm3) 

注記＊：トロリの浮上りを考慮した長さ 

クレーン本体ガーダ
落下防止ラグ トロリストッパ 吊具 

ガーダ中央部 ガーダ端部 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

fＷ１

(N) 

fＷ２

(N) 

241 

(厚さ≦16mm) 
394 275 

241 

(厚さ≦16mm) 
394 275 8.368×106 1.181×107 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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 1.3 計算数値 

 1.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力   （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 

クレーン本体ガーダ σｔ ＝ 237 τ ＝  80 

曲げ応力，せん断応力は，表 4－1の評価ケース No.1の評価結果 

 1.3.2 落下防止ラグに生じる応力  （単位：MPa） 

圧縮応力 

落下防止ラグ σｃ ＝ 216 

圧縮応力は，表 4－1の評価ケース No.1～3の評価結果 

 1.3.3 トロリストッパに生じる応力  （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力 

トロリストッパ σｔ１ ＝  28 τ１ ＝  5 σｔ２ ＝  29 

曲げ応力，組合せ応力は，表 4－1の評価ケース No.1の評価結果 

せん断応力は，表 4－1の評価ケース No.1～3の評価結果 

 1.3.4 浮上り量 （単位：mm） 

浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝  8 

トロリ ｈｔ ＝  30 

クレーン本体ガーダの浮上り量は，表 4－1の評価ケース No.2の評価結果

トロリの浮上り量は，表 4－1の評価ケース No.1 の評価結果

 1.3.5 吊荷荷重   （単位：N） 

部材 算出荷重 

吊具 
ワイヤロープ ＰＷ ＝  5.200×106 

フック ＰＷ ＝  5.200×106 

吊具は，表 4－1の評価ケース No.1の評価結果 
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1.4 評価結果 

 1.4.1 応力 （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ

中央部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
曲げ σｔ ＝ 237 fｔ  ＝ 275 

端部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
せん断 τ ＝  80 fｓ  ＝ 158 

落下防止ラグ 圧縮 σｃ ＝ 216 fｃ  ＝ 275 

トロリストッパ

曲げ σｔ１ ＝  28 fｔ１＝ 275 

せん断 τ１ ＝   5 fｓ１＝ 158 

組合せ σｔ２ ＝  29 fｔ２＝ 275 

  すべて許容応力以下である。 

 1.4.2 浮上り量  （単位：mm） 

浮上り量 許容浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝  8 Ｈｇ ＝ 100 

トロリ ｈｔ ＝  30 Ｈｔ ＝ 250 

  すべて許容浮上り量以下である。 

 1.4.3 吊荷荷重  （単位：N） 

部位 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 
ワイヤロープ 吊荷荷重 ＰＷ ＝  5.200×106 fＷ１ ＝  8.368×106 

フック 吊荷荷重 ＰＷ ＝  5.200×106 fＷ２ ＝  1.181×107 

  すべて許容荷重以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機器名称 設備分類 
据付場所 

及び床面高さ 

 (m) 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ＊5 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 
鉛直方向 

(UD方向) 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

(EW方向) 

横行方向 

(NS方向) 

走行方向 

(EW方向) 

横行方向 

(NS方向) 

原子炉建物 

天井クレーン 
― 

原子炉建物

EL 51.7＊1 
―  0.016＊2 ― 

＊3，＊4 

ＣＨ＝0.075 
＊2

ＣＨ１＝2.27 
― 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05秒以下であり剛構造であることを確認した。また，落下防止ラグの評価に適用する。（設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）） 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊4：トロリストッパの評価に適用する。 

＊5：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

 2.2 機器要目 

ｍＧ 

(kg) 

ｍｔ 

(kg) 

Σｍ 

(kg) 

ＭＶ 

(N･mm) 

ＭＨ 

(N･mm) 

Ｑ 

(N) 

ＥＧ 

(MPa) 

ＥＷ 

(MPa) 
ν 

ℓ１ 

(mm) 

ℓ２ 

(mm) 

ℓ３ 

(mm) 

ｔ１ 

(mm) 

ｔ２ 

(mm) 

ｔ３ 

(mm) 

Ｌ

(mm) 

ＡＶ 

(mm2) 

Ａ１ 

(mm2) 

Ａ２ 

(mm2) 

ＺＸ 

(mm3) 

ＺＹ 

(mm3) 

Ｚ 

(mm3) 

注記＊：トロリの浮上りを考慮した長さ 

クレーン本体ガーダ
落下防止ラグ トロリストッパ

ガーダ中央部 ガーダ端部 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

221 

(厚さ≦16mm) 
373 261 

221 

(厚さ≦16mm) 
373 261 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-1 R1 
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 2.3 計算数値 

 2.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力   （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 

クレーン本体ガーダ σｔ ＝ 73 τ ＝  37 

曲げ応力，せん断応力は，表 4－1の評価ケース No.3の評価結果 

2.3.2 落下防止ラグに生じる応力  （単位：MPa） 

圧縮応力 

落下防止ラグ σｃ ＝ 216 

圧縮応力は，表 4－1の評価ケース No.3の評価結果 

 2.3.3 トロリストッパに生じる応力  （単位：MPa） 

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力 

トロリストッパ σｔ１ ＝  25 τ１ ＝  5 σｔ２ ＝  26 

曲げ応力，せん断応力，組合せ応力は，表 4－1の評価ケース No.3の評価結果 

 2.3.4 浮上り量  （単位：mm） 

浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝  4 

トロリ ｈｔ ＝  17 

クレーン本体ガーダ及びトロリの浮上り量は，表 4－1の評価ケース No.3の評価結果
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2.4 評価結果 

 2.4.1 応力   （単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ

中央部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
曲げ σｔ ＝  73 fｔ  ＝ 261 

端部 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
せん断 τ ＝  37 fｓ  ＝ 150 

落下防止ラグ 圧縮 σｃ ＝ 216 fｃ  ＝ 254 

トロリストッパ

曲げ σｔ１ ＝  25 fｔ１＝ 254 

せん断 τ１ ＝  5 fｓ１＝ 146 

組合せ σｔ２ ＝  26 fｔ２＝ 254 

  すべて許容応力以下である。 

 2.4.2 浮上り量  （単位：mm） 

浮上り量 許容浮上り量 

クレーン本体ガーダ ｈｇ ＝  4 Ｈｇ ＝ 100 

トロリ ｈｔ ＝  17 Ｈｔ ＝ 250 

  すべて許容浮上り量以下である 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である燃料取替機（Ｂクラス施設）が基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位

クラス施設である燃料プール，使用済燃料貯蔵ラック等に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

燃料取替機は原子炉建物原子炉棟 4 階に設置されている。燃料取替機は，図 2－1 の位置関

係図に示すように，燃料交換時において，上位クラス施設である使用済燃料貯蔵ラックが設置

された燃料プール上にて作業を実施することから，地震時に本機器が転倒又は落下した場合は，

使用済燃料貯蔵ラック及び燃料プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 燃料取替機と燃料プール等の位置関係 
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ホイストホイスト

 2.2 構造計画 

燃料取替機の構造計画を表2－1に示す。 

表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉建物原子炉棟 4

階に設けた走行レー

ル上をブリッジが走

行し，ブリッジ上部

の横行レール上をト

ロリが横行する。

ブリッジ及びトロリ

は走行部付近に脱線

防止ラグを備えてお

り，各々レールを抱

え込む構造である。 

また吊荷はトロリに

設置されたホイスト

からのワイヤロープ

及び先端金具を介し

て吊上げ・吊下げ・ 

移動を行う。 

燃料取替機 

構造物フレーム 

・ブリッジ

（ガーダ)

（ギャラリ) 

・トロリ

脱線防止ラグ 

レール

ワイヤロープ

先端金具 

 

 

（単位：mm） 

（ガーダ） 
（ギャラリ） 

ブリッジ 
横行レール 

走行レール 

トロリ脱線防止ラグ

(8箇所) 

ブリッジ

ワイヤロープ

先端金具／吊荷 

ブリッジ脱線防止ラグ 

(12箇所) 

2 

トロリ

横行方向（NS方向） 走行方向（EW方向） 
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 2.3 評価方針 

燃料取替機の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」

にて示す燃料取替機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく基準地震動Ｓｓによる応

力等が許容限界内に収まることを，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」にて示す方法

にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

燃料取替機の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 燃料取替機の耐震評価フロー 

固有値解析 

燃料取替機本体に 

発生する応力 

吊具に作用する荷重 

固有値解析 

燃料取替機の構造強度評価 

解析モデルの選定 

有限要素モデルの作成 

地震応答解析 地震力により吊具に 

作用する速度 

1自由度モデルの作成 

燃料取替機（本体）の 

耐震評価 
吊具の耐震評価 

設計用地震力 

（基準地震動Ｓｓ） 

設計用地震力 

（基準地震動Ｓｓ） 
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・ 

建設規格」という。）
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 2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ１Ｆｉ 燃料取替機構造物フレームの断面積 mm2 

Ａ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面積 mm2

Ａ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面積 mm2

Ａ３Ｂ 走行レールＣ部の断面積 mm2

Ａ４Ｂ 走行レールＤ部の断面積 mm2

ＡｂＢ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルト 1本の断面積 mm2

Ａｗ ワイヤロープ 1本の断面積 mm2

ＡＢ 先端金具の断面積 mm2 

ａ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の幅 mm

ａ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の幅 mm 

ａ３Ｂ 走行レールＣ部の厚み mm 

ａ４Ｂ 走行レールＤ部の厚み mm 

ｂ１Ｂ 負担力ＦＨＢに対するブリッジ脱線防止ラグの負担長さ mm 

ｂ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグの走行レール面接触長さ mm 

ｂ３Ｂ 負担力ＦＶｂに対する走行レール頭部の負担長さ mm 

ｂ４Ｂ 負担力ＦＨＢに対する走行レールウェブの負担長さ mm 

ＣＨ１ 水平方向設計震度 ― 

ＣＨ２ 最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄ 死荷重 N 

ｄ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 燃料取替機構造物フレームの縦弾性係数 MPa 

Ｅｗ ワイヤロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133に定める値 MPa 

ＦＨＢｉ ブリッジ脱線防止ラグ 1箇所に作用する水平力 N 

ＦＨＴｉ トロリ脱線防止ラグ 1箇所に作用する水平力 N 

ＦＶＢｉ ブリッジ脱線防止ラグ一組に作用する鉛直力 N 

ＦＶＴｉ トロリ脱線防止ラグ一組に作用する鉛直力 N 

ＦＶｂｉ ブリッジ脱線防止ラグ 1個に作用する鉛直力 N 

ＦＶｔｉ トロリ脱線防止ラグ 1個に作用する鉛直力 N 

Ｆｘｉ 燃料取替機構造物フレームに作用する軸力 N 

Ｆｙｉ 燃料取替機構造物フレームに作用するせん断力（ｙ方向） N 

Ｆｚｉ 燃料取替機構造物フレームに作用するせん断力（ｚ方向） N 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｆ 
吊荷の浮上り後の落下によりワイヤロープ，先端金具に発生 

する荷重 
N 

Ｆｗ ワイヤロープ 1本当たりに発生する支持荷重 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2

ｈ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ根元部からＦＨＢ作用点までの距離 mm 

ｈ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグフック根元部からＦＶｂ作用点までの距離 mm 

ｈ３Ｂ

ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）からＣ部までの距離（長

さ） 
mm 

ｈ４Ｂ 
ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＨＢ）からＤ部までの距離（高

さ） 
mm 

ｋｗ ワイヤロープのばね定数 N/mm 

Ｌ３Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ作用点（ＦＶｂ）からブリッジ脱線防止ラグ mm 

作用点（ＦＨＢ）までの距離（高さ） 

Ｌ４Ｂ 走行レール端面から走行レール中心までの距離 mm

Ｌｗ ワイヤロープ長さ mm 

ＭＤ 機械的荷重（設計基準対象施設） N 

ＭＳＡＤ 機械的荷重（重大事故等対処設備） N 

Ｍｘｉ 燃料取替機構造物フレームのねじりモーメント N･mm 

Ｍｙｉ 燃料取替機構造物フレームのｙ軸周り曲げモーメント N･mm 

Ｍｚｉ 燃料取替機構造物フレームのｚ軸周り曲げモーメント N･mm 

Ｍ１Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ２Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ３Ｂｉ 負担力ＦＶｂによる走行レールＣ部の曲げモーメント N･mm 

Ｍ４Ｂｉ 負担力ＦＨＢによる走行レールＤ部の曲げモーメント N･mm 

ｍＢ ブリッジ質量 kg 

ｍＴ トロリ質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｎ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトの本数 ― 

ｎｗ ワイヤロープ本数 ― 

ＰＤ 最高使用圧力による荷重（設計基準対象施設） N 

ＰＳＡＤ 設計圧力による荷重（重大事故等対処設備） N 

Ｐ１ 地震力によりブリッジ脱線防止ラグに加わる荷重 N 

～

Ｐ１２

Ｐ１３ 地震力によりトロリに加わる荷重 N 

～ 

Ｐ２０ 



 

7 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-7
-2
 R
1 

5-
 

記号 記号の説明 単位 

Ｓｓ 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｔｗ ワイヤロープ・吊荷の単振動モデルから計算される吊荷の固有 

周期 

s 

ⅴ１ 吊荷の最大速度 mm/s 

ⅴ２ トロリの最大速度 mm/s 

Ｚ１Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の断面係数 mm3 

Ｚ２Ｂ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の断面係数 mm3 

Ｚ３Ｂ 走行レールＣ部の断面係数 mm3 

Ｚ４Ｂ 走行レールＤ部の断面係数 mm3 

Ｚｐｉ 燃料取替機構造物フレームのねじり断面係数 mm3 

Ｚｙｉ 燃料取替機構造物フレームのｙ軸周り断面係数 mm3 

Ｚｚｉ 燃料取替機構造物フレームのｚ軸周り断面係数 mm3 

σ１Ｆｉ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力 MPa 

σ１Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の曲げ応力 MPa 

σ２Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の曲げ応力 MPa 

σ３Ｂｉ 走行レールＣ部の曲げ応力 MPa 

σ４Ｂｉ 走行レールＤ部の曲げ応力 MPa 

σｃ１Ｆｉ 燃料取替機構造物フレームの組合せ応力 MPa 

σｃ１Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＡ部の組合せ応力 MPa 

σｃ２Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＢ部の組合せ応力 MPa 

σｃ３Ｂｉ 走行レールＣ部の組合せ応力 MPa 

σｃ４Ｂｉ 走行レールＤ部の組合せ応力 MPa 

σｘｉ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｘ方向） MPa 

σｙｉ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｙ方向） MPa 

σｚｉ 燃料取替機構造物フレームの曲げ応力成分（ｚ方向） MPa 

σｍ 先端金具の引張応力 MPa 

τ１Ｆｉ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力 MPa 

τ１Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＡ部のせん断応力 MPa 

τ２Ｂｉ ブリッジ脱線防止ラグＢ部のせん断応力 MPa 

τ３Ｂｉ 走行レールＣ部のせん断応力 MPa 

τ４Ｂｉ 走行レールＤ部のせん断応力 MPa 

τｂＢｉ ブリッジ脱線防止ラグ取付ボルトのせん断応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

τｘｉ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力成分（ｘ方向） MPa 

τｙｉ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力成分（ｙ方向） MPa 

τｚｉ 燃料取替機構造物フレームのせん断応力成分（ｚ方向） MPa 

μ 最大静止摩擦係数 ― 

ν 燃料取替機構造物フレームのポアソン比 ― 

注 1：記号右端添字に iが付くものは，設計基準対象施設と重大事故等対処設備での評価を区別す

るものであり，i＝1は設計基準対象施設，i＝2は重大事故等対処設備と位置付ける。 

注 2：記号右端添字にＢ又はｂが付くものは，ブリッジ脱線防止ラグ及び走行レール評価用を代表で

示したものであり，評価中のトロリ脱線防止ラグ及び横行レールについてはＢ→Ｔ又はｂ→ｔ

に置き換える。 
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 2.6 計算精度と数値の丸め方 

   精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位  

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力  MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

 注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

      また，小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

      は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

  燃料取替機の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

燃料取替機及び吊荷の落下により，上位クラス設備が損傷することを防止するために，燃料取替

機構造物フレーム（ガーダ及びギャラリ），ブリッジ脱線防止ラグ，トロリ脱線防止ラグ，走行

レール，横行レール及び吊具（ワイヤロープ及び先端金具）について実施する。燃料取替機の耐

震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

 4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

  (1) 構造概要図を図4－1に示す。燃料取替機のブリッジ及びトロリは，各々走行レール及び横

行レール上に載っているので地震時，走行方向に対しては，最大静止摩擦力以上の水平力が

加わった場合にすべりを生じる。このため，燃料取替機自身には最大静止摩擦力以上の水平

力は加わらない。 

    ブリッジ及びトロリの車輪は各々4個であり，そのうち各々2個は摩擦を受ける駆動輪であ

り，他の2個は従動輪である。 

    ゆえに，最大静止摩擦係数をμ＝0.3とすれば，水平力は以下のとおりとなる。 

    水平力 ＝ 鉛直方向荷重×μ×2／4 ＝ 鉛直方向荷重×0.15 

  (2) ブリッジ及びトロリは，走行方向に直角な方向に対しては，各々ブリッジ脱線防止ラグ及

びトロリ脱線防止ラグによって荷重を支持する。 

  (3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

  (4) 地震力は，燃料取替機に対して水平２方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，水

平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。ただ

し，自重及びすべりに対する荷重との加算には絶対値和を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 構造概要図 

（ギャラリ） 
（ガーダ） 

駆動輪 

先端金具／吊荷 ブリッジ脱線防止ラグ 

トロリ脱線防止ラグ 

(8箇所) 

ワイヤロープ 

ブリッジ 

横行方向（NS方向） 走行方向（EW方向） 

走行レール 

横行レール 

トロリ 

従動輪 

従動輪 

駆動輪 

ホイスト 
ホイスト 

(12箇所) 

ブリッジ 
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  (5) 表4－1に示す解析ケースにて評価を実施する。設計基準対象施設としての条件に対する評

価条件では，燃料取替機の運転状態を想定し，ケース1，2について評価する。重大事故等対

処設備としての条件に対する評価条件では，燃料取替機の待機状態を想定し，ケース3につい

て評価する。 

なお，トロリ位置中央の場合，吊荷有のケースが吊荷無のケースより厳しい条件であるこ

とから，トロリ位置中央，吊荷無のケースは評価対象外とする。 

 

            表4－1 評価ケース 

評価対象 燃料取替機本体，吊具 
燃料取替機 

本体 

評価ケース No. 1 2 3 

トロリ位置 
中央 ● ― ― 

端部 ― ● ○ 

                            ●：吊荷有 〇：吊荷無 

 

  (6)  燃料取替機の評価は，スペクトルモーダル解析及び静解析を用いる。 

 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

     燃料取替機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表4－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－3に示す。 

 

  4.2.2 許容応力 

     燃料取替機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－4に示す。 

 

  4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

     燃料取替機の使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に

示す。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 燃料取替機 Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 燃料取替機 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとし

て，ⅣＡＳの許

容限界を用い

る。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－5(1) 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

注記＊1：

＊2：

表 4－5(2) 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

(℃) 

定格荷重 

(N) 
安全率 

許容荷重 

(N) 

ワイヤロープ 周囲環境温度 50 4.413×103 8.13 3.590×104 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

注記＊1：

＊2：
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 4.3 解析モデル及び諸元 

解析モデルの概要を以下に示す。燃料取替機の解析モデルの使い分けを表 4－7に，燃料取替

機の解析モデルを図 4－2に示す。また，機器の諸元を本計算書の【燃料取替機の耐震性につい

ての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 燃料取替機の耐震計算に用いる解析モデルは，はり要素を用いた三次元有限要素モデルと

する。 

(2) 燃料取替機計算モデルは，燃料取替機の質量としてブリッジとトロリ両方の質量を考慮し

たモデルとし，鉛直方向及び走行方向（EW方向）の評価に用いる。横行方向はトロリがすべ

るため，トロリとブリッジに作用する荷重が異なることから，ブリッジ計算モデルは燃料取

替機計算モデルにおいてトロリの質量を零としたモデルとし，ブリッジに対する横行方向（NS

方向）の評価に用いる。また，横行方向はトロリがすべるため，トロリ計算モデルは同様に

燃料取替機計算モデルにおいてブリッジの質量を零としたモデルとし，トロリに対する横行

方向（NS 方向）の評価に用いる。 

(3) 地震荷重の組合せは，各計算モデルにおける解析（表 4－7中の①～⑦）より，自重①，走

行すべり④及び横行すべり⑦は絶対値和，鉛直（②又は③）及び横行（⑤又は⑥）はＳＲＳ

Ｓ法にて組合せ，最も大きい組合せ荷重のケースを適用する。 

ケース 1：①＋④＋⑦＋ ③2 ＋ ⑤2

ケース 2：①＋④＋⑦＋ ②2 ＋ ⑤2

ケース 3：①＋④＋⑦＋ ③2 ＋ ⑥2

ケース 4：①＋④＋⑦＋ ②2 ＋ ⑥2

(4) 拘束条件として，燃料取替機本体ガーダ車輪／脱線防止ラグのNS方向を拘束し，EW方向へ

はすべりを模擬するため拘束しない条件とする。鉛直上向き方向は，脱線防止ラグとレールの

接触を模擬するためブリッジは拘束の条件とする。また，結合条件として，トロリ車輪／脱線

防止ラグのEW方向はガーダと結合し，NS方向へはすべりを模擬するためガーダとは結合しな

い条件とする。鉛直上向き方向は，脱線防止ラグとレールの接触を模擬するためトロリはガ

ーダと結合の条件とする。 

(5) 解析コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価に用い

る解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コ

ード）の概要」に示す。 
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鉛直 

走行 

横行 

横行 

表 4－7 解析モデルの使い分け 

モデルの種類 モデル化の方法 使用目的 モデルイメージ

燃料取替機 

計算モデル 

・ブリッジとトロリ

両方の質量を考慮

したモデル

・鉛直方向及び走行方

向(EW方向)に対する

燃料取替機全体のス

ペクトルモーダル解

析及び静解析に用い

る。

 ①自重解析 

 ②鉛直スペクトル 

モーダル解析

 ③鉛直静解析 

（動的震度） 

 ④走行静解析 

  （すべり評価） 

ブリッジ 

計算モデル 

・横行方向はトロリ

がすべるため，ト

ロリとブリッジに

作用する荷重が異

なることから，上

記の燃料取替機計

算モデルにおいて

トロリの質量を零

としたモデル

・横行方向(NS方向)に

対するブリッジのス

ペクトルモーダル解

析及び静解析に用い

る。

 ⑤横行静解析 

（動的震度) 

 ⑥横行スペクトル 

モーダル解析

トロリ

計算モデル 

・横行方向はトロリ

がすべるため，ト

ロリとブリッジに

作用する荷重が異

なることから，上

記の燃料取替機計

算モデルにおいて

ブリッジの質量を

零としたモデル

・横行方向(NS方向)に

対するトロリの静解

析に用いる。

⑦横行静解析

（すべり評価）

トロリ

ブリッジ 

トロリ = 質量零

ブリッジ 

トロリ

ブリッジ = 質量零 
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図4－2 解析モデル（燃料取替機計算モデル） 
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 4.4 固有周期 

燃料取替機計算モデル（トロリ位置中央及び端部），ブリッジ計算モデル（トロリ位置

中央及び端部）の固有値解析の結果を表4－8に示す。固有周期は，0.05秒を超えており，

柔構造であることを確認した。また，燃料取替機計算モデル（トロリ位置中央及び端部）

では鉛直方向のモードに着目することとし（NS方向はブリッジ計算モデルで評価，EW方向

はすべりが発生するため），卓越する鉛直方向の振動モード図を図4－3，及び図4－4に示

す。なお，ブリッジ計算モデルの刺激係数がトロリ位置中央と端部で異なるのは，解析モ

デル上ではトロリの質量は零であるが剛性は保持しており，トロリの結合位置によってガ

ーダの剛性が僅かながら異なるためである。 

トロリ計算モデルは，トロリのすべりを考慮した応答計算（静解析）のみに用いるため，

固有値解析は実施しない。 

表4－8(1) 固有値解析結果（燃料取替機計算モデル，トロリ位置：中央） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW方向 

1 水平（EW） 0.213  0.00  1.39  0.09 

2 水平（NS） 0.155  1.24  0.00  0.01 

3 水平（EW） 0.108  0.00  0.87  0.37 

4 水平・鉛直 0.098  0.19  0.11  0.21 

5 鉛直 0.084  0.01  0.20  1.23 

6 水平（EW） 0.056  0.02  0.24  0.08 

7 水平（NS） 0.051  2.31  0.02  0.03 

注：設計基準対象施設としての評価の場合 

  注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

表4－8(2) 固有値解析結果（燃料取替機計算モデル，トロリ位置：端部） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW方向 

1 水平（NS） 0.159  1.40  0.07  0.16 

2 水平（EW） 0.140  0.01  1.31  0.12 

3 水平（EW） 0.101  0.15  1.00  0.03 

4 水平（EW） 0.092  0.20  0.84  0.13 

5 鉛直 0.058  0.12  0.03  1.84 

6 鉛直 0.054  0.15  0.28  1.07 

7 水平（NS） 0.051  1.78  0.09  0.51 

8 鉛直 0.051  0.23  0.26  0.99 

  注：重大事故等対処設備としての評価の場合 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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      表4－8(3) 固有値解析結果（ブリッジ計算モデル，トロリ位置：中央） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW方向 

1 水平（EW） 0.099  0.01  1.43  0.05 

2 鉛直 0.058  0.01  0.01  1.59 

3 鉛直 0.051  0.00  0.12  1.53 

4 水平（NS） 0.051  1.98  0.02  0.05 

  注：設計基準対象施設としての評価の場合 

  注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

 

 

      表4－8(4) 固有値解析結果（ブリッジ計算モデル，トロリ位置：端部） 

モード 卓越方向 
固有周期 

(s) 

水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS方向 EW方向 

1 水平（EW） 0.099  0.00  1.46  0.04 

2 鉛直 0.058  0.02  0.01  1.64 

3 鉛直 0.051  0.65  0.08  1.07 

4 水平（NS） 0.051  1.34  0.07  0.96 

  注：重大事故等対処設備としての評価の場合 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－3 トロリ位置が中央の場合における振動モード図（燃料取替機計算モデル，5次モード） 

図 4－4 トロリ位置が端部の場合における振動モード図（燃料取替機計算モデル，5次モード） 
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 4.5 設計用地震力 

燃料取替機の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－9 に，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－10に示す。「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-

6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 4－9(1) 設計用地震力（設計基準対象施設）燃料取替機計算モデル，トロリ位置：中央 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

減衰定数(％) 鉛直：2.0 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード
固有周期＊2 

(s) 

応答水平震度 

応答鉛直

震度＊3 
ブリッジ トロリ

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.213 

―＊6 ＣＨ２＝0.15＊5 ―＊6 ＣＨ２＝0.15＊5 

1.88 

2次 0.155 3.79 

3次 0.108 9.04 

4次 0.098 10.16 

5次 0.084 10.21 

6次 0.056 6.70 

7次 0.051 5.98 

動的震度＊4 1.81 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：燃料取替機計算モデルの値であり，鉛直方向の応答計算に用いる。 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止 

 摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 

＊6：NS方向の応答計算には用いないため「－」とする。 



 

23 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
2 
R1
 

5-
 

 

表 4－9(2) 設計用地震力（設計基準対象施設）ブリッジ計算モデル，トロリ位置：中央 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

減衰定数(％) 水平：2.0＊2 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期＊2 

(s) 

応答水平震度＊3 

応答鉛直

震度 
ブリッジ トロリ 

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.099 3.80 

―＊5 ―＊5 ―＊5 ―＊5 

2次 0.058 5.42 

3次 0.051 3.59 

4次 0.051 3.59 

動的震度＊4 ＣＨ１＝1.62 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：ブリッジ計算モデルの値であり，水平（NS）方向の応答計算に用いる。 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：ブリッジ NS方向以外は応答計算に用いないため「－」とする。 
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表 4－9(3) 設計用地震力（設計基準対象施設）トロリ計算モデル 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 

応答鉛直

震度 
ブリッジ トロリ 

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

― ― 
―＊3 ―＊3 ＣＨ２＝0.15＊2 ―＊3 ―＊3 

動的震度 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：すべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数に 

   より水平方向設計震度を求めた。 

＊3：トロリ NS方向以外は応答計算に用いないため「－」とする。 
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表 4－10(1) 設計用地震力（重大事故等対処設備）燃料取替機計算モデル，トロリ位置：端部 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

減衰定数(％) 鉛直：1.5 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期＊2 

(s) 

応答水平震度 

応答鉛直

震度＊3 
ブリッジ トロリ 

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.159 

―＊6 ＣＨ２＝0.15＊5 ―＊6 ＣＨ２＝0.15＊5 

3.97 

2次 0.140 5.09 

3次 0.101 11.11 

4次 0.092 12.33 

5次 0.058 9.50 

6次 0.054 6.88 

7次 0.051 6.88 

8次 0.051 6.88 

動的震度＊4 1.81 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：燃料取替機計算モデルの値であり，鉛直方向の応答計算に用いる。 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止 

   摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 

＊6：NS方向の応答計算には用いないため「－」とする。 
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表 4－10(2) 設計用地震力（重大事故等対処設備）ブリッジ計算モデル，トロリ位置：端部 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

減衰定数(％) 水平：2.0 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期＊2 

(s) 

応答水平震度＊3 

応答鉛直

震度 
ブリッジ トロリ 

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

1次 0.099 3.80 

―＊5 ―＊5 ―＊5 ―＊5 

2次 0.058 5.42 

3次 0.051 3.59 

4次 0.051 3.59 

動的震度＊4 ＣＨ１＝1.62 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：ブリッジ計算モデルの値であり，水平（NS）方向の応答計算に用いる。 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：ブリッジ NS方向以外は応答計算には用いないため「－」とする。 
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表 4－10(3) 設計用地震力（重大事故等対処設備）トロリ計算モデル 

据付場所及び 

床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.8＊1 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 

応答鉛直

震度 
ブリッジ トロリ 

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 

― ― 
―＊3 ―＊3 ＣＨ２＝0.15＊2 ―＊3 ―＊3 

動的震度 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：すべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数に 

   より水平方向設計震度を求めた。 

＊3：トロリ NS方向以外は応答計算には用いないため「－」とする。 
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 4.6 計算方法 

  4.6.1 燃料取替機構造物フレームの応力 

   (1) 計算方法 

     燃料取替機構造物フレームに加わる荷重は，スペクトルモーダル解析及び静解析により

求める。 

 

    a. 燃料取替機構造物フレームの応力 

      燃料取替機構造物フレームの応力を図 4－5を用いて計算する。負担力は，並進力 

Ｆｘｉ，Ｆｙｉ，Ｆｚｉ，モーメント力Ｍｘｉ，Ｍｙｉ，Ｍｚｉとする。 

（i＝1は設計基準対象施設，i＝2は重大事故等対処設備） 

     (a) 応力成分 

       上記荷重による応力成分は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (b) 曲げ応力 

       曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

     (c) せん断応力 

せん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

τ１Ｆ１＝ 
・・・・ (4.6.1.7) 

(τｘ１＋τｙ１)2＋τｚ１
2 

τｙ１
2＋(τｘ１＋τｚ１)2 

大きい方 

・・ (4.6.1.2) 

 

τｘ１＝ ，τｙ１＝ ，τｚ１＝ 
Ｆｙ１ 

 Ａ１Ｆ１ 

 

Ｆｘ１ 

 Ａ１Ｆ１

１ 

Ｍｙ１ 

 Ｚｙ１ 

 

Ｍｚ１ 

 Ｚｚ１ 

 Ｍｘ１ 

 Ｚｐ１ 

 

Ｆｚ１ 

 Ａ１Ｆ１ 

 

・・ (4.6.1.4) 

 

τｘ２＝ 

 

 σ１Ｆ２＝σｘ２＋σｙ２＋σｚ２ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.6) 

 

σｘ２＝ ，σｙ２＝ 

σｘ１＝ 

，σｚ２＝ ・・ (4.6.1.3) 

 

，σｙ１＝ 

，τｙ２＝ 

，σｚ１＝ 

σ１Ｆ１＝σｘ１＋σｙ１＋σｚ１ 

Ｆｙ２ 

 Ａ１Ｆ２ 

 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.1.5) 

 

・・ (4.6.1.1) 

 

，τｚ２＝ 
Ｍｘ２ 

 Ｚｐ２ 

 

Ｆｚ２ 

 Ａ１Ｆ２ 

 

Ｆｘ２ 

 Ａ１Ｆ２ 

 

Ｍｙ２ 

 Ｚｙ２ 

 

Ｍｚ２ 

 Ｚｚ２ 

 

τ１Ｆ２＝ 
・・・・ (4.6.1.8) 

(τｘ２＋τｙ２)2＋τｚ２
2 

τｙ２
2＋(τｘ２＋τｚ２)2 

大きい方 
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ｚ

ｙｘ

ｚ

ｙｘ

(d) 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

σｃ１Ｆ２＝  σ１Ｆ２
2＋3・τ１Ｆ２

2 

設計基準対象施設としての評価における燃料取替機構造物フレームの 

最大応力発生部材を図 4－2の a に示す。 

図 4－5(1) ガーダ 

重大事故等対処設備としての評価における燃料取替機構造物フレームの 

最大応力発生部材を図 4－2の b に示す。 

図 4－5(2) ギャラリ 

・・・・・・・・・・ (4.6.1.10) 

σｃ１Ｆ１＝  σ１Ｆ１
2＋3・τ１Ｆ１

2 ・・・・・・・・・・ (4.6.1.9) 

（単位：mm） 

（単位：mm） 
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 4.6.2 脱線防止ラグ，走行レール及び横行レールの応力 

(1) 計算方法（ブリッジ）

ブリッジ脱線防止ラグに加わる荷重（Ｐ１ ～ Ｐ１２）は，スペクトルモーダル解析及び静

解析により求める。 

a. ブリッジ脱線防止ラグの応力

ブリッジ脱線防止ラグの応力を図 4－6を用いて計算する。負担力は，Ｐ１～Ｐ１２

の平均の値をＦＨＢｉ，及びＦＶＢｉとする。 

（i＝1は設計基準対象施設，i＝2は重大事故等対処設備） 

鉛直力ＦＶＢｉはラグ一組（2個）に分散し，1個当たりの負担力は次式となる。 

(a) 曲げ応力

・Ａ部

曲げモーメントは次式となる。

断面係数は次式となる。 

断面積は次式となる。 

したがって，曲げ応力は次式となる。 

ＦＶＢ１ 

2 

 

Ｚ１Ｂ＝ 

 

ＦＶｂ１＝ 

2 

ａ１Ｂ 
ｈ２Ｂ＋ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.1) 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.5)

＋ 
Ｍ１Ｂ１ 

Ｚ１Ｂ 

ＦＶｂ１ 

Ａ１Ｂ 
σ１Ｂ１＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.7)

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.6) Ａ１Ｂ＝ａ１Ｂ・ｂ１Ｂ 

 ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.8)σ１Ｂ２＝ ＋ 
Ｍ１Ｂ２ 

Ｚ１Ｂ 

ＦＶｂ２ 

Ａ１Ｂ 

ａ１Ｂ
2・ｂ１Ｂ 

6 

・・・ (4.6.2.3)Ｍ１Ｂ１＝ＦＨＢ１・ｈ１Ｂ＋ＦＶｂ１・ 

ＦＶＢ２ 

2 
ＦＶｂ２＝ 

2 

ａ１Ｂ 
ｈ２Ｂ＋ Ｍ１Ｂ２＝ＦＨＢ２・ｈ１Ｂ＋ＦＶｂ２・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.2) 

・・・ (4.6.2.4)
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      ・Ｂ部 

       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

       断面係数は次式となる。 

 

 

 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

     (b) せん断応力 

      ・Ａ部 

       せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

       負担力ＦＨＢによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

      ・Ｂ部 

       せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

       負担力ＦＶｂによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

Ｚ２Ｂ 

 

Ｍ２Ｂ１ 

 

σ２Ｂ２＝ 

σ２Ｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.12) 

Ｍ２Ｂ１＝ＦＶｂ１・ｈ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.9) 

 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.11) Ｚ２Ｂ＝ 
ａ２Ｂ

2・ｂ２Ｂ 

 6 

 

Ｍ２Ｂ２＝ＦＶｂ２・ｈ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.10) 

 

τ１Ｂ２＝ 
ＦＨＢ２ 

 Ａ１Ｂ 

 

ＦＶｂ２ 

 Ａ２Ｂ 

 

τ２Ｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.19) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.14) 

 

Ａ１Ｂ＝ａ１Ｂ・ｂ１Ｂ 

 

ＦＨＢ１ 

 Ａ１Ｂ 

 

τ１Ｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.15) 

Ａ２Ｂ＝ａ２Ｂ・ｂ２Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.17) 

ＦＶｂ１ 

 Ａ２Ｂ 

 

τ２Ｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.18) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.16) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.13) 
Ｍ２Ｂ２ 

 Ｚ２Ｂ 
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     (c) 組合せ応力 

      ・Ａ部 

       組合せ応力は次式となる。 

 

        σｃ１Ｂ２＝  σ１Ｂ２
2＋3・τ１Ｂ２

2 

 

      ・Ｂ部 

       組合せ応力は次式となる。 

 

        σｃ２Ｂ２＝   σ２Ｂ２
2＋3・τ２Ｂ２

2 

 

     (d) 取付ボルトのせん断応力 

       せん断力を受けるボルト 1本の断面積は次式となる。 

 

 

       せん断力は，取付ボルトｎ１Ｂ本で受けるものとし，ボルト 1本にかかる 

      せん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 4－6 ブリッジ脱線防止ラグ 

σｃ２Ｂ１＝   σ２Ｂ１
2＋3・τ２Ｂ１

2 

σｃ１Ｂ１＝   σ１Ｂ１
2＋3・τ１Ｂ１

2 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.22) 

 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.20) 

 ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.21) 

 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.23) 

 

・ｄ１Ｂ
2  ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.24) ＡｂＢ＝ 

π 

 4 

 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.26) 

 

τｂＢ２＝ 
ｎ１Ｂ・ＡｂＢ 

 

ＦＨＢ２
2＋ＦＶｂ２

2 

 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.25) 

 

τｂＢ１＝ 
ｎ１Ｂ・ＡｂＢ 

 

ＦＨＢ１
2＋ＦＶｂ１

2 
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    b. 走行レールの応力 

      走行レールの応力評価は 4.6.2(1)a項で求めた荷重（Ｐ１～Ｐ１２）の平均の値 

をＦＨＢｉ，及びＦＶｂｉとする。 

（i＝1は設計基準対象施設，i＝2は重大事故等対処設備） 

      ブリッジ脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｂｉは図 4－7(1)に示す斜線部 

のように走行レールに分散する。 

      ブリッジ脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＢｉは図 4－7(2)に示す斜線部 

のように走行レールに分散する。 

     (a) 曲げ応力 

      ・Ｃ部 

       幅は次式となる。 

 

       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

       断面係数は次式となる。 

 

 

 

       断面積は次式となる。 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

・Ｄ部 

       幅は次式となる。 

 

       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.35) Ｍ４Ｂ１＝ＦＨＢ１・ｈ４Ｂ 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.34) 

 

ｂ４Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ４Ｂ＋Ｌ４Ｂ)    

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.33) σ３Ｂ２＝ 
Ｍ３Ｂ２ 

 Ｚ３Ｂ 

 

ＦＨＢ２ 

 Ａ３Ｂ 

 

＋ 

σ３Ｂ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.32) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.27) 

 

ｂ３Ｂ＝ｂ２Ｂ＋2・(ｈ３Ｂ＋Ｌ３Ｂ)   

 

Ｍ３Ｂ１＝ＦＶｂ１・ｈ３Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.28) 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.30) Ｚ３Ｂ＝ 
ａ３Ｂ

2・ｂ３Ｂ 

 6 

 

Ｍ３Ｂ２＝ＦＶｂ２・ｈ３Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.29) 

Ｍ４Ｂ２＝ＦＨＢ２・ｈ４Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.36) 

Ａ３Ｂ＝ａ３Ｂ・ｂ３Ｂ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.31) 

Ｍ３Ｂ１ 

 

ＦＨＢ１ 

 Ａ３Ｂ 

 

Ｚ３Ｂ 

 

＋ 
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       断面係数は次式となる。 

 

 

 

       断面積は次式となる。 

 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

     (b) せん断応力 

       せん断応力は次式となる。 

      ・Ｃ部 

             ＦＶｂ１ 

             Ａ３Ｂ 

             ＦＶｂ２ 

             Ａ３Ｂ 

      ・Ｄ部 

             ＦＨＢ１ 

             Ａ４Ｂ 

             ＦＨＢ２ 

             Ａ４Ｂ 

 

     (c) 組合せ応力 

      ・Ｃ部 

       組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

      ・Ｄ部 

       組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

τ３Ｂ１＝ 

σ４Ｂ１＝ 

Ｚ４Ｂ＝ 

2・ＦＶｂ１ 

 Ａ４Ｂ 

 

＋ 
Ｍ４Ｂ１ 

 Ｚ４Ｂ 

 

τ４Ｂ１＝ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.37) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.38) Ａ４Ｂ＝ａ４Ｂ・ｂ４Ｂ 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.39) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.41) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.43) 

σｃ３Ｂ１＝ σ３Ｂ１
2＋3・τ３Ｂ１

2 

σ４Ｂ２＝ 

σｃ４Ｂ１＝ σ４Ｂ１
2＋3・τ４Ｂ１

2 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.40) 
2・ＦＶｂ２ 

 Ａ４Ｂ 

 

＋ 
Ｍ４Ｂ２ 

 Ｚ４Ｂ 

 

ａ４Ｂ
2・ｂ４Ｂ 

 6 

 

σｃ３Ｂ２＝  σ３Ｂ２
2＋3・τ３Ｂ２

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.45) 

 
・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.46) 

 

σｃ４Ｂ２＝ σ４Ｂ２
2＋3・τ４Ｂ２

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.47) 

 ・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.48) 

 

τ３Ｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.42) 

τ４Ｂ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.44) 
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図 4－7(1) 走行レール（ＢＶ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－7(2) 走行レール（ＢＨ） 

 

ａ３Ｂ
＊ 

ｈ４Ｂ 

ｂ２Ｂ 
ＦＶｂｉ 

ＦＨＢｉ 

ｂ４Ｂ 

ａ４Ｂ
＊ 

ａ３Ｂ 
Ｌ３Ｂ 

Ｄ部＊ 

ｈ３Ｂ 

ｂ２Ｂ 

Ｃ部 

ｂ３Ｂ 

ｂ４Ｂ
＊ 

Ｌ４Ｂ 

ａ４Ｂ 

ｂ３Ｂ
＊ 

Ｃ部＊ 

注記＊：ＦＶｂｉに対するＤ部（図 4－7(2)）の断面寸法を示す。 

Ｄ部 

注記＊：ＦＨＢｉに対するＣ部（図 4－7(1)）の断面寸法を示す。 
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   (2) 計算方法（トロリ） 

トロリ脱線防止ラグに加わる荷重（Ｐ１３ ～ Ｐ２０）は，スペクトルモーダル解析及び静

解析により求める。 

 

    a. トロリ脱線防止ラグの応力 

      トロリ脱線防止ラグの応力を図 4－9を用いて計算する。負担力は，Ｐ１３～Ｐ２０ 

の平均の値をＦＨＴｉ，及びＦＶＴｉとする。 

（i＝1は設計基準対象施設，i＝2は重大事故等対処設備） 

      水平力ＦＨＴｉは図 4－8に示すようにトロリ脱線防止ラグに分散する。 

      鉛直力ＦＶＴｉはラグ一組（2個）に分散し，1個当たりの負担力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

図 4－8 計算モデル 

 

 

 

 

ＦＶｔ２＝ 
ＦＶＴ２ 

 2 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.50) 

ＦＶｔ１＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.49) 
ＦＶＴ１ 

 2 

 



 

37 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
2 
R1
 

5-
 

     (a) 曲げ応力 

      ・Ａ部 

       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

 

       断面係数は次式となる。 

 

 

 

       断面積は次式となる。 

 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

      ・Ｂ部 

       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

       断面係数は次式となる。 

 

 

 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

ａ１Ｔ 

 

ａ１Ｔ 

 2 

 

2 

 

・・・ (4.6.2.51) 

 

ｈ２Ｔ＋ 

Ｚ１Ｔ＝ 

 ＋ 

 

Ｍ１Ｔ１ 

 Ｚ１Ｔ 

 

ＦＶｔ１ 

 Ａ１Ｔ 

 

Ｚ２Ｔ＝ 

Ｍ２Ｔ１＝ＦＶｔ１・ｈ２Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.57) 

 

σ２Ｔ１＝ 
Ｍ２Ｔ１ 

 Ｚ２Ｔ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.53) 

σ１Ｔ１＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.55) 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.54) 

 

Ａ１Ｔ＝ａ１Ｔ・ｂ１Ｔ 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.59) 

Ｍ１Ｔ１＝ＦＨＴ１・ｈ１Ｔ＋ＦＶｔ１・ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.60) 

 σ１Ｔ２＝ ・・・・・・・・・・・ (4.6.2.56) 

 

＋ 

 

Ｍ１Ｔ２ 

 Ｚ１Ｔ 

 

ＦＶｔ２ 

 Ａ１Ｔ 

 

σ２Ｔ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.61) 
Ｍ２Ｔ２ 

 Ｚ２Ｔ 

 

ａ１Ｔ
2・ｂ１Ｔ 

 6 

 

ａ２Ｔ
2・ｂ２Ｔ 

 6 

 

・・・ (4.6.2.52) 

 

ｈ２Ｔ＋ Ｍ１Ｔ２＝ＦＨＴ２・ｈ１Ｔ＋ＦＶｔ２・ 

 

Ｍ２Ｔ２＝ＦＶｔ２・ｈ２Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.58) 
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     (b) せん断応力 

      ・Ａ部 

       せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

       負担力ＦＨＴによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

      ・Ｂ部 

       せん断力を受ける断面積は次式となる。 

 

       負担力ＦＶｔによるせん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

     (c) 組合せ応力 

      ・Ａ部 

       組合せ応力は次式となる。 

        

        σｃ１Ｔ２＝   σ１Ｔ２
2＋3・τ１Ｔ２

2 

 

      ・Ｂ部 

       組合せ応力は次式となる。 

        

        σｃ２Ｔ２＝  σ２Ｔ２
2＋3・τ２Ｔ２

2 

 

     (d) 取付ボルトのせん断応力 

       せん断力を受けるボルト 1本の断面積は次式となる。 

 

 

 

 

σｃ２Ｔ１＝  σ２Ｔ１
2＋3・τ２Ｔ１

2 

ＦＨＴ１ 

 Ａ１Ｔ 

 

σｃ１Ｔ１＝   σ１Ｔ１
2＋3・τ１Ｔ１

2 ・・・・・・・・・・ (4.6.2.68) 

 

・・・・・・・・・・ (4.6.2.70) 

 ・・・・・・・・・・ (4.6.2.71) 

 

・・・・・・・・・・ (4.6.2.69) 

 

τ１Ｔ２＝ 
ＦＨＴ２ 

 Ａ１Ｔ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.64) 

τ２Ｔ２＝ 
ＦＶｔ２ 

 Ａ２Ｔ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.67) 

τ１Ｔ１＝ 

・ｄ１Ｔ
2 ・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.72) ＡｂＴ＝ 

τ２Ｔ１＝ 
ＦＶｔ１ 

 Ａ２Ｔ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.62) 

 

Ａ１Ｔ＝ａ１Ｔ・ｂ１Ｔ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.63) 

Ａ２Ｔ＝ａ２Ｔ・ｂ２Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.65) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.66) 

π 

 4 
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       せん断力は，取付ボルトｎ１Ｔ本で受けるものとし，ボルト 1本にかかる 

      せん断応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 4－9 トロリ脱線防止ラグ 

 

 

    b. 横行レールの応力 

      横行レールの応力評価は 4.6.2(2)a項で求めた荷重（Ｐ１３～Ｐ２０）の平均の 

値をＦＨＴｉ，及びＦＶｔｉとする。 

（i＝1は設計基準対象施設，i＝2は重大事故等対処設備） 

      トロリ脱線防止ラグに作用する鉛直力ＦＶｔｉは図 4－10(1)に示す斜線部 

のように横行レールに分散する。 

      トロリ脱線防止ラグに作用する水平力ＦＨＴｉは図 4－10(2)に示す斜線部 

のように横行レールに分散する。 

     (a) 曲げ応力 

      ・Ｃ部 

       幅は次式となる。 

 

 

τｂＴ１＝ 
ｎ１Ｔ・ＡｂＴ 

 

ＦＨＴ１
2＋ＦＶｔ１

2 

 
・・・・・・・・・・・ (4.6.2.73) 

τｂＴ２＝ 
ｎ１Ｔ・ＡｂＴ 

 

ＦＨＴ２
2＋ＦＶｔ２

2 

 
・・・・・・・・・・・ (4.6.2.74) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.75) 

 

ｂ３Ｔ＝ｂ２Ｔ＋2・(ｈ３Ｔ＋Ｌ３Ｔ)   
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       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

       断面係数は次式となる。 

 

 

 

       断面積は次式となる。 

 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

      ・Ｄ部 

       幅は次式となる。 

 

       曲げモーメントは次式となる。 

 

 

 

       断面係数は次式となる。 

 

 

 

断面積は次式となる。 

 

 

       したがって，曲げ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

σ３Ｔ２＝ 
ＦＨＴ２ 

 Ａ３Ｔ 

 

＋ 
Ｍ３Ｔ２ 

 Ｚ３Ｔ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.78) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.76) Ｍ３Ｔ１＝ＦＶｔ１・ｈ３Ｔ 

Ｚ３Ｔ＝ 
ａ３Ｔ

2・ｂ３Ｔ 

 6 

 

Ｍ３Ｔ２＝ＦＶｔ２・ｈ３Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.77) 

σ４Ｔ１＝ ・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.87) 

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.88) σ４Ｔ２＝ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.81) 

・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.83) Ｍ４Ｔ１＝ＦＨＴ１・ｈ４Ｔ 

Ｍ４Ｔ２＝ＦＨＴ２・ｈ４Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.84) 

σ３Ｔ１＝ 
ＦＨＴ１ 

 Ａ３Ｔ 

 

＋ 
Ｍ３Ｔ１ 

 Ｚ３Ｔ 

 

Ｚ４Ｔ＝ 

・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.80) 

Ａ３Ｔ＝ａ３Ｔ・ｂ３Ｔ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.79) 

・・・・・・・・・・・ (4.6.2.82) 

 

ｂ４Ｔ＝ｂ２Ｔ＋2・(ｈ４Ｔ＋Ｌ４Ｔ) 

・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.85) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.86) Ａ４Ｔ＝ａ４Ｔ・ｂ４Ｔ 

Ｚ４Ｔ 

 

Ａ４Ｔ 

 

2・ＦＶｔ１ 

 
＋ 

Ｍ４Ｔ１ 

 

Ｚ４Ｔ 

 

Ａ４Ｔ 

 

2・ＦＶｔ２ 

 
＋ 

Ｍ４Ｔ２ 

 

ａ４Ｔ
2・ｂ４Ｔ 

 6 
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     (b) せん断応力 

       せん断応力は次式となる。 

      ・Ｃ部 

             ＦＶｔ１ 

             Ａ３Ｔ 

             ＦＶｔ２ 

             Ａ３Ｔ 

      ・Ｄ部 

             ＦＨＴ１ 

             Ａ４Ｔ 

             ＦＨＴ２ 

             Ａ４Ｔ 

 

     (c) 組合せ応力 

      ・Ｃ部 

       組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

      ・Ｄ部 

       組合せ応力は次式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

σｃ４Ｔ１＝  σ４Ｔ１
2＋3・τ４Ｔ１

2 

σｃ３Ｔ１＝  σ３Ｔ１
2＋3・τ３Ｔ１

2 

σｃ３Ｔ２＝  σ３Ｔ２
2＋3・τ３Ｔ２

2 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.95) 

 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.94) 

 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.96) 

 

σｃ４Ｔ２＝  σ４Ｔ２
2＋3・τ４Ｔ２

2 

τ３Ｔ１＝ 

τ４Ｔ１＝ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.89) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.91) 

・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.93) 

 

τ３Ｔ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.90) 

τ４Ｔ２＝ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4.6.2.92) 
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図 4－10(1) 横行レール（ＴＶ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－10(2) 横行レール（ＴＨ） 

 

ＦＶｔｉ Ｄ部＊ 

注記＊：ＦＶｔｉに対するＤ部（図 4－10(2)）の断面寸法を示す。 

ｂ２Ｔ 

Ｌ４Ｔ 

ｂ４Ｔ 

ｈ４Ｔ 

ＦＨＴｉ 

Ｄ部 

ａ４Ｔ 

Ｌ３Ｔ 

ｂ３Ｔ 

ａ４Ｔ
＊ 

ｂ２Ｔ 

ｈ３Ｔ 

Ｃ部 

ｂ４Ｔ
＊ 

Ｃ部＊ 

ａ３Ｔ 

ａ３Ｔ
＊ 

ｂ３Ｔ
＊ 

注記＊：ＦＨＴｉに対するＣ部（図 4－10(1)）の断面寸法を示す。 
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  4.6.3 吊具の荷重計算方法 

     燃料取替機の吊荷荷重を受ける各部は，ブリッジ，トロリ及び吊具で，このうち吊荷を

直接吊るもので，損傷・破断により落下に至る可能性がある吊具の中から，最も荷重の影

響を受けるワイヤロープと先端金具を評価対象とする。 

 

     ワイヤロープ及び先端金具の計算に当たっては，以下の基本事項で行うものとする。 

      ・吊荷は水中にあり，実際の吊下げでは水の抵抗を受けるが，評価に当たっては，気

中での吊下げを想定して保守的に水の抵抗はないものとして行う。 

      ・燃料取替機及び吊荷の速度算出に当たっては，燃料取替機，吊荷質量及びワイヤロ

ープ長さの評価条件を，固有周期と床応答スペクトルの関係から評価が厳しくなる

ように設定する。 

        ①ワイヤロープ長さは，固有周期に対する床応答特性（加速度）がより厳しくな

る長さとする。評価に当たって，ここでのワイヤロープ長さは吊上げ上端位置

とする。 

        ②吊荷の質量は，定格質量で評価を実施する。 

      ・ワイヤロープ，先端金具の荷重は，吊荷を 1自由度モデルにより求めた固有周期に

対応する加速度，燃料取替機を 4.4項より求めた固有周期に対応する加速度をもと

に，吊荷が一度浮上って落下した後の落下による衝撃荷重を算出する。 

      ・燃料取替機と吊荷の位相差が吊荷に及ぼす影響については，吊荷とは逆位相に生じ

る燃料取替機の速度を，吊荷に作用する相対速度として考慮する。 

      ・衝撃荷重は，吊荷が持っている運動量の保存則を考慮して算出する。 

      ・水平方向地震に伴い，吊荷が振り子運動を起こして吊具に遠心力が作用するが，そ

の影響については，軽微であることから，評価においては鉛直方向地震だけを考慮

するものとする。 
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   (1) 吊荷の浮上り後の落下速度の算出 

     吊荷は，図 4－11に示すように，鉛直方向に浮上り再び自然長位置に戻った瞬間から， 

    吊具の衝撃荷重を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－11 吊荷の浮上りの様子 
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   (2) 吊荷の固有周期 

     以下のとおり，トロリを剛体としたときの吊荷の固有周期Ｔｗを算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固有周期： 

 

 

ばね定数： 

 

 

図 4－12 吊荷の固有周期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔｗ＝2・π・ 
ｍｍ 

 ｋｗ 

 

Ａｗ・ｎｗ・Ｅｗ 

 
ｋｗ＝ 

Ｌｗ 
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   (3) 吊具に作用する衝撃荷重 

     以下のとおり，ワイヤロープ，先端金具に作用する荷重Ｆを算出する。 

     図 4－13及び図 4－14に示すように，ワイヤロープの下端にある吊荷の運動量の変化は

吊荷とトロリの質量や固有値が異なることからｖ１とｖ２が同値にならないが，保守的に 

ワイヤロープの減衰がなく完全弾性衝突を仮定して反発係数を 1とすれば以下となる。 

 

(力積)：    

 

(吊荷の運動量の変化)： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－13 吊荷落下後の速度変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－14 吊荷の力積の概念図 

 

4 
ｔ 

Ｔｗ 0 
・dt 2・π・  Ｆ・sin 

Ｔ 
 

 ｍｍ・(ｖ１＋ｖ２)   
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  吊荷の運動方向が変化する時間については，ワイヤロープが完全弾性体で，吊荷とトロ

リの運動が自由振動系であることを仮定すれば，吊荷の固有周期Ｔｗの 4分の 1となる。

以上から，運動量変化及び作用時間をもとに荷重は，自重分を追加して，以下のとおり

計算する。 

 4.6.4 吊具の応力計算方法 

ワイヤロープの支持荷重及び先端金具の応力を，図 4－15を用いて計算する。

ワイヤロープの支持荷重は次式となる。

先端金具の応力は次式となる。 

図 4－15 ワイヤロープ及び先端金具 

Ｆｗ＝ 
ｎｗ

Ｆ 

σｍ＝ 
Ｆｗ 

ＡＢ

Ｆ＝ 
2・π・ｍｍ・(ｖ1＋ｖ2) 

Ｔｗ

＋ｍｍ・g 
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 4.7 計算条件 

 応力解析に用いる自重（ブリッジ，トロリ，吊荷）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【燃料

取替機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 4.8 応力の評価 

 4.8.1 燃料取替機構造物フレーム，脱線防止ラグ，走行レール及び横行レールの応力評価 

 4.6.1項及び 4.6.2項で求めた燃料取替機構造物フレーム，脱線防止ラグ，走行レール及び

横行レールの各応力が次式より求めた許容応力以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容曲げ応力 

fｂ 

 Ｆ 

 1.5 

許容せん断応力 

fＳ 

 Ｆ 

 1.5・√3 

許容組合せ応力 

fｔ 

 Ｆ 

 1.5 

 4.8.2 脱線防止ラグ取付ボルトの応力評価 

 4.6.2項で求めた脱線防止ラグ取付ボルトの応力が次式より求めた許容せん断応力以下であ

ること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

fＳ 

 Ｆ 

 1.5・√3 

 4.8.3 先端金具の応力評価 

4.6.4項で求めた先端金具の応力が次式より求めた許容引張応力以下であること。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 

 Ｆ 

2 

・ 1.5

・ 1.5

・ 1.5

・ 1.5

＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊

＊ ＊

・ 1.5

＊ ＊
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  4.8.4 ワイヤロープの評価 

     4.6.4項で求めたワイヤロープの支持荷重が許容荷重以下であること。 
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5. 評価結果 

 5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

   燃料取替機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満

足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

   (1) 構造強度評価結果 

     構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

   重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

   (1) 構造強度評価結果 

     構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【燃料取替機の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機器名称 
耐震 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 

燃料取替機 Ｂ 
原子炉建物 

EL 42.8＊1 
0.038＊2 0.084＊2 

ブリッジ トロリ 

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 
ＣＶ＝1.81＊3 

又は ＊4 
50 

ＣＨ１＝1.62＊3 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：評価上厳しくなるトロリ位置が中央にある場合の値 

  ＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

  ＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 
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 1.2 機器要目 

ｍＢ 

(kg) 

ｍＴ 

(kg) 

ｎ１Ｂ ｎ１Ｔ Ｅ 

(MPa) 

Ｆｘ１ 

(N) 

Ｆｙ１ 

(N) 

Ｆｚ１ 

(N) 

Ｍｘ１ 

(N･mm)

Ｍｙ１ 

(N･mm)

Ｍｚ１ 

(N･mm)

ＦＨＢ１ 

(N) 

ＦＶＢ１ 

(N) 

ＦＨＴ１ 

(N) 

ＦＶＴ１ 

(N) 

1.763×106 1.493×105 8.440×105 4.244×107 2.362×109 4.125×108 5.645×105 2.479×105 2.836×104 1.630×105 

ａ１Ｂ 

(mm) 

ａ２Ｂ 

(mm) 

ａ３Ｂ 

(mm) 

ａ４Ｂ 

(mm) 

ｂ１Ｂ 

(mm) 

ｂ２Ｂ 

(mm) 

ｂ３Ｂ 

(mm) 

ｂ４Ｂ 

(mm) 

ｄ１Ｂ 

(mm) 

ｈ１Ｂ 

(mm) 

ｈ２Ｂ 

(mm) 

ｈ３Ｂ 

(mm) 

ｈ４Ｂ 

(mm) 

Ｌ３Ｂ 

(mm) 

Ｌ４Ｂ 

(mm) 

ν 

ａ１Ｔ 

(mm) 

ａ２Ｔ 

(mm) 

ａ３Ｔ 

(mm) 

ａ４Ｔ 

(mm) 

ｂ１Ｔ 

(mm) 

ｂ２Ｔ 

(mm) 

ｂ３Ｔ 

(mm) 

ｂ４Ｔ 

(mm) 

ｄ１Ｔ 

(mm) 

ｈ１Ｔ 

(mm) 

ｈ２Ｔ 

(mm) 

ｈ３Ｔ 

(mm) 

ｈ４Ｔ 

(mm) 

Ｌ３Ｔ 

(mm) 

Ｌ４Ｔ 

(mm) 

Ａ１Ｆ１ 

(mm2) 

Ａ１Ｂ 

(mm2) 

Ａ２Ｂ 

(mm2) 

Ａ３Ｂ 

(mm2) 

Ａ４Ｂ 

(mm2) 

ＡｂＢ 

(mm2) 

Ａ１Ｔ 

(mm2) 

Ａ２Ｔ 

(mm2) 

Ａ３Ｔ 

(mm2) 

Ａ４Ｔ 

(mm2) 

ＡｂＴ 

(mm2) 

Ｚｐ１ 

(mm3) 

Ｚｙ１ 

(mm3) 

Ｚｚ１ 

(mm3) 

Ｚ１Ｂ 

(mm3) 

Ｚ２Ｂ 

(mm3) 

Ｚ３Ｂ 

(mm3) 

Ｚ４Ｂ 

(mm3) 

Ｚ１Ｔ 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ 

(mm3) 

Ｚ３Ｔ 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ

(mm3) 
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ｍｍ

(kg) 

Ｔｗ

(s) 

Ｌｗ

(mm) 

Ａｗ

(mm2) 

ＡＢ

(mm2) 

Ｅｗ

(MPa) 

ｎｗ Ｆｗ

(N) 

ｋｗ

(N/mm) 

ｖ１

(mm/s) 

ｖ２

(mm/s) 

2.962×104 
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注：
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 1.3 結論 

（単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

燃料取替機構造物フレーム 

（ガーダ） 

曲げ σ１Ｆ１  240 275 

せん断 τ１Ｆ１   20 158 

組合せ σｃ１Ｆ１  242 275 

ブ

リ

ッ

ジ 

脱線防止ラグ 
Ｂ部 

曲げ σ２Ｂ１  159 253 

せん断 τ２Ｂ１   48 146 

組合せ σｃ２Ｂ１  179 253 

取付ボルト せん断 τｂＢ１  320 366 

ト

ロ

リ 

脱線防止ラグ 
Ａ部 

曲げ σ１Ｔ１  113 253 

せん断 τ１Ｔ１  7 146 

組合せ σｃ１Ｔ１  114 253 

取付ボルト せん断 τｂＴ１  138 366 

走行レール Ｄ部 

曲げ σ４Ｂ１  567 756 

せん断 τ４Ｂ１   53 436 

組合せ σｃ４Ｂ１  574 756 

横行レール Ｄ部 

曲げ σ４Ｔ１  287 483 

せん断 τ４Ｔ１   10 278 

組合せ σｃ４Ｔ１  288 483 

すべて許容応力以下である。 
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（単位：N） 

部位 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 ワイヤロープ 支持荷重 Ｆｗ 29620 35900 

許容荷重以下である。 

（単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

吊具 先端金具 引張 σｍ 262 378 

許容応力以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

 2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

(℃) 

水平方向 鉛直方向 水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 

燃料取替機 ― 
原子炉建物 

EL 42.8＊1 
0.036＊2 0.058＊2 

ブリッジ トロリ

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 
ＣＶ＝1.81＊3 

又は ＊4
100 

ＣＨ１＝1.62＊3 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 ＣＨ２＝0.15＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：トロリ位置が端部にある場合の値 

  ＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

  ＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊5：この方向はすべりを生じ最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないため，最大静止摩擦係数により水平方向設計震度を求めた。 
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 2.2 機器要目 

ｍＢ 

(kg) 

ｍＴ 

(kg) 

ｎ１Ｂ ｎ１Ｔ Ｅ 

(MPa) 

Ｆｘ２ 

(N) 

Ｆｙ２ 

(N) 

Ｆｚ２ 

(N) 

Ｍｘ２ 

(N･mm)

Ｍｙ２ 

(N･mm)

Ｍｚ２ 

(N･mm)

ＦＨＢ２ 

(N) 

ＦＶＢ２ 

(N) 

ＦＨＴ２ 

(N) 

ＦＶＴ２ 

(N) 

4.317×103 3.105×103 4.489×102 4.744×103 2.267×105 1.882×106 2.578×105 1.171×105 1.985×104 3.640×104 

ａ１Ｂ 

(mm) 

ａ２Ｂ 

(mm) 

ａ３Ｂ 

(mm) 

ａ４Ｂ 

(mm) 

ｂ１Ｂ 

(mm) 

ｂ２Ｂ 

(mm) 

ｂ３Ｂ 

(mm) 

ｂ４Ｂ 

(mm) 

ｄ１Ｂ 

(mm) 

ｈ１Ｂ 

(mm) 

ｈ２Ｂ 

(mm) 

ｈ３Ｂ 

(mm) 

ｈ４Ｂ 

(mm) 

Ｌ３Ｂ 

(mm) 

Ｌ４Ｂ 

(mm) 

ν 

ａ１Ｔ 

(mm) 

ａ２Ｔ 

(mm) 

ａ３Ｔ 

(mm) 

ａ４Ｔ 

(mm) 

ｂ１Ｔ 

(mm) 

ｂ２Ｔ 

(mm) 

ｂ３Ｔ 

(mm) 

ｂ４Ｔ 

(mm) 

ｄ１Ｔ 

(mm) 

ｈ１Ｔ 

(mm) 

ｈ２Ｔ 

(mm) 

ｈ３Ｔ 

(mm) 

ｈ４Ｔ 

(mm) 

Ｌ３Ｔ 

(mm) 

Ｌ４Ｔ 

(mm) 

Ａ１Ｆ２ 

(mm2) 

Ａ１Ｂ 

(mm2) 

Ａ２Ｂ 

(mm2) 

Ａ３Ｂ 

(mm2) 

Ａ４Ｂ 

(mm2) 

ＡｂＢ 

(mm2) 

Ａ１Ｔ 

(mm2) 

Ａ２Ｔ 

(mm2) 

Ａ３Ｔ 

(mm2) 

Ａ４Ｔ 

(mm2) 

ＡｂＴ 

(mm2) 

Ｚｐ２ 

(mm3) 

Ｚｙ２ 

(mm3) 

Ｚｚ２ 

(mm3) 

Ｚ１Ｂ 

(mm3) 

Ｚ２Ｂ 

(mm3) 

Ｚ３Ｂ 

(mm3) 

Ｚ４Ｂ 

(mm3) 

Ｚ１Ｔ 

(mm3) 

Ｚ２Ｔ 

(mm3) 

Ｚ３Ｔ 

(mm3) 

Ｚ４Ｔ

(mm3) 
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 2.3 結論 

（単位：MPa） 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

燃料取替機構造物フレーム 

（ギャラリ） 

曲げ σ１Ｆ２  222 235 

せん断 τ１Ｆ２  4 135 

組合せ σｃ１Ｆ２  222 235 

ブ

リ

ッ

ジ 

脱線防止ラグ 
Ｂ部 

曲げ σ２Ｂ２   75 232 

せん断 τ２Ｂ２   23 133 

組合せ σｃ２Ｂ２   85 232 

取付ボルト せん断 τｂＢ２  146 341 

ト

ロ

リ 

脱線防止ラグ 
Ａ部 

曲げ σ１Ｔ２   31 232 

せん断 τ１Ｔ２    5 133 

組合せ σｃ１Ｔ２   32 232 

取付ボルト せん断 τｂＴ２  43 341 

走行レール Ｄ部 

曲げ σ４Ｂ２  259 756 

せん断 τ４Ｂ２   24 436 

組合せ σｃ４Ｂ２  263 756 

横行レール Ｄ部 

曲げ σ４Ｔ２  174 483 

せん断 τ４Ｔ２  7 278 

組合せ σｃ４Ｔ２  174 483 

すべて許容応力以下である。 
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Ⅵ-2-11-2-7-3 チャンネル着脱装置の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

  本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるチャンネル着脱装置（以下「着脱装置」とい

う。）（Ｂクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有しているこ

とを確認することで，下部に設置された上位クラス施設である燃料プール，使用済燃料貯蔵ラッ

ク等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

 着脱装置は，原子炉建物 4 階に設置されている。着脱装置は，図 2－1 の位置関係図に示す

ように，上位クラス施設である燃料プールの壁面に設置されていることから，地震時に本機器

が落下した場合は，燃料プールに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

図 2－1 チャンネル着脱装置と燃料プール等の位置関係図 

 

2.2 構造計画 

着脱装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ガイドレールは燃料プー

ル壁面の金物に差し込ま

れており，上部に固定ボ

ルトで取り付けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料昇降式(カ

ートがガイドレ

ールに支持さ

れ，ローラチェ

ーンを介して上

下する昇降装

置。) 
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 2.3 評価方針 

着脱装置の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」

にて示す着脱装置の部位を踏まえ,「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析

モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力

等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

着脱装置の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 着脱装置の耐震評価フロー 

 

着脱装置の構造強度評価 

固有値解析 

着脱装置本体 

解析モデルの設定 

有限要素法モデルの作成 

地震応答解析 

地震時における応力 

 

設計用地震力 

吊具 

計算モデルの設定 

地震時に作用する荷重 

設計用地震力 

流体速度の算出 

スロッシングによる 

荷重(抗力)の算出 

着脱装置の構造強度評価 

固有値解析 

着脱装置本体 

解析モデルの設定 

有限要素法モデルの作成 

地震応答解析 

地震時における応力 

 

設計用地震力 

吊具 

計算モデルの設定 

地震時に作用する荷重 

設計用地震力 

燃料プールの 3次元流

動解析 
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 2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する適用規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987 （（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 

   ・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・機械工学便覧 （（社）日本機械学会） 
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2.5 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ１Ｇ ガイドレールの断面積 mm2 

ＡＬ ローラチェーンの許容荷重 N 

Ａｓ スロッシングによるガイドレール，カート及び燃料の投影面積 mm2 

Ｃｄ 抗力係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｅ ガイドレール及びカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又は SSB-3133に定める値 MPa 

ＦｘＧ ガイドレールに作用する軸力（ｘ方向） N 

ＦｙＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｙ方向） N 

ＦｚＧ ガイドレールに作用するせん断力（ｚ方向） N 

ＦＣ ローラチェーンに作用する荷重 N 

ƒｓ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔ 許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける固定ボルトの許容引張応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＭｘＧ ガイドレールのねじりモーメント（ｘ軸） N･mm 

ＭｙＧ ガイドレールの曲げモーメント（ｙ軸） N･mm 

ＭｚＧ ガイドレールの曲げモーメント（ｚ軸） N･mm 

ｍＧ ガイドレールの質量 kg 

ｍＦ カートの質量 kg 

ｍｍ 吊荷の質量 kg 

ｍｗＨ 水平方向の水の付加質量 kg 

Ｐｔ スロッシングによりガイドレール，カート及び燃料に生じる抗力 N 

Ｓｕ 

ガイドレール及びカート：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

MPa 

Ｓｙ 

ガイドレール及びカート：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)

に定める値 

固定ボルト：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

MPa 

Ｖ スロッシングによる流速 m/s 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

ＺｐＧ ガイドレールのねじり断面係数 mm3 

ＺｙＧ ガイドレールの断面係数（ｙ軸） mm3 

ＺｚＧ ガイドレールの断面係数（ｚ軸） mm3 

ν ポアソン比 － 

θ 最外郭固定ボルト角度 rad 

ρ 水の比重 kg/m3 

σ１Ｇ ガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｃ１Ｇ ガイドレールの組合せ応力 MPa 

σｘＧ ｘ方向の荷重によるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｙＧ ｙ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σｚＧ ｚ方向のモーメントによるガイドレールの曲げ応力 MPa 

σ１Ｂ 固定ボルトの引張応力 MPa 

σｘＢ ｘ方向の荷重による固定ボルトの引張応力 MPa 

σｙＢ ｙ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa 

σｚＢ ｚ方向のモーメントによる固定ボルトの引張応力 MPa 

τ１Ｇ ガイドレールのせん断応力 MPa 

τｘＧ ｘ方向のモーメントによるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｙＧ ｙ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

τｚＧ ｚ方向の荷重によるガイドレールのせん断応力 MPa 

注：記号右端添え字にＧが付くものは，ガイドレール評価用を代表で示したものであり，カート評

価用についてはＧ→Ｆ，固定ボルト評価用についてはＧ→Ｂに置き換える。 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

  精度は有効数字 6桁以上を確保する。 

  表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁  処理方法  表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位＊1 

長 下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

さ 厚さ mm － － 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表及び日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2017)に記

載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，比例法により補間した値の小数

点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位  

着脱装置の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

着脱装置本体及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，主要構

造物であるガイドレール，カート，固定ボルト及び吊具（ローラチェーン）について実施する。

着脱装置の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価  

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1)  着脱装置を構成する部材をはり要素にてモデル化した 3 次元有限要素法モデルによるス

ペクトルモーダル解析（NS方向及び EW方向）及び静解析（鉛直方向）を適用する。 

(2)  地震力は，着脱装置に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，水平

方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには,ＳＲＳＳ法を適用する。 

(3)  地震力及びスロッシング荷重は，ガイドレール及びカートに対して水平方向及び鉛直方

向から個別に作用するものとし，強度評価においてＳＲＳＳ法にて組合せる。 

(4)  ガイドレールは，燃料プール壁面の固定ボルト及び金物により荷重を支持する構造であ

るため，該当部位の変位を拘束する。 

(5)  カートに設置される燃料は，集中質量として設定する。 

(6)  カートはガイドレールに対して鉛直方向にスライド可能とし，鉛直方向はローラチェー

ンにより支持される。 

(7)  カートの位置については，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の条件に対する評

価条件としてカート位置が上端及び下端について評価し，最も厳しい下端の場合について

記載する。 

(8)  吊具については，ローラチェーンの鉛直方向を剛構造とみなし，鉛直方向の設計震度に

対応した荷重を算出する。 

(9)  耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

着脱装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

 4.2.2 許容応力 

着脱装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3に示す。 

 

 4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

着脱装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－4に， 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

着脱装置の使用材料の許容荷重評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 4－5に， 重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－7に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

チャンネル 

着脱装置 
Ｂ 

 

－＊1 

 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

注記＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 

 

    

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 
燃料取扱設備 

チャンネル 

着脱装置 
－ －＊1 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊2 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を 

用いる。） 

注記＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：地震荷重にはプール水のスロッシングによる荷重を含む。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-3 R1 

11
 

表 4－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設としての評価及び重大事故等対処設備としての評価）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆＳ 

ＶＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

ガイドレール 周囲環境温度 66 － － 

カート 周囲環境温度 66 － － 

固定ボルト 周囲環境温度 66 － － 

注記＊：ＪＩＳ Ｈ ４１００相当 

表 4－5 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

定格荷重 

（N） 
安全率 

許容荷重 

（N） 

ローラチェーン 周囲環境温度 66 
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表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

ガイドレール 周囲環境温度 100 － － 

カート 周囲環境温度 100 － － 

固定ボルト 周囲環境温度 100 － － 

注記＊：ＪＩＳ Ｈ ４１００相当 

表 4－7 使用材料の許容荷重評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

定格荷重 

（N） 
安全率 

許容荷重 

（N） 

ローラチェーン 周囲環境温度 100 
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4.3 解析モデル及び諸元 

 着脱装置の解析モデルを図 4－1 に，解析モデル概要を以下に示す。また，機器の諸元を本

計算書の【チャンネル着脱装置の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) ガイドレール及びカートをはり要素でモデル化した 3次元有限要素法モデルを用いる。

(2) 拘束条件は，固定ボルト部を完全拘束とする。また，金物については,水平方向及び鉛

直軸まわりの回転方向を拘束する。ローラチェーンはループ状になっており，ガイドレ

ールの上部及び下部に取り付けられたスプロケットにより回転及び停止する。ローラチ

ェーンの回転によってカートは鉛直方向に昇降し，ローラチェーンの停止によってカー

トの鉛直方向は固定される。よって，カートのローラチェーン取付け部の鉛直方向を拘

束する。 

(3) 結合条件は，カート及びガイドレール間の水平方向及び鉛直軸まわりの回転方向のみ

を結合する。なお，固定ボルト部は剛体として評価する。 

(4) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5 「計

算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

(5) 質量には着脱装置自身の質量，燃料の質量及び水の付加質量＊を考慮し, 着脱装置自身

の質量及び水の付加質量については，フレーム全長に渡って，等分布に与える。燃料

（水の付加質量を含む）については，カートの上下位置に集中質量として与える。 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効 

果を模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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図 4－1 解析モデル 
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表 4－8 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 

ガイドレール － － 

カート － － 

固定ボルト － － 

ローラチェーン － － 

質量 
ガイドレール ｍＧ kg 

カート ｍＦ kg 

温度条件 

（周囲環境温度，設計基準対象施設） 
－ ℃ 66 

温度条件 

（周囲環境温度，重大事故等対処設備） 
－ ℃ 100 

縦弾性係数 
ガイドレール Ε MPa 

カート Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－9，振動モード図を図 4－2～図 4－6に示す。水平方向の固有周期

は，0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，鉛直方向の固有周期は,0.05

秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－9 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期 

（s） 

刺激係数＊ 

NS方向 EW方向 鉛直方向 

1次 

2次 

3次 

4次 

5次 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

図 4－2 振動モード図（1次） 
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図 4－3 振動モード図（2次） 

 

図 4－4 振動モード図（3次） 
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図 4－5 振動モード図（4次） 

 

 図 4－6 振動モード図（5次）  
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4.5 設計用地震力 

着脱装置の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－10に，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－11に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 4－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 

減衰定数(％) 水平：2.0＊2  鉛直：- 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊3 固有周期(s) 
応答水平震度＊4 

応答鉛直震度＊4 
NS方向 EW方向 

1次 

2次 

3次 

4次 

5次 

動的震度＊5 ＣＨ＝2.31 ＣＨ＝2.52 ＣＶ＝2.46 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：全体的にボルト締結による構造であるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に 

基づきボルト及びリベット構造物の減衰定数を使用する。 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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表 4－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 

減衰定数(％) 水平：2.0＊2  鉛直：- 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊3 固有周期(s) 
応答水平震度＊4 

応答鉛直震度＊4 
NS方向 EW方向 

1次 

2次 

3次 

4次 

5次 

動的震度＊5 ＣＨ＝2.31 ＣＨ＝2.52 ＣＶ＝2.46 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：全体的にボルト締結による構造であるため，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に 

基づきボルト及びリベット構造物の減衰定数を使用する。 

＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに 

対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 



22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-
7-
3 
R
1 

4.6 計算方法 

 4.6.1 応力の計算方法 

(1) ガイドレールの応力

ガイドレールに加わる荷重は，図 4－1 の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＧ， 

ＦｙＧ，ＦｚＧ，モーメント力ＭｘＧ，ＭｙＧ，ＭｚＧとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

d. 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

・・・・・・・・ (4.6.1.3) 

・・・・ (4.6.1.4) 

，σｙＧ＝ ，σｚＧ＝ 

，τｙＧ＝ ，τｚＧ＝ 

・・ (4.6.1.1)

大きい方 

σｘＧ＝ 
Ａ１Ｇ 

ＦｘＧ 

 

ＭｙＧ 

 ＺｙＧ 

ＭｚＧ 

 ＺｚＧ 

・・ (4.6.1.2)

τ１Ｇ＝ 

σｃ１Ｇ＝   σ１Ｇ
2＋3・τ１Ｇ

2 

τｘＧ＝ 

・・・・・・・・・・・ (4.6.1.5)

)

ＭｘＧ 

 ＺｐＧ Ａ１Ｇ 

ＦｙＧ 

 Ａ１Ｇ 

ＦｚＧ 

 

σ１Ｇ＝|σｘＧ|＋|σｙＧ|＋|σｚＧ| 

(|τｘＧ|＋|τｙＧ|)2＋|τｚＧ|2 

|τｙＧ|2＋(|τｘＧ|＋|τｚＧ|)2 
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(2) カートの応力

カートに加わる荷重は，図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＦ， 

ＦｙＦ，ＦｚＦ，モーメント力ＭｘＦ，ＭｙＦ，ＭｚＦとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 曲げ応力

曲げ応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

d. 組合せ応力

組合せ応力は次式となる。

・・・・・・・・・・ (4.6.1.8) 

σｘＦ＝ ，σｙＦ＝ ，σｚＦ＝ 

・・ (4.6.1.7)

・・・・ (4.6.1.9) 

ＭｘＦ 

 ＺｐＦ 

τ１Ｆ＝ 
大きい方 

，τｙＦ＝ 

 

ＦｙＦ 

 Ａ１Ｆ 
，τｚＦ＝ 

ＦｚＦ 

 Ａ１Ｆ 

・・ (4.6.1.6)

σｃ１Ｆ＝   σ１Ｆ
2＋3・τ１Ｆ

2 ・・・・・・・・・・・ (4.6.1.10)

)

ＦｘＦ 

 Ａ１Ｆ 

ＭｙＦ 

 ＺｙＦ 

ＭｚＦ 

 ＺｚＦ 

τｘＦ＝ 

σ１Ｆ＝|σｘＦ|＋|σｙＦ|＋|σｚＦ| 

(|τｘＦ|＋|τｙＦ|)2＋|τｚＦ|2 

|τｙＦ|2＋(|τｘＦ|＋|τｚＦ|)2 
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(3) 固定ボルトの応力

固定ボルトに加わる荷重は，図 4－1の解析モデルにより計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」

を用いて，スペクトルモーダル解析及び静解析により地震力を算出し，スロッシング荷重

と足し合わせて求める。応力は図 4－7を用いて計算する。負担力は，並進力ＦｘＢ， 

ＦｙＢ，ＦｚＢ，モーメント力ＭｘＢ，ＭｙＢ，ＭｚＢとする。 

a. 応力成分

上記荷重による応力成分は次式となる。

b. 引張応力

引張応力は次式となる。

c. せん断応力

せん断応力は次式となる。

・・・・ (4.6.1.14) 

(τｙＢ＋τｘＢ・sinθ)2＋(τｚＢ＋τｘＢ・cosθ)2 τ１Ｂ＝

・・・・・・・・・・ (4.6.1.13) 

σｘＢ＝ ，σｙＢ＝ ，σｚＢ＝ 

・・ (4.6.1.12)
ＭｘＢ 

 ＺｐＢ 
，τｙＢ＝ 

ＦｙＢ 

 Ａ１Ｂ 
，τｚＢ＝ 

ＦｚＢ 

 Ａ１Ｂ 

・・ (4.6.1.11)
ＦｘＢ 

 Ａ１Ｂ 

ＭｙＢ 

 ＺｙＢ 

ＭｚＢ 

 ＺｚＢ 

τｘＢ＝ 

σ１Ｂ＝|σｘＢ|＋|σｙＢ|＋|σｚＢ| 
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 ガイドレールの最大応力発生部材を図 4－1の a  ，カートの最大応力発生部位を 

図 4－1の b  に示す。 

ガイドレール カート

固定ボルト 

図 4－7 部材断面 

注：x，y，zは要素に与えられた座標軸で，x軸は常に要素の長手方向にとる。 

y x 

z 

x 

z 

y 

y x 

z 

θ 

τｙＢ 

τｘＢ・cosθ 

τｚＢ

τｘＢ 

τｘＢ・sinθ 

θ 
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4.6.2 荷重の計算方法 

(1) 吊り具の荷重 
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4.6.3 スロッシング荷重（抗力）の計算方法 

(1)  スロッシングによる荷重（抗力）の算出については，Ⅵ-1-1-9-3「溢水評価条件の設定」

に示す基準地震動Ｓｓ（Ｓｓ－Ｄ）による燃料プールの 3次元流体速度時刻歴データを用

いる。 

(2)  流体速度時刻歴データより水平方向における水深ごとの最大流速を用い，ガイドレール，

カート及び燃料に生じる抗力を算出する。 

(3)  抗力の算出には以下の式を用い，抗力係数Ｃｄは機械工学便覧 日本機械学会編（2007）

より 2.0とする。 

 

  

 

 

  

・・・・・・・・・・・・・ (4.6.3.1) 

) 

 

2 

 

1 

2 
Ｐｔ＝ ・Ｃｄ・ρ・Ａｓ・Ｖ2 
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4.7 計算条件 

耐震解析に用いる自重（着脱装置）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【着脱装置の耐

震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力及び荷重の評価 

4.8.1 ガイドレール及びカートの応力評価 

4.6.1 項で求めたガイドレール及びカートの各応力が下表で定めた許容応力以下である

こと。ただし，許容組合せ応力は ƒｔ以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重 

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔ 

       Ｆ 

        1.5 

許容せん断応力 

ƒｓ 

       Ｆ 

      1.5・√3 

 

4.8.2 固定ボルトの応力評価 

4.6.1項で求めた固定ボルトの引張応力σ１Ｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

      

 

 

せん断応力τ１Ｂは，せん断力のみを受ける固定ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重 

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

       Ｆ 

        2 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

       Ｆ 

      1.5・√3 

 

4.8.3 吊具の荷重評価 

4.6.2項で求めたローラチェーンの荷重が許容荷重以下であること。 

  

1.5 ・ 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ, ƒｔｏ] ・・・・・・・・・・ (4.8.2.1) 

 

＊ ＊
 

  

1.5 ・ 

＊
1.5 ・ 

＊

1.5 ・ 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

着脱装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足

しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

着脱装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1)  構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【チャンネル着脱装置の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 

耐震 

重要度 

分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境 

温度 

（℃） 

NS 

方向 

EW 

方向 

鉛直 

方向 

NS方向 

設計震度 

EW方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル

着脱装置
Ｂ 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 
0.05以下 

ＣＨ＝2.31＊2 

又は＊3 

ＣＨ＝2.52＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝2.46＊2 － 66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

1.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

ｍｗＨ(kg) Ｅ 

（MPa） 
ν 

ＡＬ（ローラチェーン） 

（N） NS方向 EW方向 

部材 
Ａ１Ｇ 

（mm2） 

ＺｐＧ 

（mm3） 

ＺｙＧ 

（mm3） 

ＺｚＧ 

（mm3） 

ガイドレール 
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部材 
Ａ１Ｆ 

（mm2） 

ＺｐＦ 

（mm3） 

ＺｙＦ 

（mm3） 

ＺｚＦ 

（mm3） 

カート

部材 
Ａ１Ｂ 

（mm2） 

ＺｐＢ 

（mm3） 

ＺｙＢ 

（mm3） 

ＺｚＢ 

（mm3） 

θ 

（rad） 

固定ボルト 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ガイドレール ― 

カート ― 

固定ボルト ― 

＊ ＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 ガイドレールの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＧ

（N） 

ＦｙＧ

（N） 

ＦｚＧ

（N） 

ＭｘＧ

（N･mm） 

ＭｙＧ

（N･mm） 

ＭｚＧ

（N･mm） 

ガイドレール 

1.3.2 カートの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＦ

（N） 

ＦｙＦ

（N） 

ＦｚＦ

（N） 

ＭｘＦ

（N･mm） 

ＭｙＦ

（N･mm） 

ＭｚＦ

（N･mm） 

カート

1.3.3 固定ボルトの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＢ

（N） 

ＦｙＢ

（N） 

ＦｚＢ

（N） 

ＭｘＢ

（N･mm） 

ＭｙＢ

（N･mm） 

ＭｚＢ

（N･mm） 

固定ボルト 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 

（単位：s） 

方向 固有周期 

EW方向 

NS方向 

鉛直方向 0.05以下 
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1.4.2 応力 

（単位：MPa） 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

ガイドレール 

曲げ σ１Ｇ ＝ 120 ƒｔ ＝ 184 

せん断 τ１Ｇ ＝  3 ƒｓ ＝ 106 

組合せ σｃ１Ｇ＝ 120 ƒｔ ＝ 184 

カート

曲げ σ１Ｆ ＝ 87 ƒｔ ＝ 105 

せん断 τ１Ｆ ＝ 2 ƒｓ ＝ 60 

組合せ σｃ１Ｆ＝ 87 ƒｔ ＝ 105 

固定ボルト 
引張 σ１Ｂ ＝ 330 ƒｔｓ＝ 454* 

せん断 τ１Ｂ ＝ 14 ƒｓｂ＝ 349 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ，ƒｔｏ]より算出 

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 荷重 

（単位：N） 

部材 材料 荷重 
基準地震動Ｓｓ 

算出荷重 許容荷重 

ローラチェーン 吊荷荷重 ＦＣ＝1.652×104 ＡＬ＝4.020×104 

 すべて許容荷重以下である。 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
最高使用 

温度 

（℃） 

周囲環境 

温度 

（℃） 

NS 

方向 

EW 

方向 

鉛直 

方向 

NS方向 

設計震度 

EW方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル

着脱装置
－ 

原子炉建物 

EL 42.8＊1 
0.05以下 

ＣＨ＝2.31＊2 

又は＊3 

ＣＨ＝2.52＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝2.46＊2 － 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

2.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍＦ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

ｍｗＨ(kg) Ｅ 

（MPa） 
ν 

ＡＬ（ローラチェーン） 

（N） NS方向 EW方向 

部材 
Ａ１Ｇ 

（mm2） 

ＺｐＧ 

（mm3） 

ＺｙＧ 

（mm3） 

ＺｚＧ 

（mm3） 

ガイドレール 
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部材 
Ａ１Ｆ 

（mm2） 

ＺｐＦ 

（mm3） 

ＺｙＦ 

（mm3） 

ＺｚＦ 

（mm3） 

カート

部材 
Ａ１Ｂ 

（mm2） 

ＺｐＢ 

（mm3） 

ＺｙＢ 

（mm3） 

ＺｚＢ 

（mm3） 

θ 

（rad） 

固定ボルト 

部材 材料 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

ガイドレール ― 

カート ― 

固定ボルト ― 

＊ ＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ガイドレールの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＧ

（N） 

ＦｙＧ

（N） 

ＦｚＧ

（N） 

ＭｘＧ

（N･mm） 

ＭｙＧ

（N･mm） 

ＭｚＧ

（N･mm） 

ガイドレール 

2.3.2 カートの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＦ

（N） 

ＦｙＦ

（N） 

ＦｚＦ

（N） 

ＭｘＦ

（N･mm） 

ＭｙＦ

（N･mm） 

ＭｚＦ

（N･mm） 

カート

2.3.3 固定ボルトの荷重及びモーメント 

部材 

基準地震動Ｓｓ 

荷重 モーメント

ＦｘＢ

（N） 

ＦｙＢ

（N） 

ＦｚＢ

（N） 

ＭｘＢ

（N･mm） 

ＭｙＢ

（N･mm） 

ＭｚＢ

（N･mm） 

固定ボルト 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 

（単位：s） 

方向 固有周期 

EW方向 

NS方向 

鉛直方向 0.05以下 
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2.4.2 応力 

（単位：MPa） 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

ガイドレール 

曲げ σ１Ｇ ＝ 120 ƒｔ ＝ 182 

せん断 τ１Ｇ ＝  3 ƒｓ ＝ 105 

組合せ σｃ１Ｇ＝ 120 ƒｔ ＝ 182 

カート

曲げ σ１Ｆ ＝ 87 ƒｔ ＝ 103 

せん断 τ１Ｆ ＝ 2 ƒｓ ＝ 59 

組合せ σｃ１Ｆ＝ 87 ƒｔ ＝ 103 

固定ボルト 
引張 σ１Ｂ ＝ 330 ƒｔｓ＝ 444* 

せん断 τ１Ｂ ＝ 14 ƒｓｂ＝ 341 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τ１Ｂ，ƒｔｏ]より算出 

すべて許容応力以下である。 

2.4.3 荷重 

（単位：N） 

部材 材料 荷重 
基準地震動Ｓｓ 

算出荷重 許容荷重 

ローラチェーン 吊荷荷重 ＦＣ＝1.652×104 ＡＬ＝4.020×104 

 すべて許容荷重以下である。 
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Ⅵ-2-11-2-7-4 チャンネル取扱ブームの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるチャンネル取扱ブーム（Ｃク

ラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認す

ることで，下部に設置された上位クラス施設である燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラックに対

して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

 2.1 配置概要 

チャンネル取扱ブームは，原子炉建物 4階に設置されている。チャンネル取扱ブームは，図

2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラック

の上部に設置されていることから，地震時に本機器が転倒又は落下した場合は，燃料プール及

び使用済燃料貯蔵ラックに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 チャンネル取扱ブームと上位クラス施設の位置関係図 

 

 

 

 2.2 構造計画 

      チャンネル取扱ブームの構造計画を表 2－1に示す。 

 

 

 

A－チャンネル取扱ブーム 

燃料プール 

N 

使用済燃料貯蔵ラック 

B－チャンネル取扱ブーム 
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ブームはボルトで回転ポ

スト（上部）に固定さ

れ，回転ポスト（上部）

はねじ込み接続で回転ポ

スト（下部）に固定さ

れ，回転ポスト（下部）

は回転ポスト（下部）の

側面及び底面に接する軸

受並びにクランプレバー

により固定ポストに保持

され，固定ポストは基礎

ボルトにより床に固定さ

れている。 

また，吊荷はブームに設

置された先端にフックを

有するチェーンブロック

を介して吊上げ・吊下

げ・移動の作業を行う。 

ブーム，回転ポスト

（上部，下部），固定

ポストから構成され，

床に固定された構造。 

 

 
 

2950 

31
44
 

基礎ボルト 

（ケミカルアンカ） 

ブーム 

回転ポスト

（上部） 

固定ポスト 

燃料プール 床 

回転ポスト

（下部） 
吊荷 

フック／チェーンブロック 
軸受 

ボルト 

（単位：mm） 

クランプレバー 

ブーム 回転ポスト(上部) 回転ポスト(下部) 固定ポスト 

125 

2
50
 9 

1
2 2
10
 

6 

200 

断
面
形
状 

（正面図） 

（平面図） 
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 2.3 評価方針 

チャンネル取扱ブームの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」にて示すチャンネル取扱ブー

ムの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸

元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限

界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

 チャンネル取扱ブームの耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 チャンネル取扱ブームの耐震評価フロー 

 

  

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

チャンネル取扱ブームの構造強度評価 



 

4 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
4 
R1
 

2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ１ 

Ａ１ｓｙ 

Ａ１ｓｚ 

Ａ２ 

Ａ２ｓｙ 

Ａ２ｓｚ 

Ａ３ 

Ａ３ｓ 

Ａ４ 

Ａ４ｓ 

Ａｂ 

Ａｂｓ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄｏ 

Ｅ 

Ｆ ＊ 

Ｆ１ｘ 

Ｆ１ｙ 

Ｆ１ｚ 

Ｆ２ｘ 

Ｆ２ｙ 

Ｆ２ｚ 

Ｆ３ｘ 

Ｆ３ｙ 

Ｆ３ｚ 

Ｆ４ｘ 

Ｆ４ｙ 

Ｆ４ｚ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｂｍ 

fｓｍ 

ブームの断面積 

ブームのＹ方向有効せん断断面積 

ブームのＺ方向有効せん断断面積 

回転ポスト（上部）の断面積 

回転ポスト（上部）のＹ方向有効せん断断面積 

回転ポスト（上部）のＺ方向有効せん断断面積 

回転ポスト（下部）の断面積 

回転ポスト（下部）の有効せん断断面積 

固定ポストの断面積 

固定ポストの有効せん断断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

基礎ボルトの有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

死荷重 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

ブームの軸力（ｘ方向） 

ブームのせん断力（ｙ方向） 

ブームのせん断力（ｚ方向） 

回転ポスト（上部）の軸力（ｘ方向） 

回転ポスト（上部）のせん断力（ｙ方向） 

回転ポスト（上部）のせん断力（ｚ方向） 

回転ポスト（下部）の軸力（ｘ方向） 

回転ポスト（下部）のせん断力（ｙ方向） 

回転ポスト（下部）のせん断力（ｚ方向） 

固定ポストの軸力（ｘ方向） 

固定ポストのせん断力（ｙ方向） 

固定ポストのせん断力（ｚ方向） 

基礎ボルトに作用する引張力 

床面位置でのせん断力（ｘ軸） 

床面位置でのせん断力（ｙ軸） 

床面位置での軸力（ｚ軸） 

許容曲げ応力 

許容せん断応力 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

N 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

fｓｂ 

fｔｍ 

fｔｏ 

fｔｓ 

 

Ｌｘ１ 

Ｌｘ２ 

Ｌｘ３ 

Ｌｘ４ 

Ｌｘ５ 

Ｌｘ６ 

Ｌｘ７ 

Ｌｘ８ 

Ｌｙ１ 

Ｌｙ２ 

Ｌｙ３ 

Ｌｙ４ 

Ｌｙ５ 

Ｌｙ６ 

Ｌｙ７ 

Ｌｙ８ 

Ｍ１ｘ 

Ｍ１ｙ 

Ｍ１ｚ 

Ｍ２ｘ 

Ｍ２ｙ 

Ｍ２ｚ 

Ｍ３ｘ 

Ｍ３ｙ 

Ｍ３ｚ 

Ｍ４ｘ 

Ｍ４ｙ 

Ｍ４ｚ 

ＭＤ 

ＭＳＡＤ 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

許容引張応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

ブームのねじりモーメント（ｘ軸） 

ブームの曲げモーメント（ｙ軸） 

ブームの曲げモーメント（ｚ軸） 

回転ポスト（上部）のねじりモーメント（ｘ軸） 

回転ポスト（上部）の曲げモーメント（ｙ軸） 

回転ポスト（上部）の曲げモーメント（ｚ軸） 

回転ポスト（下部）のねじりモーメント（ｘ軸） 

回転ポスト（下部）の曲げモーメント（ｙ軸） 

回転ポスト（下部）の曲げモーメント（ｚ軸） 

固定ポストのねじりモーメント（ｘ軸） 

固定ポストの曲げモーメント（ｙ軸） 

固定ポストの曲げモーメント（ｚ軸） 

機械的荷重（ＤＢ） 

機械的荷重（ＳＡ） 

床面位置での曲げモーメント（ｘ軸） 

床面位置での曲げモーメント（ｙ軸） 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N 

N 

N･mm 

N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｚ 

ｎ 

ＰＤ 

ＰＳＡＤ 

Ｑｂ 

Ｒ１ 

Ｒ２ 

Ｒ３ 

Ｒ４ 

Ｒ５ 

Ｒ６ 

Ｒ７ 

Ｒ８ 

Ｓｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｚ１ｐ 

Ｚ１ｙ 

Ｚ１ｚ 

Ｚ２ｐ 

Ｚ２ｙ 

Ｚ２ｚ 

Ｚ３ｐ 

Ｚ３ｙ 

Ｚ３ｚ 

Ｚ４ｐ 

Ｚ４ｙ 

Ｚ４ｚ 

θ６ 

ν 

π 

σｂ 

σｆ 

σｔ 

σｔｂ 

τ 

τｂ 

床面位置でのねじりモーメント（ｚ軸） 

基礎ボルトの本数 

最高使用圧力による荷重（ＤＢ） 

設計圧力による荷重（ＳＡ） 

基礎ボルトに作用するせん断力 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基礎ボルト評価用寸法 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

ブームのねじり断面係数 

ブームの断面係数（ｙ軸） 

ブームの断面係数（ｚ軸） 

回転ポスト（上部）のねじり断面係数 

回転ポスト（上部）の断面係数（ｙ軸） 

回転ポスト（上部）の断面係数（ｚ軸） 

回転ポスト（下部）のねじり断面係数 

回転ポスト（下部）の断面係数（ｙ軸） 

回転ポスト（下部）の断面係数（ｚ軸） 

固定ポストのねじり断面係数 

固定ポストの断面係数（ｙ軸） 

固定ポストの断面係数（ｚ軸） 

基礎ボルトの評価用角度 

ポアソン比 

円周率 

部材に生じる曲げ応力 

部材に生じる組合せ応力 

部材に生じる垂直応力 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

部材に生じるせん断応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

N･mm 

－ 

N 

N 

N 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N 

MPa 

MPa 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

° 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

   精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

   表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm － － 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

 ＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。
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3. 評価部位 

チャンネル取扱ブームの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき耐震評価を実施する。なお，チャンネル取扱ブームは，主構造を構成し耐震評価上

厳しくなるブーム，回転ポスト（上部，下部），固定ポスト及び基礎ボルトが健全であればチャ

ンネル取扱ブームの構造を維持できるため，これらを評価対象とする。チャンネル取扱ブーム

の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

チャンネル取扱ブームは A－チャンネル取扱ブーム及び B－チャンネル取扱ブームの 2 基ある

が，同構造となるため評価を統一して行う。なお，基礎ボルト配置は相違するため基礎ボルト

の評価にあっては評価上厳しい配置となる A－チャンネル取扱ブームを代表して評価する。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) チャンネル取扱ブームの固定ポストは，十分剛な床に基礎ボルトにより固定する。 

(2) チャンネル取扱ブームの質量には，チャンネル取扱ブームの質量のほか，吊荷の質量を

考慮する。 

(3) 地震力は，チャンネル取扱ブームに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。 

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用す

る。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 評価ケース 

表 4－1 に示す評価ケースにて評価を実施する。設計基準対象施設としての条件に対する

評価条件では，チャンネル取扱ブームの使用を想定しケース 1，2 について実施し，計算結

果の厳しいケースを記載する。重大事故等対処設備としての条件に対する評価条件では，

待機状態を想定しケース 2について評価する。 

表 4－1 評価ケース 

評価対象 チャンネル取扱ブーム 

評価ケース 1 2 

ブームの向き 
東西方向 

（プール壁直交） 

南北方向 

（プール壁平行） 

吊荷位置 ブーム先端 

吊荷重 150kg（定格荷重） 0kg（無負荷） 

 

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

  4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

チャンネル取扱ブームの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 4－2に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。 
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4.2.2 許容応力 

  チャンネル取扱ブームの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－

4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

チャンネル取扱ブームの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6に示す。 

 

 

 

 



 

 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-4 R1 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 チャンネル取扱ブーム Ｃ －＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 チャンネル取扱ブーム － －＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ 1.5・ｆｂ

＊ 1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

ブーム 
SM570 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 454 561 

回転ポスト（上部） 
SM570 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 50 454 561 

回転ポスト（下部） 
S25C 

（径≦200mm） 
周囲環境温度 50 260 402 

固定ポスト STK400 周囲環境温度 50 224 394 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 231 394 

 

  



 

 

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-4 R1 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

ブーム 
SM570 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 100 428 527 

回転ポスト（上部） 
SM570 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 100 428 527 

回転ポスト（下部） 
S25C 

（径≦200mm） 
周囲環境温度 100 244 379 

固定ポスト STK400 周囲環境温度 100 188 373 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 100 212 373 
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4.3 解析モデル及び諸元 

チャンネル取扱ブームの解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，

機器の諸元を本計算書の【チャンネル取扱ブームの耐震性についての計算結果】の機器要目

に示す。 

(1) チャンネル取扱ブームの構造体をはり要素でモデル化した３次元ＦＥＭモデルを用いる。

(2) 拘束条件は，床への取付部及び回転ポスト（下部）は，完全固定とする。

(3) はり要素の部材質量は，等分布に節点に付加する。

(4) モデル化に当たっては，チャンネル取扱ブームの使用を想定し，吊荷位置をブーム先端

として 150kg（定格荷重）を考慮する。なお，吊荷は，実機では吊下げられた構造で，吊

荷の水平振動がチャンネル取扱ブーム本体と比べて長周期となり，影響は軽微と考えられ

るため解析モデル上は吊荷質量を鉛直方向についてのみ考慮する。 

(5) チャンネル取扱ブーム 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値

と各要素に発生する荷重及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証

及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に

示す。 
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図 4－1 チャンネル取扱ブーム解析モデル 

 

ブーム 

回転ポスト 

（上部） 

固定ポスト 

吊荷位置 

（定格 150kg） 

（下部） 

要素数：145 

節点数：84 

基礎ボルト 

：仮想部材（剛体要素） 

△ ：拘束点 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 1(定格荷重) 
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4.4 固有周期 

評価ケース 1 における固有値解析の結果を表 4－7 に，評価ケース 2 における固有値解析の

結果を表 4－8 に示す。また，各評価ケースの振動モード図を図 4－2，図 4－3 に示す。固有

周期は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 4－7 固有値解析結果（評価ケース 1［吊荷重：定格荷重］） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

 刺激係数＊ Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.152 0.00 -0.40 0.00 

2次 水平/鉛直 0.145 0.26 0.00 -0.47 

3次 水平 0.055 0.00 -0.44 0.00 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

 

 

表 4－8 固有値解析結果（評価ケース 2［吊荷重：無負荷］） 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

 刺激係数＊ Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.152 -0.40 0.00 0.00 

2次 水平/鉛直 0.099 0.00 0.42 -0.25 

3次 水平 0.055 -0.44 0.00 0.00 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－2振動モード図（評価ケース 1［吊荷重：定格荷重］） 

  

評価ケース 1（モード：1次） 

評価ケース 1（モード：3次） 

評価ケース 1（モード：2次） 

青：変形前 

黒：変形後 

 

青：変形前 

黒：変形後 

 

青：変形前 

黒：変形後 

 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 1(定格荷重) 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 1(定格荷重) 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 1(定格荷重) 
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図 4－3振動モード図（評価ケース 2［吊荷重：無負荷］） 

  

評価ケース 2（モード：1次） 

評価ケース 2（モード：3次） 

評価ケース 2（モード：2次） 

青：変形前 

黒：変形後 

 

青：変形前 

黒：変形後 

 

青：変形前 

黒：変形後 

 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 2(無負荷) 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 2(無負荷) 

X：東西方向 

Y：南北方向 

評価ケース 2(無負荷) 
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4.5 設計用地震力 

チャンネル取扱ブームの設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－

9に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－10に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数

を用いる。 
表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.800＊1 

固有周期(s) 0.152＊2 

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：1.0 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

評価ケース モード＊3 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直 
震度＊4 NS方向 EW方向 

ケース 1［吊荷
重：定格荷重］ 

1次 0.152 9.92 12.26 8.56 

2次 0.145 15.44 8.62 8.56 

3次 0.055 11.13 17.13 12.71 

ケース 2［吊荷
重：無負荷］ 

1次 0.152 9.92 12.26 8.56 

2次 0.099 13.68 7.25 19.67 

3次 0.055 11.13 17.13 12.71 

動的震度＊5 2.60 3.06 3.66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：1次固有周期について記載 
＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s未満のモー

ドに対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 
＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 
＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

 
表 4－10 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び床面高さ(m) 原子炉建物 EL 42.800＊1 

固有周期(s) 0.152＊2 

減衰定数(％) 水平：1.0 鉛直：1.0 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

評価ケース モード＊3 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊4 応答鉛直 
震度＊4 NS方向 EW方向 

ケース 2［吊荷
重：無負荷］ 

1次 0.152 9.92 12.26 8.56 

2次 0.099 13.68 7.25 19.67 

3次 0.055 11.13 17.13 12.71 

動的震度＊5 2.60 3.06 3.66 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：1次固有周期について記載 
＊3：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s未満のモー

ドに対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 
＊4：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 
＊5：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度  
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4.6 計算方法 

  4.6.1 応力の計算方法 

  4.6.1.1 構造部材＊の応力 

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじり

モーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。 

 

注記＊：構造部材は，「3. 評価部位」に示す部位のうち，ブーム，回転ポスト（上部，

下部），固定ポストを示し，各部位を示す場合には記号に添字をつけ識別する。 

 

 

(1) 垂直応力 

σｔ＝
|Ｆｘ|

Ａ
  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.1.1) 

 

(2) せん断応力 

τ＝
|Ｆｙ|

Ａｓｙ
＋

|Ｆｚ|

Ａｓｚ
＋

|Ｍｘ|

Ｚｐ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.1.2) 

 

(3) 曲げ応力 

σ
ｂ
＝

|Ｍｙ|

Ｚｙ
＋

|Ｍｚ|

Ｚｚ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.1.3) 

 

(4) 組合せ応力 

σ
ｆ
＝√(σｔ＋σｂ)

2
＋3・τ2  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.1.4) 
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  4.6.1.2 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる床面位置での軸力Ｆｚ，

せん断力Ｆｘ，Ｆｙ，ねじりモーメントＭｚ及び曲げモーメントＭｘ，Ｍｙから手

計算により，地震による引張応力とせん断応力について計算する。代表として A－チ

ャンネル取扱ブームの基礎ボルト部の概要を図 4－4に示す。 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，図 4－4 に示す床面位置での軸力Ｆｚとモーメント

Ｍｘ，Ｍｙを考えて計算する。基礎ボルトの評価が最も厳しくなる位置での計算方法を

代表として以下に示す。 

a. 引張力 

      Ｆｂ＝
Ｆｚ

ｎ
＋

|Ｍｙ|・Ｌｘ
６

∑ Ｌｘ
ｉ

2
8
ｉ＝1

＋
|Ｍｘ|・Ｌｙ

６

∑ Ｌｙ
ｉ

2
8
ｉ＝1

  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.2.1) 

 

b. 引張応力 

σｔｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.2.2) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ

ｏ

2
  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.2.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，図 4－4 に示す床面位置での軸力Ｆｘ，Ｆｙとねじ

りモーメントＭｚを考えて計算する。基礎ボルトの評価が最も厳しくなる位置での計算

方法を代表として以下に示す。 

a. せん断力 

Ｑｂ＝√(
|Ｆｘ|

ｎ
＋

|Ｍｚ|・Ｒ
６
・ｓｉｎθ

６

∑ Ｒ
ｉ

2
8
ｉ＝1

)

2

＋(
|Ｆｙ|

ｎ
＋

|Ｍｚ|・Ｒ
６
・ｃｏｓθ

６

∑ Ｒ
ｉ

2
8
ｉ＝1

)

2

 

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.2.4) 

b. せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

Ａｂｓ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(4.6.1.2.5) 
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図 4－4 基礎ボルト部の概要（床固定部） 

 

  

Ｍｙ（Ｍｘ） 

ｘ 

ｙ 

ｚ 

基礎ボルト

（評価部位） 

固定ポスト 

Ｌｘ６ 

Ｌｘ７ 

Ｌｘ８ 

Ｌｘ１ 

Ｌｘ２ 

Ｌｘ５ 

Ｌｘ４ 

Ｌｘ３ 

Ｌ
ｙ

６
 

Ｌ
ｙ

１
 

Ｌ
ｙ

８
 

Ｌ
ｙ

２
 

Ｌ
ｙ

３
 

Ｌ
ｙ

４
 

Ｌ
ｙ

７
 

Ｌ
ｙ

５
 

θ
６

 

Ｆｚ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（チャンネル取扱ブーム）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の

【チャンネル取扱ブームの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 チャンネル取扱ブームの応力評価 

4.6.1.1項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組合せ応

力が許容引張応力 fｔｍ以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｍ 
Ｆ

＊

1.5
・1.5 

許容せん断応力 

fｓｍ 

Ｆ
＊

1.5・√3
・1.5 

許容曲げ応力 

fｂｍ 
Ｆ

＊

1.5
・1.5 
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4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｔｂは，次式より求めた許容組合せ応力 fｔｓ

以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ]  ······························ (4.8.2.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 

Ｆ

＊

2
・1.5 

許容せん断応力 

fｓｂ 

Ｆ
＊

1.5・√3
・1.5 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

チャンネル取扱ブームの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

チャンネル取扱ブームの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【チャンネル取扱ブームの耐震性についての計算結果】 
1．設計基準対象施設 
1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル取扱ブーム Ｃ 
原子炉建物 
EL 42.800＊1 0.152 0.145 

ＣＨ＝3.06＊2 

又は＊3 

ＣＶ＝3.66＊2 

又は＊3 
－ 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

 

1.2 機器要目 

Ｌｘ１ 

(mm) 

Ｌｘ２ 

(mm) 

Ｌｘ３ 

(mm) 

Ｌｘ４ 

(mm) 

Ｌｘ５ 

(mm) 

Ｌｘ６ 

(mm) 

Ｌｘ７ 

(mm) 

Ｌｘ８ 

(mm) 

ｄｏ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ａｂｓ 

(mm2) 
ｎ 

θ６ 

(°) 

287 44 48 297 717 1053 910 700 
30 

(M30) 
706.9 561 8 31.218 

 

Ｌｙ１ 

(mm) 

Ｌｙ２ 

(mm) 

Ｌｙ３ 

(mm) 

Ｌｙ４ 

(mm) 

Ｌｙ５ 

(mm) 

Ｌｙ６ 

(mm) 

Ｌｙ７ 

(mm) 

Ｌｙ８ 

(mm) 

47 473 641 943 872 875 195 40 

 

Ｒ１ 

(mm) 

Ｒ２ 

(mm) 

Ｒ３ 

(mm) 

Ｒ４ 

(mm) 

Ｒ５ 

(mm) 

Ｒ６ 

(mm) 

Ｒ７ 

(mm) 

Ｒ８ 

(mm) 

560 487 484 450 370 617 527 543 
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部材 材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

ブーム 
SM570 

（厚さ≦16mm） 
201000 0.3 454 561 392 

回転ポスト 

（上部） 

SM570 

（厚さ≦16mm） 
201000 0.3 454 561 392 

回転ポスト 

（下部） 

S25C 

（径≦200mm） 
201000 0.3 260 402 281 

固定ポスト STK400 201000 0.3 224 394 268 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
－ － 231 394 275 

 

 

Ａ１ 

(mm2) 

Ａ１ｓｙ 

(mm2) 

Ａ１ｓｚ 

(mm2) 

Ａ２ 

(mm2) 

Ａ２ｓｙ 

(mm2) 

Ａ２ｓｚ 

(mm2) 

5.034×103 3.000×103 2.250×103 5.544×103 3.144×103 2.544×103 

 

Ａ３ 

(mm2) 

Ａ３ｓ 

(mm2) 

Ａ４ 

(mm2) 

Ａ４ｓ 

(mm2) 

2.835×104 1.418×104 8.751×103 4.376×103 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 

 

 

Ｚ１ｙ 

(mm3) 

Ｚ１ｚ 

(mm3) 

Ｚ１ｐ 

(mm3) 

Ｚ２ｙ 

(mm3) 

Ｚ２ｚ 

(mm3) 

Ｚ２ｐ 

(mm3) 

Ｚ３ｙ 

(mm3) 

Ｚ３ｚ 

(mm3) 

Ｚ３ｐ 

(mm3) 

Ｚ４ｙ 

(mm3) 

Ｚ４ｚ 

(mm3) 

Ｚ４ｐ 

(mm3) 

4.094×105 6.272×104 1.682×104 3.902×105 3.510×105 5.340×105 6.734×105 6.734×105 1.347×106 6.590×105 6.590×105 1.354×106 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 
 

ブーム 

回転ポスト 

（上部） 

固定ポスト 

回転ポスト 

（下部） 

基礎ボルト 

ブーム 
回転ポスト 

(上部) 

回転ポスト 

(下部) 
固定ポスト 

125 

2
50
 9 

1
2 2
10
 

6 

200 

断
面
形
状 

      主部材断面  （単位：mm） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 構造部材の荷重                                                      (単位：N) 

Ｆ１ｘ Ｆ１ｙ Ｆ１ｚ Ｆ２ｘ Ｆ２ｙ Ｆ２ｚ Ｆ３ｘ Ｆ３ｙ Ｆ３ｚ Ｆ４ｘ Ｆ４ｙ Ｆ４ｚ 

2.161×104 9.045×103 2.897×104 2.206×104 2.904×104 2.889×104 1.761×104 3.388×104 2.065×104 1.925×104 1.735×105 1.632×105 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 

添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

1.3.2 構造部材のモーメント                                            (単位：N･mm) 

Ｍ１ｘ Ｍ１ｙ Ｍ１ｚ Ｍ２ｘ Ｍ２ｙ Ｍ２ｚ Ｍ３ｘ Ｍ３ｙ Ｍ３ｚ Ｍ４ｘ Ｍ４ｙ Ｍ４ｚ 

4.065×105 4.546×107 1.192×107 2.312×107 7.628×107 3.730×107 2.312×107 6.990×107 6.831×107 2.312×107 3.345×107 3.556×107 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 

添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.3 基礎ボルトの荷重           (単位：N) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

1.425×105 1.326×105 4.708×103 

 

1.3.4 基礎ボルトのモーメント  (単位：N･mm) 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

9.147×107 9.813×107 2.327×107 

 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

5.964×104 3.104×104 

 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期（吊荷重：定格荷重） (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 0.152 

2次 水平/鉛直 0.145 

3次 水平 0.055 
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1.4.2 固有周期（吊荷重：無負荷）   (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 0.152 

2次 水平/鉛直 0.099 

3次 水平 0.055 

 

1.4.3 応力                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 算出応力 許容応力 

ブーム SM570 組合せ σｆ ＝314 f ｔｍ ＝391 

回転ポスト 

（上部） 
SM570 組合せ σｆ ＝326 f ｔｍ ＝391 

回転ポスト 

（下部） 
S25C 組合せ σｆ ＝210 f ｔｍ ＝280 

固定ポスト STK400 組合せ σｆ ＝195 f ｔｍ ＝267 

基礎ボルト SS400 

引張 σｔｂ＝85 f ｔｓ ＝157＊ 

せん断 τｂ ＝56 f ｓｂ ＝125 

注記＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 

 

すべて許容応力以下である。 
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2．重大事故等対処設備 
2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

チャンネル取扱ブーム － 
原子炉建物 

EL 42.800＊1 
0.152 0.099 

ＣＨ＝3.06＊2 

又は＊3 

ＣＶ＝3.66＊2 

又は＊3 
－ 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

 

2.2 機器要目 

Ｌｘ１ 

(mm) 

Ｌｘ２ 

(mm) 

Ｌｘ３ 

(mm) 

Ｌｘ４ 

(mm) 

Ｌｘ５ 

(mm) 

Ｌｘ６ 

(mm) 

Ｌｘ７ 

(mm) 

Ｌｘ８ 

(mm) 

ｄｏ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ａｂｓ 

(mm2) 
ｎ 

θ６ 

(°) 

287 44 48 297 717 1053 910 700 
30 

(M30) 
706.9 561 8 31.218 

 

Ｌｙ１ 

(mm) 

Ｌｙ２ 

(mm) 

Ｌｙ３ 

(mm) 

Ｌｙ４ 

(mm) 

Ｌｙ５ 

(mm) 

Ｌｙ６ 

(mm) 

Ｌｙ７ 

(mm) 

Ｌｙ８ 

(mm) 

47 473 641 943 872 875 195 40 

 

Ｒ１ 

(mm) 

Ｒ２ 

(mm) 

Ｒ３ 

(mm) 

Ｒ４ 

(mm) 

Ｒ５ 

(mm) 

Ｒ６ 

(mm) 

Ｒ７ 

(mm) 

Ｒ８ 

(mm) 

560 487 484 450 370 617 527 543 
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部 位 材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

ブーム 
SM570 

（厚さ≦16mm） 
198000 0.3 428 527 368 

回転ポスト 

（上部） 

SM570 

（厚さ≦16mm） 
198000 0.3 428 527 368 

回転ポスト 

（下部） 

S25C 

（径≦200mm） 
198000 0.3 244 379 265 

固定ポスト STK400 198000 0.3 188 373 225 

基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
－ － 212 373 254 

 

 

Ａ１ 

(mm2) 

Ａ１ｓｙ 

(mm2) 

Ａ１ｓｚ 

(mm2) 

Ａ２ 

(mm2) 

Ａ２ｓｙ 

(mm2) 

Ａ２ｓｚ 

(mm2) 

5.034×103 3.000×103 2.250×103 5.544×103 3.144×103 2.544×103 

 

Ａ３ 

(mm2) 

Ａ３ｓ 

(mm2) 

Ａ４ 

(mm2) 

Ａ４ｓ 

(mm2) 

2.835×104 1.418×104 8.751×103 4.376×103 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 

 

 

Ｚ１ｙ 

(mm3) 

Ｚ１ｚ 

(mm3) 

Ｚ１ｐ 

(mm3) 

Ｚ２ｙ 

(mm3) 

Ｚ２ｚ 

(mm3) 

Ｚ２ｐ 

(mm3) 

Ｚ３ｙ 

(mm3) 

Ｚ３ｚ 

(mm3) 

Ｚ３ｐ 

(mm3) 

Ｚ４ｙ 

(mm3) 

Ｚ４ｚ 

(mm3) 

Ｚ４ｐ 

(mm3) 

4.094×105 6.272×104 1.682×104 3.902×105 3.510×105 5.340×105 6.734×105 6.734×105 1.347×106 6.590×105 6.590×105 1.354×106 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 
 

 

ブーム 

回転ポスト 

（上部） 

固定ポスト 

回転ポスト 

（下部） 

基礎ボルト 

ブーム 
回転ポスト 

(上部) 

回転ポスト 

(下部) 
固定ポスト 

125 

2
50
 9 

1
2 2
10
 

6 

200 

断
面
形
状 

      主部材断面  （単位：mm） 
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2.3 計算数値 

2.3.1 構造部材の荷重                                                (単位：N) 

Ｆ１ｘ Ｆ１ｙ Ｆ１ｚ Ｆ２ｘ Ｆ２ｙ Ｆ２ｚ Ｆ３ｘ Ｆ３ｙ Ｆ３ｚ Ｆ４ｘ Ｆ４ｙ Ｆ４ｚ 

7.934×103 1.151×104 1.690×104 2.206×104 2.904×104 2.889×104 1.761×104 3.388×104 2.065×104 1.925×104 1.735×105 1.632×105 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 

添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

2.3.2 構造部材のモーメント                                            (単位：N･mm) 

Ｍ１ｘ Ｍ１ｙ Ｍ１ｚ Ｍ２ｘ Ｍ２ｙ Ｍ２ｚ Ｍ３ｘ Ｍ３ｙ Ｍ３ｚ Ｍ４ｘ Ｍ４ｙ Ｍ４ｚ 

5.076×105 2.241×107 1.493×107 2.312×107 7.628×107 3.730×107 2.312×107 6.990×107 6.831×107 2.312×107 3.345×107 3.556×107 

注：添字１：ブーム，添字２：回転ポスト（上部），添字３：回転ポスト（下部），添字４：固定ポスト 

添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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2.3.3 基礎ボルトの荷重        (単位：N) 

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

1.425×105 1.326×105 4.708×103 

 

2.3.4 基礎ボルトのモーメント   (単位：N･mm) 

Ｍｘ Ｍｙ Ｍｚ 

9.147×107 9.813×107 2.327×107 

 

2.3.5 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

Ｆｂ Ｑｂ 

5.964×104 3.104×104 

 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期（吊荷重：無負荷）   (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

１次 水平 0.152 

２次 水平/鉛直 0.099 

３次 水平 0.055 
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2.4.2 応力                                      (単位：MPa) 

部材 材料 応力 算出応力 許容応力 

ブーム SM570 組合せ σｆ ＝304 f ｔｍ ＝367 

回転ポスト 

（上部） 
SM570 組合せ σｆ ＝326 f ｔｍ ＝367 

回転ポスト 

（下部） 
S25C 組合せ σｆ ＝210 f ｔｍ ＝264 

固定ポスト STK400 組合せ σｆ ＝195 f ｔｍ ＝225 

基礎ボルト SS400 

引張 σｔｂ＝ 85 f ｔｓ ＝140＊ 

せん断 τｂ ＝ 56 f ｓｂ ＝116 

注記＊：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ，fｔｏ] 
 

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である制御棒貯蔵ハンガ（Ｂクラス施設）が基準地震動

Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，上位クラス施設

である燃料プール及び隣接している使用済燃料貯蔵ラック等に波及的影響を及ぼさないことを説

明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

制御棒貯蔵ハンガは，原子炉建物４階の燃料プール内に設置されている。 

制御棒貯蔵ハンガは，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である燃料プール

及び使用済燃料貯蔵ラック等に隣接しており，地震時に本機器が転倒又は落下した場合は，燃

料プール及び使用済燃料貯蔵ラック等に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 制御棒貯蔵ハンガと上位クラス施設の位置関係図 
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2.2 構造計画 

制御棒貯蔵ハンガの構造計画を表2－1に示す。  



3 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-5 R1 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

制御棒貯蔵ハンガは，ハ

ンガ部及び振れ止め部で

構成され，原子炉建物の

燃料プールの底部及び側

壁に取り付けられた基礎

ボルトにより固定されて

いる。 

吊り下げ式 

（ハンガ部はハンガ及び

サポートからなり，制御

棒をハンガ部上部のハン

ガに吊り下げて貯蔵す

る。） 

制御棒落下防止治具は，

制御棒落下防止ポール及

びポール支持金具で構成

され，ハンガ部サポート

4本のコーナ部に取り付

けられたポール支持金具

（ポール受け）に，着脱

式の制御棒落下防止ポー

ルがセットされている。

なお，制御棒落下防止ポ

ールには浮き上がり防止

機構を設けている。 

注：〇番号は基礎ボルト No.を示す。  （単位：mm） 

制御棒落下 

防止治具 

(鉛直) 

基礎ボルト(M24 SUS304) 
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2.3 評価方針 

制御棒貯蔵ハンガの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造

計画」にて示す制御棒貯蔵ハンガの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震

力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

制御棒貯蔵ハンガの耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 制御棒貯蔵ハンガの耐震評価フロー 

 

ハンガ部 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震応答解析 

地震時における応力 

（基礎ボルト） 

制御棒貯蔵ハンガの構造強度評価 

制御棒落下防止治具 

計算モデル設定 

設計用地震力 

地震時における応力 

（制御棒落下防止治具） 
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2.4 適用規格・基準等  

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

Ａｋ 

Ａｐ 

Ａｘ 

Ａｙ，Ａｚ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆｘ 

Ｆｙ，Ｆｚ 

ƒｓｂ 

ƒｓｍ 

ƒｔｍ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

 

g 

Ｉｘ，Ｉｙ， 

Ｉｚ 

Ｌ１，Ｌ２， 

Ｌ３，Ｌ４ 

１，２ 

Ｍｐ 

Ｍｙ，Ｍｚ 

ｍＣＲ 

ｍＪＧ 

ｍｈ 

ｍｈｔｈ 

ｍｗ 

Ｎｍ 

ｎ 

ｎＣＲ 

Ｐｋ 

Ｐｐ 

基礎ボルトの軸断面積 

ポール支持金具部材の断面積 

制御棒落下防止ポール部材の断面積 

ハンガ部部材の断面積 

ハンガ部部材のせん断断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又は SSB-3133に定める値 

固定部のハンガ部部材端に働く引張力 

固定部のハンガ部部材端に働くせん断力 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

部材の許容せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

重力加速度（＝9.80665） 

ハンガ部部材の断面二次モーメント 

 

ポール支持金具から制御棒吊り掛け部までの距離 

 

基礎ボルトの中心より板先端までの距離 

制御棒落下防止ポールに働く曲げモーメント 

固定部のハンガ部部材端に働く曲げモーメント 

制御棒 1本当たりの質量 

制御棒落下防止治具の質量 

ハンガ部の質量 

ハンガ部及び制御棒落下防止治具の排除水質量＊ 

ハンガ部部材内に含まれる水の質量 

Ｍｙ，Ｍｚにより生じる基礎ボルト 1本当たりの最大引張力 

基礎ボルトの本数 

ハンガ 1本当たりの片側の制御棒吊り掛け本数 

ポール支持金具に働くせん断力 

制御棒落下防止ポールに働くせん断力 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

m/s2 

mm4 

 

mm 

 

mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

N 

― 

― 

N 

N 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｚｐ 

Ｚｙ，Ｚｚ 

ν 

π 

σｂ 

σｆａ 

σｆｔ 

τｂ 

τｆ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値 

制御棒落下防止ポール部材の断面係数 

ハンガ部部材の断面係数 

ポアソン比 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

部材に生じる組合せ応力 

部材に生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

mm3 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊：排除水質量とは，機器が流体中にある場合に，機器が排除する流体の質量であり， 

ハンガ部自身及びハンガ部部材内に含まれる水が占める体積分の水に相当する質量を 

示す。 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

制御棒貯蔵ハンガは，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき耐震評

価を実施する。なお，ハンガ部及び振れ止め部は互いに独立しており，ハンガ部の固定部である

基礎ボルト及び制御棒落下防止治具（制御棒落下防止ポール及びポール支持金具）が健全であれ

ば機器及び制御棒が転倒又は落下することはなく上位クラス施設への波及的影響を抑制できるた

め，基礎ボルト，制御棒落下防止ポール及びポール支持金具を評価対象とする。ハンガ部の耐震

評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 制御棒貯蔵ハンガのハンガ部は，原子炉建物の燃料プールの底部(EL 33.9m)及び側壁(EL 

38.5m)に基礎ボルトで固定されるものとする。 

(2) 地震応答解析時のハンガ部の質量には，制御棒の質量，制御棒落下防止治具の質量，ハン

ガ部自身の質量及びハンガ部部材内に含まれる水の質量のほか，制御棒，制御棒落下防止治

具及びハンガ部部材の付加質量＊を考慮する。 

(3) 構造強度評価時のハンガ部の質量は，制御棒の質量，制御棒落下防止治具の質量，ハンガ

部自身の質量及びハンガ部部材内に含まれる水の質量とする。また，更に精緻に評価するた

め，排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）の減算を考慮する。 

ただし，制御棒は減算を考慮しないものとする。 

(4) 地震力は，ハンガ部に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，作用す

る荷重の算出においてはＳＲＳＳ法で組み合わせるものとする。  

ここで，水平方向地震力は，ハンガ部の長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場

合を考慮する。  

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。  

 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模

擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態  

制御棒貯蔵ハンガの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。  

 

4.2.2 許容応力  

制御棒貯蔵ハンガの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表4－3に示

す。  

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件  

制御棒貯蔵ハンガの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設

及び貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

制御棒貯蔵 

ハンガ 
Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設

及び貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

制御棒貯蔵 

ハンガ 
― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設としての評価及び重大事故等対処設備としての評価）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・ft 1.5・fs 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

  

* * 

* * 
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

制御棒落下防止ポール SUS304TP 周囲環境温度 66 ― 188 479 205 

ポール支持金具 SUS304 周囲環境温度 66 ― 188 479 205 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 66 ― 188 479 205 

 

 

表4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

制御棒落下防止ポール SUS304TP 周囲環境温度 100 ― 171 441 205 

ポール支持金具 SUS304 周囲環境温度 100 ― 171 441 205 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 100 ― 171 441 205 
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4.3 解析モデル及び諸元 

   制御棒貯蔵ハンガのハンガ部の解析モデルを図4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。ま

た，機器の諸元を本計算書の【制御棒貯蔵ハンガの耐震性についての計算結果】の機器要目に

示す。 

(1) ハンガ部ははり要素を用いた３次元の有限要素モデルとする。 

(2) 拘束条件は，燃料プール底部及び側壁の基礎ボルト部を固定とする。なお，基礎ボルト部

は剛体として評価する。 

(3) ハンガと制御棒の取り合いは，水平２方向及び鉛直方向の並進と，制御棒の軸方向回転を

固定する。また，制御棒は振動時に節となるモードを考慮し，制御棒上端より全長の３分の

２の位置の水平２方向をピン支持とする。 

(4) ハンガ部の質量には，制御棒の質量，制御棒落下防止治具の質量，ハンガ部自身の質量，

ハンガ部部材内に含まれる水の質量のほか，制御棒，制御棒落下防止治具及びハンガ部部材

の付加質量を考慮する。このうち制御棒及びハンガ部部材の付加質量は，制御棒及びハンガ

部部材それぞれのモデル化部節点に，制御棒落下防止治具の質量及び付加質量は，制御棒落

下防止治具が取り付けられているサポートのモデル化部節点に集中質量で与える。 

(5) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。 

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 
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図 4－1 ハンガ部解析モデル 
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 4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表4－6に，振動モード図を図4－2～図4－6に示す。 

なお，振動モード図は，1次～3次までと の卓越モードの次数（12

次及び17次）について記載した。 は34次以降で卓越し，固有周期は0.05秒以下で

あり剛構造であることを確認した。 

 

表4－6 固有値解析結果（1/2） 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 Ｘ方向(NS) Ｙ方向(EW) 

1次 

2次 

3次 

4次 

5次 

6次 

7次 

8次 

9次 

10次 

11次 

12次 

13次 

14次 

15次 

16次 

17次 

18次 

19次 

20次 

21次 

22次 

23次 

24次 

25次 

26次 

27次 
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表 4－6 固有値解析結果（2/2） 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 Ｘ方向(NS) Ｙ方向(EW) 

28次 

29次 

30次 

31次 

32次 

33次 

34次 

注記＊1：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 振動モード図（1次 s） 
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図 4－3 振動モード図（2次 s） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 振動モード図（3次 s） 
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図 4－5 振動モード図（12次 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－6 振動モード図（17次 ） 



 

20 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-5
 R
1 

 

4.5 設計用地震力 

制御棒貯蔵ハンガの設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－7に，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－8に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 33.9 

(EL 42.8＊1) 

固有周期(s) 
 

減衰定数(％) 水平：2.0＊3  鉛直：2.0＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊4 固有周期(s) 
応答水平震度＊5 

応答鉛直震度＊5 
NS方向 EW方向 

1次  

2次  

3次  

4次  

5次  

6次  

7次～10次  

11次，12次  

13次～18次  

19次～25次  

26次～34次  

動的震度＊6 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：ボルト締結構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数を使用する。 

＊4：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得

られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

原子炉建物 

EL 33.9 

(EL 42.8＊1) 

固有周期(s) 
 

減衰定数(％) 水平：2.0＊3  鉛直：2.0＊3 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊4 固有周期(s) 
応答水平震度＊5 

応答鉛直震度＊5 
NS方向 EW方向 

1次  

2次  

3次  

4次  

5次  

6次  

7次～10次  

11次，12次  

13次～18次  

19次～25次  

26次～34次  

動的震度＊6 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：ボルト締結構造であるため，ボルト及びリベット構造物の減衰定数を使用する。 

＊4：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対

しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

＊5：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得

られる震度 

＊6：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 制御棒落下防止治具の応力 
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(1) 制御棒落下防止ポール 
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(2) ポール支持金具 
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4.6.2 基礎ボルトの応力 

応力計算は，図 4－1の解析モデルにより解析コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を用いて，固定部の

部材端に生じる引張力，せん断力，曲げモーメントを求め，本項に示す計算方法に従って

計算する。 

なお，引張力Ｆx，せん断力Ｆy，Ｆz及び曲げモーメントＭy，Ｍzは，図 4－10及び 

図 4－11の荷重状態に示す局所座標系による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－10 荷重状態（基礎ボルト No.①～⑧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－11 荷重状態（基礎ボルト No.⑨） 
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Ｍy



 

26 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-5
 R
1 

 

(1) せん断応力 

せん断力Ｆy，Ｆzにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，(4.6.8)式より求め

る。 

b

2
z

2
y

b
Ａ･ｎ

Ｆ＋Ｆ
＝τ   ············································  (4.6.8) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは，(4.6.9)式より求める。 

 ············································  (4.6.9) 

 

 

(2) 引張応力 

曲げモーメントＭy，Ｍzにより生じる基礎ボルト１本当たりの最大引張力Ｎｍ及び

引張力Ｆxにより生じる基礎ボルトの引張応力σｂは，(4.6.10)式より求める。 

b

x

b

m
b

Ａ･ｎ

Ｆ
＋

Ａ

Ｎ
＝σ   ···········································  (4.6.10)  

ここで，Ｎｍは，(4.6.11)式より求める。 

)＋(･2

)Ｍ＋Ｍ(･　
＝Ｎ

2
2

2
1

zy1




m   ········································  (4.6.11) 

 

 

 

 

 

π 

4 
Ａｂ＝ ・ｄ２ 
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4.7 計算条件 

応力解析及び応力計算に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【制御棒貯蔵

ハンガの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6.1項で求めた部材の引張応力σｆｔ及び組合せ応力σｆａが，許容引張応力 ƒｔｍ以下

であること。 

また，4.6.1 項で求めた各部材のせん断応力τｆが，許容せん断応力 ƒｓｍ以下であるこ

と。 

ただし，ƒｔｍ及び ƒｓｍは下表による。 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ 
1.5

1.5
･

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓｍ 

1.5･
3･1.5

Ｆ   

 

4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

      4.6.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは，次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下

であると。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ，ƒｔｏ]    ··································  (4.8.1) 

 

      また，4.6.2項で求めた基礎ボルトのせん断応力τｂが，せん断力のみを受けるボルトの

許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
1.5

2
･

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

1.5
31.5
･

･

Ｆ
 

     

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

制御棒貯蔵ハンガの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

  構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

制御棒貯蔵ハンガの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

 

 



 

 

 
 



z

y
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1.3 計算数値 

(1) 制御棒落下防止治具に生じる応力 

                                 (単位：MPa) 

部材 応力 
基準地震動Ｓｓ 

EW 方向 

制御棒落下防止 

ポール 

引張  σｆｔ 75 

せん断 τｆ  4 

組合せ σｆａ 76 

ポール支持金具 せん断 τｆ 29 

 

 

(2) 基礎ボルトに生じる応力 

                                 (単位：MPa) 

 ボルト No. 応力 
基準地震動Ｓｓ 

NS方向 EW方向 

基礎ボルト 

① 
引張  σｂ  94 111 

せん断 τｂ  11  13 

② 
引張  σｂ  69  87 

せん断 τｂ   7  10 

③ 
引張  σｂ  83 104 

せん断 τｂ  10  14 

④ 
引張  σｂ  62  86 

せん断 τｂ   7  13 

⑤ 
引張  σｂ  77  93 

せん断 τｂ  10  14 

⑥ 
引張  σｂ  62  81 

せん断 τｂ   8  13 

⑦ 
引張  σｂ  98 110 

せん断 τｂ  12  15 

⑧ 
引張  σｂ  70  84 

せん断 τｂ   9  13 

⑨ 
引張  σｂ 142 132 

せん断 τｂ  32  32 
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1.4 結論 

1.4.1  固有周期 

            (単位：s) 

方向 固有周期＊ 

鉛直方向 

NS方向 

EW方向 

注記＊：設備全体の応答が卓越する固有周期を示す。 

 

 

1.4.2 応力 

(1) 制御棒落下防止治具に生じる応力 

                                  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

制御棒落下防止 

ポール 
SUS304TP 

引張 σｆｔ＝75 ƒｔｍ＝205 

せん断 τｆ ＝ 4 ƒｓｍ＝118 

組合せ σｆａ＝76 ƒｔｍ＝205 

ポール支持金具 SUS304 せん断 τｆ ＝29 ƒｓｍ＝118 

すべて許容応力以下である。 

 

(2) 基礎ボルトに生じる応力 

                                  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト⑨ SUS304 
引張 σｂ＝142 ƒｔｓ＝153

＊
 

せん断 τｂ＝ 32 ƒｓｂ＝118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 

 



 

 

 
 



z

y
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2.3 計算数値 

(1) 制御棒落下防止治具に生じる応力 

                                 (単位：MPa) 

部材 応力 
基準地震動Ｓｓ 

EW 方向 

制御棒落下防止 

ポール 

引張  σｆｔ 75 

せん断 τｆ  4 

組合せ σｆａ 76 

ポール支持金具 せん断 τｆ 29 

 

 

(2) 基礎ボルトに生じる応力 

                                 (単位：MPa) 

 ボルト No. 応力 
基準地震動Ｓｓ 

NS方向 EW方向 

基礎ボルト 

① 
引張  σｂ  94 111 

せん断 τｂ  11  13 

② 
引張  σｂ  69  87 

せん断 τｂ   7  10 

③ 
引張  σｂ  83 104 

せん断 τｂ  10  14 

④ 
引張  σｂ  62  86 

せん断 τｂ   7  13 

⑤ 
引張  σｂ  77  93 

せん断 τｂ  10  14 

⑥ 
引張  σｂ  62  81 

せん断 τｂ   8  13 

⑦ 
引張  σｂ  98 110 

せん断 τｂ  12  15 

⑧ 
引張  σｂ  70  84 

せん断 τｂ   9  13 

⑨ 
引張  σｂ 142 132 

せん断 τｂ  32  32 
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2.4 結論 

2.4.1  固有周期 

            (単位：s) 

方向 固有周期＊ 

鉛直方向 

NS方向 

EW方向 

注記＊：設備全体の応答が卓越する固有周期を示す。 

 

 

2.4.2 応力 

(1) 制御棒落下防止治具に生じる応力 

                                  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

制御棒落下防止 

ポール 
SUS304TP 

引張 σｆｔ＝75 ƒｔｍ＝205 

せん断 τｆ ＝ 4 ƒｓｍ＝118 

組合せ σｆａ＝76 ƒｔｍ＝205 

ポール支持金具 SUS304 せん断 τｆ ＝29 ƒｓｍ＝118 

すべて許容応力以下である。 

 

(2) 基礎ボルトに生じる応力 

                                  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト⑨ SUS304 
引張 σｂ＝142 ƒｔｓ＝153

＊
 

せん断 τｂ＝ 32 ƒｓｂ＝118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 



Ⅵ-2-11-2-7-6 燃料プール冷却ポンプ室冷却機の 

耐震性についての計算書

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-6
 R
1 



目  次 

1. 概要 ·································································  1

2. 一般事項 ·····························································  1

2.1 配置概要 ···························································  1

2.2 構造計画 ···························································  2

3. 構造強度評価 ·························································  4

3.1 構造強度評価方法 ···················································  4

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 ············································ 4 

3.3 計算条件 ···························································  4

4. 評価結果 ·····························································  7

4.1 設計基準対象施設としての評価結果  ···································· 7 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-6
 R
1 



1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である燃料プール冷却ポンプ室冷却機（Ｂクラス施設）

が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣

接している上位クラス施設である原子炉補機冷却系配管に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。 

なお，燃料プール冷却ポンプ室冷却機は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記

載の横形ポンプと類似の構造であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資

料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき剛構造として評価を実施

する。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機は，原子炉建物原子炉棟中 2階に設置されている。燃料プー

ル冷却ポンプ室冷却機は，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉補

機冷却系配管が接続されていることから，地震時に本機器が転倒した場合は，原子炉補機冷却

系配管に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 燃料プール冷却ポンプ室冷却機と上位クラス施設の位置関係図 
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2.2 構造計画 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ファン等はコイ

ルチャンバにフ

ァン取付ボルト

で固定され，コ

イルチャンバは

基礎ボルトで基

礎に据え付け

る。 

遠心直動型フ

ァン及びプレ

ートフィン型

冷水コイル 

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-6 R1 
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（全体図） （側面図） 



3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき行う。燃料プール冷却ポンプ室冷却機のファン等はコイルチャンバにファン取付

ボルトで固定されているため，コイルチャンバを含めて剛構造であることを確認している。ま

た，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，表 3－2のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 3－3に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【燃料プール冷却ポンプ室冷却機の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 
燃料プール冷却 

ポンプ室冷却機 
Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 3－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5 
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 55 209 391 ― 

ファン取付ボルト
SS41＊

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 55 209 391 ― 

原動機取付ボルト 
SS400

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 55 209 391 ― 

注記＊：SS400相当 

6 
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4. 評価結果

4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

燃料プール冷却ポンプ室冷却機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

7 
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【燃料プール冷却ポンプ室冷却機の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
送風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

燃料プール冷却 

ポンプ室冷却機 
Ｂ 

原子炉建物 
EL  28.3 

（EL 30.5＊1） 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝3.61＊3 ＣＶ＝2.23＊3 Ｃｐ＝  ― 55 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

6 
2 

3 

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）
4 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ

＊

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

209＊2

（40mm＜径≦100mm） 

391＊2

（40mm＜径≦100mm） 
―  251 ―  軸 ―  

ファン取付ボルト
（ｉ＝2）

209＊2

（40mm＜径≦100mm） 

391＊2

（40mm＜径≦100mm） 
―  251 ―  軸  ―  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

209＊2

（40mm＜径≦100mm） 

391＊2

（40mm＜径≦100mm） 
―  251 ―  軸  ―  

 

 

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

8 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS41 
引張 ― ― σb１＝116 ƒｔｓ１＝162＊ 

せん断 ― ― τb１＝ 64 ƒｓｂ１＝145 

ファン取付ボルト

（ｉ＝2）
SS41 

引張 ― ― σb２＝ 23 ƒｔｓ２＝188＊ 

せん断 ― ― τb２＝  9 ƒｓｂ２＝145 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
SS400 

引張 ― ― σb３＝ 19 ƒｔｓ３＝188＊ 

せん断 ― ― τb３＝  9 ƒｓｂ３＝145 

注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。 

9 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である原子炉浄化系補助熱交換器（Ｂクラス施設）

が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認することで，接続している

上位クラス施設である原子炉補機冷却系配管に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明す

るものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

原子炉浄化系補助熱交換器は，原子炉建物 2階に設置されている。原子炉浄化系補助熱交

換器は，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉補機冷却系配管が

接続していることから，地震時に本機器が損傷又は転倒した場合は原子炉補機冷却系配管に

対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 原子炉浄化系補助熱交換器と上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

原子炉浄化系補助熱交換器の構造計画を表 2－1に示す。 

1 1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴は当板を介し

て 2 個の脚で支

持する。脚は基

礎ボルトで基礎

に据え付ける。

また，耐震補強

サポートは脚を

支持し，追設基

礎ボルト及び埋

込金物で床面に

固定する。 

横置Ｕ字管式 

（水室側に平

板，胴側に鏡板

を有する横置一

胴円筒形容器） 

2
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2.3 評価方針 

原子炉浄化系補助熱交換器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した

荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」にて示す原子炉浄化系補

助熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル

及び諸元」及び「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

原子炉浄化系補助熱交換器の構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｂａ 追設基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の横方向） 

mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の長手方向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

ＣＨＮＳ 水平方向設計震度（ＮＳ方向） ― 

ＣＨＥＷ 水平方向設計震度（ＥＷ方向） ― 

Ｃｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの横方向の距離 mm 

ｄａ 追設基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa

Ｆ１１ 運転時質量により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆ１２ 運転時質量により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

Ｆ１Ⅴ１ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆ１Ⅴ２ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

Ｆ１Ｘ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する長手方向荷重 

N 

Ｆ１Ｙ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する横方向荷重 

N 

Ｆ１Ｚ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する鉛直方向荷重 

N 

Ｆ２Ｘ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する長手方向荷重 

N 

＊



6 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
1
1
-2
-
7
-7
 
R
1 

記号 記号の説明 単位 

Ｆ２Ｙ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する横方向荷重 

N 

Ｆ２Ｚ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する鉛直方向荷重 

N 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

Ｆｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する水平方向荷重 N 

Ｆｃｂ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用する水平方向荷重 N 

Ｆｃｓ１ 横方向地震により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆｃｓ２ 横方向地震により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

Ｆ 長手方向地震により胴に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｆ１ 長手方向地震により胴に作用する引張荷重 N 

Ｆ２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する水平方向荷重 N 

Ｆｂ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用する水平方向荷

重 

N 

Ｆｓ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用する長手方向荷重 N 

Ｆｓ２ 長手方向地震により第1脚底面に作用する横方向荷重 N 

fｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｓｂａ せん断力のみを受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

fｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｏａ 引張力のみを受ける追設基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

fｔｍ 脚の許容引張応力 MPa 

fｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

MPa 

fｔｓａ 引張力とせん断力を同時に受ける追設基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｋｃｊ，Ｋｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その反

対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

Ｗ 当板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

１ａ 長手方向の追設基礎ボルト間距離 mm 

２ａ 横方向の追設基礎ボルト間距離 mm 

Ｍ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ１１ 長手方向地震により胴に作用する長手方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１２ 横方向地震により胴に作用する横方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１３ 横方向地震により胴に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ１４ 運転時質量により第1脚底面に作用する長手方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１４Ⅴ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する長手方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１５ 運転時質量により第1脚底面に作用する横方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１５Ⅴ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用する横方向曲げモーメント N･mm 

Ｍ１ｓ 運転時質量により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ２ｂ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するねじりモー

メント

N･mm 

Ｍ２ｓ 長手方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ３ 胴の脚付け根部に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ３ｂ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメ

ント

N･mm 

Ｍ３ｓ 横方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ４ｓ 鉛直方向地震により第1脚底面に作用するねじりモーメント N･mm 

Ｍ１Ｘ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する長手方向軸周りのモーメント 

N･mm 

Ｍ１Ｙ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する横方向軸周りのモーメント 

N･mm 

Ｍ１Ｚ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サ

ポートに作用する鉛直方向軸周りのモーメント 

N･mm 

Ｍ２Ｘ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する長手方向軸周りのモーメント 

N･mm 

Ｍ２Ｙ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する横方向軸周りのモーメント 

N･mm 

Ｍ２Ｚ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する鉛直方向軸周りのモーメント 

N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃｓ１ 横方向地震により第1脚底面に作用する長手方向モーメント N･mm 

Ｍｃｓ２ 横方向地震により第1脚底面に作用する横方向モーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｓ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用する長手方向モーメント N･mm 

Ｍｓ２ 長手方向地震により第1脚底面に作用する横方向モーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 ― 

ｎａ せん断力を受ける追設基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ａＸ 長手方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する長手方向軸周りのモーメントにより引張を受ける

追設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ１ａＹ 長手方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する横方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追

設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ１ａＺ 長手方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポ

ートに作用する鉛直方向軸周りのモーメントにより引張を受ける

追設基礎ボルトの本数 

― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎ２ａＸ 横方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポー

トに作用する長手方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追

設基礎ボルトの本数

― 

ｎ２ａＹ 横方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポー

トに作用する横方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追設

基礎ボルトの本数

― 

ｎ２ａＺ 横方向及び鉛直方向地震時に追設基礎ボルト部の耐震補強サポー

トに作用する鉛直方向軸周りのモーメントにより引張を受ける追

設基礎ボルトの本数

― 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐｃ 横方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｐ１ 長手方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷

重 

N 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直方向荷重 N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ１Ⅴ 鉛直方向地震により第1脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付け根部における胴の平均半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｘｎａ 床が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm3 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｐ 第1脚のねじり断面係数 mm3 

β，β１，β２ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ ― 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ ― 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 rad 

π 円周率 ― 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応力 MPa 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般 

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般膜

応力の和 

MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般

膜応力 

MPa 

σ０ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１ℓφ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次応

力の和 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次応

力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次応

力の和 

MPa 

σ２ℓ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ℓｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ℓφ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂａ 追設基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂａ１ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応

力 

MPa 

σｂａ２ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓℓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｘ１ 内圧により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け根

部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ２１ 長手方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ２２ 横方向地震による横方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部

に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直方向荷重により胴の第1脚付け根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付け

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる軸方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧により胴に生じる周方向一次応力 MPa 
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σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付け根部に生じる周

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付け根部に生じ

る周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付け根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂａ 追設基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂａ１ 長手方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂａ２ 横方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τｃ１ 横方向地震により胴に作用するねじりモーメントにより第1脚付け

根部に生じるせん断応力 

MPa 

τｃ２ 横方向地震により脚に作用するねじりモーメントにより第1脚付け

根部に生じるせん断応力 

MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付け根部に生じるせん断応力 MPa 

τ１ 長手方向地震により胴に作用する鉛直方向荷重により生じるせん

断応力 

MPa 

τｓ１ 運転時質量により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 



13 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
1
1
-2
-
7
-7
 
R
1 

3. 評価部位

原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価は「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す

条件に基づき，原子炉浄化系補助熱交換器の損傷や転倒により，上位クラス施設が損傷するこ

とを防止するために，耐震評価上厳しくなる胴，脚，基礎ボルト及び追設基礎ボルトについて

評価を実施する。原子炉浄化系補助熱交換器の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図

に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルにより固有周期を求める。

(2) 「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルにより求めた地震時の評価荷重（各部の

反力及びモーメント）をもとに，胴，脚，基礎ボルト及び追設基礎ボルトの応力評価を

行う。

(3) 地震力は，原子炉浄化系補助熱交換器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用す

るものとし，応力の算出において組み合わせるものとする。ここで，水平方向地震力は

胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。また，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。

(4) 脚は同形状であるため，作用する荷重の大きい脚についての評価を計算書に記載する。

(5) 追設基礎ボルトについては，計算結果の厳しい箇所（許容値／発生値の小さい箇所をい

う。）を評価対象とする。

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉浄化系補助熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

4.2.2 許容応力 

 原子炉浄化系補助熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 4－2 及び表 4－3に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉浄化系補助熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

浄化設備 

原子炉浄化系補助 

熱交換器 
Ｂ クラス３容器＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

表 4－2 許容応力（クラス２，３容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋ 

二次＋ピーク応力 

ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば疲労解析は不要 

注記＊1：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡 

易弾塑性解析を用いる。 

1
4
 

＊2 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-7 R1 

表 4－3 許容応力（クラス２，３支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SB42＊1 最高使用温度 85 ― 205 394 ― 

脚 
SM41A＊2 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 85 ― 218 377 ― 

基礎ボルト 
SS41＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

追設基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊1：SB410 相当 

＊2：SM400A 相当 

＊3：SS400 相当 

1
5
 

＊
 

＊
 

＊
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4.3 解析モデル及び諸元 

原子炉浄化系補助熱交換器の解析モデルを図 4－1に，解析モデルの概要を以下に示す。ま

た，機器の諸元を本計算書の【原子炉浄化系補助熱交換器の耐震性についての計算結果】の

機器要目及びその他の機器要目に示す。 

(1) 原子炉浄化系補助熱交換器の胴，脚及び耐震補強サポートをはり要素でモデル化したＦ

ＥＭモデルを用いる。 

(2) 

 
(3) 

(4) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメン

トを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

図 4－1 原子炉浄化系補助熱交換器解析モデル 
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4.4 固有周期 

解析モデルでの固有値解析の結果を表 4－5，振動モード図を図 4－2に示す。固有周期は，

0.05 秒以下であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－5 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 ― ― ― 

図 4－2 振動モード図（１次モード） 
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4.5 設計用地震力 

原子炉浄化系補助熱交換器の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 4－6 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 4－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物
EL 23.8＊1 0.05 以下 ― ― 

ＣＨＮＳ＝1.44＊2

ＣＨＥＷ＝1.73＊2 
ＣＶ＝1.54＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 胴の計算方法 

(1) 内圧による応力

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ  ······························· (4.6.1.1.1)

φ２＝０σ   ················································· (4.6.1.1.2)

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ ······························· (4.6.1.1.3)

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力

第1脚付け根部における胴の運転時質量による曲げモーメントＭ１は「4.3 解析モ

デル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により求める。 

解析により求めた曲げモーメントＭ１により胴の第1脚付け根部に生じる応力は次

のように求める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントＭ１は胴の断面に対して一様に作用す

るものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴

の局部変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とすると長手 

方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図4－3に2・θで示される円殻である。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 


１

ｘ２
Ｍ

σ
Ｚ

  ·············································· (4.6.1.1.4)

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 


１

ｘ６ ｖ
Ｍ

σ ・Ｃ
Ｚ

 ·········································· (4.6.1.1.5)

ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ  ·········································· (4.6.1.1.6)









osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
 ・・ｔＺ＝ｒ

2

 2
ｅｍ  ········ (4.6.1.1.7)
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有効範囲w
2

w
2

非有効範囲

θ0

2･θ

ｔ
eθ0

6θw

ｒm

図 4－3 脚付け根部の有効範囲 

胴の脚付け根部に取り付く当板の大きさが 

周方向範囲 
＊1

ｗ
6

θ
 ≧θ

０ 
 ························· （4.6.1.1.8）

長手方向範囲 
 
 
 



 ＊2

ｉ
ｗ

Ｄ ＋ｔ
≧1.56・　  ・ｔ

2
········ （4.6.1.1.9）

である場合，脚付け根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当板の厚さの

合計とする。 

本計算においては上記の有効範囲を満たすため，有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当

板の厚さの合計とする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

(3) 長手方向地震により生じる長手方向曲げモーメント及び鉛直方向荷重による応力

長手方向地震により胴に作用する長手方向曲げモーメントＭ１１により胴の脚付け

根部に生じる応力は次式で求める。なお，Ｍ１１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示

す解析モデルを用いた解析により求める。 


１１

２１ｘ
Ｍ

σ
Ｚ

··········································· (4.6.1.1.10)

また，長手方向地震により胴に作用する鉛直方向荷重Ｆによるせん断応力は次式

で求める。Ｆは「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により

求める。 




ⅰ

１
2・Ｆ

τ ＝
π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ

································ (4.6.1.1.11)
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(4) 横方向地震により生じる横方向曲げモーメント及びねじりモーメントによる応力

横方向地震により胴に作用する横方向曲げモーメントＭ１２及びねじりモーメント

Ｍ１３により胴に生じる応力は次式で求める。なお，Ｍ１２及びＭ１３は「4.3 解析モデ

ル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により求める。

2
２２

ⅰ

１２
ｘ

4・Ｍ
σ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
 
 ······························ (4.6.1.1.12)

2
ⅰ

１３
ｃ１

2・Ｍ
τ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
  ······························· (4.6.1.1.13)

(5) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付け根部の応力

胴の脚付け根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の脚付

け根部作用する反力Ｒ１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解

析により求める。 

胴の脚付け根部に作用する反力は次のように求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ   ················································ (4.6.1.1.14)

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe   ·········································· (4.6.1.1.15)

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図4－4に示す。 

図4－4 脚が胴に及ぼす力の関係 

Ｐ，Ｐｅ 

Ｍ 

Ｍc 

2･Ｃ２ 

2･Ｃ１ 

ｔe ｒｍ 
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ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

ｅｍ ｔ／ｒ＝γ  ·········································· （4.6.1.1.16） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ １１  ·········································· （4.6.1.1.17） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ ２２  ········································· （4.6.1.1.18） 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・)－1)・(1－Ｋ／β・(β
3

1
1－β＝ ｊ







  ········· （4.6.1.1.19） 

ただし， 0.5≦β

4

1≦β１／β２＜1のとき

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ







  ········· （4.6.1.1.20）

ただし， 0.5≦β
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シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 

















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ ························ （4.6.1.1.21）

















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ ························ （4.6.1.1.22）

反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 

















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ  ······················ （4.6.1.1.23）

















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ  ······················ （4.6.1.1.24）

二次応力 

















2 
７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

φ
φ

ｔ

Ｐ･ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ  ······························ （4.6.1.1.25）

















2 
７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

ｘ
ｘ

ｔ

Ｐ・ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ ···························· （4.6.1.1.26）

(6) 長手方向地震による脚付け根部の応力

長手方向地震が作用した場合，曲げモーメントＭ及び鉛直荷重Ｐは「4.3 解析モ

デル及び諸元」に示す解析により求める。 

曲げモーメントＭと鉛直荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より

値（以下＊を付記するもの）を求めることにより次式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰの場合のアタッチメントパラメータβは(5)

と同じであるが，Ｍの場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｊを乗じた値とする。 

 3 2 
２１・βββ＝   ······································ （4.6.1.1.27）

ただし， 0.5≦β  

曲げモーメントＭにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φσ 




  
















····· （4.6.1.1.28）

２
2 2

４１１ ・Ｃ 
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ 





















··· （4.6.1.1.29）
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二次応力 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




········· （4.6.1.1.30）


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




········· （4.6.1.1.31）

鉛直荷重Ｐにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




 ····················· （4.6.1.1.32）

















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




····················· （4.6.1.1.33）

二次応力 

















2 
４２２

ｅ

＊
φ

φ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




 ···························· （4.6.1.1.34）

















2 
４２２

ｅ

＊
ｘ

ｘ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




 ···························· （4.6.1.1.35）

長手方向地震により胴に生じる引張荷重Ｆ１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示

す解析モデルを用いた解析により求める。 

胴に生じる引張応力は次式で求める。 


４１３

１
ｘ

ｉ

Ｆ
σ ＝

π・(Ｄ ＋ｔ)・ｔ
···························· (4.6.1.1.36)

したがって，曲げモーメント，鉛直荷重及び水平方向荷重により生じる胴の応力

は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝   ······························· (4.6.1.1.37) 

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝   ····················· (4.6.1.1.38) 

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝   ······························· (4.6.1.1.39) 

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝   ······························· (4.6.1.1.40) 

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付け根部に生じるせん断応力は次式で

求める。なお，脚付け根部に生じる水平方向荷重Ｆ２は「4.3 解析モデル及び諸元」

に示す解析モデルを用いた解析により求める。 




２

２Ｆ
τ ＝

4・Ｃ ・ｔ
 ······································· (4.6.1.1.41)
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(7) 横方向地震による脚付け根部の応力

横方向地震が作用した場合，曲げモーメントＭｃは「4.3 解析モデル及び諸元」

に示す解析モデルを用いた解析により求める。 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェル

パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより次式で求める。 

ここで，シェルパラメータγは(5)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

 3 
２

 2 
１ ・βββ＝  ········································ （4.6.1.1.42） 

ただし， 0.5≦β  

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

１
2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















 ··· （4.6.1.1.43）

２
2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















 ··· （4.6.1.1.44）

二次応力 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ ········· （4.6.1.1.45）


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

········· （4.6.1.1.46）

また，胴の脚付け根部に生じるせん断荷重Ｆｃ及び胴の脚付け根部に生じるねじ

りモーメントＭ３は，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析に

より求める。 

せん断荷重により脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 

１

ｃ
ｃ

Ｆ
τ ＝

4・Ｃ ・ｔ
········································ (4.6.1.1.47)

ねじりモーメントにより脚付け根部に生じるせん断応力は次式で求める。 

３

２

１ ２

ｃ
２

 , 

Ｍ
τ ＝

2・π・Min(Ｃ Ｃ )・ｔ
 ··························· (4.6.1.1.48)
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(8) 組合せ応力

(1)～(7)によって求めた脚付け根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わせ

る。 

a. 一次一般膜応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

      ０ ０ ０
2 2

０ ０φ ｘ φ １ｘ＝ ・ ＋ ＋ ( － ) ＋4・τ
1

σ (σ σ ) σ σ
2

 
 
 

     

 ······························ (4.6.1.1.49)

ここで， 

σ０φ＝σφ１＋σφ２  ··································· (4.6.1.1.50) 

      ０ １ ２ ４１３ ２１
22

６ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝ ＋ ＋σ σ σ σ ＋σ ＋σ  ······· (4.6.1.1.51)

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

 2  2
０ ０ ０ ０ ０ １ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ＝ ＋ ＋ － ＋ 4

1
σ ・  (σ σ ) (σ σ ) ・τ

2

 
 
 

 ······························ (4.6.1.1.52)

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２  ································· (4.6.1.1.53) 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋ σｘ６
2
＋σｘ２２

2
  ················ (4.6.1.1.54) 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，  

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０)，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.55)

とする。 

b. 一次応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

      
 
 
 

      １ １ １
2 2

１ １φ ｘ φ １ｘ＝ ・ ＋ ＋ ( － ) ＋4・(τ＋τ )
1

σ (σ σ ) σ σ
2

 ······························ (4.6.1.1.56)

ここで， 

    )( 2
７１２

2
４１３１１  σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ  ······· (4.6.1.1.57)

     １ １ ２ ３ ７１
2 2

４１ ２１ ６ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝ ＋ ＋ ＋ ( ) ( )σ σ σ σ σ ＋σ ＋σ ＋σ

 ······························ (4.6.1.1.58)
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鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

 １ １ １ １ １ １ ２
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ ｃ ｃ
1

σ ＝ ・(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ ＋τ )
2

 ······························ (4.6.1.1.59)

ここで， 

    )( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝  ······· (4.6.1.1.60)

     2 2
１ １ ２ ３ ２２ ７１５１ ６ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝ ＋ ＋ ＋ ( ) ( )σ σ σ σ σ ＋σ ＋σ ＋σ

 ······························ (4.6.1.1.61)

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.62)

とする。 

c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値

      
2  2 

２ ２ ２ ２ ２φ x φ ｘ １＝ ＋ ＋ ＋ 4 ＋σ (σ σ ) (σ －σ ) ・(τ τ )

 ······························ (4.6.1.1.63)

ここで， 

     2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ 

 ································ (4.6.1.1.64)

     
2 2

２ ６ ７１ ７２４１ ４２ ２１ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝σ （σ ＋σ ＋σ ）＋（σ ＋σ ＋σ ）

 ······························ (4.6.1.1.65)

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

２ ２ ２ ２ ２ １ ２
２ ２

ｃ ｃφ ｃｘ ｃφ ｃｘ ｃ ｃ ｃσ ＝(σ ＋σ )＋ (σ －σ )＋4・(τ ＋τ ＋τ )

 ······························ (4.6.1.1.66)

ここで， 

     2 2
２ ２ ７２ ５１ ５２７１ｃφ φ φ φ φ φ＝σ （σ ＋σ ＋σ ）＋（σ ＋σ ）

 ············ (4.6.1.1.67)

     2 2
２ ６ ７１５１ ５２ ２２ ７２ｃｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ＝σ （σ ＋σ ＋σ ）＋（σ ＋σ ＋σ ）

 ············ (4.6.1.1.68)

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値は，  

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 ······························ (4.6.1.1.69)

とする。 
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4.6.1.2 脚の計算方法 

「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解析により得られる各要

素端での荷重 Ｒ１，Ｒ１Ｖ，Ｐ１，ＰＣ，Ｆ１１，Ｆ１２，Ｆ１Ⅴ１，Ｆ１Ⅴ２，Ｆｓ１，Ｆｓ

２，Ｆｃｓ１，Ｆｃｓ２，曲げモーメントＭ１４，Ｍ１５，Ｍ１４Ｖ，Ｍ１５Ｖ，Ｍｓ１，Ｍｓ２，

Ｍｃｓ１，Ｍｃｓ２及びねじりモーメントＭ１ｓ，Ｍ２ｓ，Ｍ３ｓ，Ｍ４ｓより各応力を次の

ように求める。 

(1) 運転時質量による応力

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。

１４ １５ １

１ｓ

ｓｙ ｓｘ ｓ

＝ ＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｒ

σ
Ｚ Ｚ Ａ

································· (4.6.1.2.1)

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

１ １１ １２

１

３ ４

２ ２
ｓ

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

························ (4.6.1.2.2)

(2) 鉛直方向地震による応力

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。

１４Ⅴ １５Ⅴ １Ⅴ

ｓ4

ｓｙ ｓｘ ｓ

＝ ＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｒ

σ
Ｚ Ｚ Ａ

 ······························· (4.6.1.2.3)

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

４ １ １ １ ２

４

３ ４

２ ２
ｓ ｖ ｖ

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

 ······················ (4.6.1.2.4)

(3) 長手方向地震による応力

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。

  １ ２ １

２

ｓ ｓ
ｓ

ｓｙ ｓｘ ｓ

＝ ＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｐ

σ
Ｚ Ｚ Ａ

······························· (4.6.1.2.5)

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

 2

２

３ ４

２ ２
ｓ ｓ１ ｓ２

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

····················· (4.6.1.2.6)

(4) 横方向地震による応力

曲げ及び圧縮応力は，次式で求める。

３

ｃｓ１ ｃｓ２ ｃ
ｓ

ｓｙ ｓｘ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｍ Ｐ

σ ＝
Ｚ Ｚ Ａ

····························· (4.6.1.2.7)

せん断応力は次式で求める。 

   
   
   

３

３

３ ４

２ ２
ｓ ｃｓ１ ｃｓ２

ｓ

ｓｐ ｓ ｓ

＋ ＋
Ｍ Ｆ Ｆ

τ ＝
Ｚ Ａ Ａ

···················· (4.6.1.2.8)
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(5) 組合せ応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

 2 2


 2
 2 2 2

１ ２ ４ １ ２ ４ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ＝ ＋ ＋ ＋ 3σ (σ σ σ ) ・τ ＋τ ＋τ

·························································· (4.6.1.2.9)

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

 2 2
 2

 2 2 2
１ ３ ４ １ ３ ４ｓｃ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ ｓ＝ ＋ ＋ ＋ 3σ (σ σ σ ) ・τ ＋τ ＋τ

························································· (4.6.1.2.10)

したがって，脚に生じる最大応力は， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ······························· (4.6.1.2.11)

とする。 
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Ｍ 

Ａ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ Ｐｓ 

Ｆｂ 

Ｘｎ 

Ｍ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ Ｐｓ 

Ｘｎ 

ｂ ｂ 

ａ ａ 

4.6.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

脚底面に作用するモーメントＭと鉛直荷重Ｐsの比を

ｅ＝Ｍ／Ｐｓ ············································· (4.6.1.3.1) 

とする。なお，Ｍ及びＰsは「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用い

た解析により求める。 

 

 

 

図4－5のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。

一方，図4－6のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
············································ (4.6.1.3.2)

の場合及びｅが負の場合に，基礎ボルトに引張力が生じる。 

このとき図4－6において，鉛直方向荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣

合い，基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１ 2 3 ｂ
ｎｎＸ  

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１   ··············· (4.6.1.3.3)

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

······························ (4.6.1.3.4)

となる。 

図 4－6 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 4－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 
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したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ  ········································ (4.6.1.3.5)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

2
ｂ ｄ

π
Ａ ＝ ・

4
·········································· (4.6.1.3.6)

b. せん断応力

長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合に脚底面に生じるせん断力Ｆｂ及び

ねじりモーメントＭ２ｂは，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用い

た解析により求める。このとき基礎ボルトに生じるせん断応力は次のようになる。 

2 2
   
   
   

ｂ ２ｂ
ｂ１

ｂ
１ ２

ｂ

＋

－ －
＋

Ｆ Ｍ
τ ＝

ｎ・Ａ ａ 2・ｄ ｂ 2・ｄ
ｎ・Ａ ・

2 2

························································ (4.6.1.3.7)

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

a. 引張応力

(1)と同様にして求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１をｄ２，ａをｂ，

ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力をσｂ２とする。な

お，Ｍｃ１及びＰｓ１は「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた解

析により求める。 

b. せん断応力

横方向及び鉛直方向地震が作用した場合に脚底面に生じるせん断力Ｆｃｂ及びね

じりモーメントＭ３ｂは，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた

解析により求める。このとき基礎ボルトに生じるせん断応力は次のようになる。 

2 2
   
   
   

ｃｂ ３ｂ
ｂ２

ｂ
１ ２

ｂ

＋

－ －
＋

Ｆ Ｍ
τ ＝

ｎ・Ａ ａ 2・ｄ ｂ 2・ｄ
ｎ・Ａ ・

2 2

························································ (4.6.1.3.8)

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ······························· (4.6.1.3.9)

b. 基礎ボルトの最大せん断応力

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ······························ (4.6.1.3.10)
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4.6.1.4 追設基礎ボルトの計算方法 

追設基礎ボルトの応力は，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた

解析で得られた荷重及びモーメントから理論式により，引張応力及びせん断応力を

算出する。 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

計算モデルを図 4－7 に，「4.3 解析モデル及び諸元」に示す解析モデルを用いた

解析で得られた追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作用する荷重とモーメント

を表 4－7に示す。 

図 4－7 追設基礎ボルトの計算モデル 

表 4－7 追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作用する荷重とモーメント（その 1） 

荷重（N） モーメント（N･mm）

Ｆ１Ｘ Ｆ１Ｙ Ｆ１Ｚ Ｍ１Ｘ Ｍ１Ｙ Ｍ１Ｚ 

a. 引張応力

長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応力は，次式に

より求める。 

 

１Ｚ １Ｘ １Ｙ

ｂａ ｂａ ｂａ１ａＺ ２ａ １ａⅩ １ａ １ａＹ

ｂａ１ ＋ ＋
Ｆ Ｍ Ｍ

σ ＝
ｎ ・Ａ ・ｎ ・Ａ ・ｎ ・Ａ

 ······························· (4.6.1.4.1)

ここで，追設基礎ボルトの軸断面積Ａｂａは次式により求める。 

2
ｂａ ａｄ

π
Ａ ＝ ・

4
 ········································ (4.6.1.4.2)
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b. せん断応力

長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力は，次式

により求める。 
2 2

Z



１Ｘ １Ｙ １

ｂａ １aａ ｂ

１

ａａ

ｂａ

＋
＋

Ｆ Ｆ Ｍ
＝

ｎ・Ａ ｎ・Ａ ・

τ

2

················ (4.6.1.4.3)

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

計算モデルは図 4－7と同様だが，Ｆ１ＸをＦ２Ｘ，Ｆ１ＹをＦ２Ｙ，Ｆ１ＺをＦ２Ｚ，Ｍ１Ｘ

をＭ２Ｘ，Ｍ１ＹをＭ２Ｙ及びＭ１ＺをＭ２Ｚに置き換える。「4.3 解析モデル及び諸元」に

示す解析モデルを用いた解析で得られた追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作

用する荷重とモーメントを表 4－8に示す。 

表 4－8 追設基礎ボルト部の耐震補強サポートに作用する荷重とモーメント（その 2） 

荷重（N） モーメント（N･mm）

Ｆ２Ｘ Ｆ２Ｙ Ｆ２Ｚ Ｍ２Ｘ Ｍ２Ｙ Ｍ２Ｚ 

a. 引張応力

(1)ａ.と同様にして求められるが，Ｆ１ＺをＦ２Ｚ，Ｍ１ＸをＭ２Ｘ，Ｍ１ＹをＭ２Ｙ，

ｎ１ａＸをｎ２ａＸ，ｎ１ａＹをｎ２ａＹ及びｎ１ａＺをｎ２ａＺに置き換え，得られた追設基

礎ボルトの応力をσｂａ２とする。 

b. せん断応力

(1)ｂ.と同様にして求められるが，Ｍ１ＺをＭ２Ｚ，Ｆ１ＸをＦ２Ｘ，Ｆ１ＹをＦ２Ｙに

置き換え，得られた追設基礎ボルトの応力をτｂａ２とする。 

(3) 追設基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた追設基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂａ及び

τｂａとする。 

a. 追設基礎ボルトの最大引張応力

σｂａ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂａ１)，横方向地震時応力(σｂａ２)｝ 

 ······························· (4.6.1.4.4)

b. 追設基礎ボルトの最大せん断応力

τｂａ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂａ１)，横方向地震時応力(τｂａ２)｝ 

 ······························· (4.6.1.4.5)
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉浄化系補助熱交換器の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 胴の応力評価 

4.6.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 0.6・Ｓｕ 

一次応力 

（一次膜応力＋ 

一次曲げ応力） 

上記の 1.5 倍の値 

一次＋二次応力 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不

要とする。 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

4.8.2 脚の応力評価 

4.6.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力fｔｍ以下であること。ただし，fｔｍ

は下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｍ ・1.5 

1.5

Ｆ ＊
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4.8.3 基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力fｔｓ以

下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ，fｔｏ]  ···························· (4.8.3.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｏ 

・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 
fｓｂ 

・1.5
31.5・

Ｆ

4.8.4 追設基礎ボルトの応力評価 

4.6.1.4項で求めた追設基礎ボルトの引張応力σｂａは次式より求めた許容組合せ応力 

fｔｓａ以下であること。ただし，fｔｏａは下表による。 

fｔｓａ＝Min[1.4・fｔｏａ－1.6・τｂａ，fｔｏａ]  ····················· (4.8.4.1) 

せん断応力τｂａはせん断力のみ受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂａ以下で

あること。ただし，fｓｂａは下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｏａ 

・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 
fｓｂａ 

・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊

＊
＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉浄化系補助熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認し

た。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6. 引用文献

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle

Supports，Welding Research Supplement，Sep. 1951. 

(2) Wichman， K.R. et al.:Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due

to External Loadings，Welding Research Council bulletin，March 1979 revision of WRC

bulletin 107 / August 1965.

(3) 日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２７８(2003)「サドル支持の横置圧力容器」
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【原子炉浄化系補助熱交換器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉浄化系補助 

熱交換器 
Ｂ 

原子炉建物 

EL 23.8＊1 
0.05 以下 ― ― 

ＣＨＮＳ＝1.44＊2

ＣＨＥＷ＝1.73＊2 
ＣⅤ＝1.54＊2 1.37 85 50 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

(mm)

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

-1037 -501 0 1249 2500 3049 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄi 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔe 

(mm) 

０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ
(rad) 

ｗ

(mm) 

750 12.0 24.0＊1 2500 719 950 0.366 110 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ｚｓｐ

(mm
3
)

０
(rad) 

 
(rad) 

325 150 1.710×109 9.954×107 5.262×106 6.636×105 1.945×105 2.190 1.317 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 

37
 

正面図 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-7 R1 

Ａｓ 

(mm
2
)

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４

(mm
2
)

2.653×104 199000＊2 199000＊2 1.274×104 1.390×104 8.897×103 1.221×104 

Ｋ１１
＊4 Ｋ１２

＊4 Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

d 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
)

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

15 4 2 2 350 700 
20 

（M20） 
314.2 75 150 

ｎａ ｎ１ａＸ ｎ１ａＹ ｎ１ａＺ ｎ２ａＸ ｎ２ａＹ ｎ２ａＺ 
１ａ

(mm) 

２ａ

(mm) 

dａ 

(mm) 

Ａｂａ 

(mm
2
)

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

205＊2 394＊2 
218＊2 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

377＊2 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
261 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｙ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊3 

（16mm＜径≦40mm） 

394＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
276 

231＊3 

（16mm＜径≦40mm） 

394＊3 

（16mm＜径≦40mm） 
276 

                                             注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

＊2：最高使用温度で算出 

＊3：周囲環境温度で算出  

＊4：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

3
8 
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1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 

(1) 一次一般膜応力  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１  ＝ 44 σｘ１  ＝ 22 σφ１  ＝ 44 σｘ１  ＝ 22

内圧による応力（鉛直方向地震時） ― ― ― ― σφ２  ＝  0 ― σφ２  ＝  0 ― 

運転時質量による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２  ＝ 28 ― σｘ２  ＝ 28 

鉛直方向地震による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６  ＝ 43 ― σｘ６  ＝ 43 

長手方向地震により 

胴軸断面全面に生じる 

応力 

引張 ― ― ― ― ― 
σｘ２１ ＝ 46

σｘ４１３＝  5 
― ― 

せん断 ― ― ― ― τ１  ＝   2 τｃ１ ＝ 1 

組合せ応力 ― ― ― ― σ０ ＝115 σ０ｃ＝93 

(2) 一次応力  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１  ＝ 44 σｘ１  ＝ 22 σφ１  ＝ 44 σｘ１  ＝ 22

内圧による応力（鉛直方向地震時） ― ― ― ― σφ２  ＝  0 ― σφ２  ＝  0 ― 

運転時質量による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２  ＝ 28 ― σｘ２  ＝ 28 

鉛直方向地震による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６  ＝ 43 ― σｘ６  ＝ 43 

運転時質量による 

脚反力により生じる応力 
― ― ― ― σφ３  ＝ 11 σｘ３  ＝ 11 σφ３  ＝ 11 σｘ３  ＝ 11 

鉛直方向地震による 

脚反力により生じる応力 
― ― ― ― σφ７１ ＝ 17 σｘ７１ ＝ 17 σφ７１ ＝ 17 σｘ７１ ＝ 17 

長手方向地震による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２１ ＝46 ― ― 

横方向地震による 

横方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― ― ― σｘ２２ ＝  8 

水平方向地震による応力 
引張 ― ― ― ― 

σφ４１１＝ 11 

σφ４１２＝  4 

σｘ４１１＝  5

σｘ４１２＝  4 

σｘ４１３＝  5 
σφ５１ ＝  9 σｘ５１ ＝ 20 

σφ４１ ＝ 14 σｘ４１ ＝ 12

せん断 ― ― ― ― τ ＝ 17，τ１ ＝ 2 τｃ ＝ 6，τｃ１＝ 1 

組合せ応力 ― ― ― ― σ１ ＝ 147 σ１ｃ ＝ 126 

3
9
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(3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力（鉛直方向地震時） ― ― ― ― σφ２  ＝  0 ― σφ２  ＝  0 ― 

鉛直方向地震による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６  ＝ 43 ― σｘ６  ＝ 43 

鉛直方向地震による 

脚反力により生じる応力 
― ― ― ― 

σφ７１ ＝ 17 

σφ７２ ＝ 55 

σｘ７１ ＝ 17

σｘ７２ ＝ 31 
σφ７１ ＝ 17

σφ７２ ＝ 55 

σｘ７１ ＝ 17

σｘ７２ ＝ 31 

長手方向地震による 

長手方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２１ ＝46 ― ― 

横方向地震による 

横方向曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― ― ― σｘ２２ ＝  8 

水平方向地震による応力 

引張 

― ― ― ― σφ４１ ＝ 14 σｘ４１ ＝ 12 

σφ５１ ＝   9 

σφ５２ ＝  56 
σｘ５１ ＝ 20 

σｘ５２ ＝ 26 
― ― ― ― 

σφ４２１＝ 13 

σφ４２２＝ 12 
σｘ４２１＝ 24 

σｘ４２２＝  7 

― ― ― ― σφ４２ ＝ 25 σｘ４２ ＝ 30 

せん断 ― ― ― ― τ ＝ 17，τ１ ＝ 2 τｃ ＝ 6，τｃ１＝ 1，τｃ２ ＝ 0 

組合せ応力 ― ― ― ― σ２ ＝ 263 σ２ｃ ＝ 214 

4
0
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1.3.2 脚に生じる応力  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 
圧縮 ― ― σｓ１ ＝   3 σｓ１ ＝ 3 

せん断 ― ― τｓ１ ＝   1 τｓ１ ＝ 1 

鉛直方向地震による応力 
圧縮 ― ― σｓ４ ＝   4 σｓ４  ＝ 4 

せん断 ― ― τｓ４ ＝   1 τｓ４  ＝ 1 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２ ＝  37 σｓ３ ＝ 11 

せん断 ― ― τｓ２ ＝   9 τｓ３ ＝ 7 

組合せ応力 ― ― σｓℓ ＝ 42 σｓｃ＝ 18 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σｂ１＝187 σｂ２＝179 

せん断 ― ― τｂ１＝ 62 τｂ２＝ 61 

1.3.4 追設基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σｂａ１＝30 σｂａ２＝17 

せん断 ― ― τｂａ１＝ 9 τｂａ２＝ 3 

4
1 
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1.4 結論 

   1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝ 0.05 以下 

   1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SB42 

一次一般膜 ― ― σ０  ＝ 115 Ｓａ   ＝ 236 

一次 ― ― σ１  ＝ 147 Ｓａ   ＝ 355 

一次＋二次 ― ― σ２  ＝ 263 Ｓａ   ＝ 410 

脚 SM41A 組合せ ― ― σｓ  ＝  42 fｔｍ   ＝ 261

基礎ボルト SS41 
引張 ― ― σｂ  ＝ 187 fｔｓ   ＝ 191＊1

せん断 ― ― τｂ  ＝  62 fｓｂ   ＝ 159

追設基礎ボルト SS400 
引張 ― ― σｂａ ＝  30 fｔｓａ ＝ 165＊2

せん断 ― ― τｂａ ＝   9 fｓｂａ ＝ 127

                                                

すべて許容応力以下である。  

1.5 その他の機器要目 

項目 記号 単位 入力値 

ポアソン比 ν ― 0.3 

要素数 ― 個 135 

節点数 ― 個 172 

注記＊1：fｔｓ ＝Min[1.4・fｔｏ －1.6・τｂ ， fｔｏ ]

＊2：fｔｓａ＝Min[1.4・fｔｏａ－1.6・τｂａ， fｔｏａ]
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるグランド蒸気排ガスフィルタ（Ｂクラス施設）

が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣

接している上位クラスである非常用ガス処理系配管，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃

料配管等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

なお，グランド蒸気排ガスフィルタは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記

載の横置一胴円筒形容器であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-

4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

 グランド蒸気排ガスフィルタは，タービン建物1階に設置されている。グランド蒸気排ガス

フィルタは，図2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である非常用ガス処理系配管，

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備燃料配管及び非常用ディーゼル発電設備A-燃料配管に

隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，非常用ガス処理系配管，高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電設備燃料配管及び非常用ディーゼル発電設備A-燃料配管に対して波

及的影響を及ぼすおそれがある。 

図2－1 グランド蒸気排ガスフィルタと上位クラス施設の位置関係図 
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2.2 構造計画 

グランド蒸気排ガスフィルタの構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を当板を介して2個の脚

で支持し，脚を基礎ボルト

で基礎に据え付ける。 

横置円筒形 

（両端に鏡板を有する横置

一胴円筒形容器） 

（単位：㎜） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-8 R1 

当板 

3280 

鏡板 鏡板 

脚 

胴板 

基礎 基礎ボルト 

φ
2
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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3. 固有周期

 3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【グラ

ンド蒸気排ガスフィルタの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。

計算の結果，固有周期は0.05秒以下であり，剛構造であることを確認した。固有周期の計算

結果を表3－1に示す。 

表3－1 固有周期 （単位：ｓ） 

水平（長手方向） 

水平（横方向） 

鉛直 
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4. 構造強度評価

4.1 構造強度評価方法 

グランド蒸気排ガスフィルタの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の

方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき，グランド蒸気排ガスフィルタの転倒により，上位クラス施設が損傷す

ることを防止するために，支持機能に関連する脚及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

グランド蒸気排ガスフィルタの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

グランド蒸気排ガスフィルタの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，

表4－3のとおりとする。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

グランド蒸気排ガスフィルタの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－5に示す。 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【グランド蒸気排ガスフィルタの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射性廃棄物

の廃棄施設 

気体，液体又

は固体廃棄物

処理設備 

グランド蒸気 

排ガスフィルタ Ｂ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射性廃棄物

の廃棄施設 

気体，液体又

は固体廃棄物

処理設備 

グランド蒸気 

排ガスフィルタ ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界 

を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-8 R1 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-8 R1 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

脚 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS41 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SS400相当 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

脚 
SS41 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

基礎ボルト 
SS41 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SS400相当 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-8 R1 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

グランド蒸気排ガスフィルタの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して波及的影響を及ぼさないこ

とを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

グランド蒸気排ガスフィルタの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して波及的影響を及

ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【グランド蒸気排ガスフィルタの耐震性についての計算結果】 
1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

グランド蒸気 

排ガスフィルタ 
Ｂ 

タービン建物

EL 5.5＊1
― ― ＣＨ＝2.18＊2 ＣＶ＝1.05＊2 ― ― 50 

 

1.2 機器要目 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

Ｒ１

(N) 

Ｒ２

(N) 

-940 -795 -225 650 1525 2095 2240 2.010×104 2.010×104 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 
０

(mm) 

ｈ１

(mm) 

ｈ２

(mm) 

1300 800 1364 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

1.500×1010 1.351×108 1.667×107 9.007×105 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

Ａ～Ａ矢視図 
（単位：mm） 
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1
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

3.540×104 201000＊ 77300＊ 1.599×104 1.679×104 1.202×104 1.418×104 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
)

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

15 4 2 2 500 2000 
24 

(M24) 
452.4 150 250 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

241＊ 

(厚さ≦16mm) 

394＊ 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

231＊ 

(16mm＜径≦40mm) 

394＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 

注記＊：周囲環境温度で算出 

＊
 

＊
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1.3 計算数値 

 1.3.1 脚に生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝ 1 σｓ１＝1 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝ 1 σｓ４＝1 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝50 σｓ３＝5 

せん断 ― ― τｓ２＝ 9 τｓ３＝4

組合せ応力 ― ― σｓ ＝53 σｓｃ＝9 

 1.3.2 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張 ― ― σｂ１＝183 σｂ２＝50 

水平方向地震による 

応力 
せん断 ― ― τｂ１＝ 59 τｂ２＝30 

1.4 結論 

 1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝   

横方向 Ｔ２＝   

鉛直方向 Ｔ３＝   

 1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

脚 SS41 組合せ ― ― σｓ＝ 53 ƒｔｍ＝276 

基礎ボルト SS41 
引張 ― ― σｂ＝183 ƒｔｓ＝195＊ 

せん断 ― ― τｂ＝ 59 ƒｓｂ＝159 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

グランド蒸気 

排ガスフィルタ 
― 

タービン建物

EL 5.5＊1
― ― ＣＨ＝2.18＊2 ＣＶ＝1.05＊2 ― ― 50 

 

2.2 機器要目 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

Ｒ１

(N) 

Ｒ２

(N) 

-940 -795 -225 650 1525 2095 2240 2.010×104 2.010×104 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 
０

(mm) 

ｈ１

(mm) 

ｈ２

(mm) 

1300 800 1364 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

1.500×1010 1.351×108 1.667×107 9.007×105 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 

Ａ～Ａ矢視図 

（単位：mm） 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

3.540×104 201000＊ 77300＊ 1.599×104 1.679×104 1.202×104 1.418×104 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
)

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

15 4 2 2 500 2000 
24 

(M24) 
452.4 150 250 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

241＊ 

(厚さ≦16mm) 

394＊ 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

231＊ 

(16mm＜径≦40mm) 

394＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
― 276 

注記＊：周囲環境温度で算出 

＊
 

＊
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2.3 計算数値 

 2.3.1 脚に生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝ 1 σｓ１ ＝1 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝ 1 σｓ４ ＝1 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝50 σｓ３ ＝5 

せん断 ― ― τｓ２＝ 9 τｓ３ ＝4

組合せ応力 ― ― σｓ ＝53 σｓｃ＝9 

 2.3.2 基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張 ― ― σｂ１＝183 σｂ２＝50 

水平方向地震による 

応力 
せん断 ― ― τｂ１＝ 59 τｂ２＝30 

2.4 結論 

 2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝   

鉛直方向 Ｔ３＝   

 2.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

脚 SS41 組合せ ― ― σｓ＝ 53 ƒｔｍ＝276 

基礎ボルト SS41 
引張 ― ― σｂ＝183 ƒｔｓ＝195＊ 

せん断 ― ― τｂ＝ 59 ƒｓｂ＝159 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である格納容器空気置換排風機（Ｃクラス施設）が基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣接して

いる上位クラス施設である原子炉棟空調換気系入口隔離弁に対して，波及的影響を及ぼさないこ

とを説明するものである。 

なお，格納容器空気置換排風機は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載の横

形ポンプと類似の構造であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 添付資料-1 

横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき剛構造として評価を実施する。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

格納容器空気置換排風機は，原子炉建物 3階に設置されている。格納容器空気置換排風機は，

図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉棟空調換気系入口隔離弁に

隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，原子炉棟空調換気系入口隔離弁に

対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 格納容器空気置換排風機と上位クラス施設の位置関係図 
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2.2 構造計画 

格納容器空気置換排風機の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ファン等はベー

スにケーシング

取付ボルト及び

原動機取付ボル

トで固定され，

ベースは基礎ボ

ルトで基礎に据

え付ける。 

遠心式 

（遠心直結型ファ

ン） 

（単位：mm） 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-9 R1 

3 

（全体図） （側面図） 

ケーシング

基礎 



3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

格納容器空気置換排風機の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法 

添付資料-1 横形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に

基づき行う。 

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器空気置換排風機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

格納容器空気置換排風機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表

3－2のとおりとする。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

格納容器空気置換排風機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－3に示す。 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【格納容器空気置換排風機の耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理 

設備 
換気設備 格納容器空気置換排風機 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 3－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

5 
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 66 206 385 ― 

ケーシング取付ボルト
SS400

（40mm＜径≦100mm） 
最高使用温度 66 206 385 ― 

原動機取付ボルト 
SS400

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 66 206 385 ― 

6 
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4. 評価結果

4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

格納容器空気置換排風機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

7 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-9 R1 

【格納容器空気置換排風機の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
排風機振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

格納容器空気置換排風機 Ｃ 
原子炉建物 

 EL 34.8＊1 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝2.87＊3 ＣＶ＝1.87＊3 Ｃｐ＝ 66 66 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1

(mm)

２ｉ＊1

(mm)

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

12 
5 

1 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
5 

2 

2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 

2 

2 

部材 
Ｓｙｉ 

 (MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

206＊2

（40mm＜径≦100mm） 

385＊2

(40mm＜径≦100mm) 
― 247 ― 軸 ―  

ケーシング取付ボルト
（ｉ＝2） 

206＊3

（40mm＜径≦100mm） 

385＊3

(40mm＜径≦100mm) 
― 247 ― 軸  ―  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

206＊2

（40mm＜径≦100mm） 

385＊2

(40mm＜径≦100mm) 
― 247 ― 軸  ―  

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 

＊



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-9 R1 

Ｈｐ

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
― ― 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
― ― 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

― ― 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

SS400 
引張 ― ― σb１＝180 ƒｔｓ１＝185＊ 

せん断 ― ― τb１＝ 26 ƒｓｂ１＝142 

ケーシング取付ボルト

（ｉ＝2） 
SS400 

引張 ― ― σb２＝106 ƒｔｓ２＝185＊ 

せん断 ― ― τb２＝ 23 ƒｓｂ２＝142 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
SS400 

引張 ― ― σb３＝ 31 ƒｔｓ３＝185＊ 

せん断 ― ― τb３＝ 17 ƒｓｂ３＝142 

注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要 

本書は，工事計画認可申請書に添付する波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設のうち，中央制御室天井に設置している下記設備の耐震計算について，説明す

るものである。 

 

・ 中央制御室天井照明 

・ 排煙ダクト（中央制御室排煙設備系） 

・ 防煙垂れ壁 
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2. 中央制御室天井照明 

2.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震

評価方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である中央制御

室天井照明（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラス施設である安全設

備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して，波及的影響を及ぼさ

ないことを説明するものである。 

 

2.2 一般事項 

2.2.1 配置概要 

中央制御室天井照明は，制御室建物４階の天井に設置される。中央制御室天井

照明は，図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設である安全設備制

御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管の上部に設置されていることか

ら，地震時に本機器が落下した場合は，上位クラス施設である安全設備制御盤，

原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して波及的影響を及ぼすおそれが

ある。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 中央制御室天井照明と原子炉制御盤等の位置関係図 

 

 

2.2.2 構造計画 

中央制御室天井照明の構造計画を表 2－1，表 2－2 に示す。 

 

：上位クラス中央制御

室空調換気系の管 

：評価対象範囲 

：上位クラス２号機

制御盤 
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表 2－1 中央制御室天井照明の構造計画（その１） 

  

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

Ｕ吊型の支持鋼材に照明

器具を照明ボルトで固定

し，支持鋼材は基礎ボル

トによりコンクリート天

井に設置される。また，

上側と下側の鋼材は，継

手ボルトにより接続され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｕ吊型による天井照明 
 

Ｕ吊型 

Ａ－Ａ矢視図 

Ａ 

コンクリート天井 コンクリート天井 

補強材 

補強材 

補強斜材 

支持鋼材 

補強斜材 

継手ボルト 

基礎ボルト  

(メカニカルアンカ) 

照明ボルト 

 

照明器具 

(4枚) 

照明器具詳細取付図 

支持鋼材 

照明ボルト 支持鋼材 

取付ボルト 

照明器具 

Ｂ 

Ｂ 

Ｂ－Ｂ断面図 

支持鋼材 

照明ボルト 

取付ボルト 

照明器具 

1000 850 

1
27
0
.5
 

1
29
.
5 

1360 330 

（照明器具 

   詳細取付図） 

（正面図） （側面図） 

(単位：mm) 

Ａ 
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表 2－2 中央制御室天井照明の構造計画（その２） 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

直吊型の支持鋼材に照明

器具を照明ボルトで固定

し，支持鋼材は基礎ボル

トによりコンクリート天

井に設置される。また，

上側と下側の鋼材は，継

手ボルトにより接続され

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直吊型による天井照明 
 

コンクリート天井 

基礎ボルト  

(メカニカルアンカ) 

コンクリート天井 

補強斜材 継手ボルト 

照明ボルト 

照明器具 

直吊型 

補強材 
Ｃ 

補強斜材 

支持鋼材 

Ｃ－Ｃ矢視図 

支持鋼材 

補強材 

(1枚) 

照明器具詳細取付図 

Ｄ 

Ｄ 

Ｄ－Ｄ断面図 

支持鋼材 照明ボルト 

取付ボルト 

照明器具 

支持鋼材 

照明ボルト 

取付ボルト 

照明器具 

支持鋼材 

1360 

1
29
.
5 

1
27
0
.5
 

850 

330 

（正面図） 

（側面図） （照明器具詳細取付図） 

(単位：mm) 

Ｃ 
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2.2.3 評価方針 

中央制御室天井照明の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2.2 構造計画」にて示す中央制御室天井照明の部位を踏

まえ「2.3 評価部位」にて設定する箇所において，「2.4.3 解析モデル及び諸

元」及び「2.4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による

応力等が許容限界内に収まることを，「2.4 地震応答解析及び構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「2.5 評価結果」に示す。 

中央制御室天井照明の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 中央制御室天井照明の耐震評価フロー 

 

  

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

中央制御室天井照明の構造強度評価 
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2.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０

１・補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協

会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日

本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改訂） 
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2.2.5 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ＡＢｉ ボルトの呼び径断面積＊ mm2 

ＡＣ コーン状破壊面の有効水平投影面積 mm2 

Ａｑｃ せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積 mm2 

ＡＳ 支持鋼材・補強斜材の断面積 mm2 

ＡｓＳ 支持鋼材・補強斜材のせん断断面積 mm2 

ＡｓｙＳ 支持鋼材・補強斜材の1軸方向のせん断断面積 mm2 

ＡｓｚＳ 支持鋼材・補強斜材の2軸方向のせん断断面積 mm2 

ＡＷ 溶接断面の断面積 mm2 

ｃ へりあき寸法 mm 

ＣＨ（ＥＷ） 

ＣＨ（ＮＳ） 

水平設計震度（EW方向） 

水平設計震度（NS方向） 

― 

― 

ＣＶ 鉛直設計震度 ― 

ｃσｑａ コンクリートの支圧強度 MPa 

ｃσｔ 

Ｄ 

コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度 

基礎ボルト本体の直径 

MPa 

mm 

ｄｏｉ ボルトの呼び径＊ mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｅｃ コンクリートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ ＊  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 MPa 

ＦｘＢｉ ボルトのx軸方向に作用する荷重＊ N 

ＦｙＢｉ ボルトのy軸方向に作用する荷重＊ N 

ＦｚＢｉ 

Ｆｘ 

ボルトのz軸方向に作用する荷重＊ 

継手位置におけるx軸方向荷重 

N 

N 

ＦｘＳ 

ＦｘＷ 

Ｆｙ 

支持鋼材・補強斜材の軸力 

溶接箇所におけるx軸方向荷重（軸力） 

継手位置におけるy軸方向荷重 

N 

N 

N 

ＦｙＳ 

ＦｙＷ 

Ｆｚ 

支持鋼材・補強斜材の1軸方向のせん断荷重 

溶接箇所におけるy軸方向荷重（せん断力） 

継手位置におけるz軸方向荷重 

N 

N 

N 

ＦｚＳ 

ＦｚＷ 

支持鋼材・補強斜材の2軸方向のせん断荷重 

溶接箇所におけるz軸方向荷重（せん断力） 

N 

N 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ƒｂｍ 許容曲げ応力 MPa 

ƒｃｍ 許容圧縮応力 MPa 

ƒｃｂ１ 圧縮と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力① MPa 

ƒｃｂ２ 圧縮と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力② MPa 

ƒｅｑ 垂直応力とせん断応力の許容組合せ応力 MPa 

ƒｓｍ 許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｍ 許容引張応力 MPa 

ƒｔｂ１ 引張と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力① MPa 

ƒｔｂ２ 引張と曲げを同時に受ける支持鋼材，補強斜材の許容応力② MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容

組合せ応力） 
MPa 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｊ 

Ｌ 

ねじり剛性 

継手部における4隅のボルト間距離の半分 

mm4 

mm 


基礎ボルトの埋込み深さで，母材表面から拡張面先端までの距

離 
mm 

ｌＢｉ 基礎ボルトの埋込み深さ＊ mm 

ｃｅ 強度算定用埋込み深さ mm 

ｋ 

Ｍｘ 

座屈長さ 

継手位置のx軸周りの曲げモーメント 

mm 

N・mm 

ＭｘＳ 

ＭｘＷ 

Ｍｙ 

支持鋼材・補強斜材のねじりモーメント 

溶接箇所におけるx軸周りのねじりモーメント 

継手位置のy軸周りの曲げモーメント 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

ＭｙＳ 

ＭｙＷ 

Ｍｚ 

支持鋼材・補強斜材のy軸周りの曲げモーメント 

溶接箇所におけるy軸周りの曲げモーメント 

継手位置のz軸周りのねじりモーメント 

N・mm 

N・mm 

N・mm 

ＭｚＳ 

ＭｚＷ 

ｎ 

ｎｂ 

ｎｔ 

支持鋼材・補強斜材のz軸周りの曲げモーメント 

溶接箇所におけるz軸周りの曲げモーメント 

継手ボルト総本数 

曲げによる引張に寄与するボルト本数 

モーメントによるせん断に寄与するボルト本数 

N・mm 

N・mm 

― 

― 

― 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｐＢｉ 基礎ボルトの引張荷重＊ N 

ｐａ 基礎ボルトの許容引張荷重 N 

ｐａ１ 基礎ボルトの降伏により決まる許容引張荷重 N 

ｐａ２ コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張荷重 N 

Ｑ１Ｂｉ 
x軸方向反力によりボルトに生じるせん断荷重とねじりモーメ

ントによりボルトに生じるせん断荷重の和＊ 
N 

Ｑ２Ｂｉ 
y軸方向反力によりボルトに生じるせん断荷重とねじりモーメ

ントによりボルトに生じるせん断荷重の和＊ 
N 

ｑＢｉ 基礎ボルトのせん断荷重＊ N 

ｑａ 基礎ボルトの許容せん断荷重 N 

ｑａ１ 基礎ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重 N 

ｑａ２ コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷重 N 

ｑａ３ コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん断荷重 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ｓｃａ 
ボルトの最小断面積又はこれに接合される鋼材の断面積で危険

断面における値 
mm2 

Ｓｙ（ＲＴ） 
設計・建設規格  付録材料図表  Part5 表8に定める材料の

40℃における値 
MPa 

ｓσｐａ 基礎ボルトの引張強度 MPa 

ｓσｑａ 基礎ボルトのせん断強度 MPa 

ｓσｙ 基礎ボルトの降伏点強度 MPa 

Ｔ１Ｂｉ 軸方向反力によりボルトに生じる引張荷重＊ N 

Ｔ２Ｂｉ x軸周り曲げモーメントによりボルトに生じる引張荷重＊ N 

Ｔ３Ｂｉ y軸周り曲げモーメントによりボルトに生じる引張荷重＊ N 

ＺＳ 支持鋼材・補強斜材の断面係数 mm3 

ＺｐＳ 支持鋼材・補強斜材の極断面係数 mm3 

ＺｙＳ 支持鋼材・補強斜材のy軸周りの断面係数 mm3 

ＺｙＷ 溶接断面のy軸周りの断面係数 mm3 

ＺｚＳ 支持鋼材・補強斜材のz軸周りの断面係数 mm3 

ＺｚＷ 溶接断面のz軸周りの断面係数 mm3 

ＺｐＷ 溶接断面の極断面係数 mm3 

αｃ 施工のばらつきを考慮した低減係数 ― 

Λ 限界細長比 ― 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

γ 単位体積重量 kN/m3 

λ 有効細長比 ― 

ν ポアソン比 ― 

 ν′ 座屈に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂＳ 支持鋼材・補強斜材に生じる曲げ応力 MPa 

σｃｂ１Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の圧縮力と曲げモーメントを受ける部材応

力① 
MPa 

σｃｂ２Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の圧縮力と曲げモーメントを受ける部材応

力② 
MPa 

σｃＳ 支持鋼材・補強斜材に生じる圧縮応力 MPa 

σｅｑＳ 
支持鋼材・補強斜材に生じる垂直応力とせん断応力の組合せ応

力 
MPa 

σｔＢｉ ボルトに生じる引張応力＊ MPa 

σｔｂ１Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の引張力と曲げモーメントを受ける部材応

力① 
MPa 

σｔｂ２Ｓ 
支持鋼材・補強斜材の引張力と曲げモーメントを受ける部材応

力② 
MPa 

σｔｓＢｉ ボルトの引張とせん断応力の組合せ＊ MPa 

σｔＳ 支持鋼材・補強斜材に生じる引張応力 MPa 

σｔＲ 補強材の引張応力 MPa 

τＢｉ ボルトに生じるせん断応力＊ MPa 

τＭｔＷ ねじりモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＭＷ 曲げモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＮＷ 軸力により発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＱＷ せん断力により発生する溶接箇所のせん断応力 MPa 

τＲ 補強材に生じるせん断応力 MPa 

τＳ 支持鋼材・補強斜材に生じるせん断応力 MPa 

τＷ 溶接断面のせん断応力 MPa 

φ１ 低減係数 ― 

φ２ 低減係数 ― 

注記＊：ＡＢｉ，ｄｏｉ，ＦｘＢｉ，ＦｙＢｉ，ＦｚＢｉ，ｌＢｉ，ｐＢｉ，Ｑ１Ｂｉ，Ｑ２Ｂｉ，

ｑＢｉ，Ｔ１Ｂｉ，Ｔ２Ｂｉ，Ｔ３Ｂｉ，σｔＢｉ，σｔｓＢｉ，τＢｉの添字ｉの意

味は，以下のとおりとする。 

i = 1 : 基礎ボルト（メカニカルアンカ） 
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i = 2 : 継手ボルト 

i = 3 : 照明ボルト（取付ボルト） 

 

2.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3 に示すとおりである。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切捨て，整数位

までの値とする。
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2.3 評価部位 

中央制御室天井照明の耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，Ｕ吊型・直吊型両モデルの部材を評価し，支持鋼材，補強斜

材，補強材，照明ボルト，継手ボルト，基礎ボルト，溶接部を評価対象とする。 

基礎ボルト，コンクリート部は各種合成構造設計指針・同解説に基づいたメカニ

カルアンカの評価を実施する。溶接部については，補強材部の溶接部は，解析で求め

た発生応力で評価し，鋼材間の溶接部は，はり要素端部のせん断力から，溶接断面の

応力を算出することで評価する。照明ボルトと取付ボルトは，同サイズ，同材質であ

り，表 2－1 に示すとおり同軸上にある。そのため，解析で求めた支持鋼材のボルト

位置の荷重を使用して応力評価を実施する。 

中央制御室天井照明の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

2.4 地震応答解析及び構造強度評価 

2.4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 中央制御室天井照明は，Ｕ吊型，直吊型の中央制御室天井照明に対し，

「2.4.3 解析モデル及び諸元」に示す３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解

析を実施する。 

(2) 地震力は，中央制御室天井照明に対して NS 方向，EW 方向及び鉛直方向から

個別に作用させ，作用する荷重の算出においてＳＲＳＳ法にて組合せる。 

(3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

2.4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

2.4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中央制御室天井照明の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対

象施設の評価に用いるものを表 2－4 に，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 2－5 に示す。 

 

2.4.2.2 許容応力 

中央制御室天井照明の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

基づき表 2－6 に示す。 

 

2.4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

中央制御室天井照明の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 2－7 に，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 2－8 に示す。 
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表 2－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 中央制御室天井照明 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 2－5 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 中央制御室天井照明 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用い

る。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 2－6 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1, ＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1, ＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を 

用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 2－7 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

補強材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

支持鋼材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

補強斜材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
周囲環境温度 40 240 ― ― 

照明ボルト 

（取付ボルト） 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

継手ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 
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表 2－8 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

補強材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

支持鋼材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

補強斜材 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
周囲環境温度 40 240 ― ― 

照明ボルト 

（取付ボルト） 

SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

継手ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 
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2.4.3 解析モデル及び諸元 

中央制御室天井照明（Ｕ吊型及び直吊型）の解析モデルを図 2－3 及び図 2－4

に，解析モデルの概要を以下に示す。解析モデル諸元として，表 2－9 に支持鋼

材及び補強斜材の断面性能，表 2－10 に溶接断面の断面性能，表 2－11 に質量を

示す。また，機器の諸元を本計算書の【中央制御室天井照明（Ｕ吊型）の耐震性

についての計算結果】及び【中央制御室天井照明（直吊型）の耐震性についての

計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 支持鋼材・補強斜材を軸芯位置ではり要素，補強材をシェル要素，照明器具

取付枠，照明器具を集中質量でモデル化したＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 照明器具取付枠，照明器具の質量は，器具取付位置２か所に均等に割り振り

にて設定する。 

(3) 保守的な条件として，使用する照明器具のうち質量が一番大きい照明器具を

耐震評価対象として設定する。 

(4) 拘束条件は，基礎ボルト位置の節点を並進３自由度拘束とする。 

(5) 解析コードは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値と各要素に発

生する荷重及びモーメントを求める。なお，評価に用いる解析コードの検証

及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）

概要」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 中央制御室天井照明（Ｕ吊型）の解析モデル （単位：mm） 

要素数：136 

節点数：109 
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図 2－4 中央制御室天井照明（直吊型）の解析モデル （単位：mm） 

  

要素数：99 

節点数：76 
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表 2－9 断面性能一覧（支持鋼材・補強斜材） 

形状 
ＡS 

(mm2) 

ＡｓS 

(mm2) 
I (mm4) Ｊ (mm4) ＺＳ (mm3) 

ＺｐＳ 

(mm3) 

□-50×50×

6.0t 
1056 600.0 3.471×105 5.111×105 1.388×104 2.323×104 

□-125×125

×4.5t 
2117 1125 5.06×106 7.874×106 8.09×104 1.307×105 

 

 

表 2－10 断面性能一覧（溶接断面） 

照明吊 

タイプ 
形状 ＡＷ(mm2) ＺｙＷ  (mm3) ＺｚＷ  (mm3) ＺｐＷ (mm3) 

共通 
□-54.41×54.41

×2.205t 
460.4 7.701×103 7.701×103 1.202×104 

Ｕ吊型 
C-129.41×

49.055×2.205t 
492.0 1.907×104 2.922×103 3.616×102 

直吊型 
□-129.41×

54.41×2.205t 
791.2 1.599×104 2.610×104 2.929×104 

 

 

表 2－11 質量 

部位 
質量 

（kg） 

照明器具取付枠，照明器具 26.27 

Ｕ吊型支持鋼材 91.22 

直吊型支持鋼材 53.76 
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2.4.4 固有周期 

固有周期解析の結果を表 2－12 及び表 2－13 に示す。固有周期は，0.05 秒以

下であり，剛構造であることを確認した。また，振動モード図を図 2－5 及び図

2－6 に示す。 

 

表 2－12 Ｕ吊型モデル 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平 0.035 ― ― ― 

 

 

表 2－13 直吊型モデル 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1 次 水平 0.031 ― ― ― 

 

 

  

（鳥瞰図）             （側面図） 

 

 

 

図 2－5 Ｕ吊型モデル 振動モード図（1 次モード 水平方向 0.035s） 

青：変形前 

黒：変形後 
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（鳥瞰図）            （XZ 側面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(YZ 側面図)  

 

図 2－6 直吊型モデル 振動モード図（1 次モード 水平方向 0.031s） 

 

 

  

青：変形前 

黒：変形後 
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2.4.5 設計用地震力 

中央制御室天井照明の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 2－14 に，重大事故対処設備の評価に用いるものを表 2－15 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作

成方針」に基づき設定する。 

 

表 2－14 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS 方向 EW 方向 

制御室建物 
EL 22.050＊ 1 0.035 

0.05 
以下 

― ― 
ＣＨ（ＮＳ）＝ 

3.36＊ 2 
ＣＨ（ＥＷ）＝ 

4.86＊ 2 
ＣＶ＝ 2.38＊ 3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算
書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直
方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 
 

表 2－15 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS 方向 EW 方向 

制御室建物 
EL 22.050＊ 1 0.035 

0.05 
以下 

― ― 
ＣＨ（ＮＳ）＝ 

3.36＊ 2 
ＣＨ（ＥＷ）＝ 

4.86＊ 2 
ＣＶ＝ 2.38＊ 3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算
書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直
方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 

  



 

2-22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
0 
R1
 

2.4.6 計算方法 

2.4.6.1 応力の計算方法 

自重及び地震力による荷重を絶対値和することにより組合せた荷重から，

応力を算出する。 

2.4.6.1.1 補強材 

補強材は，解析により出力される相当応力（Von-Mises 応力）で評価

する。 

 

2.4.6.1.2 支持鋼材・補強斜材 

支持鋼材・補強斜材は，解析により出力される荷重から応力を算出

する。 

以下に，評価項目毎の発生応力の算出式を示す。 

(1) 引張応力(軸力ＦｘＳの方向が引張方向) 

σｔＳ=
ＦｘＳ

ＡＳ
 ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.1） 

 

(2) 圧縮応力(軸力ＦｘＳの方向が圧縮方向) 

σｃＳ=
ＦｘＳ

ＡＳ
 ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.2） 

 

(3) せん断応力 

τＳ=√(
ＦｙＳ

ＡｓｙＳ
)

2

+(
ＦzＳ

ＡｓzＳ
)

2

+
ＭｘＳ

ＺｐＳ
 ・・・・・（2.4.6.1.2.3） 

 

(4) 曲げ応力 

σｂＳ=
ＭｙＳ

ＺｙＳ
+
ＭｚＳ

ＺｚＳ
 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.4） 

 

(5) 組合せ応力 

σｅｑＳ=√(σｔＳ+σｂＳ)
2
+3τＳ

2
 ・・・・・・・（2.4.6.1.2.5） 
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(6) 組合せ応力(圧縮＋曲げ)  

圧縮力と曲げモーメントを受ける部材応力は，次式を満足すること

を確認する。 

①
σｃＳ

ƒｃｍ
+
σｂＳ

ƒｂｍ
≤1.0  ・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.6） 

 

②
σｂＳ-σｃＳ

ƒｔｍ
≤1.0 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.7） 

 

(7) 組合せ応力(引張＋曲げ) 

引張力と曲げモーメントを受ける部材応力は，次式を満足すること

を確認する。 

①
σｔＳ+σｂＳ

ƒｔｍ
≤1.0 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.8） 

 

②
σｂＳ-σｔＳ

ƒ bｍ
≤1.0 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.2.9） 

 

2.4.6.1.3 照明ボルト（取付ボルト） 

照明ボルトは，解析により出力されるボルト 1 本あたりの荷重，面

積から応力を算出する。 

以下に，評価項目毎の発生応力の算出式を示す。 

(1) 引張応力 

σｔＢ３=
ＦｚＢ３

ＡＢ３
 ・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.3.1） 

 

(2) せん断応力 

τＢ３=
√(ＦｘＢ３

2
+ＦｙＢ３

2
)

ＡＢ３
   ・・・・・・・・（2.4.6.1.3.2） 
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2.4.6.1.4 継手ボルト 

継手ボルトは，解析により出力される荷重及びモーメントから，継

手のボルト配置を考慮して，応力を算出する。 

以下に，評価項目毎の発生応力の算出式を示す。また継手部概要を

図 2－7 及び，図 2－8 に示す。 

(1) 引張応力 

σｔＢ２=
Ｔ１Ｂ２+Ｔ２Ｂ２+Ｔ３Ｂ２

ＡＢ２
 ・・・・・・（2.4.6.1.4.1） 

ここで， 

Ｔ１Ｂ２=
Ｆｚ

ｎ
 ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.2） 

 

Ｔ２Ｂ２=

(
|Ｍｘ|

Ｌ
)

ｎｂ
 ・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.3） 

 

Ｔ３Ｂ２=

(
|Ｍｙ|

Ｌ
)

ｎｂ
 ・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.4） 

 

 

図 2－7 継手部概要 
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(2) せん断応力 

τＢ２=
√Ｑ１Ｂ２

2
+Ｑ２Ｂ２

2

ＡＢ２
 ・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.5） 

ここで， 

Ｑ１Ｂ２=
|Ｆｘ|

ｎ
+

|Ｍｚ|

2∙Ｌ∙ｎｔ
  ・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.6） 

 

Ｑ２Ｂ２=
|Ｆｙ|

ｎ
+

|Ｍｚ|

2∙Ｌ∙ｎｔ
    ・・・・・・・・・（2.4.6.1.4.7） 

 

 

 

図 2－8 継手部概要 
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2.4.6.1.5 基礎ボルト（メカニカルアンカ） 

基礎ボルトは，解析により出力される荷重を用いて，アンカ打設面

コンクリートのコーン状破壊を考慮した強度評価を実施する。 

以下に，評価項目毎の発生荷重の算出式を示す。 

(1) 引張荷重 

ｐＢ１=ＦｚＢ１ ・・・・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.5.1） 

 

(2) せん断荷重 

ｑＢ１=√ＦｘＢ１
2
+ＦｙＢ１

2
 ・・・・・・・・・（2.4.6.1.5.2） 

 

(3) 組合せ 

(
ｐＢ１

ｐａ
)

2

+(
ｑＢ１

ｑａ
)

2

 ・・・・・・・・・・・・（2.4.6.1.5.3） 
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2.4.6.1.6 溶接部 

溶接部は，解析により出力される荷重及びモーメントから，溶接部

の溶接断面を考慮してせん断応力を算出する。 

以下に，発生せん断応力の算出式を示す。 

(1) せん断応力 

τＷ=√τＮＷ
2
+τＱＷ

2
+τＭＷ

2
+τＭｔＷ

2
 ・・・・・（2.4.6.1.6.1） 

ここで， 

τＮＷ ：軸力により発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＦｘＷ／ＡＷ（MPa） 

τＱＷ ：せん断力により発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＦｙＷ 2 + ＦｚＷ 2 ／ＡＷ（MPa） 

τＭＷ ：曲げモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＭｙＷ／ＺｙＷ + ＭｚＷ／ＺｚＷ（MPa） 

τＭｔＷ：ねじりモーメントにより発生する溶接箇所のせん断応力 

= ＭｘＷ／ＺｐＷ（MPa） 
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2.4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（中央制御室天井照明）及び荷重（地震荷重）は，本計

算書の【中央制御室天井照明（Ｕ吊型モデル）の耐震性についての計算結果】及

び【中央制御室天井照明（直吊型）の耐震性についての計算結果】の設計条件及

び機器要目に示す。 

 

2.4.8 応力の評価 

2.4.8.1 ボルト以外の応力評価 

2.4.6.1.1 項，2.4.6.1.2 項及び 2.4.6.1.6 項で求めた各応力が下表で定

めた許容応力以下であること。ただし，組合せ応力が許容引張応力 ƒｔｍ以

下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ 
・1.5

1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力 

ƒｃｍ 
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2





















  

許容せん断応力 

ƒｓｍ 
 

許容曲げ応力 

ƒｂｍ 
・1.5

1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

 ･････････････････････････････････････ (2.4.8.1.1) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ････････････････････････････････ (2.4.8.1.2) 

 ･････････････････････････････ (2.4.8.1.3) 

 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 








′ 

＊  

＊  

＊  

′ 

＊  

＊  
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2.4.8.2 照明ボルト及び継手ボルトの応力評価 

2.4.6.1.3 項及び 2.4.6.1.4 項で求めた照明ボルト，継手ボルトの引張応

力σｔＢｉは，次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただ

し，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τＢｉ，ƒｔｏ] ･･･････････ (2.4.8.2.1) 

 

せん断応力τＢｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ

以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 

 

2.4.8.3 基礎ボルト（メカニカルアンカ）の評価 

2.4.6.1.5 項で求めた基礎ボルトの引張荷重ｐＢ１及びせん断荷重ｑＢ１が

許容値以下であること。また，引張応力比とせん断応力比の二乗和が 1 以

下であること。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張荷重 

ｐａ 
min[ｐａ１，ｐａ２] 

許容せん断荷重 

ｑａ 
min[ｑａ１，ｑａ２，ｑａ３] 

組合せ (
ｐＢ１

ｐａ
)

2

+(
ｑＢ１

ｑａ
)

2

≤1 

 

（1） 引張力を受ける場合 

ｐａ１＝φ１・ｓσｐａ・ｓｃａ 

ｐａ２＝φ２・αｃ・ｃσｔ・ＡＣ 

＊  
＊  
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ここで， 

ｐａ１ ：ボルトの降伏により決まる許容引張荷重（N） 

ｐａ２ ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張 

荷重（N） 

αｃ ：施工のばらつきを考慮した低減係数で，αｃ＝0.75 と

する。 

φ１，φ２：低減係数であり，以下の表に従う。 

 φ１ φ２ 

短期荷重用 1.0 2/3 

ｓσｐａ ：ボルトの引張強度で，ｓσｐａ＝ｓσｙとする。（MPa） 

ｓσｙ ：ボルトの降伏点強度であり，ｓσｙ＝Ｓｙとする。

（MPa） 

ｓｃａ ：ボルト各部の最小断面積（mm2）又はこれに接合される 

鋼材の断面積で危険断面における値 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度で 

 ｃσｔ=0.31√ＦＣとする。（MPa） 

ＦＣ ：コンクリートの設計基準強度（MPa） 

ＡＣ ：コーン状破壊面の有効水平投影面積で， 

ＡＣ=π∙ℓｃｅ(ℓｃｅ+Ｄ) とする。（mm2） 

Ｄ        ：ボルト本体の直径（mm） 

        ：ボルトの埋込み深さで，母材表面から拡張面先端まで 

の距離（mm） 

ｃｅ ：強度算定用埋込み深さでｃｅ= {
,  <4Ｄ

4Ｄ,  ≥4Ｄ
（mm） 

 

（2） せん断力を受ける場合 

ｑａ１＝φ１・ｓσｑａ・ｓｃａ 

ｑａ２＝φ２・αｃ・ｃσｑａ・ｓｃａ 

ｑａ３＝φ２・αｃ・ｃσｔ・Ａｑｃ 

ここで， 

ｑａ１ ：ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重（N） 

ｑａ２ ：コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷重 

（N） 

ｑａ３ ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん断 
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荷重（N） 

αｃ ：施工のばらつきを考慮した低減係数で，αｃ＝0.75 

とする。 

φ１，φ２  ：低減係数であり，（1）において示す表に従う。 

ｓσｑａ ：ボルトのせん断強度で，ｓσｑａ＝0.7・ｓσｙとする。 

（MPa） 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度で 

 ｃσｔ=0.31√ＦＣとする。（MPa） 

ｓｃａ ：ボルトのコンクリート表面における断面積（mm2） 

ｃσｑａ ：コンクリートの支圧強度でｃσｑａ=0.5√ＦＣ∙ＥＣ 

とする。（MPa） 

ＥＣ ：コンクリートの縦弾性係数（MPa） 

Ａｑｃ ：せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有効 

投影面積で，Ａｑｃ＝0.5・πｃ2 とする。（mm2） 

ｃ        ：へりあき寸法（mm） 

 

（3） 組合せ 

基礎ボルトが引張荷重ｐＢ１及びせん断荷重ｑＢ１の組合せ荷重を受け

る場合，以下となるようにする。 

(
ｐＢ１

ｐａ
)

2

+(
ｑＢ１

ｑａ
)

2

≤1 
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2.5 評価結果 

2.5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中央制御室天井照明の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有す

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

2.5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中央制御室天井照明の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有することを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【中央制御室天井照明（Ｕ吊型）の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設  

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

中央制御室 

天井照明 
Ｃ 

制御室建物 

EL 22.050＊1 
0.035 0.05以下 ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝ 3.36＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝ 4.86＊2 ＣＶ＝ 2.38＊2 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算書」参照）ことを踏まえ，制

御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 

 
1.2 機器要目 

部材 材料 Ｅ(MPa) Ｓｙ(MPa) Ｓｕ(MPa) ν Ｆ(MPa) Ｆ (MPa) 

補強材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

支持鋼材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

補強斜材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
― 240 ― ― ― ― 

継手ボルト SUS304 ― 205 520 ― 205 205 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 ― 245 400 ― 245 280 

 

 

材料定数（アンカ打設面コンクリート） 

Ｆｃ(MPa) 22.1 

Ｅｃ(MPa) 2.20×104 

ν 0.2 

γ(kN/m3) 24 

  

＊ 
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照明ボルト，継手ボルト諸元 

部位 材料 ｄｏi(mm) ＡＢi(mm2) 

照明ボルト 

(i = 3) 
SS400 12 113.1 

継手ボルト 

(i = 2) 
SUS304 10 78.54 

 
基礎ボルト諸元 

材料 ｄｏi(mm) ｓｃａ(mm2) ｌＢｉ(mm) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
12 63.9 50 
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1.3 結論 

1.3.1 固有周期 

固有周期評価結果                                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 0.035 

 

1.3.2 応力 

補強材（板材）応力解析結果                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

補強材 SS400 

引張 σｔＲ ＝ 12 ƒｔｍ ＝ 280 

せん断 τＲ  ＝ 12 ƒｓｍ ＝ 161 

すべて許容応力以下である。 
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支持鋼材・補強斜材（梁材）応力評価結果                                                                   (単位：MPa) 

断面形状 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

□-50×50×6.0t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 11 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 11 ƒｃｍ
 ＝ 248  

せん断 τＳ ＝ 8 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 54 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 57 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.197 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.190 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.197 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.190 1 単位：なし 

□-125×125×4.5t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 3 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 3 ƒｃｍ
 ＝ 250  

せん断 τＳ ＝ 8 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 25 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 30 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.102 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.086 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.100 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.086 1 単位：なし 

すべて許容応力以下である。  
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ボルト材応力評価結果                                                                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 

引張 σｔｓＢｉ ＝  4 ƒｔｓ ＝ 210＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  7 ƒｓｂ ＝ 161 

継手ボルト SUS304 

引張 σｔｓＢｉ ＝ 79 ƒｔｓ ＝ 153＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  5 ƒｓｂ ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τＢｉ，ƒｔｏ] 
すべて許容応力以下である。 
 

基礎ボルト強度評価結果 

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

備考 

算出荷重 許容荷重 

基礎ボルト 

(メカニカル 

アンカ) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 

引張 3319 6592 単位：N 

せん断 3472 10735 単位：N 

組合せ 0.359 1 単位：なし 

すべて許容荷重以下である。 

 

溶接部応力評価結果                                (単位：MPa) 

部材 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

溶接部 せん断 τｗ ＝ 129
 

ƒｓｍ ＝ 161
 

すべて許容応力以下である。 
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2．重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

中央制御室 

天井照明 
― 

制御室建物 

EL 22.050＊1 
0.035 0.05以下 ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝ 3.36＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝ 4.86＊2 ＣＶ＝ 2.38＊3 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算書」参照）ことを踏まえ，制

御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 

 
2.2 機器要目 

部材 材料 Ｅ(MPa) Ｓｙ(MPa) Ｓｕ(MPa) ν Ｆ(MPa) Ｆ (MPa) 

補強材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

支持鋼材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

補強斜材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
― 240 ― ― ― ― 

継手ボルト SUS304 ― 205 520 ― 205 205 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 ― 245 400 ― 245 280 

 

 

材料定数（アンカ打設面コンクリート） 

Ｆｃ(MPa) 22.1 

Ｅｃ(MPa) 2.20×104 

ν 0.2 

γ(kN/m3) 24 

  

＊ 
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照明ボルト，継手ボルト諸元 

部位 材料 ｄｏi(mm) ＡＢi(mm2) 

照明ボルト 

(i = 3) 
SS400 12 113.1 

継手ボルト 

(i = 2) 
SUS304 10 78.54 

 
基礎ボルト諸元 

材料 ｄｏi(mm) ｓｃａ(mm2) ｌＢｉ(mm) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
12 63.9 50 
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2.3 結論 

2.3.1 固有周期 

固有周期評価結果                                     (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 0.035 

 

2.3.2 応力 

補強材（板材）応力解析結果                                                  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

補強材 SS400 

引張 σｔＲ ＝ 12 ƒｔｍ ＝ 280 

せん断 τＲ  ＝ 12 ƒｓｍ ＝ 161 

すべて許容応力以下である。 
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支持鋼材・補強斜材（梁材）応力評価結果                                                                   (単位：MPa) 

断面形状 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

□-50×50×6.0t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 11 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 11 ƒｃｍ
 ＝ 248  

せん断 τＳ ＝ 8 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 54 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 57 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.197 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.190 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.197 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.190 1 単位：なし 

□-125×125×4.5t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 3 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 3 ƒｃｍ
 ＝ 250  

せん断 τＳ ＝ 8 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 25 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 30 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.102 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.086 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.100 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.086 1 単位：なし 

すべて許容応力以下である。  



  

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-10 R1 

2-42 

 

 

ボルト材応力評価結果                                                                                         (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 

引張 σｔｓＢｉ ＝  4 ƒｔｓ ＝ 210＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  7 ƒｓｂ ＝ 161 

継手ボルト SUS304 

引張 σｔｓＢｉ ＝ 79 ƒｔｓ ＝ 153＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  5 ƒｓｂ ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τＢｉ，ƒｔｏ] 
すべて許容応力以下である。 
 

基礎ボルト強度評価結果   

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

備考 

算出荷重 許容荷重 

基礎ボルト 

(メカニカル 

アンカ) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 

引張 3319 6592 単位：N 

せん断 3472 10735 単位：N 

組合せ 0.359 1 単位：なし 

すべて許容荷重以下である。 

 

溶接部応力評価結果                                (単位：MPa) 

部材 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

溶接部 せん断 τｗ ＝ 129
 

ƒｓｍ ＝ 161
 

すべて許容応力以下である。  
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溶接評価箇所（Ｕ吊型） 

  

（正面図） （側面図） 

Ａ 

Ａ－Ａ矢視図 

：溶接評価箇所 

評価結果記載箇所 評価結果記載箇所 

Ａ 
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【中央制御室天井照明（直吊型）の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設  

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

中央制御室 

天井照明 
Ｃ 

制御室建物 

EL 22.050＊1 
0.031 0.05以下 ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝ 3.36＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝ 4.86＊2 ＣＶ＝ 2.38＊3 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算書」参照）ことを踏ま

え，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 

1.2 機器要目 

部材 材料 Ｅ(MPa) Ｓｙ(MPa) Ｓｕ(MPa) ν Ｆ(MPa) Ｆ (MPa) 

補強材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

支持鋼材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

補強斜材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
― 240 ― ― ― ― 

継手ボルト SUS304 ― 205 520 ― 205 205 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 ― 245 400 ― 245 280 

 

 

材料定数（アンカ打設面コンクリート） 

Ｆｃ(MPa) 22.1 

Ｅｃ(MPa) 2.20×104 

ν 0.2 

γ(kN/m3) 24 

  

＊ 
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照明ボルト，継手ボルト諸元 

部位 材料 ｄｏi(mm) ＡＢi(mm2) 

照明ボルト 

（i = 3） 
SS400 12 113.1 

継手ボルト 

（i = 2） 
SUS304 10 78.54 

 
基礎ボルト諸元 

材料 ｄｏi(mm) ｓｃａ(mm2) ｌＢｉ(mm) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
12 63.9 50 
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1.3 結論 

1.3.1 固有周期 

固有周期評価結果                                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 0.031 

 

1.3.2 応力 

板材応力解析結果                                                        (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

補強材 SS400 

引張 σｔＲ ＝ 4 ƒｔｍ ＝ 280 

せん断 τＲ  ＝ 4 ƒｓｍ ＝ 161 

すべて許容応力以下である。 
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支持鋼材・補強斜材（梁材）応力評価結果                                                                   (単位：MPa) 

断面形状 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

□-50×50×6.0t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 8 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 8 ƒｃｍ
 ＝ 248  

せん断 τＳ ＝ 7 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 23 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 29 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.095 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.072 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.093 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.072 1 単位：なし 

□-125×125×4.5t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 1 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 1 ƒｃｍ
 ＝ 250  

せん断 τＳ ＝ 8 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 44 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 46 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.162 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.154 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.161 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.154 1 単位：なし 

すべて許容応力以下である。  



  

 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-10 R1 

2-48 

ボルト材応力評価結果                                                                                                (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 

引張 σｔｓＢｉ ＝  4 ƒｔｓ ＝ 210＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  7 ƒｓｂ ＝ 161 

継手ボルト SUS304 

引張 σｔｓＢｉ ＝ 43 ƒｔｓ ＝ 153＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  3 ƒｓｂ ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τＢｉ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 
 

基礎ボルト強度評価結果       

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

備考 

算出荷重 許容荷重 

基礎ボルト 

(メカニカル 

アンカ) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 

引張 4187 6592 単位：N 

せん断 2163 10735 単位：N 

組合せ 0.445 1 単位：なし 

すべて許容荷重以下である。 

 

溶接部応力評価結果                                (単位：MPa) 

部材 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

溶接部 せん断 τｗ ＝ 26
 

ƒｓｍ ＝ 161
 

すべて許容応力以下である。 
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2．重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 NS方向 EW方向 

中央制御室 

天井照明 
― 

制御室建物 

EL 22.050＊1 
0.031 0.05以下 ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝ 3.36＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝ 4.86＊2 ＣＶ＝ 2.38＊3 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1次固有振動数が 20Hzを下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算書」参照）ことを踏 

まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

 

 

2.2 機器要目 

部材 材料 Ｅ(MPa) Ｓｙ(MPa) Ｓｕ(MPa) ν Ｆ(MPa) Ｆ (MPa) 

補強材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

支持鋼材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

補強斜材 SS400 2.02×105 245 400 0.3 245 280 

基礎ボルト 

（メカニカルアンカ） 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
― 240 ― ― ― ― 

継手ボルト SUS304 ― 205 520 ― 205 205 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 ― 245 400 ― 245 280 

 

 

材料定数（アンカ打設面コンクリート） 

Ｆｃ(MPa) 22.1 

Ｅｃ(MPa) 2.20×104 

ν 0.2 

γ(kN/m3) 24 

 

  

＊ 
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照明ボルト，継手ボルト諸元 

部位 材料 ｄｏi(mm) ＡＢi(mm2) 

照明ボルト 

（i = 3） 
SS400 12 113.1 

継手ボルト 

（I = 2） 
SUS304 10 78.54 

 
基礎ボルト諸元 

材料 ｄｏi(mm) ｓｃａ(mm2) ｌＢｉ(mm) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 
12 63.9 50 
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2.3 結論 

2.3.1 固有周期 

固有周期評価結果                                    (単位：s) 

モード 卓越方向 固有周期 

1次 水平 0.031 

 

2.3.2 応力 

板材応力解析結果                                                          (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

補強材 SS400 

引張 σｔＲ ＝ 4 ƒｔｍ ＝ 280 

せん断 τＲ  ＝ 4 ƒｓｍ ＝ 161 

すべて許容応力以下である。 
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支持鋼材・補強斜材（梁材）応力評価結果                                                                   (単位：MPa) 

断面形状 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

備考 
算出応力 許容応力 

□-50×50×6.0t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 8 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 8 ƒｃｍ
 ＝ 248  

せん断 τＳ ＝ 7 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 23 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 29 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.095 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.072 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.093 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.072 1 単位：なし 

□-125×125×4.5t SS400 

引張 σｔＳ
 ＝ 1 ƒｔｍ

 ＝ 280  

圧縮 σｃＳ ＝ 1 ƒｃｍ
 ＝ 250  

せん断 τＳ ＝ 8 ƒｓｍ
 ＝ 161  

曲げ σｂＳ ＝ 44 ƒｂｍ
 ＝ 280  

軸＋せん断 σｅｑＳ ＝ 46 ƒｅｑ
 ＝ 280  

圧縮＋曲げ① 0.162 1 単位：なし 

圧縮＋曲げ② 0.154 1 単位：なし 

引張＋曲げ① 0.161 1 単位：なし 

引張＋曲げ② 0.154 1 単位：なし 

すべて許容応力以下である。  
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ボルト材応力評価結果                                                                                               (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

照明ボルト 

（取付ボルト） 
SS400 

引張 σｔｓＢｉ ＝  4 ƒｔｓ ＝ 210＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  7 ƒｓｂ ＝ 161 

継手ボルト SUS304 

引張 σｔｓＢｉ ＝ 43 ƒｔｓ ＝ 153＊ 

せん断 τＢｉ    ＝  3 ƒｓｂ ＝ 118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τＢｉ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 
 

基礎ボルト強度評価結果   

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

備考 

算出荷重 許容荷重 

基礎ボルト 

(メカニカル 

アンカ) 

SUM（JIS G 4804） 

SWCH（JIS G 3507） 

引張 4187 6592 単位：N 

せん断 2163 10735 単位：N 

組合せ 0.445 1 単位：なし 

すべて許容荷重以下である。 

 

溶接部応力評価結果                                (単位：MPa) 

部材 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

溶接部 せん断 τｗ ＝ 26
 

ƒｓｍ ＝ 161
 

すべて許容応力以下である。 
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溶接評価箇所（直吊型） 

（正面図） （側面図） 

：溶接評価箇所 

Ｃ 

Ｃ－Ｃ矢視図 

評価結果記載箇所 

Ｃ 
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3. 排煙ダクト（中央制御室排煙設備系） 

3.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

及びⅥ-2-1-13「ダクト及び支持構造物の耐震計算について」の耐震評価方針に基づき，下位

クラス施設である排煙ダクト（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な

構造強度を有していることを確認することで，直下に設置された上位クラス施設である安全設

備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。 

 

3.2 一般事項 

3.2.1 配置概要 

排煙ダクトは，上位クラス施設である安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調

換気系の管の上部に設置されており，排煙ダクトの落下時に上記上位クラス施設に波及的

影響を及ぼすおそれがある。排煙ダクトと安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空

調換気系の管の位置関係を図 3－1に示す。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 排煙ダクトと原子炉制御盤等の位置関係図 

 

3.2.2 構造計画 

排煙ダクトの構造計画を表 3－1に示す。 

 

：上位クラス中央制御室

空調換気系の管 

：評価対象範囲 

：上位クラス２号機

制御盤 
排煙ダクト 

排煙ダクト 
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表 3－1 構造計画 

計画の概要 
構造概略図 

基礎・支持構造 主体構造 

ダクトは，支持構造物を

介して躯体へ支持されて

いる。 

矩形ダクト  

 

Ａ 

ダクト継目部（図中Ａ） 

補強材 接合フランジ 支持構造物 
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3.2.3 ダクト設計の基本方針 

3.2.3.1 耐震設計方針 

ダクト及びその支持構造物は，地震力に対して十分な強度を有するように設計する。 

 

3.2.3.2 ダクト及び支持構造物の設計手順 

ダクトの経路は，建物の形状，機器の配置，配管，ケーブルトレイ等の経路を考慮

し，耐震性を加味して決定する。 

以上を考慮して決定されたダクト経路について支持方法を定めて，ダクトが十分な

耐震強度を有するように支持点を決定する。 

 

3.2.3.3 評価方針 

ダクト及び支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのあ

る下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した上位クラス施設と同じ運転状態にお

ける荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づく。 

 

3.2.3.4 設計用地震力 

ダクトについては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に示す設計用地震力を用いて

評価を行う。なお，「2.3.5 ダクト支持点の設計方法」のうち，手法 1 はダクトの

固有振動数が十分剛（20Hz 以上）となる領域で設計することから，1.2・ZPA を使用

する。 

 

3.2.3.5 ダクト支持点の設計方法 

ダクト及びその支持構造物は適切な剛性を有するとともに，許容座屈曲げモーメン

トを満足する支持間隔とすることにより耐震性を確保する。 

ダクトの支持点は，手法 1の支持間隔で計画する。その支持間隔算定はダクトの固

有振動数が 20Hz以上となる支持間隔と 1.2・ZPAによりダクトに生じる曲げモーメン

トが許容座屈曲げモーメント以下となる支持間隔を算定し，いずれか小さい方を支持

間隔とする。 

支持点設計手順を図 3－2に示す。 

  



 

3-4 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
10
 R
1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－2 ダクト支持点設計手順 

  

Ｍ０ ： 発生曲げモーメント(N・mm)

Ｍ  ： 許容座屈曲げモーメント(N・mm)

1.2・ZPA ： 基準床の設計用震度の1.2倍の値

START

支持間隔設定

f：ダクト固有振動数

地震力による

曲げモーメント算定
1.2・ZPA

座屈評価

Ｍ０ ≦ Ｍ

支持間隔決定

END

f ＜ 20Hz

f ≧ 20Hz

NG

OK

手法1
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3.2.3.6 支持方法 

(1) 直管部 

ダクトの直管部は，「3.5 構造強度評価」で求まる支持間隔以下で支持するもの

とする。また，直管部が長い箇所には軸方向を拘束する支持構造物を設ける設計とす

る。 

(2) 曲管部 

曲管部は，直管部に比べ剛性及び強度が低下するが，「3.5 構造強度評価」で求

まる支持間隔は，これら曲管部の縮小率を包絡する支持間隔としている。 

(3) 分岐部 

分岐部は，「3.5 構造強度評価」で求まる支持間隔に縮小率を乗じた支持間隔を

用いて支持点を設計する。 

(4) 重量物の取付部 

ダクトに自動ダンパ等の重量物が取り付く場合は，その近傍又は重量物自体を支持

するものとする。なお，近傍を支持する場合においては，「3.5 構造強度評価」で

求まる支持間隔と，当該重量物を考慮した支持間隔を用いて，支持点を設計する。 

 

3.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

・ＪＩＳ Ｇ ３３０２(1994)「溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯」 
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3.2.5 記号の説明 

3.2.5.1 矩形ダクトの記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｆ 

π 

 

Ｅ 

g 

Ｉ 

Ｗ 

β 

 

ａ 

ｂ 

ａｅ 

ｂｅ 

ｔ 

Ｍ０ 

α 

Ｍ 

Ｓ 

ＭＴ 

λ 

ν 

σｙ 

γ 

固有振動数 

円周率 

両端単純支持間隔 

縦弾性係数 

重力加速度 

断面二次モーメント 

ダクト単位長さ重量 

断面二次モーメントの安全係数＊ 

（幅厚比 b/t≦600･･･β＝0.75，b/t＞600･･･β＝0.6） 

ダクト長辺寸法 

ダクト短辺寸法 

ダクトフランジの有効幅 

ダクトウェブの有効幅 

ダクト板厚 

発生曲げモーメント 

設計震度（水平震度又は鉛直震度の大きい方） 

許容座屈曲げモーメント 

許容座屈曲げモーメントの安全係数（＝0.7） 

座屈限界曲げモーメント 

座屈限界曲げモーメントの補正係数＊ 

ポアソン比（＝0.3） 

降伏点（＝Ｓｙ） 

座屈限界曲げモーメントの安全係数＊（＝0.6） 

Hz 

― 

mm 

MPa 

mm/s2 

mm4 

N/mm 

― 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

― 

N･mm 

― 

N･mm 

― 

― 

MPa 

― 

注記＊：引用文献(1)より定義される係数 

  

ℓ 
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3.2.5.2 支持構造物の記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ｆｔ 

ｆｓ 

ｆｂ 

σｔ 

σｂ 

τ 

σ 

Ａ 

Ａｓ 

Ｚ 

Ｎ 

Ｑ 

Ｍ０ 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容曲げ応力 

引張（圧縮）応力 

曲げ応力 

せん断応力 

組合せ応力 

引張（圧縮）応力計算に用いる断面積 

せん断応力計算に用いる断面積 

曲げ応力計算に用いる断面係数 

引張（圧縮）方向荷重 

せん断方向荷重 

曲げモーメント 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm2 

mm2 

mm3 

N 

N 

N･mm 

 

 

3.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 3－2に示すとおりである。 

 

表 3－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

厚さ mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

支持間隔 mm 十の位 切捨て 整数位 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

計算応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法に

より補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3.3 評価部位 

ダクトの耐震評価は，「3.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，安全設備制御盤，

原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する観

点から，排煙ダクト及び支持構造物を評価対象とする。 

 

3.4 固有振動数の計算方法 

3.4.1 計算モデル 

ダクト系は，図 3－3 に示す両端を支持構造物で支持された両端単純支持はりにモデル

化する。 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 両端単純支持はり 

 

 

3.4.2 固有振動数計算方法 

両端単純支持された矩形ダクトの固有振動数は，引用文献(1)より次式で与えられる。

算出に用いる矩形ダクトの断面図を図 3－4に示す。 

 

ｆ＝
π

2・ℓ
2 ･√

Ｅ・Ｉ・g

Ｗ
 ････････････････････････････････  (3.4.2.1) 

ここで， 

Ｉ＝(
ｔ・ｂｅ

3

6
＋ａｅ･ｔ･

ｂｅ
2

2
)･β ････････････････････････  (3.4.2.2) 

 
ａ

ae/2 ae/2

b
e
/
2

b
e
/
2

t

b

 

図 3－4 矩形ダクトの断面図 

 

  

α･Ｗ 

ℓ 

中立軸 
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3.5 構造強度評価 

3.5.1 構造強度評価方法 

矩形ダクトの座屈評価を以下に示す。地震時，両端単純支持されたダクトに生じる曲げ

モーメントは，引用文献(1)より次式で与えられる。 

 

Ｍ０＝
α・Ｗ・ℓ

2

8
 ････････････････････････････････････････  (3.5.1.1) 

 

ここで，設計震度αは水平震度又は鉛直震度の大きい方をダクト短辺寸法に考慮する。 

なお，鉛直震度の評価では自重も考慮する。また，ダクトの座屈による大変形を防ぐた

めにダクトに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるようにする。 

 

Ｍ０≦Ｍ ･････････････････････････････････････････････････  (3.5.1.2) 

 

(3.5.1.1)，(3.5.1.2)式より許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与え

られる。 

 

ℓ＝√
8・Ｍ

Ｗ・α
 ･･･････････････････････････････････････････  (3.5.1.3) 

 

ここで， 

 

Ｍ ＝Ｓ・ＭＴ ･････････････････････････  (3.5.1.4) 

ＭＴ＝λ･
π・ｔ・Ｉ

√1 − ν
2
・ｂ

2
･√Ｅ･σｙ･γ ･････････････････････････  (3.5.1.5) 

Ｉ＝
ｔ・ｂ

3

6
＋ａｅ･ｔ･

ｂ
2

2
 ･････････････････････････  (3.5.1.6) 

 

3.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ダクトの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 3－3に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－4に示す。 

(2) 許容限界 

ダクトの許容限界は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 3－5 及び表

3－6に，支持構造物の許容応力を表 3－7に示す。 

(3) 使用材料の許容応力評価条件 

ダクト及び支持構造物の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

3－8に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－9に示す。 
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表 3－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 排煙ダクト ― ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス４管の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

 

表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 排煙ダクト ― ―＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＊2 
ⅤＡＳ（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用いる。） 

注記＊1：クラス４管の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

注記＊2：「Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡される場合は，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－5 許容限界（クラス４管） 

許容応力状態 許容限界 

ⅣＡＳ 
地震時の加速度に対し機能が保たれるようサポートのスパン長を最大許容ピッチ以下に確保すること。 

（最大許容ピッチは「5. 構造強度評価」に基づき許容座屈曲げモーメントより算出する。） 

 

 

表 3－6 許容限界（重大事故等クラス２管（クラス４管）） 

許容応力状態 許容限界 

ⅣＡＳ 

地震時の加速度に対し機能が保たれるようサポートのスパン長を最大許容ピッチ以下に確保すること。 

（最大許容ピッチは「5. 構造強度評価」に基づき許容座屈曲げモーメントより算出する。） 
ⅤＡＳ 
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表 3－7 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物）＊1 

許容応力状態 

許容限界＊2 

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張 せん断 曲げ 組合せ＊3 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｂ 1.5・ｆｔ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：ｆｔ
 ，ｆｓ

 ，ｆｂ
 は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｂの値を算出する際に設計・建設規格 SSB-3121.1(1)本文中「付録材料図表 Part5  

     表 8に定める値」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8に定める値の 1.2倍の値」と読み替えて計算した値とする。 

  ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  ＊3：組合せ応力の許容応力は，設計・建設規格に基づく値とする。 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 3－8 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ＊1 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ＊1

(MPa) 

Ｓy(ＲＴ)＊1 

(MPa) 

ダクト SGCC 最高使用温度 40 ― 
＊2

― ― 

支持架構 STKR400 周囲環境温度 50 ― 234 394 ― 

注記＊1：評価に使用していない許容応力については「―」と記載する。 

  ＊2：

表 3－9 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ＊1 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ＊1

(MPa) 

Ｓy(ＲＴ)＊1 

(MPa) 

ダクト SGCC 最高使用温度 40 ― 
＊2

― ― 

支持架構 STKR400 周囲環境温度 50 ― 234 394 ― 

注記＊1：評価に使用していない許容応力については「―」と記載する。 

  ＊2：
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3.5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－10

に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－11に示す。 

本計算書において評価に用いる基準地震動Ｓｓによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応

答スペクトルの作成方針」に基づく。 

表 3－10 設計用地震力（設計基準対象施設） 

機器名称 建物・構築物 
標高(EL) 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

排煙ダクト 2.92＊1 2.49＊2 

注記＊1：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊2：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応 

答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1次固有振動数 

が 20Hzを下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用） 

の耐震性についての計算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井 

（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ 

（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

表 3－11 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

機器名称 建物・構築物 
標高(EL) 

(m) 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

排煙ダクト 2.92＊1 2.49＊2 

注記＊1：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊2：設計用床応答スペクトルⅡ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応 

答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1次固有振動数 

が 20Hzを下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用） 

の耐震性についての計算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井 

（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ 

（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 
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3.6 排煙ダクトの耐震性確認結果 

排煙ダクトの耐震支持間隔は，「3.2.3 ダクト設計の基本方針」に示す手法 1 から定めて

おり，設計基準対象施設としての支持間隔を表 3－12に，重大事故等対処設備としての支持間

隔を表 3－13に示す。 

排煙ダクトの実機の支持間隔を図 3－5 に示す。図 3－5のとおり，排煙ダクトの実機の支持

間隔は，表 3－12及び表 3－13に示す支持間隔を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることにより波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

表 3－12 排煙ダクトの耐震支持間隔（設計基準対象施設としての評価結果） 

ダクト 

種別＊ 

ダクト 
板厚 

(mm) 

支持間隔 

（f≧20Hz） 

(mm) 

発生曲げ 

モーメント

Ｍ０

(N･mm)

許容座屈曲げ

モーメント

Ｍ 

(N･mm) 

長辺 

(mm) 

短辺 

(mm) 

亜鉛めっき鋼板 

ハゼ折ダクト

（SGCC）

560 370 0.8 

700 350 0.8 

800 500 0.8 

1000 370 0.8 

注記＊：全て保温有りとして算出 

表 3－13 排煙ダクトの耐震支持間隔（重大事故等対処設備としての評価結果） 

ダクト 

種別＊1 

ダクト 
板厚 

(mm) 

支持間隔 

（f≧20Hz） 

(mm) 

発生曲げ 

モーメント

Ｍ０

(N･mm)

許容座屈曲げ

モーメント

Ｍ 

(N･mm) 

長辺 

(mm) 

短辺 

(mm) 

亜鉛めっき鋼板 

ハゼ折ダクト

（SGCC）

560 370 0.8 ―＊2 ― ― 

700 350 0.8 ―＊2 ― ― 

800 500 0.8 ―＊2 ― ― 

1000 370 0.8 ―＊2 ― ― 

注記＊1：全て保温有りとして算出 

  ＊2：重大事故等対処設備としての支持間隔は，設計基準対象施設としての支持間隔と同様で 

 あるため，記載を省略する。 
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図 3－5 排煙ダクトの実機の支持間隔 

3.7 支持構造物設計の基本方針 

3.7.1 支持構造物の構造及び種類 

支持構造物は，形鋼及び角形鋼管を組み合わせた溶接構造を原則とし，その用途に応じ

て以下に大別する。 

(1) ダクト軸直角の 2方向を拘束するもの

(2) ダクト軸方向及び軸直角の 3方向を拘束するもの

図 3－6，図 3－7及び図 3－8 に支持構造物の代表例を示す。

図 3－6 2方向（軸直角方向）拘束の代表例 

ダクト 

埋込金物 

ダクト支持構造物 

（形鋼及び角形鋼管） 
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図 3－7 3方向（軸方向及び軸直角方向）拘束の代表例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－8 垂直ダクトの支持の代表例（2方向（軸直角方向）拘束の代表例） 

 

 

3.7.2 支持構造物の考慮事項 

支持構造物の構造は，ダクトに作用する地震荷重に対し十分な強度を有する構造とする。

なお，ダクトの荷重は，隣接する支持構造物の距離より定まる負担割合（ダクト長さ）か

ら求めたダクト重量（ダクトに取付くダンパ等の重量物も考慮する）に地震力（震度）を

乗じて算出する。 

継ぎ材 

ダクト補強（接合）アングル 

Ａ Ａ 

ダクト補強（接合）アングル 

Ａ～Ａ 矢視図 
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3.7.3 支持構造物の耐震性確認 

各支持構造物を，種類及び型式ごとに分類し，それぞれ最大の荷重を負担する支持構造

物を代表としてその耐震性の確認結果を表 3－14に示す。 

耐震性の確認には，解析コード「ＮＳＡＦＥ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性

確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

また，支持構造物の強度計算式を以下に示す。 

なお，以下に示す計算式は代表的な形状に対するものであり，記載のない形状について

も同様の計算式で計算できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5・ｆｔ
  

 

 

表 3－14 ダクト支持構造物の耐震性確認結果 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式＊ 材料 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(N) モーメント(N･mm) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

580-S-

008 

レストレ 

イント 
２ＲＥ 

STKR

400 
50 0 3.900E+03 8.000E+03 ― ― ― 組合せ 54 276 

580-S-

019 

レストレ 

イント 
３ＲＥ 

STKR

400 
50 5.830E+03 2.190E+03 5.600E+03 ― ― ― 組合せ 66 276 

注記＊：「２ＲＥ」はダクト軸直角の 2方向を拘束するもの，「３ＲＥ」はダクト軸方向及び軸直角の 3方向を拘束するものを

示す。 

 

3.8 引用文献 

(1) 共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関する研究」，昭和 61 年

3月 
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4. 防煙垂れ壁 

4.1 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，防煙垂れ壁（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓに

対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上位クラス施

設である安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管，中央制御室空気供給

系の管に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

 

4.2 一般事項 

4.2.1 配置概要 

防煙垂れ壁は，上位クラス施設である安全設備制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空

調換気系の管及び中央制御室空気供給系の管の上部に設置されており，防煙垂れ壁の落

下時に上記上位クラス施設に波及的影響を及ぼすおそれがある。防煙垂れ壁と安全設備

制御盤，原子炉制御盤，中央制御室空調換気系の管及び中央制御室空気供給系の管の位

置関係を図 4－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 防煙垂れ壁と原子炉制御盤等の位置関係図 

  

：上位クラス中央制御室

空調換気系の管 

：評価対象範囲 

：上位クラス２号機

制御盤 

：防煙垂れ壁 

：上位クラス中央制御室

空気供給系の管 
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4.2.2 構造計画 

防煙垂れ壁の構造計画を表 4－1に示す。 

表 4－1 防煙垂れ壁 構造計画

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

防煙垂れ壁を形成する鋼

板は固定ボルトにより鋼

製のフレーム部材により

支持され，鋼製のフレー

ム部材は基礎ボルトによ

り建物躯体である天井及

び壁に固定される。 

鋼板 
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4.2.3 評価方針 

防煙垂れ壁の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「4.2.2 構造計画」にて示す防煙垂れ壁の部位を踏まえ，「4.3 評価

部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用

地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4.5 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「4.6 評価結果」に示す。 

防煙垂れ壁の耐震評価フローを図 4－2に示す。 

図 4－2 防煙垂れ壁の耐震評価フロー 

理論式による固有周期 

設計用地震力 

防煙垂れ壁の構造強度評価 

地震時における応力 

計算モデルの設定 
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4.2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気

協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 

・機械工学便覧(（社）日本機械学会) 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 
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4.2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 MPa 

Ｆ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

ƒｔm フレーム部材の許容引張応力 MPa 

ƒｓm フレーム部材の許容せん断応力 MPa 

ƒｂm フレーム部材の許容曲げ応力（許容引張応力と同じ値とする） MPa 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ρ 単位体積当たりのフレーム部材及び鋼板の質量 kg/mm3 

Ａ フレーム部材の断面積 mm2 

Ａｓ フレーム部材のせん断断面積 mm2 

Ｚ フレーム部材の断面係数 mm3 

Ｉ フレーム部材の断面二次モーメント mm4 

Ｌ フレーム部材の長さ mm 

π 円周率 ― 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

Ｎ フレーム部材の軸力 N 

Ｑ フレーム部材のせん断力 N 

Ｍ フレーム部材の曲げモーメント N･mm 

σｔ フレーム部材に生じる引張応力 MPa 

τ フレーム部材に生じるせん断応力 MPa 

σb フレーム部材に生じる曲げ応力 MPa 

σｆ フレーム部材に生じる組合せ応力 MPa 

 

  



 

4-6 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
0 
R1
 

 

記号 記号の説明 単位 

ƒｔｏ 基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｓｂ 基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｓ 
基礎ボルトが引張力とせん断力を同時に受ける場合の許容引張応力

（許容組合せ応力） 
MPa 

Ａｂ 基礎ボルトの呼び径断面積 mm2 

ｄｏ 基礎ボルトの呼び径 mm 

 基礎ボルト間距離 mm 

ｎ１ 評価上曲げモーメントを受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

ｎ２ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

ｎ３ 評価上せん断力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ１ 曲げモーメントに対するアンカーボルト１本あたりの偶力 N 

Ｐ２ 引抜に対するアンカーボルト１本あたりの引張荷重 N 

Ｆｂa 基礎ボルト部の引張力 N 

Ｆｂs 基礎ボルト部のせん断力 N 

Ｆｂ 基礎ボルト1本あたりに作用する引張力 N 

Ｑｂ 基礎ボルト1本あたりに作用するせん断力 N 

Ｍｂ 基礎ボルトに作用する曲げモーメント N・mm 

σｔｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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4.2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 4－2に示すとおりである。 

 

表 4－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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4.3 評価部位 

防煙垂れ壁の耐震評価は，「4.5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上

厳しくなるフレーム部材及び基礎ボルトについて実施する。なお，防煙垂れ壁は，支持構造

物であるフレーム部材及び基礎ボルトが健全であれば落下による損傷を防止できるため，フ

レーム部材及び基礎ボルトを評価対象とする。防煙垂れ壁の耐震評価部位については，表 4－

1の概略構造図に示す。 

4.4 固有周期 

4.4.1 固有周期の計算方法 

防煙垂れ壁の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

a. 防煙垂れ壁のフレーム部材は，十分剛な天井に基礎ボルトにより固定されてお

り，天井を固定端とする。

b. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

c. 防煙垂れ壁は複数配置したフレーム部材と鋼板による連続した構造であるが保

守的に鋼板の剛性を期待しないものとしたフレーム部材 1 本の計算モデルとし，

図 4－3に示す上端固定の片持ち梁として考える。

d. 防煙垂れ壁の全体質量については，片持ち梁にフレーム部材および鋼板の質量

を付加する。鋼板については，鋼板を支持する両側のフレーム部材に均等に付

加されるものとし，さらに，フレーム部材の最大間隔は mmであることを踏

まえてフレーム部材を中心に片側を mm mmの範囲を質量

を考慮する。

図 4－3 固有周期の計算モデル 

Ｌ 



4-9

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
0 
R1
 

(1) 水平方向固有周期

水平方向固有周期は下式（4.4.1.1）で求める。

ＴＨ＝
1

(
1.8752

2πＬ
2・√

ＥＩ

ρＡ
) ････････････････････････････････ (4.4.1.1) 

(2) 鉛直方向固有周期

鉛直方向固有周期は下式（4.4.1.2）で求める。

ＴＶ＝
1

(
π 2⁄

2πＬ
・√

Ｅ

ρ
) ････････････････････････････････････ (4.4.1.2) 

4.4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【防煙垂れ壁の耐震性についての計

算結果】の機器要目に示す。 

4.4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－3に示す。固有周期は，0.05秒以下であり，剛構造であ

ることを確認した。 

表 4－3 固有周期 （単位：s） 

防煙垂れ壁 
水平 

鉛直 
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4.5 構造強度評価 

4.5.1 構造強度評価方法 

4.4.1(1)項ａ.～ｄ.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力はフレーム部材に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用する。 

(2) 水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を用いる。 

 

4.5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

防煙垂れ壁の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

 

4.5.2.2 許容応力 

防煙垂れ壁の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－6 に示

す。 

 

4.5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

防煙垂れ壁の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－7に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－8に示す。 
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表4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 防煙垂れ壁 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表4－5 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 防煙垂れ壁 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－6 許容応力（その他支持構造物及び重大事故等その他支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｃ 1.5・fｂ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 
1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｃ 1.5・fｂ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－7 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

防煙垂れ壁 

フレーム部材 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

表 4－8 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

機器名称 評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

防煙垂れ壁 

フレーム部材 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 
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4.5.3 設計用地震力 

防煙垂れ壁の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－9 に，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－10に示す。 

基準地震動Ｓｓによる地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

天井面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御室建物 
EL 22.050*1 ― ― ＣＨ＝3.65*2 ＣＶ＝1.77*3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計
算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の
鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。

表 4－10 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

天井面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御室建物 
EL 22.050*1 ― ― ＣＨ＝3.65*2 ＣＶ＝1.77*3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクト

ルにより得られる震度
なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下
回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計
算書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の
鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。
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4.5.4 計算方法 

4.5.4.1 応力の計算方法 

4.5.4.1.1 荷重の計算方法 

図 4－3に示すようにフレーム部材を端部固定の片持ち梁として考え，固定部

に生じる荷重を次のように求める。 

(1) 軸力

Ｎ＝ρ・Ａ・g・(1＋ＣＶ)・Ｌ ･･････････････････････････････ (4.5.4.1.1.1) 

(2) せん断力

Ｑ＝ρ・Ａ・g・ＣＨ・Ｌ ･････････････････････････････････ (4.5.4.1.1.2) 

(3) 曲げモーメント

ρ・Ａ・g・ＣＨ・Ｌ2

  2 
･････････････････････････････････ (4.5.4.1.1.3) Ｍ＝ 
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4.5.4.1.2 フレームの応力 

軸力Ｎ，せん断力Ｑ及び曲げモーメントＭより各応力を次のように求める。 

 

(1) 引張応力 

      

σｔ＝
Ｎ

Ａ
 ･･･････････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.1) 

 

(2) せん断応力 

 

τ＝
Ｑ

Ａｓ
 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.2) 

 

(3) 曲げ応力 

 

σｂ＝
Ｍ

Ｚ
 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.3) 

 

(4) 組合せ応力 

a．垂直応力とせん断応力の組合せ 

 

σｆ＝√（σｂ＋σｔ）
2

＋3・τ
2

 ･･･････････････････････････ (4.5.4.1.2.4) 

 

ｂ．引張力と曲げモーメントの組合せ 

引張力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力は，以下の計算式

（4.5.4.1.2.5），（4.5.4.1.2.6）を満足することを確認する。 

 

σｔ＋σｂ

𝑓ｔｍ
 ≦1 ･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.5) 

   かつ 

σｂ－σｔ

𝑓ｂｍ
 ≦1 ･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.2.6) 
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4.5.4.1.3 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトに生じる応力は，4.5.4.1.1項で計算した荷重を用い，地震による引

張応力とせん断応力について計算する。防煙垂れ壁の基礎ボルト部の概要を図 4－

4に示す。 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張応力は，軸力Ｎを引張力Ｆｂa とし，曲げモーメントＭをＭｂ

と考え，これを図 4－4に示す評価対象ボルトで受けるものとして計算する。 

 

a. 引張力 

Ｐ１＝
Ｍｂ

ｎ１・ℓ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.1) 

Ｐ２＝
Ｆｂa

ｎ２
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.2) 

Ｆｂ＝Ｐ１＋Ｐ２ ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.3) 

 

b. 引張応力 

Ａｂ＝
π

4
・ｄｏ

2

 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.4) 

σｔｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.5) 

  

(2) せん断応力 

a. せん断力 

Ｑｂ＝
Ｆｂs

ｎ３
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.6) 

b. せん断応力 

τｂ＝
Ｑｂ

Ａｂ
 ･･･････････････････････････････････････････ (4.5.4.1.3.7) 

  

図 4－4 基礎ボルト部の概要 

ℓ 

Ｍb 

ｎ1 

ｎ2, ｎ3 
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4.5.5 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【防煙垂れ壁の耐震性に

ついての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.5.6 応力の評価 

4.5.6.1 フレーム部材の応力評価 

4.5.4.1.2項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組

合せ応力が許容引張応力 ƒｔm以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔm 

Ｆ

1.5
･1.5 

許容せん断応力 

ƒｓm 

Ｆ

1.5･ 3
･1.5 

許容曲げ応力 

ƒｂm 

Ｆ

1.5
･1.5 

 

 

4.5.6.2 基礎ボルトの応力評価 

4.5.4.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｔｂ は，次式より求めた許容組合せ

応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，ƒｔｏ]  

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

Ｆ

2
･1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

Ｆ

1.5･ 3
･1.5 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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4.6 評価結果 

4.6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

防煙垂れ壁の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることにより波及

的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

4.6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

防煙垂れ壁の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることにより波

及的影響を及ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【防煙垂れ壁の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

防煙垂れ壁 Ｃ 
制御室建物 

EL 22.050＊1
ＣＨ＝3.65＊2 ＣＶ＝1.77＊3 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算

書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

1.2 機器要目 

1.2.1 フレーム部材 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 

ρ 

(kg/mm3) 

Ａ 

(mm2) 

Ａｓ 

(mm2) 

Ｚ

(mm3) 

Ｉ

(mm4) 

Ｌ 

(mm) 

防煙垂れ壁 

1.2.2 基礎ボルト 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

 

(mm) 
do 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ1 ｎ2 ｎ3 

防煙垂れ壁 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレーム部材の荷重  (単位：N) 

機器名称 

Ｎ Ｑ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 

1.3.2 フレーム部材のモーメント (単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍ 

基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 
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1.3.3 基礎ボルト部に発生する力   (単位：N) 

機器名称 

Fｂa Fｂs 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 

1.3.4 基礎ボルト部に発生するモーメント(単位：N･mm)

機器名称 

Ｍｂ 

基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 

1.3.5 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

機器名称 

Ｆｂ Ｑｂ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

機器名称 モード 卓越方向 固有周期 

防煙垂れ壁 
1 水平 

1 鉛直 

1.4.2 応力 (単位：MPa) 

機器名称 部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 備考 

算出応力 許容応力 

防煙垂れ壁 

フレーム部材

引張 σｔ ＝ 2 ƒｔm ＝ 279 

せん断 τ ＝ 4 ƒｓm ＝ 160 

曲げ σｂ ＝ 68 ƒｂm ＝ 279 

組合せ（垂直＋せん断） σf ＝ 71 ƒｔm ＝ 279 

組合せ（引張＋曲げ） 0.251 1 単位：なし 

基礎ボルト 
引張 σｔｂ ＝ 48 ƒｔｓ ＝ 168＊ 

せん断 τｂ ＝ 7 ƒｓｂ ＝ 129 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，ƒｔｏ]

すべて許容応力以下である。 
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2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

防煙垂れ壁 ―
制御室建物 

EL 22.050＊1
ＣＨ＝3.65＊2 ＣＶ＝1.77＊3 ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

なお，制御室建物の天井スラブ（南側）の鉛直方向 1 次固有振動数が 20Hz を下回る（Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽（１，２号機共用）の耐震性についての計算

書」参照）ことを踏まえ，制御室建物天井（EL 22.050m）に設置する設備の鉛直方向設計用震度は天井スラブ（南側）の応答増幅を考慮して設定する。 

2.2 機器要目 

2.2.1 フレーム部材 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

Ｅ 

(MPa) 

ρ 

(kg/mm3) 

Ａ 

(mm2) 

Ａｓ 

(mm2) 

Ｚ

(mm3) 

Ｉ

(mm4) 

Ｌ 

(mm) 

防煙垂れ壁 

2.2.2 基礎ボルト 

機器名称 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

 

(mm) 
do 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ1 ｎ2 ｎ3 

防煙垂れ壁 
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2.3 計算数値 

2.3.1 フレーム部材の荷重  (単位：N) 

機器名称 

Ｎ Ｑ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 

2.3.2 フレーム部材のモーメント (単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍ 

基準地震動Ｓｓ 

防煙垂れ壁 
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2.3.3 基礎ボルト部に発生する力    (単位：N) 

機器名称 

Fｂa Fｂs 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 

2.3.4 基礎ボルト部に発生するモーメント(単位：N･mm) 

機器名称 

Ｍｂ 

基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 

2.3.5 基礎ボルトに作用する力 (単位：N) 

機器名称 

Ｆｂ Ｑｂ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ

防煙垂れ壁 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

機器名称 モード 卓越方向 固有周期 

防煙垂れ壁 
1 水平 

1 鉛直 

2.4.2 応力 (単位：MPa) 

機器名称 部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 備考 

算出応力 許容応力 

防煙垂れ壁 

フレーム部材

引張 σｔ ＝ 2
 

ƒｔm ＝ 279 

せん断 τ ＝ 4 ƒｓm ＝ 160 

曲げ σｂ ＝ 68
 

ƒｂm ＝ 279 

組合せ（垂直＋せん断） σf ＝ 71
 

ƒｔm ＝ 279 

組合せ（引張＋曲げ） 0.251 1 単位：なし 

基礎ボルト 
引張 σｔｂ ＝ 48

 
ƒｔｓ ＝ 168＊ 

せん断 τｂ ＝ 7
 

ƒｓｂ ＝ 129 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb，ƒｔｏ]

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるタービン補機冷却系熱交換器（Ｃクラス施

設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，隣接している上位クラス施設である原子炉補機海水系配管（放水配管）に対して，波及的

影響を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

タービン補機冷却系熱交換器は，タービン建物地下 1階に設置されている。タービン補機

冷却系熱交換器は，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である原子炉補機海

水系配管（放水配管）に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は原子炉補

機海水系配管（放水配管）に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 タービン補機冷却系熱交換器と上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

タービン補機冷却系熱交換器の構造計画を表 2－1及び表 2－2に示す。
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表 2－1 構造計画（その 1） 

計画の概要 
概略構造図（全体図） 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を当板を介し

て 2 個の脚で支

持し，脚を基礎

ボルトで基礎に

据え付ける。 

第 1 脚（固定

脚）は脚底板と

溶接した耐震補

強サポートを介

して追設基礎ボ

ルトで床面に固

定する。 

横置直管式（両

端に鏡板を有す

る横置一胴円筒

形容器） 
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表 2－2 構造計画（その 2） 

概略構造図（耐震補強サポート） 
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2.3 評価方針 

タービン補機冷却系熱交換器の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づ

き，「2.2 構造計画」にて示すタービン補機冷却系熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部

位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力

による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価フローを図 2－2に示す。

図 2－2 タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価フロー 

計算モデル設定 

理論式による固有値解析 

地震時における応力 

タービン補機冷却系熱交換器の構造強度評価

設計用地震力 



5 

S
2
 
補

 Ⅵ
-
2-
1
1
-2
-
7
-1
1
 
R1
 

2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａ 追設基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａｂ 第1脚の基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａｃ 第2脚の基礎ボルトの断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄａ 追設基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄｂ 第1脚の基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄｃ 第2脚の基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第2脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第2脚底板端面から基礎ボルト中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃｂ 横方向地震により第1脚の基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｃａ 横方向地震により第1脚の追設基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｃｃ 横方向地震により第2脚の基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｃｉ 横方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列

に発生する引張力（ｉ＝1，2，3･･･Ｎｃ） 

N 

Ｆａ 長手方向地震により追設基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｂ 長手方向地震により第1脚の基礎ボルトに発生する引張力 N 

Ｆｉ 長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの

列に発生する引張力（ｉ＝1，2，3･･･Ｎ） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける第1脚の基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂａ せん断力のみを受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｓｂｃ せん断力のみを受ける第2脚の基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける第1脚の基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏａ 引張力のみを受ける追設基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏｃ 引張力のみを受ける第2脚のボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｍ 脚の許容引張応力 MPa

＊
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記号 記号の説明 単位 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける第1脚の基礎ボルトの許容引張

応力（許容組合せ応力） 

MPa 

ƒｔｓａ 引張力とせん断力を同時に受ける追設基礎ボルトの許容引張応

力（許容組合せ応力） 

MPa 

ｔｓｃ

引張力とせん断力を同時に受ける第2脚の基礎ボルトの許容引張

応力（許容組合せ応力） 

MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ 第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

０ 脚中心間距離 mm 
ｃａ 横方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作用

する追設基礎ボルト列の間の距離 
mm 

ｃｂ 横方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作用

する第1脚の基礎ボルト列の間の距離 
mm 

ｃｉ 横方向転倒におけるボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設基

礎ボルトの列の間の距離（ｉ＝1，2，3･･･Ｎｃ） 

mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

ａ 長手方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作

用する追設基礎ボルト列の間の距離 

mm 

ｂ 長手方向地震により転倒支点となるボルト列と最大引張力が作

用する第1脚の基礎ボルト列の間の距離 

mm 

ｉ 長手方向転倒におけるボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設

基礎ボルトの列の間の距離（ｉ＝1，2，3･･･Ｎ） 

mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃｃ 横方向地震により第2脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

Ｎｃ 横方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列

の数 

―

Ｎ 長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの

列の数 

―

ｎａ 脚1個当たりの追設基礎ボルトの本数 ― 

ｎｂ 脚1個当たりの第1脚の基礎ボルトの本数 ― 

ｎｃ 脚1個当たりの第2脚の基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける第2脚の基礎ボルト

の本数 

― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける第2脚の基礎ボルトの

本数 

― 

ｎｃｉ 横方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列

でのボルト本数（ｉ＝1，2，3･･･Ｎｃ） 

― 

ｎｉ 長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの

列でのボルト本数（ｉ＝1，2，3･･･Ｎ） 

― 

Ｐｓｃ 鉛直方向と横方向地震が作用した場合に第2脚底面に作用する鉛

直荷重 

N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 第2脚の基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σａ 追設基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σａ１ 長手方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張

応力 

MPa 

σａ２ 横方向及び鉛直方向地震により追設基礎ボルトに生じる引張応

力 

MPa 

σｂ 第1脚の基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じる引

張応力 

MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じる引張

応力 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｃ 第2脚の基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｃ２ 横方向及び鉛直方向地震により第2脚の基礎ボルトに生じる引張

応力 

MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

τａ 追設基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τａ１ 長手方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τａ２ 横方向地震により追設基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ 第1脚の基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により第1脚の基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 第2脚の基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｃ２ 横方向地震により第2脚の基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－3に示すとおりである。 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位

タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

タービン補機冷却系熱交換器の転倒により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，

支持機能に関連するもののうち，脚，第 1 脚の基礎ボルト，追設基礎ボルト及び第 2 脚の基礎

ボルトについて評価を実施する。タービン補機冷却系熱交換器の耐震評価部位については，表2

－1及び表 2－2 の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル

モデル化に当たっては次の条件で行う。

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。

b. 容器の胴は2個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，固

定端とする。 

c. 胴は剛体とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトは，固定支持とする。

e. 第2脚は長手方向にスライドすることから，その方向の力はすべて第1脚で受けるもの

とする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図4－1～図4－4に示す。

図4－1 荷重状態 図4－2 脚の位置での曲げ 

モーメント
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付  図4－4 横方向荷重による 

け根部のモーメント及び鉛直荷重 胴の第1脚付け根 

部のモーメント 

本容器は，前記の条件より図4－5～図4－7のような1質点系振動モデルとして考える。 

図 4 － 5 

長手方向の固 有周期 図4－6 横方向の固有周期 図4－7 鉛直方向の固有

周期 

計算モデル 計算モデル 計算モデル 

(2) 脚の受ける荷重

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。


1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g   ······································ （4.1.1）

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 


1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g ·········································· （4.1.2）


1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g ············································· （4.1.3）
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(3) 長手方向の固有周期

図4－5におけるばね定数は次式で求める。

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ  ································ （4.1.4）

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π ··············································· （4.1.5）

(4) 横方向の固有周期

図4－6におけるばね定数は次式で求める。

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 ····························· （4.1.6）

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 ········································· （4.1.7）

(5) 鉛直方向の固有周期

図4－7におけるばね定数は次式で求める。

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
 ·················································· （4.1.8）

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g

  ········································· （4.1.9）

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機冷却系熱交換器の耐震性

についての計算結果】の機器要目に示す。 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表4－1に示す。計算の結果，固有周期は0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

表4－1 固有周期  （単位：s） 

水平（長手方向） 0.042 

水平（横方向） 0.020 

鉛直 0.007 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～f.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方

向地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。また，

水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい第1脚についての評価を計算書に記載

する。 

 
当 板 胴 板 

第 1脚 

第 2 脚 基礎ボルト 

基 礎 

図5－1 概要図 

 5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

タービン補機冷却系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表5－2に

示す。 

5.2.2 許容応力 

タービン補機冷却系熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き，表 5－3のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機冷却系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5 に

示す。 

長手方向 横方向 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機冷却系熱交換器 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機冷却系熱交換器 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。 

＊
 

＊
 

＊
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

脚 
SM41A＊1 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

第 1 脚の 

基礎ボルト 

SS41＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

追設基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

第 2 脚の 

基礎ボルト 

SS41＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

注記＊1：SM400A 相当 

＊2：SS400 相当 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

脚 
SM41A＊1 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

第 1 脚の 

基礎ボルト 

SS41＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

追設基礎ボルト 
SS400 

（16mm＜径≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

第 2 脚の 

基礎ボルト 

SS41＊2 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

注記＊1：SM400A 相当 

＊2：SS400 相当 
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5.3 設計用地震力 

タービン補機冷却系熱交換器の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるもの

を表 5－6に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－7に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に

基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン建物
EL 2.0＊1 0.042 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン建物
EL 2.0＊1 0.042 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 脚の計算方法 

(1) 運転時荷重による応力

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g ·································· （5.4.1.1.1）

(2) 鉛直方向地震による応力

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g ····························· （5.4.1.1.2）

(3) 長手方向地震による応力

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。

 
２ｓ

ｓｙ ｓ

＝ ＋
Ｍ Ｐ

σ
Ｚ Ａ

 ······································· （5.4.1.1.3）

ここで， 

 g ０ １Ｈ
1

Ｃ ｍＭ ＝ ・ ・ ・ ・ｈ
2

 ··························· （5.4.1.1.4）

また，第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形

し，脚付け根部に生じる曲げモーメントは次式で求める。 

０

１ ２

１０

・ｈ 
2

1
 －ｈ

・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ


 g ··············· （5.4.1.1.5）

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g   ···································· （5.4.1.1.6）

(4) 横方向地震による応力

曲げ応力は次式で求める。

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g  ······················ （5.4.1.1.7）

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g  ···························· （5.4.1.1.8）

(5) 組合せ応力

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

2 
２

 2 2
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ··········· （5.4.1.1.9）

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

2 
３

 2 2
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ········· （5.4.1.1.10）

したがって，脚に生じる最大応力は， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ····························· （5.4.1.1.11）

とする。 
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5.4.1.2 第1脚の基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

図5－2 計算モデル（長手方向転倒の場合） 

図5－2でボルト端列を支点とし，長手方向転倒における第1脚の基礎ボルト及び

追設基礎ボルトの列に発生する引張力Ｆｉ，第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボル

トの列での本数ｎｉとボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列の

間の距離ｉにより，脚底面に作用するモーメントＭは次式で求める。 

1




  
Ｎ

i i i
i

Ｍ＝ Ｆ ｎ・ ・  ······································ （5.4.1.2.1）

各ボルトに作用する力は支点からの距離に比例するものとし，第1脚の基礎ボル

トに発生する1本当たりの引張力Ｆｂと長手方向地震により転倒支点となるボルト

列と最大引張力が作用する第1脚の基礎ボルト列の間の距離ｂにより，モーメン

トの釣合い式は次式となる。

1





 






Ｎ
２ｂ

i i
iｂ

Ｆ
Ｍ＝ ｎ・  ······································ （5.4.1.2.2）

脚底面に作用するモーメントＭは，長手方向地震が作用した場合に脚底面に作

用するモーメントＭに等しいため，  

Ｍ＝Ｍ  ················································· （5.4.1.2.3） 
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となる。したがって，第1脚の基礎ボルトに発生する1本当たりの引張力Ｆｂは次式

となる。 

1


 
 

 





ｂ
ｂ Ｎ

２
i i

i

Ｍ
Ｆ ＝

ｎ

・

・

·········································· （5.4.1.2.4）

第1脚の基礎ボルトに生じる引張応力σｂ１は第1脚の基礎ボルトに発生する1本当 

たりの引張力Ｆｂから次のようになる。 

ｂ
ｂ１

ｂ

Ｆ
＝

Ａ
σ  ············································· （5.4.1.2.5）

ここで，第1脚の基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａ
ｂ
＝

π

4
・ｄ

ｂ

２

 ········································ （5.4.1.2.6）

b. せん断応力

g０

１ｂ

ｂ ｂ ａ ａ

ＨＣ ｍ・ ・
τ ＝

ｎ ・Ａ +ｎ ・Ａ
 ······························· （5.4.1.2.7）

ここで，第1脚の追設基礎ボルトの軸断面積Ａａは次式により求める。 

Ａ
ａ
＝

π

4
・ｄ

ａ

２

 ········································ （5.4.1.2.8）
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(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

a. 引張応力

図5－3 計算モデル（横方向転倒の場合） 

(1)と同様にして引張応力σｂ２は求められるが，ＭをＭｃ，ＦｂをＦｃｂ，

ｂをｃｂ，ＮをＮｃ，ｎｉをｎｃｉ，ｉをｃｉとする。横方向転倒における

ボルト端列と第1脚の基礎ボルト及び追設基礎ボルトの列の間の距離ｃｉは図5－ 

3に示すボルト端列を支点とした距離である。 

ただし，鉛直方向と横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメント

は次式により求める。 

  g１ ｓ１ ２ｃ ＨＣ Ｒ ｍ ｈＭ ＝ ・ ・ ・  ··························· （5.4.1.2.9）

b. せん断応力

 gｓ１

２

１
ｂ

ｂ ｂ ａ ａ

ＨＣ ｍ・Ｒ ＋ ・
τ ＝

ｎ ・Ａ +ｎ ・Ａ
 ····························· （5.4.1.2.10）
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(3) 第1脚の基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた第1脚の基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及び

τｂとする。 

a. 第1脚の基礎ボルトの最大引張応力

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝

 ···························· （5.4.1.2.11）

b. 第1脚の基礎ボルトの最大せん断応力

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝

 ···························· （5.4.1.2.12）

5.4.1.3 追設基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

a. 引張応力

5.4.1.2(1)a.と同様にして引張応力は求められるが，ＦｂをＦａ，ｂをa，

ＡｂをＡａ，ｄｂをｄａとして追設基礎ボルトに生じる引張応力σａ１を求める。 

b. せん断応力

5.4.1.2(1)b.と同様にしてせん断応力τａ１を求める。

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

a. 引張応力

5.4.1.2(2)a.と同様にして引張応力σａ２は求められるが，ＭをＭｃ，Ｆａを

Ｆｃａ，ａをｃａ，ＮをＮｃ，ｎｉをｎｃｉ，ｉをｃｉとして追設基礎ボルトに

生じる引張応力σａ２を求める。 

b. せん断応力

5.4.1.2(2)b.と同様にしてせん断応力τａ２を求める。

(3) 追設基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より求められた追設基礎ボルトの応力のうち最大のものをσａ及び

τａとする。 

a. 追設基礎ボルトの最大引張応力

σａ＝Max｛長手方向地震時応力(σａ１)，横方向地震時応力(σａ２)｝

 ····························· （5.4.1.3.1）

b. 追設基礎ボルトの最大せん断応力

τａ＝Max｛長手方向地震時応力(τａ１)，横方向地震時応力(τａ２)｝

 ····························· （5.4.1.3.2）
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5.4.1.4 第 2脚の基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合

第2脚は摺動脚のため，第2脚の基礎ボルトに引張応力及びせん断応力は生じない。

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合

a. 引張応力

横方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。

g２ ２ ２ｃｃ ｓＨ＝Ｃ ＋ｍＭ ・(Ｒ ・ )・ｈ   ····················· （5.4.1.4.1）

鉛直荷重は

g２ｓｃ ｖ ｓ２＝ －Ｃ ＋ｍＰ (1 )・(Ｒ ・ )  ····················· （5.4.1.4.2）

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｃｃ ｓｃ＝Ｍｅ ／Ｐ   ········································ （5.4.1.4.3）

とする。 

a 

Ｍｃｃ 

ｅ ｄ２ 

Ｐｓｃ Ｐｓｃ 

Ｘｎ 

b 

図 5－5 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 1） 

Ｍｃｃ 

Ａ 

Ｆｃ 

a 

Ｘｎ 

ｅ ｄ２ 

Ｐｓｃ Ｐｓｃ 

b 
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図5－4のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では第2脚の

基礎ボルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。 

一方，図5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する 

２

＋
ｂ ｄ

ｅ＞
6 3

··········································· （5.4.1.4.4）

の場合及びｅが負の場合に，第2脚の基礎ボルトに引張力が生じる。 

このとき図5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合

い，第2脚の基礎ボルトの伸びと第2脚の基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎ

は 

２3 2 
２

ｃ
ｎ ｎ＋3 ＋

ｂ 6・ｓ・Ａ ・ｎ ｂ
Ｘ ・(ｅ－ )・Ｘ － ・(ｅ －ｄ )

2 ａ 2

２ ｎ・(ｂ－ｄ－Ｘ )＝0  ················ （5.4.1.4.5） 

より求めることができ，第2脚の基礎ボルトに生じる引張力は 

２

ｎ
ｓｃ

ｃｃ
ｎ

－ ＋

＝

－ｄ －

ｂ Ｘ
Ｐ ・(ｅ )

2 3Ｆ
Ｘ

ｂ
3

 ··························· （5.4.1.4.6）

となる。 

したがって，第2脚の基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

２

２

ｃｃ
ｃ

ｃ

＝
Ｆ

σ
ｎ ・Ａ

······································· （5.4.1.4.7）

ここで，第2脚の基礎ボルトの軸断面積Ａcは次式により求める。 


 ２

ｃ ｃＡ ＝ ｄ
4

·········································· （5.4.1.4.8）

b. せん断応力

g２ ２

２

ｓ
ｃ

ｃ ｃ

ＨＣ ｍ・(Ｒ ＋ ・ )
τ ＝

ｎ ・Ａ
 ··························· （5.4.1.4.9）

(3) 第2脚の基礎ボルトに生じる最大応力

(1)及び(2)より第2脚の基礎ボルトに生じる最大応力は次のようになる。

a. 第2脚の基礎ボルトの最大引張応力

σｃ＝横方向地震時応力(σｃ２)  ·························· （5.4.1.4.10）

b. 第2脚の基礎ボルトの最大せん断応力

τｃ＝横方向地震時応力(τｃ２)  ·························· （5.4.1.4.11）
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機冷却系熱交換器の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 脚の応力評価 

5.4.1.1項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔｍ以下であること。ただし，ƒｔｍ

は下表による。 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔm 
・1.5 

1.5

Ｆ

5.6.2 第 1 脚の基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.2項で求めた第1脚の基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応

力ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·························· （5.6.2.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける第1脚の基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ

＊
＊

＊
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5.6.3 追設基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.3項で求めた追設基礎ボルトの引張応力σａは次式より求めた許容組合せ応力 

ƒｔｓａ以下であること。ただし，ƒｔｏａは下表による。 

ƒｔｓａ＝ Min[1.4・ƒｔｏａ－1.6・τａ，ƒｔｏａ]  ·················· （5.6.3.1） 

せん断応力τａはせん断力のみ受ける追設基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂａ以下で

あること。ただし，ƒｓｂａは下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏａ 
・1.5 

2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂａ
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ

5.6.4 第 2 脚の基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.4項で求めた第2脚の基礎ボルトの引張応力σｃは次式より求めた許容組合せ応

力ƒｔｓｃ以下であること。ただし，ƒｔｏｃは下表による。 

ƒｔｓｃ＝Min[1.4・ƒｔｏｃ－1.6・τｃ，ƒｔｏｃ]  ··················· （5.6.4.1） 

せん断応力τｃはせん断力のみ受ける第2脚の基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂｃ以下

であること。ただし，ƒｓｂｃは下表による。

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｃ 
・1.5 

2

Ｆ 

許容せん断応力 

ƒｓｂｃ
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ

＊
＊

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機冷却系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

タービン補機冷却系熱交換器の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【タービン補機冷却系熱交換器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機冷却系

熱交換器 
Ｃ 

タービン建物

EL 2.0＊1
0.042 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 50 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

(mm)

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 
ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

ｍ０ 

(kg) 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

-1710 -740 0 1150 2300 2920 3650 

０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ａｓ 

(mm
2
)

Ａｓ１ 

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４

(mm
2
)

2300 999 1350 3.237×1010 6.584×108 3.481×107 2.863×106 1.080×105 3.730×104 6.018×104 2.508×104 4.818×104 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

ｃ１

(mm) 

ｃ２

(mm) 
ｃ３

(mm) 

ｃ４

(mm) 

ｃ５

(mm) 

ｎ１ ｎ２ ｎ３ ｎｃ１ ｎｃ２ ｎｃ３ ｎｃ４ ｎｃ５ 

ｂ
(mm) 

ａ
(mm) 

ｃａ

(mm) 

ｃｂ

(mm) 
ｎｂ ｎａ ｎｃ ｎ１ ｎ２ 

dｂ

(mm) 

dａ 

(mm) 

dｃ 

(mm) 

4 4 2 2 
42 

（M42） 

42 

（M42） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰを上回る設計震度 
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Ａｂ 

(mm
2
)

Ａａ 

(mm
2
)

Ａｃ 

(mm
2
)

d１ 

(mm) 

d２ 

(mm) 

a 

(mm) 

b 

(mm) 
ｓ 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

1385 1385 75 100 500 1900 15 201000＊ 77300＊ 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（第1脚の基礎ボルト） 
(MPa) 

Ｓｕ（第1脚の基礎ボルト） 
(MPa) 

Ｆ（第 1 脚の基礎ボルト） 
(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

Ｓｙ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｙ（第2脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（第2脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（第 2 脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

 注記＊：周囲環境温度で算出 

＊
 

＊

＊ ＊
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1.3 計算数値 

1.3.1 脚に生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１  ＝  3 σｓ１  ＝  3 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４  ＝  2 σｓ４  ＝  2 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２  ＝ 103 σｓ３  ＝ 15 

せん断 ― ― τｓ２  ＝  23 τｓ３  ＝  8 

組合せ応力 ― ― σｓℓ ＝ 113 σｓｃ  ＝ 22 

1.3.2 第 1脚の基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σｂ１  ＝ 25 σｂ２  ＝ 43 

せん断 ― ― τｂ１  ＝ 63 τｂ２  ＝ 40 

1.3.3 追設基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σａ１  ＝ 113 σａ２  ＝ 118 

せん断 ― ― τａ１  ＝  63 τａ２  ＝  40 

1.3.4 第 2脚の基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― ― σｃ２  ＝ 56 

せん断 ― ― ― τｃ２  ＝ 38 
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1.4 結論 

 1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝ 0.042 

横方向 Ｔ２＝ 0.020 

鉛直方向 Ｔ３＝ 0.007 

 1.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

脚 SM41A 組合せ ― ― σｓ  ＝ 113 ƒｔｍ  ＝ 276 

第 1脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｂ  ＝  43 ƒｔｓ  ＝ 163＊1 

せん断 ― ― τｂ  ＝  63 ƒｓｂ   ＝ 146 

追設 

基礎ボルト 
SS400 

引張 ― ― σａ  ＝ 118 ƒｔｓａ ＝ 130＊2 

せん断 ― ― τａ   ＝  63 ƒｓｂａ ＝ 127 

第 2脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｃ  ＝  56 ƒｔｓｃ ＝ 189＊3 

せん断 ― ― τｃ  ＝  38 ƒｓｂｃ ＝ 146 

                       

 

すべて許容応力以下である。 

注記＊1：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ －1.6・τｂ ，ƒｔｏ ]

＊2：ƒｔｓａ＝Min[1.4・ƒｔｏａ－1.6・τａ， ƒｔｏａ]

＊3：ƒｔｓｃ＝Min[1.4・ƒｔｏｃ－1.6・τｃ， ƒｔｏｃ]
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機冷却系

熱交換器 
Ｃ 

タービン建物

EL 2.0＊1
0.042 0.05 以下 ― ― ＣＨ＝1.30＊2 ＣＶ＝0.75＊2 50 

2.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

(mm)

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 
ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

ｍ０ 

(kg) 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

-1710 -740 0 1150 2300 2920 3650 

０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
)

Ｉｓｙ 

(mm
4
)

Ｚｓｘ 

(mm
3
)

Ｚｓｙ 

(mm
3
)

Ａｓ 

(mm
2
)

Ａｓ１ 

(mm
2
)

Ａｓ２ 

(mm
2
)

Ａｓ３ 

(mm
2
)

Ａｓ４

(mm
2
)

2300 999 1350 3.237×1010 6.584×108 3.481×107 2.863×106 1.080×105 3.730×104 6.018×104 2.508×104 4.818×104 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

ｃ１

(mm) 

ｃ２

(mm) 
ｃ３

(mm) 

ｃ４

(mm) 

ｃ５

(mm) 

ｎ１ ｎ２ ｎ３ ｎｃ１ ｎｃ２ ｎｃ３ ｎｃ４ ｎｃ５ 

ｂ
(mm) 

ａ
(mm) 

ｃａ

(mm) 

ｃｂ

(mm) 
ｎｂ ｎａ ｎｃ ｎ１ ｎ２ 

dｂ

(mm) 

dａ 

(mm) 

dｃ 

(mm) 

4 4 2 2 
42 

（M42） 

42 

（M42） 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰを上回る設計震度 
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Ａｂ 

(mm
2
)

Ａａ 

(mm
2
)

Ａｃ 

(mm
2
)

d１ 

(mm) 

d２ 

(mm) 

a 

(mm) 

b 

(mm) 
ｓ 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

1385 1385 75 100 500 1900 15 201000＊ 77300＊ 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（第1脚の基礎ボルト） 
(MPa) 

Ｓｕ（第1脚の基礎ボルト） 
(MPa) 

Ｆ（第 1 脚の基礎ボルト） 
(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

Ｓｙ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（追設基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｙ（第2脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（第2脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（第 2 脚の基礎ボルト） 

(MPa) 

231＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

394＊

（16mm＜厚さ≦40mm） 
276＊ 

211＊ 

（40mm＜厚さ≦100mm） 

394＊

（40mm＜厚さ≦100mm） 
253＊ 

 注記＊：周囲環境温度で算出 

＊ ＊

＊ ＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 脚に生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１  ＝  3 σｓ１  ＝  3 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４  ＝  2 σｓ４  ＝  2 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２  ＝ 103 σｓ３  ＝ 15 

せん断 ― ― τｓ２  ＝  23 τｓ３  ＝  8 

組合せ応力 ― ― σｓℓ ＝ 113 σｓｃ  ＝ 22 

2.3.2 第 1脚の基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σｂ１  ＝ 25 σｂ２  ＝ 43 

せん断 ― ― τｂ１  ＝ 63 τｂ２  ＝ 40 

2.3.3 追設基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― σａ１  ＝ 113 σａ２  ＝ 118 

せん断 ― ― τａ１  ＝  63 τａ２  ＝  40 

2.3.4 第 2脚の基礎ボルトに生じる応力 (単位：MPa) 

地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び 

水平方向地震による応力 

引張 ― ― ― σｃ２  ＝ 56 

せん断 ― ― ― τｃ２  ＝ 38 
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2.4 結論 

 2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝ 0.042 

横方向 Ｔ２＝ 0.020 

鉛直方向 Ｔ３＝ 0.007 

 2.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

脚 SM41A 組合せ ― ― σｓ  ＝ 113 ƒｔｍ  ＝ 276 

第 1脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｂ  ＝  43 ƒｔｓ  ＝ 163＊1 

せん断 ― ― τｂ  ＝  63 ƒｓｂ   ＝ 146 

追設 

基礎ボルト 
SS400 

引張 ― ― σａ  ＝ 118 ƒｔｓａ ＝ 130＊2 

せん断 ― ― τａ   ＝  63 ƒｓｂａ ＝ 127 

第 2脚の 

基礎ボルト 
SS41 

引張 ― ― σｃ  ＝  56 ƒｔｓｃ ＝ 189＊3 

せん断 ― ― τｃ  ＝  38 ƒｓｂｃ ＝ 146 

                       

 

すべて許容応力以下である。 

注記＊1：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ －1.6・τｂ ，ƒｔｏ ]

＊2：ƒｔｓａ＝Min[1.4・ƒｔｏａ－1.6・τａ， ƒｔｏａ]

＊3：ƒｔｓｃ＝Min[1.4・ƒｔｏｃ－1.6・τｃ， ƒｔｏｃ]
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である高光度航空障

害灯管制器が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認することで，隣接している上位クラス施設である排気筒（非常用ガス処理系用）に

対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要  

高光度航空障害灯管制器は，排気筒 EL 8.5m に設置されている。高光度航空障害灯

管制器は,図 2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設である排気筒（非常用

ガス処理系用）に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，排気筒

（非常用ガス処理系用）に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 高光度航空障害灯管制器と排気筒（非常用ガス処理系用）の位置関係図 

2.2 構造計画 

高光度航空障害灯管制器の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

高光度航空障害灯管制器

は，基礎ボルトにて基礎

に設置する。 

直立形 

（鋼材及び鋼板を組み

合わせた自立閉鎖型の

盤） 

 

（単位：mm） 

基礎 

基礎ボルト 

（側面図） （正面図） 
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2.3 評価方針 

高光度航空障害灯管制器の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのあ

る下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限

界に基づき「2.2 構造計画」にて示す高光度航空障害灯管制器の部位を踏まえ「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて測定した固有周期に基づ

く設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

高光度航空障害灯管制器の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 高光度航空障害灯管制器の耐震評価フロー 

 

 

盤の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協

会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。） 

・建築基準法・同施行令 
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2.5 記号の説明 

記号  記号の説明  単位  

Ａｂ  ボルトの軸断面積  mm2 

ＣＨ  水平方向設計震度  －  

ＣＶ  鉛直方向設計震度  －  

ｄ  ボルトの呼び径  mm 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値  MPa 

Ｆ ＊  設計・建設規格 SSB-3133 に定める値  MPa 

Ｆｂ  ボルトに作用する引張力（1 本当たり）  N 

ƒｓｂ  せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力  MPa 

ƒｔｏ  引張力のみを受けるボルトの許容引張応力  MPa 

ƒｔｓ  引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力）  

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665）  m/s2 

ｈ  据付面から重心までの距離  mm 

１  重心とボルト間の水平方向距離＊  mm 

２  重心とボルト間の水平方向距離＊  mm 

ｍ  高光度航空障害灯管制器の質量  kg 

ｎ  ボルトの本数  －  

ｎｆ  評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数  －  

ＰＫ 風荷重 N 

ＰＳ 積雪荷重 N 

Ｑｂ  ボルトに作用するせん断力  N 

Ｓｕ  設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値  MPa 

Ｓｙ  設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値  MPa 

Ｓｙ（ＲＴ）  設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料

の 40℃における値  

MPa 

π  円周率  －  

σｂ  ボルトに生じる引張応力  MPa 

τｂ  ボルトに生じるせん断応力  MPa 

注記＊： １≦２ 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 － 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

速度圧 N/m2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とす

る。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ

及び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整

数位までの値とする。 

 

 



7 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
2 
R1

 

3. 評価部位

高光度航空障害灯管制器の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。 

高光度航空障害灯管制器の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 基本方針 

高光度航空障害灯管制器の固有周期は，振動試験（自由振動試験）にて求める。 

4.2 固有周期の確認方法 

プラスチックハンマ等により，当該設備に振動を与え自由減衰振動を振動解析装置

により記録解析し，固有周期を確認する。高光度航空障害灯管制器の外形図を表 2－

1 の概略構造図に示す。 

4.3 固有周期の確認結果 

固有周期の確認結果を表 4－1 に示す。試験の結果，固有周期は 0.05 秒を超えてお

り，柔構造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は盤に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。 

また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を 

適用する。 

(3) 盤は基礎ボルトで床面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書には結果の厳しい

方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 盤の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に

重心位置を設定して耐震性の計算を行う。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高光度航空障害灯管制器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 5－2 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

高光度航空障害灯管制器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 5－3 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高光度航空障害灯管制器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 5－5 に示す。 

 

5.2.4 風荷重 

風荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，風速 30m/s を使用し，

高光度航空障害灯管制器の形状，風向きを踏まえ，作用する風圧力を算出する。

風圧力の算出の基準となる基準速度圧を表 5－6 に示す。 

 

5.2.5 積雪荷重 

積雪荷重は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，積雪 100cm に平均的

な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮し，高光度航空障害灯管制器の形状
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を踏まえ，算出する。算出した積雪荷重を表 5－7 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 高光度航空障害灯管制器 － －＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 高光度航空障害灯管制器 － －＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ＋ＰＫ＋ＰＳ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
⚹ 1.5・ｆｓ

⚹ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 50 198 504 205 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 50 198 504 205 

 

 

表 5－6 基準速度圧    （単位：N/m2） 

作用する部位 基準速度圧 

高光度航空障害灯管制器 855.4 

 

 

表 5－7 積雪荷重             （単位：N） 

作用する部位 積雪荷重 

高光度航空障害灯管制器 336.0 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－8 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方

針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記

載の減衰定数を用いる。 

表 5－8 設計用地震力 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

減衰定数 

(％) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

排気筒 

EL 8.5＊1 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

4.0 － － － ＣＨ＝3.33＊2 ＣＶ＝1.25＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって

生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 
 

図5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 
 

図5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

引張を受ける  

ボルト列  

転倒方向  

2 1 転倒支点  

ｈ
 

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点となる  

ボルト列  

2 1 
（1≦2) 

転倒支点となる  

ボルト列  

引張を受ける  

ボルト列  

2 1 
2 1 

転倒方向  

ｍ･ＣＨ･g 

ｍ･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点  

ｈ
 

（1≦2) 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－1及び図5－2でそれぞれのボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

Ｆｂ  ＝
(ｍ･g＋0.35･ＰＳ)･ＣＨ･ｈ＋ＰＫ･ｈ－(ｍ･g＋0.35･ＰＳ)･(1－ＣＶ)･2

 ｎf･(1＋2)
 

 ····················· (5.4.1.1.1) 

引張応力 

σ
ｂ

 ＝
Ｆｂ

Ａｂ
 ································· (5.4.1.1.2) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａ
ｂ
＝

π

4
・ｄ

2
  ······························ (5.4.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算

する。 

せん断力 

Ｑｂ ＝ （ｍ・g＋0.35・ＰＳ）・ＣＨ ··········· (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

τｂ  ＝
Ｑｂ＋ＰＫ

ｎ・Ａｂ
 ···························· (5.4.1.1.5) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【高光度航空障害灯管

制器の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。  

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ

以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ················ (5.6.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下で

あること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 
基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容引張応力  

ƒｔｏ  

Ｆ
⚹

2
∙1.5 

許容せん断応力  

ƒｓｂ  

Ｆ
⚹

1.5∙√3
∙1.5 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高光度航空障害灯管制器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造

強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

設計基準対象施設における評価と条件が同じであるため，記載を省略する。 
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【高光度航空障害灯管制器の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

高光度航空障害灯管制器 － 
排気筒 

EL 8.5＊1 
－ － ＣＨ＝3.33＊2 ＣＶ＝1.25＊3 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

（kg） 

ｈ 

（mm） 

ｄ 

（mm） 

Ａｂ 
（mm2） 

ｎ 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 
（MPa） 

Ｓｙ(ＲＴ) 

（MPa） 

基礎ボルト 825＊1 
12 

（M12） 
113.1 4 198 504 205 

部材 
１＊2

（mm）

２＊2

（mm）
ｎｆ

＊2 
ＰＫ

（N） 

ＰＳ

（N） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ⚹ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
240 240 2 

3.388×103 336.0 － 205 － 短辺方向 
250 250 2 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   （単位：N） 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － － 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS304 
引張 － － σｂ＝111 ƒｔｓ＝153＊ 

せん断 － － τｂ＝32 ƒｓｂ＝118 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。  
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転倒方向 

2 1 

ｈ
 ｍ･g 

（1≦2) 

 基礎ボルト 

側面 

（短辺方向） 

正面 

（長辺方向） 

Ａ Ａ 

2 1 

（1≦2) 

 

 

Ａ～Ａ矢視図 
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Ⅵ-2-11-2-7-13 主排気ダクトの耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である主排気ダクト及び支持構造物（Ｃクラス施

設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，隣接している上位クラス施設である２号機排気筒に対して，波及的影響を及ぼさないこと

を説明するものである。 

2. 一般事項

 2.1 配置概要 

主排気ダクトは，図2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である２号機排気筒

に隣接していることから，地震時に本機器が転倒及び落下した場合は，２号機排気筒に対し

て波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図2－1 主排気ダクトと上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

主排気ダクトの構造計画を表 2－1に示す。

タービン建物

原子炉建物

２号機排気筒 

（上位クラス施設＊） 

主排気ダクト 

(下位クラス施設：Ｓｓ機能維持) 

排気筒（非常用ガス処理系） 

（上位クラス施設） 

注記＊：排気筒（非常用ガス処理系）の間接支持構造物であるため， 

上位クラス施設となる。 

：評価範囲 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

主排気ダクトは，支持構

造物を介して基礎ボルト

により基礎部であるコン

クリート床に固定され

る。 

主排気ダクトは，矩形

ダクト，円形ダクト，

伸縮継手で構成され，

２号機排気筒に接続さ

れる。 
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2.3 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

なお，複数建物・構築物に跨る解析モデルについては，建物・構築物の境界を記載する。

また，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲を含む解析モデルについては，設

計基準対象施設に該当する範囲を示した鳥瞰図と重大事故等対処設備に該当する範囲を示し

た鳥瞰図に分けて添付する。鳥瞰図の記号凡例を下表に示す。 

記号 内容 

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管 

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該系統の管であって他計算書記載範囲の管 

（破線） 
工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち他系統の管であ

って解析モデルの概略を示すために表記する管 

質点 

アンカ

レストレイント

レストレイント（斜め拘束の場合）

スナッバ

スナッバ（斜め拘束の場合）

ハンガ

リジットハンガ

拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，   内に変位量を記載

する。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による変位量のみを記載す

る。） 
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鳥
瞰
図

 H
VA
C-
Y
-1
（
1
/5
）
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鳥
瞰
図

 H
VA
C-
Y
-1
（
2
/5
）
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Y
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鳥
瞰
図

 H
VA
C-
Y
-1
（
4
/5
）
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鳥
瞰
図

 H
VA
C-
Y
-1
（
5
/5
）
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 2.4 評価方針 

主排気ダクト及び支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した上位クラス施設と同じ運転状態における荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造計画」にて示す主排気ダクトの部位

を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び

「4.5 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

主排気ダクト及び支持構造物の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

図 2－2 主排気ダクト及び支持構造物の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

固有値解析 

設計用地震力 

地震時における応力 

主排気ダクト及び支持構造物 

構造強度評価 

地震応答解析 
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2.5 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.6 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

a 

ｂ 

ａｅ 

ｂｅ 

ＣＨ 

ＣⅤ

Ｄ

Ｅ 

ＫＲ 

ＫＳ

Ｉ 

Ｍ 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

ｔ 

ν 

Ａｂ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ ＊

Ｆｂ

Ｑｂ

σｔｂ

τｂ 

fｓｂ 

fｔｏ 

fｔｓ 

矩形ダクトの長辺長 

矩形ダクトの短辺長 

ダクトフランジの有効幅 

ダクトウェブの有効幅 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

円形ダクト口径 

縦弾性係数 

円形ダクトの許容座屈曲げモーメント係数（ ） 

矩形ダクトの許容座屈曲げモーメント係数（ ） 

断面二次モーメント 

ダクトの許容座屈曲げモーメント 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

ダクト板厚 

ポアソン比 

基礎ボルトの軸断面積 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

基礎ボルト（1本当たり）に作用する引張力 

基礎ボルト（1本当たり）に作用するせん断力 

基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 

基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

mm 

mm 

mm 

mm 

― 

― 

mm 

MPa 

― 

― 

mm4

kN・m 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

― 

mm2 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.7 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点以下第 1位 四捨五入 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位 四捨五入 小数点以下第 1位 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

減衰定数 ％ ― ― 小数点以下第 1位 

刺激係数 ― 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

計算モーメント kN・m 小数点以下第 1位 切上げ 有効数字 4桁＊2 

許容モーメント kN・m 小数点以下第 1位 切捨て 有効数字 4桁＊2 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

主排気ダクトの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，２号機排気筒に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する観点から，主排気ダクト及

び支持構造物を評価対象とする。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法

(1) 動的解析はスペクトルモーダル解析法により実施する。

(2) 地震力は，主排気ダクトに対して水平２方向及び鉛直方向から個別に作用させる。また，

水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。

(3) ダクトが薄板構造であることから座屈曲げモーメントについて評価を実施する。

(4) ダクトに接続する伸縮継手は，解析モデル上，質量としてダクト接続部に考慮している。

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.2 荷重の組合せ及び許容応力・断面二次モーメント 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主排気ダクト及び支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2

に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理施設 

主排気ダクト Ｃ ― Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

支持構造物 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線管理施設 

主排気ダクト 

― ― Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

― ― Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

支持構造物 

― ―＊1 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

― ―＊1 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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4.2.2 主排気ダクトの許容座屈曲げモーメント 

主排気ダクトに生ずる曲げモーメントは，Ⅵ-2-1-13「ダクト及び支持構造物の耐震計

算について」に基づき，地震による曲げモーメント及び自重による曲げモーメントの合

成曲げモーメントを求め，評価を行うものとする。 

次に，円形ダクト及び矩形ダクトの許容座屈曲げモーメント算出式を示す。 

a. 円形ダクトの許容座屈曲げモーメント

Ｍ＝ＫＲ・
Ｅ

1-ν
2・

Ｄ

2
・ｔ

2

円形ダクト許容座屈曲げモーメントは，円筒かくの屈服座屈の式＊1 を基に安全裕度を

考慮して定めたものである。 

b. 矩形ダクトの許容座屈曲げモーメント

Ｍ＝ＫＳ・√
π2Ｅ・Ｓｙ

1－ν2
・ｂ・ｔ

2

矩形ダクト許容座屈曲げモーメントは，鵜戸口の式＊2 を基に安全裕度を考慮して定め

たものである。 

  注記＊1： 「新版機械工学便覧」（1987年 4月 日本機械学会編）A4-7.5.3a.ⅳ項 

＊2： 「薄肉長方形および箱形はりの座屈と強度」 

（1963年 8月日本機械学会 journal of the J.S.M.E.Vol.66，No.535） 

4.2.3 主排気ダクトの断面二次モーメント 

円形ダクト及び矩形ダクトの断面二次モーメントの算出方法について以下に示す。 

a. 円形ダクトの断面二次モーメント

図 4－1 に示す円形ダクトの断面二次モーメントは，次式で与えられる。 

Ｉ＝
π

8
・Ｄ

3
・ｔ

円形ダクトの断面二次モーメントは，円管の断面二次モーメントの算出式を基に定

めたものである。 
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図 4－1 円形ダクトの断面図 

b. 矩形ダクトの断面二次モーメント

図 4－2 に示す矩形ダクトの断面二次モーメントは，次式で与えられる。矩形ダクト

の断面二次モーメントは，角型鋼管の断面二次モーメントの算出式を基に定めたもの

である。 

次式では，ダクト長辺に対して平行軸回りの断面二次モーメントを示しているが，

評価においてはダクト長辺に対して平行軸回り及び直交軸回りの断面二次モーメント

をそれぞれ設定する。 

Ｉ＝

図 4－2 矩形ダクトの断面図 

Ｄ

Ｄ ：円形ダクト口径    (mm) 

ｔ ：ダクト板厚  (mm) 

ａ 

ｔ

ｂ
 

ａｅ／2 ａｅ／2

ｂ
ｅ
／
2 

ｂ
ｅ
／

2 

ａ ：ダクト長辺長  (mm) 

ｂ ：ダクト短辺長  (mm) 

ａｅ：ダクトフランジの有効幅  (mm) 

ｂｅ：ダクトウェブの有効幅    (mm) 

ｔ ：ダクト板厚              (mm) 中立軸
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4.2.4 支持構造物の許容応力 

  支持構造物の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示す。

なお，支持構造物は，支持構造物部材と主排気ダクトを支持している支持装置である。 

4.2.5 使用材料の許容応力評価条件 

主排気ダクト及び支持構造物，基礎ボルトの使用材料の許容応力評価条件のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 4－5に示す。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft⚹ 1.5・ft⚹ 1.5・fs⚹ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

主排気ダクト 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

支持構造物部材 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 325 490 ― 

支持装置 

最高使用温度 80 ― 204 379 ― 

最高使用温度 80 ― 706 847 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 785 930 ― 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

主排気ダクト 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

最高使用温度 80 ― 229 ― ― 

支持構造物部材 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 235 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 245 400 ― 

周囲環境温度 40 ― 325 490 ― 

支持装置 

最高使用温度 80 ― 204 379 ― 

最高使用温度 80 ― 706 847 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

最高使用温度 80 ― 229 379 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 ― 785 930 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

主排気ダクト及び支持構造物の解析モデルを図 4－3に，解析モデルの概要を以下に示す。

また，機器の諸元を本計算書の【主排気ダクト及び支持構造物の耐震性についての計算結

果】の機器要目に示す。 

(1) 主排気ダクト及びその支持構造物をはり要素でモデル化した 3 次元はりモデルを用い

る。

(2) 解析モデル各節点の質量は，ダクト質量等であり，実際の位置を考慮して付加する。

(3) 拘束条件は，支持構造物のコンクリート床への取付部を固定とする。

(4) 解析コードは，「SAP2000」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメントを

求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ

－5－58「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。

(5) 支持構造物部材は，部材同士を溶接で接合しているため，剛結合とする。また，支持装

置は，支持構造物部材とボルトで接合しているため，ピン結合とする。

(6) 主排気ダクトと伸縮継手との取り合いについては，取り合い部を自由端とし，端部に伸

縮継手の集中質量を付加する。
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図 4－3 主排気ダクト及び支持構造物解析モデル 
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4.4 設計条件 

 鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応したダクト番号及び支持構造物番号で区分し，ダクト番号及び支持構造物番号と対応する評価点番号を示す。 

また，ダクト番号及び支持構造物番号に対応した評価点番号に対して，解析上考慮する付加質量を示す。 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

a. 円形ダクト

ダクト 

番号 

対応する 

評価点 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度

（℃） 

外径 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震重要度

分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 11～30 0.003 80 3818 9.0 Ｃ 200000 

2 30～35 0.003 80 3818 9.0 Ｃ 200000 

3 41～49,15 0.003 80 2718 9.0 Ｃ 200000 

b. 矩形ダクト

ダクト 

番号 

対応する 

評価点 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用 

温度（℃） 

長辺長 

（mm） 

短辺長 

（mm） 

厚さ 

（mm） 
材料 

耐震重要度

分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 35～40 0.003 80 5018 2518 9.0 Ｃ 200000 
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c. 支持構造物

支持構造物 

番号 

対応する 

評価点 

周辺環境 

温度 

（℃） 

使用鋼材 材料 
耐震重要度

分類 

縦弾性係数

（MPa） 

1 
1001～225,1002～230,1003～229 

1004～234,1005～235,1006～239 
40 K300×300×12.0 Ｃ 202000 

2 
2001～321,2002～325,2003～326 

2004～330,334～384,339～386 
40 K300×300×12.0 Ｃ 202000 

3 

201～212,204～209,205～216,208～213 

203～207,211～215,218～221 

301～310,305～306,311～320,315～316 

301～315,305～311,306～320,310～316 

40 K200×200×12.0 Ｃ 202000 

4 

225～229,235～239,230～234,225～230 

227～232,229～234 

321～325,326～330,334～339 

332～337,321～326,325～330 

40 H400×400×13/21 Ｃ 202000 

5 
332～384,326～384 

337～386,330～386 
40 H300×300×10/15 Ｃ 202000 

6 384～386,344～388,346～389 40 H250×250×9/14 Ｃ 202000 
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主排気ダクトの付加質量 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

質量 対応する評価点 

－ － 

伸縮継手部等の付加質量 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

質量 対応する評価点 

1450kg 11 

2550kg 40 

985kg 41 

支持構造物の付加質量 

鳥 瞰 図 HVAC-Y-1 

質量 対応する評価点 

－ － 
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4.5 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－6 に示す。また，振動モード図は 3 次モードまでを代表とし，図

4－4に示す。固有周期は，0.05秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

表 4－6 固有値解析結果 

モード＊1 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊2 鉛直方向 

刺激係数＊2 EW方向 NS方向 

1次 水平 0.383 -3.541 0.517 -0.106

2次 水平 0.199 1.328 -1.189 -0.237

3次 水平 0.160 4.419 1.043 -0.031

4次 水平 0.090 -0.209 5.496 0.125 

5次 鉛直 0.060 0.094 -0.616 2.227 

注記＊1：固有周期が 0.050s以上のモードを示す。0.020ｓ以上 0.050ｓ未満のモードに対し

ては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が

0.050s未満である場合は，１次モードのみを示す。 

＊2：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 
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図 4－4 代表振動モード図（1次モード 0.383s）（1／3） 
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図 4－4 代表振動モード図（2次モード 0.199s）（2／3） 
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図 4－4 代表振動モード図（3次モード 0.160s）（3／3） 
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4.6 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－7 に示す。「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-

7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地

震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

表 4－7 設計用地震力 

据付場所及び 

床面高さ(m) 
排気筒 EL 8.500＊1 

固有周期(s) 水平：0.383＊2  鉛直：0.060＊2 

減衰定数(％) 水平：2.5  鉛直：2.5 

地震力 基準地震動Ｓｓ 

モード＊3
固有周期

(s) 

応答水平震度＊4 
応答鉛直震度＊4 

EW方向 NS方向 

1次 0.383 2.26 2.26 1.34 

2次 0.199 2.26 2.26 1.79 

3次 0.160 3.43 3.43 1.78 

4次 0.090 5.27 5.27 2.53 

5次 0.060 3.51 3.51 2.93 

動的震度＊5,＊6 1.47 1.47 0.93 

静的震度＊7 － － － 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：1次固有周期について記載 

  ＊3：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。なお，0.020s 以上 0.050s 未満のモード

に対しては，最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。 

  ＊4：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊5：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊6：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

  ＊7：3.6・Ｃｉ及び 1.2・Ｃｖより定めた震度 



31 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
3 
R1
 

4.7 計算方法 

4.7.1 基礎ボルトの応力の計算方法 

(1) 引張応力

基礎ボルト（1本当たり）に対する引張応力は，下式により計算する。

b

b
tb

Ａ

Ｆ
＝σ ････････････････････････････････････････････････ (4.7.1.1)

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝ 
π

4
・ｄ2  ･･･････････････････････････････････････････ (4.7.1.2) 

(2) せん断応力

基礎ボルト（1本当たり）に対するせん断応力は，下式により計算する。

b

b
b

Ａ

Ｑ
＝τ ･････････････････････････････････････････････････ (4.7.1.3) 
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4.8 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【主排気ダクトの耐震性につ

いての計算結果】及び【支持構造物の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目

に示す。 

 4.9 応力評価 

4.9.1 基礎ボルトの応力評価 

4.7.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｔｂ は，次式より求めた許容組合せ応力  

fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] ･･･････････････････････････････ (4.9.1.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ ＊
＊
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

5.1.1 主排気ダクトの評価結果 

  主排気ダクトの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼさないこ

とを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.1.2 支持構造物の評価結果 

  支持構造物の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼさないこと

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.1.3 基礎ボルトの評価結果 

  基礎ボルトの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼさないこと

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

5.2.1 主排気ダクトの評価結果 

  主排気ダクトの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及

ぼさないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2.2 支持構造物の評価結果 

  支持構造物の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼ

さないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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5.2.3 基礎ボルトの評価結果 

  基礎ボルトの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して波及的影響を及ぼ

さないことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【主排気ダクトの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主排気ダクト Ｃ
排気筒 

EL 8.500＊1
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3 

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

1.2 機器要目 

1.2.1 主排気ダクト 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

200000 229 

200000 229 
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1.3 構造強度評価結果  (単位：kN･m) 

機器名称 評価部位 材料 応力分類 鳥瞰図番号 
最大発生曲げ 

モーメント評価点

基準地震動Ｓｓ 

発生曲げ 

モーメント

許容座屈曲げ 

モーメント

主排気ダクト ダクト本体 
曲げ 

モーメント
HVAC-Y-1 38 1.318×103 

すべて許容座屈曲げモーメント以下である。 
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【支持構造物の耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

支持構造物 Ｃ 
排気筒 

EL 8.500＊1 
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

1.2 機器要目 

1.2.1 支持構造物部材 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

202000 245 400 

202000 235 400 

202000 245 400 

202000 325 490 

1.2.2 支持装置 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

204 379 

706 847 

229 379 

229 379 
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1.2.3 基礎ボルト 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ

(mm2) 

785 930 
36 

(M36) 
1017.8 

785 930 
30 

(M30) 
706.8 

1.3 基礎ボルトに作用する力 

部材 

Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 242300 42695 

1.4 構造強度評価結果 

1.4.1 支持構造物部材及び支持装置の応力  (単位：MPa) 

機器名称 評価部位 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

支持構造物 

支持構造物部材 組合せ応力 248 

支持装置 組合せ応力 194 

すべて許容応力以下である。 

1.4.2 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張 343 

せん断 61 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。  
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【主排気ダクトの耐震性についての計算結果】  

2．重大事故等対処施設  

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主排気ダクト －
排気筒 

EL 8.500＊1
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3 

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

2.2 機器要目 

2.2.1 主排気ダクト 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

200000 229 

200000 229 
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2.3 構造強度評価結果  (単位：kN･m) 

機器名称 評価部位 材料 応力分類 鳥瞰図番号 
最大発生曲げ 

モーメント評価点

基準地震動Ｓｓ 

発生曲げ 

モーメント

許容座屈曲げ 

モーメント

主排気ダクト ダクト本体 
曲げ 

モーメント
HVAC-Y-1 38 1.318×103 

すべて許容座屈曲げモーメント以下である。 
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【支持構造物の耐震性についての計算結果】  

2．重大事故等対処施設  

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

支持構造物 － 
排気筒 

EL 8.500＊1 
0.383 0.060 

ＣＨ＝1.47＊2

又は＊3

ＣＶ＝0.93＊2

又は＊3 
80 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

  ＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

2.2 機器要目 

2.2.1 支持構造物部材 

材料 
Ｅ

（MPa） 

Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

202000 245 400 

202000 235 400 

202000 245 400 

202000 325 490 

2.2.2 支持装置 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

204 379 

706 847 

229 379 

229 379 
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2.2.3 基礎ボルト 

材料 
Ｓｙ

（MPa） 

Ｓu

（MPa） 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ

(mm2) 

785 930 
36 

(M36) 
1017.8 

785 930 
30 

(M30) 
706.8 

2.3 基礎ボルトに作用する力 

部材 

Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 242300 42695 

2.4 構造強度評価結果 

2.4.1 支持構造物部材及び支持装置の応力  (単位：MPa) 

機器名称 評価部位 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

支持構造物 

支持構造物部材 組合せ応力 248 

支持装置 組合せ応力 194 

すべて許容応力以下である。 

2.4.2 基礎ボルトの応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
引張 343 

せん断 61 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。  
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評

価方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である取水槽ガントリクレーン

（Ｃクラス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認することで，下部に設置された上位クラス施設である原子炉補機海水ポ

ンプ，原子炉補機海水系配管等に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するも

のである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリア及び取水槽循環水ポンプエ

リアを跨いで設置されており，原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスに使用される

設備である。取水槽ガントリクレーンの設置位置について図 2－1 に示す。発電所の

運転中など原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施しない期間は取水槽ガント

リクレーンは待機位置に待機しており，周辺の上位クラス施設とは十分な離隔距離が

あることから波及的影響を及ぼすおそれはない。一方で，定期事業者検査など原子炉

補機海水ポンプ等のメンテナンスを実施する期間には，上位クラス施設が設置されて

いる取水槽海水ポンプエリア付近に位置することとなるため，地震時に本機器が転倒

及び落下した場合は，原子炉補機海水ポンプ，原子炉補機海水系配管等に対して波及

的影響を及ぼすおそれがある。 

 

2.2 構造計画 

取水槽ガントリクレーンの構造計画を表 2－1 に示す。 
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図 2－1 取水槽ガントリクレーンと上位クラス施設の位置関係図 
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリアの北側と

取水槽循環水ポンプエリアの南側に敷設された走行レール上を

脚下部にある走行車輪によって東西方向に移動する。トロリ

は，クレーン本体ガーダ上面の横行レール上を横行車輪によっ

て南北方向に移動する。ホイストは，クレーン本体ガーダ下に

設置されたホイストレールに沿って，南北方向に移動する。吊

荷はトロリに設置されたワイヤロープ（主巻）及びフック（主

巻）を介して吊上げ・吊下げ・移動の作業を行う。脚下部継ぎ

は走行車輪間に走行方向に設置されている。ガーダ継ぎは走行

方向にクレーン本体ガーダと接続されている。 

クレーン本体は転倒防止装置を脚下部継ぎの中間位置に設置し

ており，トロリはトロリストッパをクレーン本体ガーダと接す

るトロリの側面に設置しており，各々浮上り代を設けた構造で

ある。クレーン脚部は一定以上の浮上りが発生しないように拘

束されているが，トロリはレールと固定されていないため浮上

りを考慮する必要がある。 

単軸粘性ダンパはブレースと接続している。 

クレーン本体ガーダ 

ガーダ継ぎ 

主巻（ワイヤロープ及びフック） 

脚 

脚下部継ぎ 

転倒防止装置 

走行車輪 

走行レール 

トロリ 

トロリストッパ 

ホイスト（ワイヤロープ及びフック） 

単軸粘性ダンパ（クレビスを含む） 

ブレース 

 

次頁に示す。 
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概略構造図 

転倒防止装置拡大図 

（単位：mm） 

走行レール 

転倒防止装置 

トロリストッパ拡大図

クレーン本体ガーダトロリストッパ

横行車輪 

トロリ

横行レール 

ホイスト車輪部拡大図

ホイスト車輪 

ホイストレール 
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2.3 評価方針 

取水槽ガントリクレーンの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれの

ある下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定したＳクラス施設及び重大事故等対処

設備と同じ運転状態における，荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」にて示す取水槽ガントリクレーンの部位を踏まえ，「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」により算出した基準

地震動Ｓｓによる荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4.6 計算方法」

にて示す方法によって確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 取水槽ガントリクレーンの耐震評価フロー  

クレーン本体ガーダ，脚部，

吊具（ワイヤロープ及びフック）， 

単軸粘性ダンパ，ブレース，転倒防止装置， 

走行車輪，走行レール 

トロリストッパ

固有値解析 

設計用地震力（基準地震動Ｓｓ） 

地震応答解析 

（非線形時刻歴解析） 

地震時における荷重， 

浮上り量，応力 

取水槽ガントリクレーンの構造強度評価 

地震力によりトロリストッパ

に作用する荷重 

解析モデル設定 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本

電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建築規格（（社）日本機械学会， 2005/2007）

（以下「設計・建設規格」という。） 

(5) クレーン構造規格（平成１５年１２月１９日 厚生労働省告示 399 号）
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2.5 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ１ 転倒防止装置の断面積 mm2 

Ａ２ 車輪フランジの断面積 mm2 

Ａ３ 水平力に対する走行レールウェブの断面積 mm2 

Ａ４ 鉛直力（下向き）に対する走行レールウェブの断面積 mm2 

Ａ５ 鉛直力（上向き）に対する走行レール頭部の断面積 mm2 

Ａ６ トロリストッパの断面積 mm2 

Ａｃｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面積 

（最大圧縮応力計算断面） 
mm2 

ＡＨｇ クレーン本体ガーダの主桁及び補桁の断面積（水平） mm2 

Ａｔｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面積 

（最大引張応力計算断面） 
mm2 

ＡＶｇ クレーン本体ガーダの主桁及び補桁の断面積（鉛直） mm2 

ＡＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ．ガーダ継ぎのせん断断面積（Ｘ方向） mm2 

ＡＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのせん断断面積（Ｙ方向） mm2 

ｂ１Ｈ 走行レールへの水平力の作用幅 mm 

ｂ２Ｈ 走行レール頭部への水平力における荷重伝達幅 mm 

ｂ３Ｈ 走行レールウェブへの水平力における荷重伝達幅 mm 

ｂ１Ⅴ 走行レールへの鉛直力（下向き）の作用幅 mm 

ｂ２Ⅴ 走行レールウェブへの鉛直力（下向き）における荷重伝達幅 mm 

ｂ３Ⅴ 走行レールへの鉛直力（上向き）の作用幅 mm 

ｂ４Ⅴ 走行レール頭部への鉛直力（上向き）における荷重伝達幅 mm 

ＣＨ 水平方向設計震度（ＥＷ方向） ― 

ｅ 反発係数 ― 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ＥＧ クレーン本体ガーダの縦弾性係数 MPa 

ＥＬ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの縦弾性係数 MPa 

ＥＷ ワイヤーロープの縦弾性係数 MPa 

Ｆ ＊  設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆａ 転倒防止装置に作用する鉛直力 N 

Ｆｂ 走行車輪フランジに作用する水平力 N 

ＦｃＨ 走行車輪から走行レールに作用する水平力 N 

ＦｃＶ 走行車輪から走行レールに作用する鉛直力（下向き） N 

Ｆｃｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの圧縮荷重 N 

Ｆｔｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの引張荷重 N 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ｆｔ トロリストッパ一個当たりに作用する力 N 

fｔｍ 許容引張応力 MPa 

fｃｍ 許容圧縮応力 MPa 

fｓｍ 許容せん断応力 MPa 

fｂｍ 許容曲げ応力 MPa 

fｗｉ *2 吊具（ワイヤロープ）の許容荷重 N 

fｈｉ *2 吊具（フック）の許容荷重 N 

fｄ  ダンパの許容荷重 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 減衰比 ― 

ｈt トロリの浮上り量 mm 

Ｈt トロリの許容浮上り量 mm 

Ｈd ダンパの許容変位 mm 

𝑖ｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ，ブレースの断面二次半径 mm 

１ 転倒防止装置荷重点からの根元部までの長さ mm 

２ 転倒防止装置のクレーン走行方向の長さ mm 

３ 走行車輪フランジの深さ mm 

４ 走行車輪フランジのアーム長さ mm 

５ 走行車輪フランジの受け長さ mm 

６ 走行レール上面のレール中心から端部までの距離 mm 

７ 走行レールウェブから水平力の作用位置までの高さ mm 

８ 水平力の作用位置から走行レール上端までの高さ mm 

９ 
鉛直力（上向き）の作用位置から走行レール頭部の評価断面

までの水平方向のアーム長さ 
mm 

１０ 
鉛直力（上向き）の作用位置から走行レール頭部の評価断面

までの鉛直方向のアーム長さ 
mm 

１１ トロリストッパ鉛直材の長さ mm 

１２ トロリストッパ水平材の長さ mm 

 𝑘ｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ，ブレースの座屈長さ mm 

Ｍａ 転倒防止装置の曲げモーメント N・mm 

Ｍｇ クレーン本体ガーダにおけるねじりモーメント N・mm 

Ｍｌｉ *1 脚部，脚継ぎ，ガーダ継ぎにおけるねじりモーメント N・mm 

ＭＨｇ クレーン本体ガーダの水平曲げモーメント N・mm 

ＭＶｇ クレーン本体ガーダの鉛直曲げモーメント N・mm 

ＭＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメント N・mm 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ＭＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメント N・mm 

ｍＧ クレーン本体質量（脚部を含む） kg 

ｍｔ トロリ質量 kg 

ｍｍ 主巻吊荷質量（フックを含む） kg 

Σｍ クレーン総質量（ｍＧ＋ｍｔ） kg 

Ｐｗ 吊具荷重（ワイヤロープ及びフック） N 

ＱＨｇ クレーン本体ガーダの水平せん断力 N 

ＱＶｇ クレーン本体ガーダの鉛直せん断力 N 

ＱＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ方向せん断力 N 

ＱＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ方向せん断力 N 

Ｒ 走行車輪フランジの半径 mm 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ｔ１ 転倒防止装置の板厚 mm 

ｔ２ 走行車輪フランジの厚さ mm 

ｔ３ 走行レールウェブの厚さ mm 

ｔ４ 走行レール頭部の厚さ mm 

ｔ５ トロリストッパ鉛直材の板厚 mm 

ｔ６ トロリストッパ水平材の板厚 mm 

Ｚａ 転倒防止装置の断面係数 mm3 

Ｚｂ 走行車輪フランジの断面係数 mm3 

Ｚｃ 走行レールウェブの断面係数 mm3 

Ｚｄ 走行レール頭部の断面係数 mm3 

Ｚｐｇ クレーン本体ガーダのねじり断面係数 mm3 

Ｚｐｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのねじり断面係数 mm3 

ＺＸｇ クレーン本体ガーダのＸ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＸｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＸ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＹｇ クレーン本体ガーダのＹ軸回りの断面係数 mm3 

ＺＹｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎのＹ軸回りの断面係数 mm3 

μ 最大静止摩擦係数 ― 

ν ポアソン比 ― 

λ 有効細長比 ― 

Λ 限界細長比 ― 
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

σａ 転倒防止装置の組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σｂ 走行車輪フランジの組合せ応力 MPa 

σｃ 走行レールウェブの組合せ応力 MPa 

σｄ 走行レール頭部の組合せ応力 MPa 

σｂａ 転倒防止装置の曲げ応力 MPa 

σｂｂ 走行車輪フランジの曲げ応力 MPa 

σｂｃ 走行レールウェブの垂直応力 MPa 

σｂｄ 走行レール頭部の曲げ応力 MPa 

σｂｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力 MPa 

σｃｔ トロリストッパの圧縮応力 MPa 

σｂｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの曲げ応力 MPa 

σｔｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの引張応力 MPa 

σｃｌｉ *1 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの圧縮応力 MPa 

σｌｉ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σｇ クレーン本体ガーダの組合せ応力（曲げ+せん断） MPa 

σＨｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力（水平方向） MPa 

σＶｇ クレーン本体ガーダの曲げ応力（鉛直方向） MPa 

σＸｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメント

による曲げ応力 
MPa 

σＹｌｉ *1 
脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメント

による曲げ応力 
MPa 

π 円周率 ― 

τａ 転倒防止装置のせん断応力 MPa 

τｂ 走行車輪フランジのせん断応力 MPa 

τｃ 走行レールウェブのせん断応力 MPa 

τｄ 走行レール頭部のせん断応力 MPa 

τｇ クレーン本体ガーダのせん断応力 MPa 

τｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 MPa 

τＨｇ クレーン本体ガーダのせん断応力（水平方向） MPa 

τＶｇ クレーン本体ガーダのせん断応力（鉛直方向） MPa 

τＸｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力（X方向） MPa 

τＹｌｉ
*1 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力（Y方向） MPa 

ｃＤ 
単軸粘性ダンパの速度の0.1乗に比例するダッシュポットの 

減衰係数 
― 

kＤ 単軸粘性ダンパのばね剛性 N/mm 
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注記＊1：Ａｃｌｉ，Ａｔｌｉ，ＡＸｌｉ，ＡＹｌｉ，Ｆｃｌｉ，Ｆｔｌｉ， 𝑖ｌｉ， 𝑘ｌｉ， 

Ｍｌｉ，ＭＸｌｉ，ＭＹｌｉ，ＱＸｌｉ，ＱＹｌｉ，Ｚｐｌｉ，ＺＸｌｉ，ＺＹｌｉ， 

σｂｌｉ，σｔｌｉ，σｃｌｉ，σＸｌｉ，σＹｌｉ，τｌｉ，τＸｌｉ，τＹｌｉ  

の添字 i の意味は以下のとおりとする。  

i＝1：脚部 

i＝2：脚下部継ぎ 

i＝3：ガーダ継ぎ 

i＝4：ブレース 

＊2： fｗi，及び fｈi の添字 i の意味は以下のとおりとする。  

i＝1：主巻  

i＝2：ホイスト  
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

計算精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

本資料で表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数

位までの値とする。 
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3. 評価部位 

取水槽ガントリクレーンの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，クレーン及び吊荷の落下により，上位クラス施設が損傷するこ

とを防止するために，クレーン本体ガーダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，転倒防

止装置，走行車輪，走行レール，トロリストッパ，吊具（ワイヤロープ及びフック），

単軸粘性ダンパ（クレビスを含む）及びブレースについて実施する。取水槽ガントリ

クレーンの耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価条件 

4.1.1 取水槽ガントリクレーンの構造概要 

取水槽ガントリクレーンは，脚，クレーン本体ガーダ，トロリ，ホイスト，単

軸粘性ダンパなどの構造体で構成されている。 

脚はクレーン本体ガーダを支持し，下部には走行車輪が設置されている。クレ

ーン本体ガーダは脚の上部にあり，その上面にトロリが移動するための横行レー

ルが設置されており，下部にはホイストレールが設置されている。ガーダ継ぎは

走行方向にクレーン本体ガーダと接続されている。脚下部継ぎは走行車輪間に走

行方向に設置されている。原子炉補機海水ポンプ等のメンテナンス時には，トロ

リに設置された巻上げ装置（主巻），又はホイストを使用して，ワイヤロープ及

びフックを介し，吊荷の吊上げ，吊下げ，移動等の作業を実施する。 

取水槽ガントリクレーンは大型の構造物であり，制震装置の設置による地震荷

重の低減が耐震性向上に有効である。取水槽ガントリクレーンの応答は，走行レ

ールの直交方向に脚が変形する振動モードが支配的であり，クレーン本体ガーダ

と脚の間にブレースを介して単軸粘性ダンパを制震装置として設置する。 

単軸粘性ダンパはシリンダ，ピストン，ロッド及び粘性体で構成されている。 

単軸粘性ダンパとクレーン本体ガーダの接続，ブレースと脚の接続部にはクレ

ビスと呼ぶ回転部を設けている。このクレビスは単軸粘性ダンパの伸縮方向と直

交する一方向にはピンを軸として自由に回転可能となっている。また，ピンの軸

受部は球面軸受となっており，単軸粘性ダンパに伸縮方向以外の荷重が加わらな

い構造としている。クレビス部詳細を図 4－1 に示す。 

取水槽ガントリクレーンは，取水槽海水ポンプエリアの北側と取水槽循環水ポ

ンプエリアの南側に敷設された走行レール上を脚下部にある走行装置及び車輪に

よって東西方向に移動する。トロリは，クレーン本体ガーダ上面の横行レール上

を横行装置及び横行車輪によって南北方向に移動する。ホイストは，クレーン本

体ガーダ下に設置されたホイストレールに沿って，南北方向に移動する。また，

取水槽ガントリクレーンの地震による転倒を防止するため，本体下部に転倒防止
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ダンパ部 ブレース部 

クレビス 

単軸粘性ダンパ及びブレースの構造 

11500 

装置が設置されており，地震時に浮上りが生じた場合でも転倒しない構造となっ

ている。トロリにはトロリストッパを設置しており，浮上りによる脱線・落下を

防止する構造となっている。クレーン本体は浮上りを考慮しないが，トロリはレ

ールと固定されていないことから，地震力によるレールからの浮上りを考慮する

必要がある。 

ホイストは，ホイスト車輪がホイストレールを挟み込むことにより懸架されて

いる。 

 

4.1.2 単軸粘性ダンパの構造概要 

図 4－1 に単軸粘性ダンパの概略構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 単軸粘性ダンパ取付部の構造  

1500 10000 

構造物側取付部  

ピン  

球面軸受（内輪）  

ダンパ側取付部  

球面軸受（外輪）  

初期設置状態 回転負荷状態 

クレビス部詳細 

（単位：mm） 
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4.1.3 評価ケース 

表 4－1 に示す評価ケースにて評価を実施する。なおダンパ性能は 220kN を標

準とし，±20%のばらつきを考慮した。 

表 4－1 評価ケース 

ケース
トロリ *1

（吊荷） 

ホイスト*1

(吊荷)

1 中央*2（ t） 待機位置 

2 待機位置 中央*2（ t） 

3 待機位置 待機位置 

注記＊1：トロリとホイストの同時運用は考慮しない。 

＊2：中央とは，クレーン本体ガーダ中央とする。 

4.1.4 地震力 

地震力は基準地震動Ｓｓを用いる。クレーン本体ガーダ，脚部，転倒防止装置，

走行車輪，走行レール，吊具（ワイヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及び

ブレースに作用する荷重並びにトロリの浮上り量の算定については，水平２方向

及び鉛直方向同時入力による非線形時刻歴解析を実施する。 

またトロリストッパについては，最大静止摩擦力以上の水平力がクレーンに加

えられた場合，すべりが生じ，クレーン走行方向（トロリ横行方向）にはレール

と走行車輪間の最大静止摩擦力以上の水平力は加わらないことから，摩擦係数よ

り求めた水平方向設計震度を用いて計算した設計用地震力による評価を実施する。 

(1) 横行方向（ＮＳ方向）の水平力

a. クレーン本体（クレーン本体ガーダ及び脚）

（a） クレーン本体は横行レールに対して直交方向に設置された走行レール上に

設置されていることから，横行方向(ＮＳ方向）の地震力は走行レールを介

してクレーン本体へ作用する。 

b．トロリ 

（a） トロリは横行レール上に乗っており，横行レールとは固定されていないた

め，横行方向(ＮＳ方向）の水平力がトロリに加わっても，トロリは横行レ

ール上をすべり，トロリ本体には横行レールと横行車輪間の最大静止摩擦力

以上の荷重は作用しない。 

（b） トロリの横行車輪は 4 個であり，そのうちの 2 個は駆動輪，他の 2 個は従

動輪である。 

（c） トロリの駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，
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最大静止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随

できず，横行レール上をすべる。 

（d） 従動輪は回転が拘束されていないため，トロリの動きに合わせて自由に回

転することからトロリ横行方向の水平力をトロリ本体に伝達しない。 

 

(2) 走行方向（ＥＷ方向）の水平力 

a．クレーン本体（クレーン本体ガーダ及び脚） 

（a） クレーン本体は走行レール上に乗っており，固定されていないため，走行

方向(ＥＷ方向）の水平力が加わっても，クレーン本体は走行レール上をす

べり，クレーン本体には走行レールと走行車輪間の最大静止摩擦力以上の荷

重は作用しない。 

（b） クレーン本体の走行車輪は 8 個であり，そのうちの 4 個は駆動輪，他の 4

個は従動輪である。 

（c） 駆動輪は，電動機及び減速機等の回転部分と連結されているため，最大静

止摩擦力以上の地震慣性力が車輪部に加わった場合，回転部分が追随できず，

走行レール上をすべる。 

（d） 従動輪は回転が拘束されていないため，クレーン本体の動きに合わせて自

由に回転することからクレーン本体走行方向の水平力をクレーン本体に伝達

しない。 

 

b．トロリ 

（a） トロリはクレーン本体の走行レールに対して直交方向に設置された横行レ

ール上に設置されていることから，走行方向(ＥＷ方向）の地震力はクレー

ン本体ガーダ，横行レールを介してトロリヘ作用する。 

 

(3) 鉛直方向（ＵＤ方向） 

クレーン脚部は，本体下部に設置されている転倒防止装置のツメ部がレールと

接触することで，間隙以上の浮上りが生じない構造となっている。ホイストにつ

いては，車輪がホイストレールに吊り下げられた構造であり，車輪部の一部がホ

イストレールと接触することで間隙以上の浮上りが生じない構造となっている。

トロリは，レールと固定されていないことから，鉛直方向の地震力によってレー

ルから浮上りを考慮する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

取水槽ガントリクレーンの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象
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施設の評価に用いるものを表 4－2 に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表 4－3 に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

取水槽ガントリクレーンの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 4－4 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容荷重評価条件 

取水槽ガントリクレーンの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設及び重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に，許容荷重評価条件

のうち設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－6

に示す。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 取水槽ガントリクレーン Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 取水槽ガントリクレーン ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用い

る。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1, ＊2 

（ボルト等以外） 

一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用い

る。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

脚 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

ガーダ継ぎ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

脚下部継ぎ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

転倒防止装置 
S35C 

（厚さ≦100mm） 
周囲環境温度 40 305 510 ― 

走行車輪 SSW-Q1 周囲環境温度 40 ― 770 ― 

走行レール レール鋼 周囲環境温度 40 ― 780 ― 

トロリストッパ 
SS400 

（厚さ≦16mm） 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

単軸粘性ダンパ SCM435 周囲環境温度 40 785 930 ― 

ブレース STKM13A 周囲環境温度 40 215 370 ― 

クレビス SUS630H1150 周囲環境温度 40 725 930 ― 

20 
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表 4－6 使用材料の許容荷重評価条件（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

定格荷重 

（N） 
安全率 

許容荷重 

（N） 

ワイヤロープ 

（主巻） 
IWRC 6×Fi(29) 周囲環境温度 40 6.982×105 5.84 4.078×106 

ワイヤロープ 

（ホイスト） 
4×F(40) 周囲環境温度 40 1.999×105 7.40 1.479×106 

フック 

（主巻） 
S35C 周囲環境温度 40 6.865×105 7.25 4.980×106 

フック 

（ホイスト） 
SCM435 周囲環境温度 40 1.961×105 10.48 2.060×106 

単軸粘性ダンパ SCM435 周囲環境温度 40 － － 3.000×105 
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4.3 解析モデル及び諸元 

取水槽ガントリクレーンの解析モデルを図 4－2 に，解折モデルの概要を以下に示

す。各ケースの解析モデルについて表 4－7 に示す。また，機器の諸元を本計算書の

【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) クレーンは，はり要素，トラス要素，ダンパ要素，ギャップ要素，ばね要素及

び減衰要素を用いたＦＥＭモデルとし，クレーンの質量としてクレーン本体ガー

ダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，トロリ及び吊荷を考慮する。トロリは外周

四辺形の剛体としてモデル化し，本体及び機器の質量をその節点に等分に設定す

る。 

a．走行車輪 

走行車輪においては，ＥＷ方向（クレーン本体走行方向）及び鉛直方向につい

て，それぞれすべり，浮上りを考慮しているため，非拘束条件としている。また，

ＮＳ方向（クレーン本体走行方向に直交する方向）については，走行車輪と走行

レールとの間隙が小さく，地震時には走行車輪と走行レールが接触して荷重が伝

達されるため，並進方向拘束により，すべりを生じない条件としている。 

b．横行車輪 

横行車輪においては，ＮＳ方向（トロリ横行方向）及び鉛直方向について，そ

れぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。また，ＥＷ方向（トロ

リ横行方向に直交する方向）については，横行方向と横行レールの間隙が小さく，

地震時には横行車輪と横行レールが接触して荷重が伝達されるため，並進方向拘

束により，すべりを生じない拘束条件としている。 

ホイスト車輪においては，ＮＳ方向（ホイスト横行方向）及び鉛直方向につい

て，それぞれすべり，浮上りを考慮して非拘束条件としている。またＥＷ方向

（ホイスト横行方向に直交する方向）については，ホイスト車輪とホイストレー

ルの間隙が小さく，地震時にはホイスト車輪とホイストレールが接触して荷重が

伝達されるため，並進方向拘束により，すべりを生じない拘束条件としている。 

c．転倒防止装置 

転倒防止装置は，浮上り時には，レール頭部下面に転倒防止装置の爪が接触す

るためギャップ要素を設けた。 

d．単軸粘性ダンパ 

単軸粘性ダンパを用いた減衰構造は，線形ばねと速度依存の減衰要素で構成す

る Maxwell モデルによりモデル化する。 
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図 4－2 ガントリクレーン解析モデル 

2
3
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(2) 地震応答解析に用いる減衰定数

地震応答解析に用いる減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基

づき，水平方向及び鉛直方向ともに 2.0%を用いる。 

なお，減衰定数は Rayleigh 減衰により，減衰定数 2.0%となる固有周期点を取

水槽ガントリクレーンの固有周期に合わせて設定することで与える。この固有周

期点は，取水槽ガントリクレーンの水平方向 1 次固有周期及び鉛直方向 1 次固有

周期を踏まえて設定している。 

(3) 境界条件

クレーンと車輪部については，4.1.1 項にて示したクレーンの構造の特徴を踏

まえて，解析の入力条件を以下のとおり設定する。 

a．クレーンのすべりを考慮した水平力の設定 

最大静止摩擦力以上の力が加われば，車輪がレール上をすべることを考慮した

水平力を設定する。ここで，最大静止摩擦係数をμ＝0.3 とし，クレーン各構造

部材に発生する水平力は，走行車輪の数と駆動輪の数との関係から以下に示す式

から求める。 

クレーン本体ガーダの走行方向（ＥＷ方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
4

8
＝鉛直方向荷重×0.15 

トロリの走行方向（ＮＳ方向）に作用する水平力

鉛直方向荷重×μ×
2

4
＝鉛直方向荷重×0.15 

b．浮上りによる衝突の減衰 

クレーン及びトロリの浮上りによる衝突の減衰は，引用文献(1)の試験にて得

られた反発係数 e から換算した減衰比 h として， を用いる。反発係数 e と

減衰比 h との関係式は次式に，関係図を図 4－3 に示す。 

e = 𝑒𝑥𝑝 (−
h𝜋

√1 − h2
)
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図4－3 反発係数と減衰比の関係 

 

(4) 固有値解析及び地震応答解析には，解析コード「ＡＢＡＱＵＳ」を用いる。解析

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解

析コード）の概要」に示す。 

 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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表 4－7 各ケースにおける取水槽ガントリクレーン解析モデル 

ケース詳細 解析モデル図 

ケース：1

トロリ：中央

（吊荷 t） 

ホイスト：待機位置

要素数：

節点数：

ケース：2

トロリ：待機位置

ホイスト：中央

（吊荷 t） 

要素数：

節点数：

ケース：3

トロリ：待機位置

ホイスト：待機位置

要素数：

節点数：
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4.4 固有周期 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての評価ケースにおける各方向の

卓越モードの固有周期を表 4－8 に示す。また，各ケースにおける各方向の卓越モー

ドの振動モード図を図 4－4，図 4－5，図 4－6に示す。固有周期は，0.05 秒を超えて

おり，柔構造であることを確認した。 

表 4－8 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケースの固有周期 

ケース

横行方向（ＮＳ方向） 

1 次 

鉛直方向（ＵＤ方向） 

1 次 

固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

固有振動数 

（Hz） 

固有周期 

（s） 

1 

2 

3 
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図 4－4 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 1 の振動モード図 
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図 4－5 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 2 の振動モード図 
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図 4－6 設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の評価ケース 3 の振動モード図 
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4.5 設計用地震力 

トロリストッパの設計用地震力のうち設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 4－9 に示す。 

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 
鉛直方向 

（ＵＤ方向） 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

（ＵＤ方向） 走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 
EL 8.800＊ 1 ―＊ 2 ―＊2 ―＊2 

    ＊ 3，＊ 4 

ＣＨ＝ 0.15 ―＊5 ―＊5 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期より設計震度を算出しないため，「－」と記載する。 

＊3：最大静止摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊4：トロリストッパの評価に適用する。 

＊5：横行方向(ＥＷ方向）及び鉛直方向の設計震度を使用しないため，「－」と記載する。 

クレーン本体ガーダ，脚部，ガーダ継ぎ，脚下部継ぎ，転倒防止装置，走行車輪，

走行レール，吊具（ワイヤロープ及びフック），単軸粘性ダンパ及びブレースに作用

する荷重並びにトロリの浮上り量に対する地震応答解析は，Ⅵ-2-2-18「取水槽の地

震応答計算書」で得られる取水槽ガントリクレーン EL 8.800m の時刻歴応答加速度波

を入力とし，水平２方向と鉛直方向地震力の同時入力により解析を実施する。入力の

時刻歴応答加速度波形を図 4－7，図 4－8 に示す。ガントリクレーンの評価に適用す

る地震動は，設計用床応答スペクトルとガントリクレーンの固有周期の関係から評価

が厳しくなる基準地震動（Ｓｓ－Ｄ）を選定している。 

また，時刻歴応答解析に対する保守性の考慮として，基準となる時刻歴応答加速

度波（固有周期シフトを考慮していないもの）による解析に加えて，ＡＳＭＥ 

Boiler Pressure Vessel Code SECTION Ⅲ，DIVISION1-NONMANDATORY APPENDIX N-

1222.3 Time History Broadening の規定を参考に時刻歴応答加速度波を時間軸方向

に±10%シフトさせた時刻歴応答加速度波による解析も実施する。さらに，±10%シフ

トさせた応答スペクトルのピークにクレーンの固有周期が存在する場合は，ＡＳＭＥ

の規定に基づきピーク位置を考慮した評価も行う。 
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図 4－7 ケース 1,2（基本ケース）における入力の時刻歴応答加速度波形 

  

(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向) 

(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向) 

（Ｓｓ－Ｄ，ＵＤ方向） 
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図 4－8 ケース 3（基本ケース）における入力の時刻歴応答加速度波形 

 

  

(Ｓｓ－Ｄ，ＮＳ方向) 

(Ｓｓ－Ｄ，ＥＷ方向) 

（Ｓｓ－Ｄ，ＵＤ方向） 
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4.6 計算方法 

4.6.1 クレーン本体ガーダ及び脚部の応力の計算方法 

(1) 設計荷重

クレーン各部に加わる荷重を図 4－2 の解析モデルを用いて，非線形時刻歴解

析により求める。表 4－10 に解析モデルの概要を示す。クレーン本体ガーダの断

面図を図 4－9 に，脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの断面図を図 4－10 に示す。

また，転倒防止装置の概要図を図 4－11 に，トロリストッパの概要図を図 4－12

に示す。 

また，本評価の時刻歴解析には，4.5 項に示す時刻歴解析の保守性を考慮する。 

表 4－10 解析モデルの概要 

解析モデル 

構造物 

クレーン本体ガーダ

トロリ

脚 

ガーダ継ぎ 

脚下部継ぎ 

吊具 
吊荷 

ワイヤロープ

車輪部 

ガーダ車輪 

トロリ車輪

ホイスト車輪

解析モデル図 図 4－2 

(2) クレーン本体ガーダの応力

クレーン本体ガーダにおける最大発生応力を図 4－9 に示す断面で計算する。

(a) 曲げ応力

クレーン本体ガーダの鉛直曲げモーメントによるクレーン本体ガーダの曲

げ応力：σＶｇ 

σＶｇ= 
ＭＶｇ

ＺＸｇ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1）

クレーン本体ガーダの水平曲げモーメントによるクレーン本体ガーダの曲
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げ応力：σＨｇ 

σＨｇ= 
ＭＨｇ

ＺＹｇ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2） 

クレーン本体ガーダの曲げ応力：σｂ g 

σｂｇ=σＶｇ+σＨｇ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3） 

なお，クレーン本体ガーダの曲げ応力については，非線形時刻歴解析によ

り求まる時刻ごとのＭＶｇとＭＨｇからσＶｇとσＨ g を算出し，(4.6.1.3)式に

よって計算されるσｂｇの最大値を用いる。 

 

(b) せん断応力 

鉛直せん断力によるクレーン本体ガーダのせん断応力：τＶｇ 

τＶｇ= 
ＱＶｇ

ＡＶｇ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4） 

水平せん断力によるクレーン本体ガーダのせん断応力：τＨｇ 

τＨｇ= 
ＱＨｇ

ＡＨｇ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5） 

クレーン本体ガーダのせん断応力：τｇ 

τｇ= √τＶｇ

2
+ τＨｇ

2
＋

Ｍｇ

Ｚｐｇ

 ・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.6） 

 

(c) 組合せ応力 

クレーン本体ガーダの組合せ応力：σｇ 

σｇ= √σｂｇ

2
+ ３τｇ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.7） 
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図 4－9 クレーン本体ガーダ断面概略図 

単位(mm) 

Ｂ－Ｂ断面図 

（東側ガーダ） 
Ａ－Ａ断面図 

（西側ガーダ） 

クレーン本体ガーダ

クレーン本体ガーダ

Ｎ

Ｅ

Ｓ

Ｗ

Ａ Ｂ

Ａ Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ
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(3) 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの応力 

脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎの評価断面は図 4－10 に示すように高さ方向の

位置によって断面が異なるため，解析モデルの各要素における断面積を求め，

最大引張応力及び最大圧縮応力を計算する。 

(a) 引張応力及び圧縮応力 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの引張応力：σｔｌｉ 

σｔｌｉ= 
Ｆｔｌｉ

Ａｔｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.8） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの圧縮応力：σｃｌｉ 

σｃｌｉ= 
Ｆｃｌｉ

Ａｃｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.9） 

(b) 曲げ応力 

解析モデルの各要素位置における断面係数を求め，最大曲げ応力を計算

する。 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＸ軸回りの曲げモーメントによる曲げ

応力：σＸｌｉ 

σＸｌｉ= 
ＭＸｌｉ

ＺＸｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.10） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのＹ軸回りの曲げモーメントによる曲げ 

応力：σＹｌｉ 

σＹｌｉ= 
ＭＹｌｉ

ＺＹｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.11） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの曲げ応力：σｂｌｉ 

σｂｌｉ=σＸｌｉ+σＹｌｉ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.12） 

 

(c) せん断応力 

Ｘ方向せん断力による脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 

：τＸｌｉ 

τＸｌｉ= 
ＱＸｌｉ

ＡＸｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.13） 

Ｙ方向せん断力による脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力 

：τＹｌｉ 
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τＹｌｉ= 
ＱＹｌｉ

ＡＹｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.14） 

脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎのせん断応力：τｌｉ 

τｌｉ= √τＸｌｉ

2
+τＹｌｉ

2
＋

Ｍｌｉ

Ｚｐｌｉ

 ・・・・・・・・・・・・（4.6.1.15） 

 

(d) 組合せ応力 

引張+曲げ，圧縮+曲げの大きい方の値及び曲げ+せん断を脚部，脚下部継

ぎ，ガータ継ぎ組合せ応力とする。 

引張+曲げ 

σｔｌｉ + σｂｌｉ

fｔｍ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.16） 

圧縮+曲げ 

σｃｌｉ

𝑓ｃｍ
＋

σｂｌｉ

𝑓ｂｍ
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.17） 

 

曲げ+せん断：σｌｉ 

σｌｉ= √(σｃｌｉ+σｔｌｉ+σｂｌｉ)
2

+３τｌｉ

2
 ・・・・・・・（4.6.1.18） 

 

 



39 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
1 

図 4－10 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの断面概要図(1/2) 

単位(mm) 

Ａ－Ａ断面図 

（ガーダ継ぎ） 

Ｂ－Ｂ断面図 

（脚部） 
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図 4－10 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの断面概要図(2/2) 

単位(mm) 

Ｃ－Ｃ断面図 

（脚部） 
Ｄ－Ｄ断面図 

（脚部） 

Ｅ－Ｅ断面図 

（脚下部継ぎ） 

Ｆ－Ｆ断面図 

（脚下部継ぎ） 
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4.6.2 転倒防止装置の応力の計算方法 

転倒防止装置では，図 4－11 に示す爪部の応力を計算する。 

転倒防止装置の断面積：Ａ１ 

Ａ1= t１・２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.1） 

転倒防止装置のせん断応力：τａ 

τａ= 
Ｆａ

Ａ１

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.2） 

転倒防止装置の曲げモーメント：Ｍａ 

Ｍａ= Ｆａ・１ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.3） 

転倒防止装置の断面係数：Ｚａ 

Ｚａ= 
２・t１2

6
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.4） 

転倒防止装置の曲げ応力：σｂａ 

σｂａ= 
Ｍａ

Ｚａ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.5） 

転倒防止装置の組合せ応力：σａ 

σａ=√σｂａ

2
+3τａ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.2.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－11 転倒防止装置の概要図 

  

転倒防止 

装置爪部 

転倒防止 

装置爪部 

評価断面 

転倒防止装置爪部の拡大図 

走行レール 

１ 

Ｆａ 

ｔ1 
走行レール 

２ 
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4.6.3 走行車輪の応力の計算方法 

走行車輪では，図 4－12 に示すフランジ部の応力を計算する。 

車輪フランジの受け長さ：５ 

５= ２・√(Ｒ+３)
2
－Ｒ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.1） 

車輪フランジの断面積：Ａ２ 

Ａ２= ｔ２・５ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.2） 

車輪フランジせん断応力：τｂ 

τｂ= 
Ｆｂ

Ａ２

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.3） 

車輪フランジの断面係数：Ｚｂ 

Ｚｂ= 
５・ｔ２

2

６
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.4） 

車輪フランジ曲げ応力：σｂb 

σｂｂ= 
Ｆｂ・４

Ｚｂ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.5） 

車輪フランジ組合せ応力：σｂ 

σｂ=√σｂｂ

2
+3τｂ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.3.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－12 走行車輪（フランジ）の概要図  

Ａ－Ａ断面図 
（評価断面） 

車輪フランジ 
車輪フランジ 

評価断面 

Ａ Ａ 
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4.6.4 走行レールの応力の計算方法 

(1) 走行レールの応力（走行車輪との取合箇所） 

走行レール（走行車輪との取合箇所）の評価を図 4－13 を用いて計算する。 

走行車輪に作用する鉛直力（下向き）Ｆｃ V は図 4－13 に示すハッチング部によ

うに走行レールに分散する。 

走行車輪に作用する水平力Ｆｃ H は図 4－13 に示すハッチング部にように走行レ

ールに分散する。 

走行レール頭部への水平力における荷重伝達幅：ｂ２Ｈ 

ｂ２Ｈ  = ｂ１Ｈ+２・６ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.1） 

走行レールウェブへの水平力における荷重伝達幅：ｂ３Ｈ  

ｂ３Ｈ  = ｂ２Ｈ+２・７ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.2） 

走行レールウェブへの鉛直力（下向き）における荷重伝達幅：ｂ２Ｖ 

ｂ２Ｖ  = ｂ１Ｖ+２・（７+８） ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.3） 

水平力に対する走行レールウェブの断面積：Ａ３ 

Ａ３  = ｔ３・ｂ３Ｈ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.4） 

鉛直力に対する走行レールウェブの断面積：Ａ４ 

Ａ４  = ｔ３・ｂ２Ｖ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.5） 

走行レールウェブのせん断応力：τｃ 

τｃ= 
ＦｃＨ

Ａ３

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.6） 

走行レールウェブの断面係数：Ｚｃ 

Ｚｃ= 
１

６
・ｔ３

2
・ｂ３Ｈ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.7） 

走行レールウェブの垂直応力：σｂｃ 

σｂｃ= 
ＦｃＨ・７

Ｚｃ

+
Ｆｃｖ

Ａ４

 ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.8） 

走行レールウェブの組合せ応力：σｃ 

σｃ=√σｂｃ

2
+3τｃ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.9） 
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図 4－13 走行レール（走行車輪との取合箇所）の概要図  



 

45 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
1 

 

(2) 走行レールの応力（転倒防止装置との取合箇所） 

走行レール（転倒防止装置との取合箇所）の走行レールの評価を図 4－14 を用

いて計算する。 

転倒防止装置に作用する鉛直力（上向き）ＦＡは図 4－14 に示すハッチング部

にように走行レールに分散する。 

走行レール頭部への鉛直力（上向き）における荷重伝達幅：ｂ４Ｖ 

ｂ４Ｖ  = ｂ３Ｖ+２・（９+１０） ・・・・・・・・・・・・（4.6.4.10） 

鉛直力（上向き）に対する走行レール頭部の断面積：Ａ５ 

Ａ５  = ｔ４・ｂ４Ｖ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.11） 

走行レール頭部のせん断応力：τｄ 

τｄ= 
Ｆａ

Ａ５

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.12） 

鉛直力（上向き）に対する走行レール頭部の断面係数：Ｚｄ 

Ｚｄ= 
１

６
・ｔ４

2
・ｂ４Ｖ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.13） 

走行レール頭部の曲げ応力：σｂｄ 

σｂｄ= 
Ｆａ・９

Ｚｃｄ

 ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.14） 

走行レール頭部の組合せ応力：σｄ 

σｄ=√σｂｄ

2
+3τｄ

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.4.15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－14 走行レール（転倒防止装置との取合箇所）の概要図  
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4.6.5 トロリストッパの応力の計算方法 

トロリには，水平方向荷重（ＥＷ方向）によって水平力が作用する。その水平

力が片側にあるトロリストッパ 1 個に作用すると考え，図 4－15 に示すトロリ

ストッパの応力を計算する。 

トロリストッパ 1 個当たりに作用する力：Ｆｔ 

Ｆｔ= ｍｔ・g・ＣＨ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.5.1） 

トロリストッパの評価断面：Ａ６ 

Ａ６= １１・t５＋２・１２・t６ ・・・・・・・・・・・・（4.6.5.2） 

トロリストッパの圧縮応力：σｃｔ 

σｃｔ= 
Ｆｔ

Ａ６

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.5.3） 

 

図 4－15 トロリストッパの概要図 

 

4.6.6 トロリの浮上り量の計算方法 

トロリの浮上り量ｈｔを，図 4－2の解析モデルを用いて非線形時刻歴解析によ

り求める。 

 

4.6.7 吊具の荷重計算方法 

吊具に加わる荷重Ｐｗを，図 4－2の解析モデルを用いて非線形時刻歴解析によ

り求める。 

ワイヤロープ及びフックの計算にあたっては，以下の基本事項で行う。 

・吊荷荷重を受ける部位は，ワイヤロープ，フック，クラブシーブ（滑車），

エコライザシーブ（平衡装置）で，このうち吊荷を直接吊るもので，損

傷・破断により落下に至る可能性があるワイヤロープ及びフックを評価対

トロリ 横行車輪 

トロリストッパ 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面図 

ｔ５ 

ｔ６ 

ｔ６ 

ℓ１１ 

ℓ１２ 

Ｆｔ 
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象とする。 

・主巻のワイヤロープに作用する荷重は，ロープに取り付けられたエコライザ

シーブ（平衡装置）とクラブシーブ（滑車）の回転により自動的に荷重を

つり合い状態に保つため， 本掛けのワイヤロープに均等に荷重が作用す

るものとして評価する。ホイストのワイヤロープについても同様に評価す

る。 

・吊荷荷重算出の解析にあたっては，クレーン評価で実施の時刻歴解析の結果

よりワイヤロープの荷重を抽出し，その最大値を用いるものとする。

・ワイヤロープは，引張方向に荷重が作用する場合のみ引張ばねとして作用す

るよう設定し，圧縮方向の荷重を受けない設定とする。このようなモデル

にて時刻歴解析を実施することで吊荷の浮上りを含めた挙動を模擬する。

・ワイヤロープは長さを長く設定すると固有周期が大きくなり，短く設定する

と固有周期が小さくなる特徴を踏まえ，地震応答の関係から，吊具に対し

て応答が厳しくなる最大吊り上げ時のワイヤロープ長さでの地震応答解析

結果を用いて荷重評価を実施する。

4.6.8 単軸粘性ダンパ及びブレースの評価方法 

単軸粘性ダンパ及びブレースの評価は，図 4－2 の解析モデルを用いて非線形

時刻歴解析によって得られる値が許容限界以下であることを確認する。 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（クレーン本体，吊具）及び荷重（地震荷重）は，本計算

書の【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要

目に示す。 
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4.8 応力の評価 

4.8.1 クレーン本体ガーダ及び脚部の評価 

(1) クレーン本体ガーダの評価 

4.6.l 項の(2)で求めたクレーン部材のせん断応力，曲げ応力及び組合せ応力

が下記の許容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

 

(2) 脚部，脚下部継ぎ，ガータ継ぎの評価 

4.6.1 項の(3)で求めた脚部の引張応力，圧縮応力，曲げ応力及び組合せ応力

が下記許容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2





















  

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

 

・1.5
31.5・

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

＊  

′

 

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  
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ただし，  

λ＝
ℓ𝑘ｌｉ

𝑖ｌｉ
 ･････････････････････････････････････････････  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

 

曲げ応力と軸力が同時に作用する部材は次式を満足しなければならない。 

a. 圧縮力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

σｃｌｉ

fｃｍ
+
σｂｌｉ

fｂｍ
≦1 ･････････････････････････････････････ (4.8.1.4) 

b. 引張力と曲げモーメントを同時に受ける部材 

σｔｌｉ + σｂｌｉ

fｔｍ
≦1 ･････････････････････････････････････ (4.8.1.5) 

 

4.8.2 転倒防止装置の評価 

4.6.2 項で求めた転倒防止装置の組合せ応力が下記の許容応力以下であるこ

と。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

  

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 










(4.8.1.1) 

＊  

＊  
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4.8.3 走行車輪の評価 

4.6.3 項で求めた走行車輪のせん断応力，曲げ応力及び組合せ応力が下記の許

容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

4.8.4 走行レールの評価 

4.6.4 項で求めた走行レールのせん断応力，垂直応力及び組合せ応力が下記の

許容応力以下であること。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 
fｓｍ  

 

許容垂直応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

許容組合せ応力 ・1.5
1.5

Ｆ
 

 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  

＊  
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4.8.5 トロリストッパの評価 

4.6.5 項で求めたトロリストッパの圧縮応力が下記の許容応力以下であるこ

と。 

 

 基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
 

 

 

4.8.6 トロリの浮上り量の評価 

4.6.6 項で求めたトロリの浮上り量ｈｔが，図 4－16 及び表 4－11 に示す許容

浮上り量Ｈｔ以下であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－16 許容浮上り量Ｈｔの概要図 

 

 

表 4－11 トロリの許容浮上り量 

トロリの許容浮上り量 

Ｈｔ(mm) 
150 

 

  

＊  

トロリ 横行車輪 

トロリストッパ 

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ断面図 

ｔ５ 

ｔ６ 

ｔ６ 

ℓ１１ 

ℓ１２ 

Ｈｔ 
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4.8.7 吊具の評価 

4.6.7 項で求めた吊具の荷重Ｐｗが，表 4－12 に示す許容荷重以下であるこ

と。 

 

表 4－12 吊具の許容荷重 

 許容荷重 (N) 

吊具（ワイヤロープ（主巻））の許容荷重  

fｗ１ 
4.078×106 

吊具（フック（主巻））の許容荷重  

fｈ１ 
4.980×106 

吊具（ワイヤロープ（ホイスト））の許容荷重  

fｗ２ 
1.479×106 

吊具（フック（ホイスト））の許容荷重  

fｈ２ 
2.060×106 

 

4.8.8 単軸粘性ダンパの評価 

4.6.8 項で求めた単軸粘性ダンパの変位及び荷重が，表 4－13 に示す許容限界

以下であること。 

表 4－13 単軸粘性ダンパの許容限界 

ダンパの許容変位 

Ｈｄ (mm) 
100 

ダンパの許容荷重  

fｄ  (N) 
3.0×105 
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4.8.9 ブレースとクレビスの評価 

4.6.8 項で求めたブレースとクレビスの発生応力が，表 4－14 に示す許容限界

以下であること。 

表 4－14 ブレースとクレビスの許容限界 

 

 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

ブレースの許容圧縮応力（MPa） 
 

 

クレビスの許容せん断応力(MPa)  

クレビスの許容曲げ応力(MPa) ・1.5
1.5

Ｆ
 

クレビスの許容組合せ応力(MPa) ・1.5
1.5

Ｆ
 

ただし， 

λ＝
ℓ𝑘ｌｉ

𝑖ｌｉ
 ･････････････････････････････････････････  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･････････････････････････････････････ (4.8.9.2) 

 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

0.277・Ｆ・ (
Λ

λ
)

2

・1.5 

＊  

＊  

＊  

＊  
＊  

(4.8.9.1) 
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5. 評価結果

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

取水槽ガントリクレーンの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

取水槽ガントリクレーンの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有

していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6. 引用文献

(1)平成 19 年度原子力施設等の耐震性評価技術に関する試験及び調査 動的上下動耐

震試験（クレーン類）に関わる報告書(08 耐部報－0021,(独）原子力安全基盤機

構）
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【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】  

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ＊4 
周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 
走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 

ガントリクレーン 
Ｃ 

取水槽ポンプ室 

EL 8.800＊1
― ― ＣＨ＝ 0.15＊2，＊3 ― ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

  ＊3：トロリストッパの評価に適用する。 

  ＊4：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

1.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍｔ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

Σｍ 

（kg） 

ＭＨｇ 

(N・mm） 

ＭＶｇ 

（N・mm） 

ＭＸｌ１ 

（N・mm） 

ＭＹｌ１ 

（N・mm） 

ＭＸｌ２ 

（N・mm） 

ＭＹｌ２ 

（N・mm） 

ＭＸｌ３ 

（N・mm） 

ＭＹｌ３ 

（N・mm） 

5.737×108 1.867×109 6.582×108 8.377×108 1.075×109 5.175×107 2.437×109 4.535×108 

Ｍａ 

（N・mm） 

Ｍｇ 

（N・mm） 

Ｍｌ１ 

（N・mm） 

Ｍｌ２ 

（N・mm） 

Ｍｌ３ 

（N・mm） 

6.687×106 2.423×108 4.404×108 9.311×107 1.981×109 

ＱＨｇ 

（N） 

ＱＶｇ 

（N） 

ＥＧ 

（MPa） 

ＥＬ 

（MPa） 

ＥＷ 

（MPa） 

ν 
ｃＤ 

kＤ 

（N/mm） 

1.008×105 4.538×105 0.3 

Ｆｃｌ１ 

（N） 

Ｆｔｌ１ 

（N） 

Ｆｃｌ２ 

（N） 

Ｆｔｌ２ 

（N） 

Ｆｃｌ３ 

（N） 

Ｆｔｌ３ 

（N） 

1.314×106 1.876×105 5.698×105 3.286×105 2.497×105 2.566×105 

ＱＸｌ１ 

（N） 

ＱＹｌ１ 

（N） 

ＱＸｌ２ 

（N） 

ＱＹｌ２ 

（N） 

ＱＸｌ３ 

（N） 

ＱＹｌ３ 

（N） 

Ｆａ 

（N） 

Ｆｂ 

（N） 

ＦｃＨ 

（N） 

ＦｃＶ 

（N） 

4.900×104 2.161×105 2.821×104 4.381×105 1.240×105 1.135×106 2.229×105 3.963×105 3.963×105 1.259×106 
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ℓ１ 

（mm） 

ℓ２ 

（mm） 

ℓ３ 

（mm） 

ℓ４ 

（mm） 

ℓ５ 

（mm） 

ℓ６ 

（mm） 

ℓ７ 

（mm） 

ℓ８ 

（mm） 

ℓ９ 

（mm） 

ℓ１０ 

（mm） 

ℓ１１ 

（mm） 

ℓ１２ 

（mm） 

ｔ１ 

（mm） 

ｔ２ 

（mm） 

ｔ３ 

（mm） 

ｔ４ 

（mm） 
ｔ５ 

（mm） 

ｔ６ 

（mm） 
 𝑘ｌ１

（mm） 

 𝑘ｌ２

（mm） 

 𝑘ｌ３

（mm） 

 𝑘ｌ４

（mm） 

𝑖ｌ１

（mm） 

𝑖ｌ２

（mm） 

𝑖ｌ３

（mm） 

𝑖ｌ４

（mm） 

Ｒ 

（mm） 

ｂ１Ｈ 

（mm） 

ｂ２Ｈ 

（mm） 

ｂ３Ｈ 

（mm） 

ｂ１Ｖ 

（mm） 
ｂ２Ｖ

（mm） 

ｂ３Ｖ

（mm） 

ｂ４Ｖ

（mm） 

Ａ１ 

（mm2） 

Ａ２ 

（mm2） 

Ａ３ 

（mm2） 

Ａ４ 

（mm2） 

Ａ５ 

（mm2） 

Ａ６ 

（mm2） 

ＡＨｇ 

（mm2） 

ＡＶｇ 

（mm2） 

Ａｃｌ１ 

（mm2） 

Ａｔｌ１ 

（mm2） 

Ａｃｌ２ 

（mm2） 

Ａｔｌ２ 

（mm2） 

Ａｃｌ３ 

（mm2） 

Ａｔｌ３ 

（mm2） 

ＡＸｌ１

（mm2） 

ＡＹｌ１ 

（mm2） 

ＡＸｌ２ 

（mm2） 

ＡＹｌ２ 

（mm2） 

ＡＸｌ３ 

（mm2） 

ＡＹｌ３ 

（mm2） 

ＺＸｇ 

（mm3） 

ＺＹｇ 

（mm3） 

ＺＸｌ１ 

（mm3） 

ＺＹｌ１ 

（mm3） 

ＺＸｌ２ 

（mm3） 

ＺＹｌ２ 

（mm3） 

ＺＸｌ３ 

（mm3） 

ＺＹｌ３ 

（mm3） 

Ｚａ 

（mm3） 

Ｚｂ 

（mm3） 

Ｚｃ 

（mm3） 

Ｚｄ 

（mm3） 

Ｚｐｇ 

（mm3） 

Ｚｐｌ１ 

（mm3） 

Ｚｐｌ２ 

（mm3） 

Ｚｐｌ３ 

（mm3） 

クレーン本体ガーダ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ 転倒防止装置 走行車輪 走行レール 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 245 400 280 305 510 357 770 539 780 546 

トロリストッパ 吊具 ブレース クレビス

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

fｗ１ 
（N） 

fｗ２ 
（N） 

fｈ１ 
（N） 

fｈ２ 
（N） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 4.078×106 1.479×106 4.980×106 2.060×106 215 370 258 725 930 651 
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1.3 計算数値 

1.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ τｇ ＝ 26 σｂｇ ＝ 128 σｇ ＝ 134 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.2 脚に生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚 σｃｌ１ ＝ 36 σｔｌ１ ＝ 5 τｌ１ ＝ 77 σｂｌ１ ＝ 194 0.798 σｌ１ ＝ 228 

圧縮応力，曲げ応力，組合せ応力（圧縮＋曲げ），組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

引張応力，せん断応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.3 脚下部継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚下部継ぎ σｃｌ２ ＝ 23 σｔｌ２ ＝ 14 τｌ２ ＝ 57 σｂｌ２ ＝ 224 0.835 σｌ２ ＝ 244 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.4 ガーダ継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(引張＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

ガーダ継ぎ σｃｌ３ ＝ 5 σｔｌ３ ＝ 5 τｌ３ ＝ 97 σｂｌ３ ＝ 99 0.363 σｌ３ ＝ 176 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.5 転倒防止装置に生じる応力             （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 

転倒防止 

装置アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
201 

組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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1.3.6 走行車輪に生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行車輪 τｂ ＝ 60 σｂｂ ＝ 325 σｂ ＝ 341 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.7 走行車輪より走行レールに生じる応力 

 
せん断応力 

（MPa） 

垂直応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（垂直＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｃ ＝ 28 σｂｃ ＝ 460 σｃ ＝ 463 

せん断応力，垂直応力，組合せ応力（垂直＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.8 転倒防止装置より走行レールに生じる応力 

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｄ ＝ 18 σｂｄ ＝ 35 σｄ ＝ 47 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.9 トロリストッパに生じる応力（単位：MPa） 

 圧縮 

トロリストッパ 4 

最大静止摩擦係数を用いた静的水平震度による評価 

 

1.3.10  トロリ浮上り量       （単位：mm） 

 浮上り量 

トロリ 9.0 

トロリの浮上り量は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

1.3.11 吊荷荷重     （単位：N） 

 ワイヤ荷重 

主巻 1.276×106 

ホイスト 4.934×105 

主巻のワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

ホイストのワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 2 の評価結果 
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1.3.12 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部位 評価項目 算出値 

単軸粘性ダンパ 荷重(N) 2.572×105 

単軸粘性ダンパ 変位(mm) 44 

ブレース 圧縮応力（MPa） 16 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 

クレビス 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

（MPa） 

305 

クレビス 回転角度（°） 0.8 

単軸粘性ダンパの荷重，変位は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

ブレースの圧縮応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

クレビスのせん断応力，曲げ応力，組合せ応力，回転角度は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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1.4 評価結果 

1.4.1 クレーン本体に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ 
SS400 

せん断(MPa) τｇ    ＝  26 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｇ   ＝ 128 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｇ    ＝ 134 280 

脚 SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ１ ＝  36
 fｃｍ ＝ 279 

引張(MPa) σｔｌ１ ＝   5
 fｔｍ ＝ 280 

せん断(MPa) τｌ１   ＝  77 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｌ１ ＝ 194 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.798 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ１   ＝ 228 280 

脚下部継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ２ ＝  23
 fｃｍ ＝ 263 

引張(MPa) σｔｌ２ ＝  14
 fｔｍ ＝ 280 

せん断(MPa) τｌ２   ＝  57 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｌ２ ＝ 224 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.835 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ２   ＝ 244 280 

ガーダ継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ３ ＝   5
 fｃｍ ＝ 275 

引張(MPa) σｔｌ３ ＝   5
 fｔｍ ＝ 280 

せん断(MPa) τｌ３   ＝  97 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｌ３ ＝  99 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(引張＋曲げ) 
0.363 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ３   ＝ 176 280 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.2 転倒防止装置に生じる応力          （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 許容応力 

転倒防止装置

アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
σａ＝ 201 357 

全て許容応力以下である。 

 



 

61 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1-
2-
7-
14
 R
1 

1.4.3 走行車輪に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行車輪 SSW-Q1 

せん断(MPa) τｂ   ＝  60 fｓｍ ＝ 311 

曲げ(MPa) σｂｂ ＝ 325 fｂｍ ＝ 539 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｂ   ＝ 341 539 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.4 走行レールに生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行レール 

（走行車輪側） 
レール鋼 

せん断(MPa) τｃ   ＝  28 fｓｍ ＝ 315 

垂直(MPa) σｂｃ ＝ 460 fｂｍ ＝ 546 

組合せ 

(垂直＋せん断) 
σｃ   ＝ 463 546 

走行レール 

（転倒防止 

 装置側） 

レール鋼 

せん断(MPa) τｄ   ＝  18 fｓｍ ＝ 315 

曲げ(MPa) σｂｄ ＝  35 fｂｍ ＝ 546 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｄ   ＝  47 546 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.5 トロリストッパに生じる応力        （単位：MPa） 

部材 圧縮 許容応力 

トロリストッパ 4 fｃｍ ＝ 280 

全て許容応力以下である。 

 

1.4.6 トロリの浮上り量         （単位：mm） 

部材 浮上り量 許容浮上り量 

トロリ 9.0 Ｈｔ ＝ 150 

全て許容浮上り量以下である。 

 

1.4.7 吊具荷重                 （単位：N） 

部材 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 

(主巻) 

ワイヤロープ IWRC 6×Fi(29) 
吊荷荷重 Ｐｗ ＝ 1.276×106 

fｗ１  ＝  4.078×106 

フック S35C fｈ１  ＝  4.980×106 

吊具 

(ホイスト) 

ワイヤロープ 4×F(40) 
吊荷荷重 Ｐｗ ＝ 4.934×105 

fｗ２  ＝  1.479×106 

フック SCM435 fｈ２  ＝  2.060×106 

全て許容荷重以下である。 
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1.4.8 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部材 評価項目 算出値 許容限界 

単軸粘性ダンパ 荷重（N） 2.572×105 3.0×105 

単軸粘性ダンパ 変位（mm） 44 100 

ブレース 圧縮応力(MPa) 16 78 

クレビス せん断応力（MPa） 91 375 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 651 

クレビス
組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 
305 651 

クレビス 回転角度（°） 0.8 3 

全て許容限界以下である。 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-14 R1 

【取水槽ガントリクレーンの耐震性についての計算結果】  

2．重大事故等対処設備  

2.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 基準地震動Ｓｓ＊4 
周囲環境 

温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向 

設計震度 走行方向 

（ＥＷ方向） 

横行方向 

（ＮＳ方向） 

取水槽 

ガントリクレーン 
Ｃ 

取水槽ポンプ室 

EL 8.800＊1
― ― ＣＨ＝ 0.15＊2，＊3 ― ― 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：摩擦係数より求めた水平方向設計震度 

＊3：トロリストッパの評価に適用する。 

＊4：地震応答解析では時刻歴加速度波を用いる。 

2.2 機器要目 

ｍＧ 

（kg） 

ｍｔ 

（kg） 

ｍｍ 

（kg） 

Σｍ 

（kg） 

ＭＨｇ 

(N・mm） 

ＭＶｇ 

（N・mm） 

ＭＸｌ１ 

（N・mm） 

ＭＹｌ１ 

（N・mm） 

ＭＸｌ２ 

（N・mm） 

ＭＹｌ２ 

（N・mm） 

ＭＸｌ３ 

（N・mm） 

ＭＹｌ３ 

（N・mm） 

5.737×108 1.867×109 6.582×108 8.377×108 1.075×109 5.175×107 2.437×109 4.535×108 

ＱＨｇ 

（N） 

ＱＶｇ 

（N） 

ＥＧ 

（MPa） 

ＥＬ 

（MPa） 

ＥＷ 

（MPa） 
ν ｃＤ 

kＤ 

（N/mm） 

1.008×105 4.538×105 0.3 

Ｆｃｌ１ 

（N） 

Ｆｔｌ１ 

（N） 

Ｆｃｌ２ 

（N） 

Ｆｔｌ２ 

（N） 

Ｆｃｌ３ 

（N） 

Ｆｔｌ３ 

（N） 

1.314×106 1.876×105 5.698×105 3.286×105 2.497×105 2.566×105 

ＱＸｌ１ 

（N） 

ＱＹｌ１ 

（N） 

ＱＸｌ２ 

（N） 

ＱＹｌ２ 

（N） 

ＱＸｌ３ 

（N） 

ＱＹｌ３ 

（N） 

Ｆａ 

（N） 

Ｆｂ 

（N） 

ＦｃＨ 

（N） 

ＦｃＶ 

（N） 

4.900×104 2.161×105 2.821×104 4.381×105 1.240×105 1.135×106 2.229×105 3.963×105 3.963×105 1.259×106 

Ｍａ 

（N・mm） 

Ｍｇ 

（N・mm） 

Ｍｌ１ 

（N・mm） 

Ｍｌ２ 

（N・mm） 

Ｍｌ３ 

（N・mm） 

6.687×106 2.423×108 4.404×108 9.311×107 1.981×109 
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ℓ１ 

（mm） 

ℓ２ 

（mm） 

ℓ３ 

（mm） 

ℓ４ 

（mm） 

ℓ５ 

（mm） 

ℓ６ 

（mm） 

ℓ７ 

（mm） 

ℓ８ 

（mm） 

ℓ９ 

（mm） 

ℓ１０ 

（mm） 

ℓ１１ 

（mm） 

ℓ１２ 

（mm） 

ｔ１ 

（mm） 

ｔ２ 

（mm） 

ｔ３ 

（mm） 

ｔ４ 

（mm） 
ｔ５ 

（mm） 

ｔ６ 

（mm） 
 𝑘ｌ１

（mm） 

 𝑘ｌ２

（mm） 

 𝑘ｌ３

（mm） 

 𝑘ｌ４

（mm） 

𝑖ｌ１

（mm） 

𝑖ｌ２

（mm） 

𝑖ｌ３

（mm） 

𝑖ｌ４

（mm） 

Ｒ 

（mm） 

ｂ１Ｈ 

（mm） 

ｂ２Ｈ 

（mm） 

ｂ３Ｈ 

（mm） 

ｂ１Ｖ 

（mm） 
ｂ２Ｖ

（mm） 

ｂ３Ｖ

（mm） 

ｂ４Ｖ

（mm） 

Ａ１ 

（mm2） 

Ａ２ 

（mm2） 

Ａ３ 

（mm2） 

Ａ４ 

（mm2） 

Ａ５ 

（mm2） 

Ａ６ 

（mm2） 

ＡＨｇ 

（mm2） 

ＡＶｇ 

（mm2） 

Ａｃｌ１ 

（mm2） 

Ａｔｌ１ 

（mm2） 

Ａｃｌ２ 

（mm2） 

Ａｔｌ２ 

（mm2） 

Ａｃｌ３ 

（mm2） 

Ａｔｌ３ 

（mm2） 

ＡＸｌ１

（mm2） 

ＡＹｌ１ 

（mm2） 

ＡＸｌ２ 

（mm2） 

ＡＹｌ２ 

（mm2） 

ＡＸｌ３ 

（mm2） 

ＡＹｌ３ 

（mm2） 

Ｚａ 

（mm3） 

Ｚｂ 

（mm3） 

Ｚｃ 

（mm3） 

Ｚｄ 

（mm3） 

Ｚｐｇ 

（mm3） 

Ｚｐｌ１ 

（mm3） 

Ｚｐｌ２ 

（mm3） 

Ｚｐｌ３ 

（mm3） 

クレーン本体ガーダ 脚部，脚下部継ぎ，ガーダ継ぎ 転倒防止装置 走行車輪 走行レール 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 245 400 280 305 510 357 770 539 780 546 

トロリストッパ 吊具 ブレース クレビス

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

fｗ１ 
（N） 

fｗ２ 
（N） 

fｈ１ 
（N） 

fｈ２ 
（N） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

245 400 280 4.078×106 1.479×106 4.980×106 2.060×106 215 370 258 725 930 651 

ＺＸｇ 

（mm3） 

ＺＹｇ 

（mm3） 

ＺＸｌ１ 

（mm3） 

ＺＹｌ１ 

（mm3） 

ＺＸｌ２ 

（mm3） 

ＺＹｌ２ 

（mm3） 

ＺＸｌ３ 

（mm3） 

ＺＹｌ３ 

（mm3） 
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2.3 計算数値 

2.3.1 クレーン本体ガーダに生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

クレーン本体ガーダ τｇ ＝ 26 σｂｇ ＝ 128 σｇ ＝ 134 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.2 脚に生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚 σｃｌ１ ＝ 36 σｔｌ１ ＝ 5 τｌ１ ＝ 77 σｂｌ１ ＝ 194 0.798 σｌ１ ＝ 228 

圧縮応力，曲げ応力，組合せ応力（圧縮＋曲げ），組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

引張応力，せん断応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.3 脚下部継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(圧縮＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

脚下部継ぎ 
σｃｌ２ ＝ 

23 

σｔｌ２ ＝ 

14 

τｌ２ ＝ 

57 
σｂｌ２ ＝ 224 

0.835 σｌ２ ＝ 244 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.4 ガーダ継ぎに生じる応力 

 
圧縮応力 

（MPa） 

引張応力 

（MPa） 

せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

(引張＋曲げ) 

(-) 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

ガーダ継ぎ σｃｌ３ ＝ 5 σｔｌ３ ＝ 5 
τｌ３ ＝ 

97 

σｂｌ３ ＝ 

99 

0.363 σｌ３ ＝ 176 

圧縮応力，引張応力，せん断応力，曲げ応力，組合せ応力(圧縮＋曲げ)，組合せ応力（曲げ＋せん断）は， 

表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.5 転倒防止装置に生じる応力             （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 

転倒防止 

装置アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
201 

組合せ応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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2.3.6 走行車輪に生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行車輪 τｂ ＝ 60 σｂｂ ＝ 325 σｂ ＝ 341 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.7 走行車輪より走行レールに生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

垂直応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（垂直＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｃ ＝ 28 σｂｃ ＝ 460 σｃ ＝ 463 

せん断応力，垂直応力，組合せ応力（垂直＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.8 転倒防止装置より走行レールに生じる応力  

 
せん断応力 

（MPa） 

曲げ応力 

（MPa） 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

(MPa) 

走行レール τｄ ＝ 18 σｂｄ ＝ 35 σｄ ＝ 47 

せん断応力，曲げ応力，組合せ応力（曲げ＋せん断）は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.9 トロリストッパに生じる応力（単位：MPa） 

 圧縮 

トロリストッパ 4 

最大静止摩擦係数を用いた静的水平震度による評価 

 

2.3.10  トロリ浮上り量       （単位：mm） 

 浮上り量 

トロリ 9.0 

トロリの浮上り量は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

 

2.3.11 吊荷荷重        （単位：N） 

 ワイヤ荷重 

主巻 1.276×106 

ホイスト 4.934×105 

主巻のワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 1 の評価結果 

ホイストのワイヤ荷重は，表 4－1 のケース 2 の評価結果 
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2.3.12 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部位 評価項目 算出値 

単軸粘性ダンパ 荷重(N) 2.572×105 

単軸粘性ダンパ 変位(mm) 44 

ブレース 圧縮応力（MPa） 16 

クレビス せん断応力（MPa） 91 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 

クレビス 

組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 

（MPa） 

305 

クレビス 回転角度（°） 0.8 

単軸粘性ダンパの荷重，変位は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

ブレースの圧縮応力は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 

クレビスのせん断応力，曲げ応力，組合せ応力，回転角度は，表 4－1 のケース 3 の評価結果 
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2.4 評価結果 

2.4.1 クレーン本体に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

クレーン本体

ガーダ 
SS400 

せん断(MPa) τｇ    ＝  26 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｇ   ＝ 128 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｇ    ＝ 134 280 

脚 SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ１ ＝  36
 fｃｍ ＝ 279 

引張(MPa) σｔｌ１ ＝   5
 fｔｍ ＝ 280 

せん断(MPa) τｌ１   ＝  77 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｌ１ ＝ 194 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.798 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ１   ＝ 228 280 

脚下部継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ２ ＝  23
 fｃｍ ＝ 263 

引張(MPa) σｔｌ２ ＝  14
 fｔｍ ＝ 280 

せん断(MPa) τｌ２   ＝  57 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｌ２ ＝ 224 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(圧縮＋曲げ) 
0.835 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ２   ＝ 244 280 

ガーダ継ぎ SS400 

圧縮(MPa) σｃｌ３  ＝   5
 fｃｍ ＝ 275 

引張(MPa) σｔｌ３  ＝   5
 fｔｍ ＝ 280 

せん断(MPa) τｌ３   ＝  97 fｓｍ ＝ 161 

曲げ(MPa) σｂｌ３ ＝  99 fｂｍ ＝ 280 

組合せ 

(引張＋曲げ) 
0.363 1.0 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｌ３   ＝ 176 280 

全て許容応力以下である。 

 

2.4.2 転倒防止装置に生じる応力           （単位：MPa） 

部材 評価部位 荷重 応力 算出応力 許容応力 

転倒防止装置

アーム 
爪部 鉛直浮上り荷重 

組合せ応力 

(曲げ＋せん断) 
σａ＝ 201 357 

全て許容応力以下である。 
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2.4.3 走行車輪に生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行車輪 SSW-Q1 

せん断(MPa) τｂ   ＝  60 fｓｍ ＝ 311 

曲げ(MPa) σｂｂ ＝ 325 fｂｍ ＝ 539 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｂ   ＝ 341 539 

全て許容応力以下である。 

 

2.4.4 走行レールに生じる応力 

部位 材料 応力 算出応力 許容応力 

走行レール 

（走行車輪側） 
レール鋼 

せん断(MPa) τｃ   ＝  28 fｓｍ ＝ 315 

垂直(MPa) σｂｃ ＝ 460 fｂｍ ＝ 546 

組合せ 

(垂直＋せん断) 
σｃ   ＝ 463 546 

走行レール 

（転倒防止 

 装置側） 

レール鋼 

せん断(MPa) τｄ   ＝  18 fｓｍ ＝ 315 

曲げ(MPa) σｂｄ ＝  35 fｂｍ ＝ 546 

組合せ 

(曲げ＋せん断) 
σｄ   ＝  47 546 

全て許容応力以下である。 

 

2.4.5 トロリストッパに生じる応力        （単位：MPa） 

部材 圧縮 許容応力 

トロリストッパ 4 fｃｍ ＝ 280 

全て許容応力以下である。 

 

2.4.6 トロリの浮上り量          （単位：mm） 

部材 浮上り量 許容浮上り量 

トロリ 9.0 Ｈｔ ＝ 150 

全て許容浮上り量以下である。 

 

2.4.7 吊具荷重                 （単位：N） 

部材 材料 荷重 算出荷重 許容荷重 

吊具 

(主巻) 

ワイヤロープ IWRC 6×Fi(29) 
吊荷荷重 Ｐｗ ＝ 1.276×106 

fｗ１  ＝  4.078×106 

フック S35C fｈ１  ＝  4.980×106 

吊具 

(ホイスト) 

ワイヤロープ 4×F(40) 
吊荷荷重 Ｐｗ ＝ 4.934×105 

fｗ２  ＝  1.479×106 

フック SCM435 fｈ２  ＝  2.060×106 

全て許容荷重以下である。
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2.4.8 単軸粘性ダンパ及びブレース 

評価部材 評価項目 算出値 許容限界 

単軸粘性ダンパ 荷重（N） 2.572×105 3.0×105 

単軸粘性ダンパ 変位（mm） 44 100 

ブレース 圧縮応力(MPa) 16 78 

クレビス せん断応力（MPa） 91 375 

クレビス 曲げ応力（MPa） 261 651 

クレビス 
組合せ応力 

（曲げ＋せん断） 
305 651 

クレビス 回転角度（°） 0.8 3 

全て許容限界以下である。 
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Ⅵ-2-11-2-7-15 除じん機の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である除じん機（Ｃクラス施設）が基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，水路下流側に設置された上位クラス施設である原子炉補機海水ポンプ（以下「RSW ポ

ンプ」という。）及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下「HPSW ポンプ」という。）

に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項 

2.1 配置概要 

除じん機は，取水槽に設置されている。除じん機は，図 2－1 の位置関係図に示すよ

うに，上位クラス施設である RSW ポンプ及び HPSW ポンプの水路上流側に設置されて

いることから，地震時に水中にあるフレーム等が損傷して脱落した場合は，RSW ポン

プ及び HPSW ポンプに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 除じん機と上位クラス施設の位置関係図  

 

2.2 構造計画 

除じん機の構造計画を表 2－1 に示す。  

除じん機 

RSW ポンプ 

HPSW ポンプ 

HPSW ポンプ 

RSW ポンプ 

除じん機 

取水槽 

（平面図） 

（取水槽断面図） 
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表 2－1 構造計画（1/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

1. ハウジング＊は地

上部にあり，底部４辺

をハウジング取付ボル

トによりハウジングベ

ースを介して取水槽に

固定されている。  

鋼製溶接構造（鋼板，

形鋼） 

注記＊：損傷の際に水路部へ落下する構造ではないため，波及的影響の評価対象外とする。  

尾軸  

フレーム

水流  

ハウジング取付ボルト

尾軸取付ボルト  

フレーム耐震ピン
アジャストボルト

フレーム耐震
サポート

ハウジング

フレーム

 

ハウジングベース

フレーム取付ボルト

（単位：mm） 
（正面図） （側面図） 

梯子  
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表 2－1 構造計画（2/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

2. フレームは水路部

にあり，上部をフレー

ム取付ボルトによりハ

ウジングベースを介し

て取水槽に，中間部を

フレーム耐震サポート

（水平方向支持）によ

り取水槽壁に，底部を

フレーム耐震ピン（水

平方向支持）及びアジ

ャストボルト（鉛直方

向支持）により取水槽

に固定されている。 

3. 尾軸は尾軸取付ボ

ルトによりフレームに

固定されている。  

A 部 

取水槽 

フレーム
取付ボルト 

本(片側 本)/1 台 

B’－B’断面図及び B’’－B’’断面図  

フレーム

ハウジング

ハウジング
取付ボルト

ハウジングベース

D
アジャストボルト

（正面図） （側面図） 

フレーム
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表 2－1 構造計画（3/3） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

C 部 

尾軸取付ボルト  

尾軸 

D 部 

E 

尾軸受 

E 部 

尾軸取付ボルト 
本(片側 本)/1 台 

尾軸 

フレーム
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2.3 評価方針 

除じん機の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施

設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 

構造計画」にて示す除じん機の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所にお

いて，「4.3 解析モデル及び諸元」及び「4.4 固有周期」にて算出した固有周期に基

づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

除じん機の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

図 2－2 除じん機の耐震評価フロー 

設計用地震力  

解析モデル設定  

固有値解析  

地震時における応力  

除じん機の構造強度評価  
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａｂ 

Ａｃ 

Ａｈｂ 

Ａｉ 

Ｂ 

ＣＨ（ＥＷ） 

ＣＨ（ＮＳ） 

ＣＶ 

Ｄ 

ｄｏｉ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆａ 

Ｆａｃ 

Ｆａｄ 

Ｆａｔ 

Ｆａｗ 

Ｆｈ 

Ｆｈｃ 

Ｆｈｔ 

Ｆｈｗ 

Ｆｖ 

Ｆｖｃ 

Ｆｖｔ 

Ｆｖｗ 

Ｆｗ 

fｂｍ  

fｃｍ 

ƒｓｂ 

ƒｓｍ 

Ｈ 

Ｉｐ 

Ｉｙ 

Ｉｚ 

Ｊ 

ｉ 

フレーム耐震サポート断面積（水流方向） 

フレーム耐震ピンの断面積 

フレーム耐震サポート断面積（水流直角方向） 

ボルトの有効断面積＊1 

フレーム耐震サポート巾 

水流直角方向設計震度 

水流方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

フレーム耐震ピン径 

ボルトの有効径＊1 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

付加質量による荷重（水流方向） 

付加質量による地震時荷重（水流方向） 

水圧荷重（水流方向） 

地震時における全荷重（水流方向） 

自重による地震時荷重（水流方向） 

付加質量による荷重（水流直角方向） 

付加質量による地震時荷重（水流直角方向） 

地震時における全荷重（水流直角方向） 

自重による地震時荷重（水流直角方向） 

付加質量による荷重（鉛直方向） 

付加質量による地震時荷重（鉛直方向） 

地震時における全荷重（鉛直方向） 

自重による地震時荷重（鉛直方向） 

フレーム荷重 

許容曲げ応力 

許容圧縮応力 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力  

許容せん断応力 

フレーム耐震サポート高さ 

断面二次極モーメント 

断面二次モーメント 

断面二次モーメント 

ねじり定数 

断面二次半径 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

― 

― 

― 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｌ 

Ｌｃ 

ｋ 

Ｍａ  

Ｍｈ 

ｎｂ 

ｎｃ 

ｎｉ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

Ｚ 

Λ 

λ 

ν 

ν′ 

π 

σａｂ 

σａｂｓ 

σｈｂ 

σｈｂｓ 

σｖｃ 

τａｋ 

τｂｋ 

τｈｋ 

τｖｋ 

フレーム耐震サポート長さ 

フレーム耐震ピン長さ 

部材長さ 

曲げモーメント（水流方向） 

曲げモーメント（水流直角方向） 

フレーム耐震サポート数 

フレーム耐震ピン数 

ボルトの本数＊1 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材

料の40℃における値 

断面係数 

限界細長比 

有効細長比 

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

フレーム耐震ピンに生じる曲げ応力（水流方向） 

フレーム耐震ピンに生じる組合せ応力（水流方向） 

フレーム耐震ピンに生じる曲げ応力（水流直角方向） 

フレーム耐震ピンに生じる組合せ応力（水流直角方向） 

アジャストボルトに生じる圧縮応力（鉛直方向） 

部材に生じる水流方向せん断応力＊2 

部材に生じる合成せん断応力＊2 

部材に生じる水流直角方向せん断応力＊2 

部材に生じる鉛直方向せん断応力＊2 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm3 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：Ａｉ，ｄｏｉ，ｎｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ = 1：フレーム取付ボルト 

ｉ = 2：アジャストボルト 

ｉ = 3：尾軸取付ボルト 

＊2：τａｋ，τｂｋ，τｈｋ，τｖｋの添字ｋの意味は，以下のとおりとする。 

ｋ = 1：フレーム取付ボルト 

ｋ = 2：フレーム耐震サポート 

ｋ = 3：フレーム耐震ピン 

ｋ = 4：尾軸取付ボルト 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長さ 
下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2 位＊2 四捨五入 小数点以下第 1 位＊3 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3 位の場合は，小数点以下第 3 位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2 位の場合は，小数点以下第 2 位表示とする。 

＊4：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの

値とする。 

 



 

11 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
5 
R0

 

3. 評価部位 

除じん機の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，波及的影響

を及ぼすおそれのあるフレームに対し，耐震評価上厳しくなるフレーム取付ボルト，フ

レーム耐震サポート，フレーム耐震ピン，アジャストボルト，尾軸取付ボルトについて

実施する。除じん機の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1)除じん機は，フレームを取水槽にフレーム取付ボルト，フレーム耐震サポート，フ

レーム耐震ピン及びアジャストボルトにより固定する。 

(2)地震力は，除じん機に対して，水平方向(水流(Ｘ)方向，水流直角(Ｚ)方向)及び鉛

直方向(鉛直(Ｙ)方向)から個別に作用させる。 

(3)除じん機の質量には，自重のほか，付加質量＊を考慮する。 

(4)フレーム取付ボルトは，水流(Ｘ)方向と鉛直(Ｙ)方向の荷重を支持する構造とする。 

(5)フレーム耐震サポートは，水流(Ｘ)方向及び水流直角(Ｚ)方向の荷重を支持する構

造とする。 

(6)フレーム底部は，フレーム耐震ピンで水流(Ｘ)方向及び水流直角(Ｚ)方向の荷重を

支持し，アジャストボルトで鉛直(Ｙ)方向の荷重を支持する構造とする。 

(7)耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効

果を模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

除じん機の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

除じん機の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 4－3 に示

す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

除じん機の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用い

るものを表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 除じん機 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 除じん機 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆs 1.5・ｆc 1.5・ｆb 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

  

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

フレーム耐震サポート SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

フレーム耐震ピン SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

尾軸取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

 

 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

フレーム耐震サポート SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

フレーム耐震ピン SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 

尾軸取付ボルト SUS304 周囲環境温度 40 205 520 ― 
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4.3 解析モデル及び諸元 

除じん機の解析モデル及び拘束条件を図 4－1，断面番号を図 4－2，フレームの断面

データを表 4－6，フレームの断面形状を図 4－3 に示す。 

解析モデルの概要を以下に示す。なお，図中のＸは水流方向，Ｙは鉛直方向，Ｚは

水流直角方向を示す。また，機器の諸元を本計算書の【除じん機の耐震性についての

計算結果】のその他の機器要目に示す。 

(1) 除じん機のフレームをはり要素でモデル化した三次元ＦＥＭモデルを用いる。 

(2) 拘束条件は，フレーム上部の取付部で，水流(Ｘ)方向，鉛直(Ｙ)方向，水流直角

(Ｚ)方向を並進・回転固定，フレーム中間部のフレーム耐震サポート点で，水流

(Ｘ)方向，水流直角(Ｚ)方向を並進固定・回転自由，鉛直(Ｙ)方向を並進・回転

自由，フレーム底部のフレーム耐震ピン位置で，水流(Ｘ)方向，鉛直(Ｙ)方向，

水流直角(Ｚ)方向を並進固定・回転自由とする。 

(3) 除じん機の質量は，除じん機自身の質量及び付加質量＊を考慮し，付加質量＊は，

フレームの全体にわたって与える。 

(4) 解析コードは，「ＭＳＣ．ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，固有値を求める。なお，評

価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

注記＊：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような

効果を模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 
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図 4－1 解析モデル及び拘束条件 

（Ｘ：水流方向，Ｙ：鉛直方向，Ｚ：水流直角方向を示す。） 
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図 4－2 断面番号 

表 4－6 フレームの断面データ

断面 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次モーメント(mm4) ねじり定数(mm4)Ｊ 

断面二次極モーメント(mm4)Ｉｐ＊ Ｉｙ Ｉz 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

注記＊：断面番号 9 は，断面二次極モーメントの値を示す。 

1

1

1

1

8

1

8
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図 4－3 フレームの断面形状(1/3) 

断面番号 1 

断面番号 2 

断面番号 3 （単位：mm） 
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図 4－3 フレームの断面形状(2/3) 

断面番号 4 

断面番号 5 

断面番号 6 断面番号 7 

（単位：mm） 
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図 4－3 フレームの断面形状(3/3) 

断面番号 8 断面番号 9 

断面番号 10 

（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有周期解析の結果を表 4－7 に示す。固有周期は，0.05 秒以下であり，剛構造で

あることを確認した。また，１次の振動モード図を図 4－4 に示す。 

表 4－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 
固有周期

(s) 

水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 水流方向 水流直角方向 

1 次 水平 ― ― ― 

図 4－4 振動モード図（1 次） 
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4.5 設計用地震力 

除じん機の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－8

に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－9 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直

角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角

方向） 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽エリア 

（スクリーン室）
EL 4.0m＊1

0.05
以下 

― ― ― 
ＣＨ（ＮＳ）

＝3.30＊2

ＣＨ（ＥＷ）

＝2.07＊2

ＣＶ＝ 

1.92＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度  

表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直

角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流 

方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角

方向） 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽エリア 

（スクリーン室）
EL 4.0m＊1

0.05
以下 

― ― ― 
ＣＨ（ＮＳ）

＝3.30＊2

ＣＨ（ＥＷ）

＝2.07＊2

ＣＶ＝ 

1.92＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

フレーム取付ボルト，フレーム耐震サポート及びフレーム耐震ピンの水流方向

の全荷重Ｆａｔ，水流直角方向の全荷重Ｆｈｔ，鉛直方向の全荷重Ｆｖｔの負担割

合を図 4－5 に示す。なお，負担割合はフレーム寸法と各支持点位置による長さ比

を考慮したものである。 

図 4－5 フレーム各支持点での荷重負担 

4.6.1.1 フレーム取付ボルトの計算方法 

図 4－6 に，フレーム取付ボルトの詳細図を示す。 

 

図4－6 フレーム取付ボルト 

フレーム取付ボルト

本(片側 本)/1 台 

，SUS304 

フレーム

ハウジングベース

取水槽 

（単位：mm） 
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①せん断応力１－水流方向

τａ１=
Ｆａｔ

Ａ１×ｎ１
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.1）

ここで，フレーム取付ボルト有効断面積Ａ１及び水流方向の地震時にお

ける全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａ１=
π×ｄｏ１

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ＋Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.5） 

②せん断応力2－鉛直方向

τｖ１=
Ｆｖｔ

Ａ１×ｎ１
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.6）

ここで，鉛直方向の地震時における全荷重Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.7） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ＋Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.8） 

Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.9） 

③せん断応力合成

τｂ１=√τａ１
2
+τｖ１

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.1.10）
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4.6.1.2 フレーム耐震サポ―トの計算方法 

フレーム耐震サポートの評価は，構造が同じなため，荷重が大きい上側の

計算を実施する。図 4－7 に，フレーム耐震サポートの詳細図を示す。 

図 4－7 フレーム耐震サポート  

①せん断応力１－水流方向

τａ２=
Ｆａｔ

Ａａｂ×ｎｂ
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.1）

ここで，フレーム耐震サポート断面積Ａａｂ及び水流方向の地震時におけ

る全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａａｂ=Ｂ×Ｌ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.2） 

Ｆａｔ=Ｆａｗ＋Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量に

よる地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.5） 

②せん断応力2－水流直角方向

τｈ２=
Ｆｈｔ

Ａｈｂ×ｎｂ
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.6）
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ここで，フレーム耐震サポート断面積Ａｈｂ，水流直角方向の地震時にお

ける全荷重Ｆｈｔは以下の式で算出される。 

Ａｈｂ=Ｂ×Ｈ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.7） 

Ｆｈｔ=Ｆｈｗ＋Ｆｈｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.8） 

 

また，水流直角方向の自重による地震時荷重Ｆｈｗ及び水流直角方向の付

加質量による地震時荷重Ｆｈｃは以下の式で算出される。 

Ｆｈｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.9） 

Ｆｈｃ=Ｆｈ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.2.10） 
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4.6.1.3 フレーム耐震ピンの計算方法 

図 4－8 に，フレーム耐震ピンの詳細図を示す。 

図 4－8 フレーム耐震ピン 

①せん断応力１－水流方向

τａ３=
Ｆａｔ

Ａｃ×ｎｃ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.1）

ここで，フレーム耐震ピン断面積Ａｃ及び水流方向の地震時における全

荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａｃ= 
π×Ｄ

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ＋Ｆａｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.3） 

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量

による地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.4） 

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.5） 

②せん断応力2－水流直角方向

τｈ３=
Ｆｈｔ

Ａｃ×ｎｃ
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.6）
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ここで，フレーム耐震ピン断面積Ａｃ及び水流直角方向の地震時におけ

る全荷重Ｆｈｔは以下の式で算出される。 

Ａｃ=
π×Ｄ

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.7）

Ｆｈｔ=Ｆｈｗ＋Ｆｈｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.8） 

また，水流直角方向の自重による地震時荷重Ｆｈｗ及び水流直角方向の

付加質量による地震時荷重Ｆｈｃは以下の式で算出される。 

Ｆｈｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.9） 

Ｆｈｃ=Ｆｈ×ＣＨ(ＥＷ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.10） 

③曲げによる引張応力１－水流方向

σａｂ=
Ｍａ

Ｚ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.11）

ここで，曲げモーメントＭａ及び断面係数Ｚは次式で計算される。 

Ｍａ= 
Ｆａｔ

ｎｃ
×Ｌｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.12） 

Ｚ=
π×Ｄ

3

32
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.13）

④曲げによる引張応力2－水流直角方向

σｈｂ=
Ｍｈ

Ｚ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.14）

ここで，曲げモーメントＭｈ及び断面係数Ｚは次式で計算される。 

Ｍｈ= 
Ｆｈｔ

ｎｃ
×Ｌｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.15） 
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Ｚ=
π×Ｄ

3

32
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.16） 

 

⑤組合せ応力1－水流方向 

σａｂｓ=√σａｂ
2
＋3・τａ３

2
 ・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.17） 

 

⑥組合せ応力2－水流直角方向 

σｈｂｓ=√σｈｂ
2
＋3・τｈ３

2
 ・・・・・・・・・・・・（4.6.1.3.18） 
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4.6.1.4 アジャストボルトの計算方法 

図 4－9 に，アジャストボルトの詳細図を示す。 

図 4－9 アジャストボルト 

①圧縮応力－鉛直方向

σｖｃ=  
Ｆｖｔ

Ａ２×ｎ２
・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.1）

アジャストボルト有効断面積Ａ２，鉛直方向の地震時における全荷重

Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ａ２=
π×ｄｏ２

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.2）

Ｆｖｔ  = Ｆｖｗ＋Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.3） 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量

による地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ＋Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.4） 

Ｆｖｃ  = Ｆｖ×ＣＶ  ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.4.5） 
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4.6.1.5 尾軸取付ボルトの計算方法 

図 4－10 に，尾軸取付ボルトの詳細図を示す。 

図 4－10 尾軸取付ボルト 

①せん断応力１－水流方向

τａ４=
Ｆａｔ

Ａ３×ｎ３
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.1）

ここで，尾軸取付ボルト有効断面積Ａ３及び水流方向の地震時における

全荷重Ｆａｔは以下の式で算出される。 

Ａ３= 
π×ｄｏ３

2

4
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.2）

Ｆａｔ=Ｆａｗ+Ｆａｃ+Ｆａｄ ・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.3）

また，水流方向の自重による地震時荷重Ｆａｗ及び水流方向の付加質量

による地震時荷重Ｆａｃは以下の式で算出される。 

Ｆａｗ=Ｆｗ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.4）

Ｆａｃ=Ｆａ×ＣＨ(ＮＳ) ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.5）

②せん断応力2－鉛直方向

τｖ４=
Ｆｖｔ

Ａ３×ｎ３
・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.6）

フレーム

尾軸取付ボルト 
本(片側 本)/1 台 

，SUS304 

尾軸 
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ここで，尾軸取付ボルト有効断面積Ａ３及び鉛直方向の地震時における

全荷重Ｆｖｔは以下の式で算出される。 

Ａ３= 
π×ｄｏ３

2

4
  ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.7） 

Ｆｖｔ=Ｆｖｗ+Ｆｖｃ ・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.8） 

 

また，鉛直方向の自重による地震時荷重Ｆｖｗ及び鉛直方向の付加質量

による地震時荷重Ｆｖｃは以下の式で算出される。 

Ｆｖｗ=Ｆｗ×ＣＶ+Ｆｗ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.9） 

Ｆｖｃ=Ｆｖ×ＣＶ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.10） 

 

③せん断応力合成 

τｂ４=√τａ４
2
+τｖ４

2
 ・・・・・・・・・・・・・・・（4.6.1.5.11） 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（除じん機）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【除じ

ん機の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 部材の応力評価 

4.6 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組合

せ応力が許容曲げ応力 fｂｍ以下であること。  

 

 基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容圧縮応力  

fｃｍ  
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2





















  

許容せん断応力  

fｓｍ  
 

許容曲げ応力  

fｂｍ  
・1.5

1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

 ･･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合  

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･･････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

 ･･･････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

とする。 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 










＊  

′  

＊  
＊  

′  

＊  
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4.8.2 ボルトの応力評価 

せん断応力τａｋ，τｂｋ，τｈｋ，τｖｋは，せん断力のみを受けるボルトの許容

せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合  

許容せん断応力  

ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

  

＊  
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

除じん機の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認し

た。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

除じん機の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【除じん機の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

除じん機 Ｃ 

取水槽エリア 

（スクリーン室）

EL 4.0＊1

0.05以下 ― ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝3.30＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝2.07＊2 ＣＶ＝1.92＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｂ 
(mm) 

Ｌ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

Ａａｂ 
(mm2) 

Ａｈｂ 
(mm2) 

ｎｂ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム耐震サポート SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｄ 

(mm) 

Ａｃ 

(mm2) 
ｎｃ 

Ｌｃ 

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム耐震ピン SUS304 205 520 205 
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部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｉ 

(mm) 

ｌｋ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

アジャストボルト SUS304 194000 205 520 205 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

尾軸取付ボルト SUS304 205 520 205 

(単位：N) 

荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム荷重（Ｆｗ）

付加荷重（Ｆａ，Ｆｖ，Ｆｈ） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

フレーム取付ボルト

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(鉛直方向) 
2.701×105 

フレーム耐震サポート

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

フレーム耐震ピン

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

曲げ 

(水流方向) 
5.313×105 

曲げ 

(水流直角方向) 
4.351×105 

アジャストボルト
圧縮 

（鉛直） 
2.701×105 

尾軸取付ボルト 

せん断 

(水流方向) 
1.022×105 

せん断 
(鉛直方向) 

2.709×104 

1.3.2 水圧荷重  (単位：N) 

荷重 

水圧荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム水圧
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 0.05以下 

1.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ  ＝ 39 ƒｓｂ ＝ 142 

フレーム耐震
サポート

SUS304 せん断 ― ― τａｋ  ＝ 77 ƒｓｍ ＝ 142 

フレーム耐震ピン SUS304 

せん断 ― ― τａｋ  ＝ 13 ƒｓｍ ＝ 142 

曲げ ― ― σａｂ  ＝ 90 ƒｂｍ ＝ 246 

組合せ ― ― σａｂｓ＝ 92 ƒｂｍ ＝ 246 

アジャストボルト SUS304 圧縮 ― ― σｖｃ  ＝ 39 ƒｃｍ ＝ 244 

尾軸取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ  ＝ 36 ƒｓｂ ＝ 142 

すべて許容応力以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

フレーム材料物性

材質 
使用温度 

(℃) 

Ｅ 

（MPa） 
ν 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

SS400 40℃以下 202000 0.30 245 400 

SUS304 40℃以下 194000 0.30 205 520 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

（水流方向） 

水平方向 

設計震度 

（水流直角方向） 

鉛直方向 

設計震度 

除じん機 ― 

取水槽エリア 

（スクリーン室）

EL 4.0＊1

0.05以下 ― ― ― ＣＨ（ＮＳ）＝3.30＊2 ＣＨ（ＥＷ）＝2.07＊2 ＣＶ＝1.92＊2 40 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

2.2 機器要目 

部材 材質 
ｄｏｉ 
(mm) 

Ａｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム取付ボルト SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｂ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

Ａａｂ 

(mm2) 

Ａｈｂ 

(mm2) 
ｎｂ 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム耐震サポート SUS304 205 520 205 

部材 材質 
Ｄ 

(mm) 

Ａｃ 

(mm2) 
ｎｃ 

Ｌｃ 

(mm) 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム耐震ピン SUS304 205 520 205 
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部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｉ 

(mm) 

ｌｋ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

アジャストボルト SUS304 194000 205 520 205 

部材 材質 
ｄｏｉ 

(mm) 

Ａｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙ

(MPa) 
Ｓｕ

(MPa) 
Ｆ ＊

(MPa) 

尾軸取付ボルト SUS304 205 520 205 

(単位：N) 

荷重(N) 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム荷重（Ｆｗ）

付加荷重（Ｆａ，Ｆｖ，Ｆｈ） 



44
 

S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-15 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

フレーム取付ボルト

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(鉛直方向) 
2.701×105 

フレーム耐震サポート

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

フレーム耐震ピン

せん断 

(水流方向) 
5.313×105 

せん断 

(水流直角方向) 
4.351×105 

曲げ 

(水流方向) 
5.313×105 

曲げ 

(水流直角方向) 
4.351×105 

アジャストボルト
圧縮 

（鉛直） 
2.701×105 

尾軸取付ボルト 

せん断 

(水流方向) 
1.022×105 

せん断 
(鉛直方向) 

2.709×104 

2.3.2 水圧荷重  (単位：N) 

荷重 

水圧荷重 

水流（Ｘ）方向 鉛直（Ｙ）方向 水流直角（Ｚ）方向 

フレーム水圧
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s)

方向 固有周期 

水平方向 

鉛直方向 0.05以下 

2.4.2 応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ  ＝ 39 ƒｓｂ ＝ 142 

フレーム耐震
サポート

SUS304 せん断 ― ― τａｋ  ＝ 77 ƒｓｍ ＝ 142 

フレーム耐震ピン SUS304 

せん断 ― ― τａｋ  ＝ 13 ƒｓｍ ＝ 142 

曲げ ― ― σａｂ  ＝ 90 ƒｂｍ ＝ 246 

組合せ ― ― σａｂｓ＝ 92 ƒｂｍ ＝ 246 

アジャストボルト SUS304 圧縮 ― ― σｖｃ  ＝ 39 ƒｃｍ ＝ 244 

尾軸取付ボルト SUS304 せん断 ― ― τｂｋ  ＝ 36 ƒｓｂ ＝ 142 

すべて許容応力以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

フレーム材料物性

材質 
使用温度 

(℃) 

Ｅ 

（MPa） 
ν 

Ｓｙ

(MPa) 

Ｓｕ

(MPa) 

SS400 40℃以下 202000 0.30 245 400 

SUS304 40℃以下 194000 0.30 205 520 
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Ⅵ-2-11-2-7-16 タービン補機海水ストレーナの耐震性についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」の

耐震評価方針に基づき，下位クラス施設であるタービン補機海水ストレーナ（Ｃクラス施設）が

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，隣接

している上位クラス施設である循環水系配管（ポンプ出口～タービン建物外壁）に対して，波及

的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

タービン補機海水ストレーナは，取水槽に設置されている。タービン補機海水ストレーナは，

図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である循環水系配管（ポンプ出口～タービ

ン建物外壁）に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，循環水系配管（ポ

ンプ出口～タービン建物外壁）に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。

図 2－1 タービン補機海水ストレーナと上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

タービン補機海水ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

胴をスカートで支持し，

スカート下端及び底板

（下）は溶接で 4 枚のベ

ースプレートに接続さ

れ，ベースプレートは基

礎ボルトで基礎に据え付

ける。 

 

 

たて置円筒形 

（4 枚のベースプレー

トを有するスカート支

持たて置円筒形容器） 

 

基礎 

（単位：mm） 

φ1400 

35
13
 

スカート 

ベースプレート 
基礎ボルト 

底板（下） 

（側面図） （平面図） 

胴板 

カバー 

底板（上） 

基礎ボルト 

スカート 

底板（下） 

ベースプレート 
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2.3 評価方針 

タービン補機海水ストレーナの応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下

位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.2 構造計画」にて示すタービン補機海水ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて

設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応

力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

タービン補機海水ストレーナの耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 タービン補機海水ストレーナの耐震評価フロー 

  

設計用地震力 

理論式による固有周期 

計算モデルの設定 

 

地震時における応力 

タービン補機海水ストレーナの 

構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明  

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm2 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂm 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃm 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔm スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 
MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１ 重心と引張を受けるボルト間の水平方向距離 mm 

２ 重心と転倒支点となるボルト間の水平方向距離 mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 引張力を受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｑｂ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 
水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる 

軸方向応力 
MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。  
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3. 評価部位 

タービン補機海水ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

タービン補機海水ストレーナの転倒により，上位クラス施設が損傷することを防止するために，

支持機能に関連するもののうち，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。タービン補

機海水ストレーナの耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

タービン補機海水ストレーナの固有周期の計算方法を以下に示す。計算に当たってはスカー

ト支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を準用する。 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器はスカートで支持され，スカート下端及び底板（下）と接続したベースプレートを

基礎ボルトで基礎に固定しており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. スカート部材には，開口部はない。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・3・・3・ ・( 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋ 






 





ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋


   ····························  (4.1.1) 

 

ここで，胴及びスカートの断面性能は次のように求める。 
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胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

Ｉ＝  3 
ｉ

π
   ·····································  (4.1.2) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π    ·······························  (4.1.3) 

スカートの断面性能は次式で求める。 

ssss ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
8

＝Ｉ
 3 π

  ······································  (4.1.4) 

sssse )・ｔ＋ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ π    ·······························  (4.1.6) 

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π    ··········································  (4.1.7) 
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(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは，次式で求める。 










ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝Ｋ

   ·····························  (4.1.8) 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ    ····································  (4.1.9) 

ｓｓｓｓ ・ｔ)＋ｔ(Ｄ・π＝Ａ   ···································  (4.1.10) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2   ···········································  (4.1.11) 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ストレーナの耐震性に

ついての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

  表 4－1 固有周期 （単位：s） 

水平 

鉛直 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～e.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。また，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

 

 

図5－1 概要図 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

タービン補機海水ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

タービン補機海水ストレーナの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

タービン補機海水ストレーナの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 5－3に示す。
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-16 R1 

 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 タービン補機海水ストレーナ Ｃ －
＊
 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

引張 座屈＊3 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ ＊ 

1.5・fb， 

1.5・fｓ 

又は 1.5・fc 

1.5・fｔ ＊ 1.5・fｓ ＊ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-16 R1 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

スカート 
SS41＊ 

(厚さ≦16mm) 
周囲環境温度 40 245 400 ― 

基礎ボルト 
SS41＊ 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 40 235 400 ― 

注記＊：SS400相当 
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5.3 設計用地震力 

タービン補機海水ストレーナの設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

取水槽 

EL 1.1＊1 
― ― ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝1.26＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

タービン補機海水ストレーナは，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計算書作成の方法」に記載

のスカート支持たて置円筒形容器と類似の構造であるため，Ⅵ-2-1-14「機器・配管系の計

算書作成の方法 添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作

成の基本方針」を準用して評価を実施する。ただし，本設備の基礎ボルトは基本方針によ

らないことから，「5.4.1.2 基礎ボルトの計算方法」に記載の方法により評価を実施する。 

 

5.4.1.1 スカートの計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

               σｓ１＝
ｍ０・g

π・（Ｄｓ + ｔｓ）・ｔｓ

 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  (5.4.1.1.1) 

               σｓ３＝
ｍ０・g・ＣＶ

π・（Ｄｓ + ｔｓ）・ｔｓ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.4.1.1.2) 

  

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向応

力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

 

)＋ｔ (Ｄ
4

π
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝σ

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ２

  ·············  (5.4.1.1.3) 

             τｓ＝
2・ＣＨ・ｍ０・g

π・（Ｄｓ+ｔｓ）・ｔｓ
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.4.1.1.4) 

        ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ······················  (5.4.1.1.5) 

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

2 2 2 
３

 2 
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ·······  (5.4.1.1.6) 
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5.4.1.2 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図 5－2でボルト列を支点とする転倒を考え，これ

を片側の最外列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

  

図5－2 転倒モーメントによる引張荷重の計算モデル 

 

引張力 

Ｆｂ＝
ｍ０・g・√(ＣＨ・(S＋))

2
+ (ＣＶ・２)

2
− ｍ０・g・２

ｎｆ・（１＋２）
 

               ·········································· (5.4.1.1.7) 

   引張応力 

ｂ

ｂ
ｂ

Ａ

Ｆ
σ ＝    ·········································  (5.4.1.1.8) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

2 
ｄ＝ ・ 

4

π
Ａｂ   ·······································  (5.4.1.1.9) 

 

(2) せん断応力 

   基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ＝ＣＨ・ｍ０・g  ·································  (4.3.1.1.10) 

せん断応力 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

Ｑ
τ ＝   ·····································  (4.3.1.1.11)   
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5.5 計算条件 

   応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【タービン補機海水ストレーナの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 スカートの応力評価 

(1) 5.4.1.1項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔm以下であること。 

ただし，ƒｔmは下表による。 
 

 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔm 
1.5

1.5
・ 

Ｆ  
 

 

 (2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。 

（座屈の評価） 

      
η・ (σｓ１ + σｓ２)

ƒｃm
+

η・σｓ３

ƒｂm
≦1 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (5.6.1.1)

 

 ここで， 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 より，ƒｃｍは次による。 























Ｆ

8000・
Ｆ－φ  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  １ｃｍ

g

g
 f 













Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g
 

 ····························  (5.6.1.2) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 

 

φ１(ｘ）＝0.6・
Ｅｓ

ｘ
・ [1－0.901・{1-ｅｘｐ(－

1

16
・√ｘ)}]  ‥‥ (5.6.1.3) 

また，ƒｂｍは次による。 























Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・ ２ｂｍ

g

g
         f 













Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
    

＊  
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 ····························  (5.6.1.4) 

ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 

φ２(ｘ）＝0.6・
Ｅｓ

ｘ
・ [1－0.731・{1-ｅｘｐ(－

1

16
・√ｘ)}]  ‥‥ (5.6.1.5) 

ηは安全率で次による。 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
   ················  (5.6.1.6) 
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5.6.2 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·····················  (5.6.2.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ  
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

  

＊  

＊  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

タービン補機海水ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有することを確認し

た。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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Ａ－Ａ矢視図 

【タービン補機海水ストレーナの耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン補機海水ストレーナ Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1 
― ― ＣＨ＝1.67＊2 ＣＶ＝1.26＊2 40 40 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｄｓ

(mm) 

ｔｓ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓ

(MPa) 

12300 6800 1400 14.0 1400 14.0 201000＊1 201000＊2 77300＊1 77300＊2 

ｄ

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) Ｆｂ(N) Ｑｂ(N) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

30 

(M30) 
706.9 ― 3.652×108 ― 1.222×105 ― 2.014×105 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

(mm) 

ｓ

(mm) 
ｎ ｎｆ

１

(mm) 

２

(mm) 

1638 175 4 2 619 619 

Ｓｙ(スカート) 
(MPa) 

Ｓｕ(スカート) 
(MPa) 

Ｆ

＊

(スカート) 

(MPa) 

245＊2 

（厚さ≦16mm） 

400＊2 

（厚さ≦16mm） 
280 

Ｓｙ(基礎ボルト) 

(MPa) 

Ｓｕ(基礎ボルト) 

(MPa) 
Ｆ

＊

(基礎ボルト) 
(MPa) 

235＊2 

（16mm＜径≦ 

40mm） 

400＊2 

（16mm＜径≦ 

40mm） 

280 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 転倒方向

 ｍ０･g 

s


1 ２

（単位：mm） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 スカートに生じる応力  (単位：MPa)  1.3.2 基礎ボルトに生じる応力  (単位：MPa) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

応力 組合せ応力 応力 組合せ応力 

運転時質量による応力 ― 

― 

σｓ１＝ 2 

σｓ＝22

引張応力 ― σｂ＝173 

鉛直方向地震による応力 ― σｓ３＝ 3 せん断応力 ― τｂ＝ 72 

水平方向地震

による応力 

曲げ ― σｓ２＝ 17 

せん断 ― τｓ  ＝ 7 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期   (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ＝ 

鉛直方向 ＴＶ＝ 

1.4.2 応力   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

スカート SS41＊1 

(厚さ≦16mm) 

組合せ ― ― σｓ＝ 22 ƒｔｍ＝ 280 

圧縮と曲げ 

の組合せ 

(座屈の評価) 

― 

― 0.09（無次元） 

基礎ボルト 
SS41＊1 

(16mm＜径

≦40mm) 

引張 ― ― σｂ＝173 ƒｔｓ＝ 180＊2 

せん断 ― ― τｂ＝ 72 ƒｓｂ＝ 161 

注記＊1：SS400相当 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。   

ƒ b m 
+ 
η・ σ s2 η・ （ σ s1 + σ s3 ） 

ƒ c m
≦ 1 
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Ⅵ-2-11-2-7-17 廃棄物処理建物排気処理装置の耐震性 

についての計算書 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である C-廃棄物処理建物排気処理装置（Ｃクラス施

設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認すること

で，隣接している上位クラス施設である高圧原子炉代替注水ポンプ用電路に対して，波及的影響

を及ぼさないことを説明するものである。 

2. 一般事項

2.1 配置概要 

C-廃棄物処理建物排気処理装置は，廃棄物処理建物 4階に設置されている。C-廃棄物処理建

物排気処理装置は，図 2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である高圧原子炉代

替注水ポンプ用電路に隣接していることから，地震時に本機器が転倒した場合は，高圧原子炉

代替注水ポンプ用電路に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

図 2－1 C-廃棄物処理建物排気処理装置と上位クラス施設の位置関係図 

2.2 構造計画 

C-廃物処理建物排気処理装置の構造計画を表 2－1に示す。



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-17 R1 

2
 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

C-廃棄物処理建物排

気処理装置は基礎ボ

ルトで基礎に据え付

ける。 

粒子用高効率フィ

ルタ（形鋼骨組及

び鋼板外板による

溶接構造） 

（単位：mm） 

（正面図） （側面図） 

基礎 基礎ボルト 

粒子用高効率フィルタ 



 

3 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-
11

-2
-7
-1
7 
R1
 

2.3 評価方針 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.2 構造計画」にて示す C-廃棄物処理建物排気処理装置の部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の耐震評価フローを図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 C-廃棄物処理建物排気処理装置の耐震評価フロー 

 

計算モデルの設定 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

C-廃棄物処理建物排気処理 

装置の構造強度評価 
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 

Ａｅ 

Ａｖ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅ 

Ｆ ＊ 

Ｆ 

Ｆｂ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

 

Ｇ 

g 

ｈ 

Ｉ 

ＫＨ 

ＫＶ 

１ 

２ 

1ｉ 

 

Ｍｆ 

 

Ｍｓ 

ｍ 

ｎ 

ｎｆｉ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

 

ボルトの軸断面積 

有効せん断断面積 

鉛直方向断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

せん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面から重心までの距離 

断面二次モーメント 

水平方向ばね定数 

鉛直方向ばね定数 

重心とボルト間の水平方向距離＊1 

重心とボルト間の水平方向距離＊1 

評価上引張力を受けるとして期待する，支点からｉ番目の  

ボルト間の距離＊2 

各ボルトに作用する引張力と支点との距離から算出したモー

メントの総和 

地震力によりボルトに作用する転倒モーメント 

運転時質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊2 

ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

N/m 

N/m 

mm 

mm 

mm 

 

N・m 

 

N・m 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊1：１≦２   

＊2：1ｉ 及びｎfｉ の添字 i の意味は，ボルト列番号とする。 

 

2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。C-廃棄物処理建物排気処理装置の耐震評価

部位については，表2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. C-廃棄物処理建物排気処理装置の質量は重心に集中するものとする。 

b. C-廃棄物処理建物排気処理装置は基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

d. C-廃棄物処理建物排気処理装置は，図 4－1に示す下端固定の 1質点系振動モデルとし

て考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ＫＨ＝
1000

ｈ3

3・Ｅ・Ｉ
＋

ｈ

Ｇ・Ａe
 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

ＴＨ＝2・π・√
ｍ

ＫＨ
 

 

 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.2） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.1） 
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(3) 鉛直方向固有周期

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。

Ｋｖ＝
1000

ｈ

Ｅ・Ａｖ

したがって，固有周期ＴＶは次式で求める。 

ＴＶ＝2・π・√
ｍ

ＫＶ
 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【C-廃棄物処理建物排気処理装置の耐震

性についての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構

造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期   （単位：s） 

水平 

鉛直 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.4）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （4.1.3）
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

   4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力はC-廃棄物処理建物排気処理装置に対して水平方向及び鉛直方向から作用するもの 

とする。 

(2) 転倒方向は図5－1及び図5－2における短辺方向及び長辺方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(3) 水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－3に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 
C-廃棄物処理建物 

排気処理装置 
Ｃ  ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 
1.5・ｆｔ ＊  1.5・ｆｓ ＊  

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5－3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS41＊ 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 211 394 ― 

注記＊：SS400相当 
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5.3 設計用地震力 

廃棄物処理建物排気処理総理の設計用地震力のうち重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表5－4に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

廃棄物 
処理建物 
EL 32.0 

（EL 37.5＊1）

― ― ＣＨ＝2.69＊2 ＣＶ＝1.76＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ） 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

ボルトの応力は地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力とせ

ん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（短辺方向転倒の場合） 

 

ボルトに働く引張力 
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図 5－2 計算モデル（長辺方向転倒の場合） 

 

  

ボルトに働く引張力 
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(1) 引張応力 

引張力 

ボルトに対する引張力は，図 5－1及び図 5－2でボルト端列を支点とし，各ボルトに働

く力は支点からの距離に比例するものとして，モーメントの釣り合い式より求める。 

各ボルトの引張力により発生するモーメントの総和は，次式により求める。 

Ｍｆ＝∑Ｆ１ｉ・ｎｆｉ・１ｉ    ································· （5.4.1.1） 

 

  ＝     ・ ∑         ······························ （5.4.1.2） 

 

一方，図 5－1及び図 5－2から地震力により発生する転倒モーメントは次のようにな

る。 

 

Ｍｓ＝ｍ・g・  （ＣＨ・ｈ）＋（Ｃｖ・ 2）－ｍ・g・ 2 

                             ··················· （5.4.1.3） 

ボルトに発生する引張力は，転倒支点から最も遠いボルトの引張力（Ｆ１１）が最大と

なるため，当該ボルトを評価対象とする。この時，評価対象に発生するボルト 1本当た

りの引張力をＦ１１＝Ｆｂとし，Ｆｂは次式により求める。 

   

 

引張応力 

Ｆｂ 

Ａｂ 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ＝ ＣＨ・ｍ・g  ·································· （5.4.1.7） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ 

            ｎ・Ａｂ 

σｂ＝
 

τｂ＝
 

Ａｂ＝
 

・ｄ２
 

２ 

 

Ｍｓ・１１  

 ２ 

 

１ｉ  ・ｎｆｉ    
 Ｆｂ＝  

 

２ 

 

Ｎ 

 

ｉ=ｎ

 

ｉ=１

 

１１
 １ｉ

 Ｎ 

 
２ 

 

１１ 

 ｆｉ
 Ｆ

 

・ｎ 

∑     
 

ｉ=１

 

Ｎ 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （5.4.1.8） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （5.4.1.6） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （5.4.1.5） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （5.4.1.4） 
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5.5 計算条件 

  5.5.1 ボルトの応力計算条件 

ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【C-廃棄物処理建物排気処理装置

の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下である

こと。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ····················· （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。 
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

C-廃棄物処理建物排気処理装置の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 



S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-17 R1 

19

1
1

19
 

【C-廃棄物処理建物排気処理装置の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備

1.1 設計条件

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅱ（基礎地震動Ｓｓ） 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

h 

(mm) 
d

(mm) 

１＊1

(mm) 

２＊1

(mm) 
ｎ 

基礎ボルト 23 

部材 
１１＊1

(mm)

１２＊1

(mm)

１３＊1

(mm)

１４＊1

(mm)

１５＊1

(mm)

１６＊1

(mm)

１７＊1

(mm)

１８＊1

(mm)

基礎ボルト 

部材 ｎｆ１＊1 ｎｆ２＊1 ｎｆ３＊1 ｎｆ４＊1 ｎｆ５＊1 ｎｆ６＊1 ｎｆ７＊1 ｎｆ８＊1

基礎ボルト 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

C-廃棄物処理建物

排気処理装置
Ｃ 

廃棄物処理建物 

EL 32.0 

（EL 37.5＊1）

― ― ＣＨ＝2.69＊2 Ｃｖ＝1.76＊2 ― 50 
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部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 
地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
211＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
394＊2 

(40mm＜径≦100mm) 
― 253 ― 短辺 

Ｅ(MPa) Ｇ(MPa) Ｉ(mm4) Ａｅ(mm2) Ａｖ(mm2) 

注記＊1：ボルトにおける上段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力   (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト － － 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：ｓ） 

方向 固有周期 

水 平 方 向 ＴＨ＝

鉛 直 方 向 ＴＶ＝

1.4.2 ボルトの応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS41 
引張 － － σｂ＝113 ƒｔｓ＝130＊ 

せん断 － － τｂ＝ 85 ƒｓｂ＝146 

注記＊：ƒｔｓ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 
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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である循環水ポンプ渦防止板（Ｃクラ

ス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認することで，隣接している上位クラス施設である原子炉補機海水ポンプ（以下「ＲＳ

Ｗポンプ」という。）及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下「ＨＰＳＷポンプ」と

いう。）に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項

2.1 配置概要 

循環水ポンプ渦防止板は，取水槽に設置されている。循環水ポンプ渦防止板は，図

2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設であるＲＳＷポンプ及びＨＰＳＷポ

ンプに隣接していることから，地震時に鋼板が損傷して脱落した場合は，ＲＳＷポン

プ及びＨＰＳＷポンプに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

図 2－1 循環水ポンプ渦防止板と上位クラス施設の位置関係図  

2.2 構造計画 

循環水ポンプ渦防止板の構造計画を表 2－1 に示す。 

循環水ポンプ 

渦防止板 

ＲＳＷポンプ 

ＨＰＳＷポンプ 
ＨＰＳＷポンプ 

ＲＳＷポンプ 

取水槽 

循環水ポンプ 
渦防止板 

タービン建物

（平面図） 

（取水槽断面図） 

循環水ポンプ 

循環水ポンプ 
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表 2－1 構造計画（1/2） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

鋼板は取付ボルト①で

支持梁に固定され，支

持梁は取付ボルト②で

ブラケットに固定され

る。ブラケットは基礎

ボルトで取水槽壁に据

え付ける。 

鋼板，支持梁，ブラケ

ット，取付ボルト及

び基礎ボルトにより

構成する。 

端部詳細（A－A 矢視図） 

支持梁 

ブラケット 

鋼板 

基礎ボルト 
A 

A 

取付ボルト① 

鋼板 

支持梁 

基礎ボルト  

(ケミカルアンカ)

ブラケット  

取付ボルト② 

（断面図）  

循
環
水
ポ
ン
プ
（
中
心
）

取
水
槽
壁

通常時水位 

（EL-1100） 

（単位：mm） 

NS 方向 

UD 方向 
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表 2－1 構造計画（2/2） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

（正面図） 

鋼板 

ブラケット  

支持梁 

（単位：mm） 

：鋼板 

EW 方向 

UD 方向 
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2.3 評価方針 

循環水ポンプ渦防止板の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

に基づき，「2.2 構造計画」にて示す循環水ポンプ渦防止板の部位を踏まえ「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく

設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

循環水ポンプ渦防止板の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

なお，通常時水位において，表 2－1 に示すとおり循環水ポンプ渦防止板は一部が気

中に位置するが，大部分は没水しているため，耐震評価においては全て没水している

として評価を実施する。 

 

図 2－2 循環水ポンプ渦防止板の耐震評価フロー 

設計用地震力  

計算モデルの設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力  

循環水ポンプ渦防止板の  

構造強度評価  
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）

・機械工学便覧（（社）日本機械学会）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａａｂ 

ＡＢ 

ＡＢＲ 

Ａｂ1

Ａｂ2 

ＡＷＢｊ

ＡＷＢＲｊ

ＡＷＰ 

ＣＤ 

ＣＨｉ 

ＣＶ 

Ｅ 

ｅ 

Ｆ ＊

ＦＨ

ＦＶ 

g 

ＩＢｉ 

ＩＢＲｉ 

ｋｉ

ｋＢｉ

ｋＢＲｉＡ

ｋＢＲｉＲ

ＬＢ 

ＬＢＲ 

ＬＣ 

ＬＬ 

ＬＵ

Ｌｇｈ 

Ｌｇｖ

ＬＰ

基礎ボルトの呼び径断面積 

支持梁の断面積 

ブラケットの断面積 

取付ボルト①の呼び径断面積 

取付ボルト②の呼び径断面積 

支持梁のせん断断面積＊2 

ブラケットのせん断断面積＊2 

鋼板のせん断断面積 

抗力係数 

水平方向設計震度＊1 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

ブラケットと鋼板の芯間距離 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

循環水ポンプ渦防止板に作用する単位面積当たりの水平

地震荷重 

循環水ポンプ渦防止板に作用する単位面積当たりの鉛直

地震荷重 

重力加速度（＝9.80665） 

支持梁の断面２次モーメント＊1 

ブラケットの断面２次モーメント＊1 

循環水ポンプ渦防止板のばね定数＊1

支持梁の圧縮・引張に対するばね定数＊1 

ブラケットの圧縮・引張に対するばね定数＊1 

ブラケットに作用するモーメントに対する並進ばね 

定数＊1 

支持梁の支持点間長さ 

ブラケットの長さ 

鋼板の支持点間長さ 

鋼板の下側はね出し長さ 

鋼板の上側はね出し長さ 

評価上水平方向引張力を受けるとして期待する基礎ボル

ト間距離

評価上鉛直方向引張力を受けるとして期待する基礎ボル

ト間距離

鋼板の幅 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

－ 

MPa 

mm 

MPa 

N/mm2 

N/mm2

m/s2 

mm4 

mm4 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 
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記号 記号の説明 単位 

ｍ1 

ｍ11ｉ

ｍＢ 

ＭＢｊ 

ＭＢＲｊ 

ＭＰ 

Ｎａｂ 

Ｎｂ1

Ｎｂ2 

ｎａｂ 

ｎａｈ 

ｎａｖ 

ｎｂ1 

ｎｂ2

Ｑａｂ 

ＱＢｊ 

ＱＢＲｊ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

ＱＰ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｔｓｉ 

ｔＰ

ｖｃ

ｗＰｋ

ｗＢj 

ｗＦ 

ＺＢｊ 

ＺＢＲｊ

ＺＰ

支持梁1本が負担する循環水ポンプ渦防止板（鋼板，支持

梁，ブラケット）の質量 

支持梁1本が負担する循環水ポンプ渦防止板に対する水の

付加質量＊1

支持梁の単位長さ当たりの質量（ブラケット質量含む） 

支持梁に生じる曲げモーメント＊2 

ブラケットに生じる曲げモーメント＊2 

鋼板に生じる曲げモーメント 

基礎ボルトに生じる引張力 

取付ボルト①に生じる引張力 

取付ボルト②に生じる引張力 

基礎ボルトの本数 

評価上水平方向引張力を受けるとして期待する基礎ボル

トの本数

評価上鉛直方向引張力を受けるとして期待する基礎ボル

トの本数

取付ボルト①の本数 

取付ボルト②のブラケット１体当たりの本数 

基礎ボルトに生じるせん断力 

支持梁に生じるせん断力＊2 

ブラケットに生じるせん断力＊2 

取付ボルト①に生じるせん断力 

取付ボルト②に生じるせん断力 

鋼板に生じるせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

固有周期＊1 

鋼板の厚み 

循環水ポンプ運転時の水平方向（ＮＳ方向）の取水槽内流

速 

鋼板に作用する単位長さ当たりの荷重＊3 

支持梁に作用する単位長さ当たりの荷重＊2 

循環水ポンプ運転時の単位面積当たりの流体力 

支持梁の断面係数＊2 

ブラケットの断面係数＊2

鋼板の断面係数 

kg 

kg 

kg/mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N 

N 

N 

本 

本 

本 

本 

本 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

s 

mm 

m/s 

N/㎜ 

N/㎜ 

N/㎜2 

mm3 

mm3

mm3
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記号 記号の説明 単位 

γ 

θ 

θ1 

π 

ρ 

ρＡ 

σａｂ 

σＢ12 

σＢＣ 

σＢｊ 

σＢＲ12 

σＢＲＣ 

σＢＲｊ

σｂ1 

σｂ2 

σＰＣ

σＰ 

τａｂ 

τＢ12 

τＢｊ 

τＢＲ12 

τＢＲｊ 

τｂ1 

τｂ2

τＰ

鋼材の密度 

鋼板の取付角度 

支持梁の取付角度 

円周率 

海水密度 

支持梁1本が負担する質量（ｍ 1及びｍ11ｉ）を支持梁の質量

とした場合の見掛けの支持梁の密度 

基礎ボルトに生じる引張応力 

支持梁に生じる組合せ曲げ応力 

支持梁に生じる組合せ応力

支持梁に生じる曲げ応力＊2 

ブラケットに生じる組合せ曲げ応力 

ブラケットに生じる組合せ応力 

ブラケットに生じる曲げ応力＊2 

取付ボルト①に生じる引張応力 

取付ボルト②に生じる引張応力 

鋼板に生じる組合せ応力 

鋼板に生じる曲げ応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

支持梁に生じる組合せせん断応力 

支持梁に生じるせん断応力＊2 

ブラケットに生じる組合せせん断応力 

ブラケットに生じるせん断応力＊2 

取付ボルト①に生じるせん断応力 

取付ボルト②に生じるせん断応力 

鋼板に生じるせん断応力 

kg/mm3

° 

° 

－ 

kg/m3

kg/mm3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

i＝1：ＮＳ方向 

i＝2：ＥＷ方向 

i＝3：ＵＤ方向 

＊2：添字 j の意味は，以下のとおりとする。 

j＝1：支持梁又はブラケットの強軸方向 

j＝2：支持梁又はブラケットの弱軸方向 

＊3：添字 k の意味は，以下のとおりとする。 

k＝1：鋼板の面外方向 

k＝2：鋼板の面内高さ方向 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位

循環水ポンプ渦防止板の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

波及的影響を及ぼすおそれのある循環水ポンプ渦防止板に対し，耐震評価上厳しくなる

鋼板，支持梁，ブラケット，取付ボルト（①及び②）及び基礎ボルトについて実施する。

循環水ポンプ渦防止板の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

循環水ポンプ渦防止板の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

a. 循環水ポンプ渦防止板はブラケットによる支持のため，図 4－1 に示すように単

純梁モデルにて水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向の固有周期を算定する。また，

剛性は支持梁のみ考慮する。水平方向（ＥＷ方向）のばね定数はブラケットと支

持梁の偏心を考慮した１質点系モデルにて算定する。質点位置は鋼板の重心位置

とする。 

b. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

c. 固有周期の算出には水の付加質量＊を考慮する。付加質量は形状によって決ま

り，軸方向により断面形状が異なることから，軸方向ごとに算出する。 

注記＊：機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模擬し

た質量 
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図 4－1 固有周期の計算モデル 

鋼板，支持梁等の質量 

（2 本の支持梁で全質量を負担するた

め，支持梁 1 本当たりの質量とする） 

支持梁 

ブラケット 

鋼板  

振動方向 

（ＮＳ，ＵＤ） 

Ａ－Ａ矢視図  

Ｂ－Ｂ矢視図  

支持梁 

ブラケット ブラケット 

鋼板  
鋼板，支持梁等の質量 

（2 本の支持梁で全質量を負担し，支持梁の両

端で支持梁 1 本当たりの質量を支持するた

め，支持梁 1 本当たりの質量の 1/2 とする） 

振動方向 

（ＥＷ） 

ｅ  

ＬＢＲ

支持梁  

ブラケット  

鋼板  

Ａ－Ａ矢視図  

（正面図） 

ＵＤ方向  

ＥＷ方向  

ＵＤ方向  

ＮＳ方向  

Ａ

Ａ

Ｂ  

Ｂ  

（断面図） 

Ｌ
Ｂ

Ｌ
Ｂ



13 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
8 
R0
 

(2) 固有周期

循環水ポンプ渦防止板の固有周期ＴＳｉは次式より求める。

なお，ρＡ･ＡＢ･ＬＢ＝ｍ1＋ｍ11ｉ及びλｎ＝π（1 次モード）となるため，

Ｔ
Ｓｉ

＝
2∙π∙Ｌ

Ｂ

2

λ
n

2 √
ρ

Ａ
∙Ａ

Ｂ

103∙Ｅ∙Ｉ
Ｂｉ

＝
2

π
√

(ｍ
1
＋ｍ

11i
)∙Ｌ

Ｂ

3

103∙Ｅ∙Ｉ
Ｂｉ

（ｉ＝1,3）  ····················· （4.1.1） 

Ｔ
Ｓｉ

＝2π√
ｍ

1
＋ｍ

11i

2∙103∙ｋｉ
（ｉ＝2） ······························  （4.1.2）

水平方向（ＥＷ方向）（ｉ＝2）のばね定数は図 4－2 に示すとおり，次式より求め

る。 

図 4－2 水平方向（ＥＷ方向）のばねモデル 

ｋ
ｉ
＝ 1 (

1

ｋ
Ｂｉ

＋
1

ｋ
ＢＲｉＡ

＋
1

ｋ
ＢＲｉＲ

)⁄  ······················ （4.1.3）

ここで，各ばね定数は以下により求める。 

ｋ
Ｂｉ

＝
2∙Ｅ∙Ａ

Ｂ

Ｌ
Ｂ

········································ （4.1.4）

ｋ
ＢＲｉＡ

＝
Ｅ∙Ａ

ＢＲ

Ｌ
ＢＲ

 ········································· （4.1.5）

ｋ
ＢＲｉＲ

＝
2∙Ｅ∙Ｉ

ＢＲｉ

Ｌ
ＢＲ

∙ｅ
2 ····································· （4.1.6）

支持梁の圧縮ばね（ｋＢｉ）  

ブラケットの圧縮ばね（ｋＢＲｉＡ） 

ブラケットに作用するモーメントに対する 
並進ばね（ｋＢＲｉＲ）  
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプ渦防止板の耐震性

についての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直

方向の 1 次固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，水

平方向（ＥＷ方向）の固有周期は 0.05 秒以下であり剛構造であることを確認した。 

なお，水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向については，2 次モード以降で有意な刺激

係数をもつ固有周期は 0.05 秒以下であることから，高次の影響は軽微である。 

表 4－1 固有周期 

水平方向（ＮＳ方向） 

水平方向（ＥＷ方向） 

鉛直方向 

（単位：s） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法  

4.1(1)項 a.～c.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，循環水ポンプ渦防止板に対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作

用させる。ここで，水平方向地震力は，ＮＳ方向に作用する場合とＥＷ方向に作用

する場合を考慮する。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合

せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(2) 循環水ポンプ渦防止板には，同ポンプ運転に伴い発生する流速による流体力を考

慮する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

循環水ポンプ渦防止板の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 5－2 に示す。 

5.2.2 許容応力 

循環水ポンプ渦防止板の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 5－3 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

循環水ポンプ渦防止板の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5

－5 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 循環水ポンプ渦防止板 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 循環水ポンプ渦防止板 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

せん断 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆｂ ＊ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

鋼板 周囲環境温度 40 175 480 

支持梁 周囲環境温度 40 175 480 

ブラケット 周囲環境温度 40 175 480 

取付ボルト（①，②） 周囲環境温度 40 175 480 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 175 480 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

鋼板 周囲環境温度 40 175 480 

支持梁 周囲環境温度 40 175 480 

ブラケット 周囲環境温度 40 175 480 

取付ボルト（①，②） 周囲環境温度 40 175 480 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 175 480 
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5.3 設計用地震力 

循環水ポンプ渦防止板の設計用地震力のうち設計基準対象施設の評価に用いるも

のを表 5－6 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－7 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

記載の減衰定数を用いる。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平（ＮＳ）： ＊2 水平（ＥＷ）： ＊2 鉛直： ＊2

減衰定数(％) 水平：2.0  鉛直：2.0 

設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向設計震度 鉛直方向

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向

設計震度 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

― ― ― 3.00＊3 1.50＊4,＊5 2.70＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：１次固有周期について記載  

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により得られる設計震度  

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平（ＮＳ）： ＊2 水平（ＥＷ）： ＊2 鉛直： ＊2

減衰定数(％) 水平：2.0  鉛直：2.0 

設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

水平方向設計震度 鉛直方向

設計震度 

水平方向設計震度 鉛直方向

設計震度 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

― ― ― 3.00＊3 1.50＊4,＊5 2.70＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：１次固有周期について記載  

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトル

により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により得られる設計震度  

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 鋼板の応力 

鋼板には，流体力，地震荷重及び自重により鋼板の面外方向へせん断力

及び曲げモーメントが作用するため，これを評価する。 

鋼板の水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向に対する評価方法を以下に示

す。なお，水平方向（ＥＷ方向）に対しては鋼板面内高さ方向荷重となるた

め評価対象としない。 

(1) せん断応力 

鋼板の面外方向に作用する荷重に対してはね出し単純梁として抵抗するた

め，鋼板に発生するせん断力ＱＰ及びせん断応力τＰは次式より求める。ただし，

ＬＵ＜ＬＬである。 

 

図5－1 鋼板の計算モデル図 

Ｌ
Ｌ

 

Ｌ
Ｃ

 

Ｌ
Ｕ

 

θ 
鋼板の 

面内高さ方向  

荷重作用方向  

Ｆ
Ｖ

 

Ｆ
Ｈ

 

ｗ
Ｆ

 

Ｌ
Ｃ

 

単純梁（はね出し梁）モデル  

Ｌ
Ｌ

 Ｌ
Ｕ

 

循環水ポンプ渦防止板拡大（断面図）  

ｗＰ1 

鋼板の 

面外方向 

Ｌ
Ｐ

 

ＵＤ方向  

Ａ  

Ａ  

ＮＳ方向  Ａ－Ａ矢視図  （断面図） 
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 τ
Ｐ
＝

Ｑ
Ｐ

Ａ
ＷＰ

  ············································ （5.4.1.1.1） 

 Ｑ
Ｐ
＝

ｗＰ1∙(Ｌ
Ｌ
＋Ｌ

Ｃ
)
2
－ｗＰ1∙ＬＵ

2

2∙Ｌ
Ｃ

－ｗＰ1∙Ｌ
Ｌ
  ··········· （5.4.1.1.2） 

 

ここで，ｗＰ１は鋼板に作用する単位長さ当たりの面外方向荷重であり，次式

による。 

ｗＰ1＝ (ｗ
Ｆ
∙sinθ＋√(Ｆ

Ｈ
∙sinθ)

2
＋ (Ｆ

Ｖ
∙cosθ)

2
＋g∙γ∙ｔ

Ｐ
∙cosθ) ∙ Ｌ

Ｐ
  

 ················· （5.4.1.1.3） 

Ｆ
Ｈ
＝Ｃ

Ｈ1
∙g∙γ∙ｔ

Ｐ
  ···································· （5.4.1.1.4） 

Ｆ
Ｖ
＝Ｃ

Ｖ
∙g∙γ∙ｔ

Ｐ
  ····································· （5.4.1.1.5） 

ここで，ｗＦは循環水ポンプ運転時の単位面積当たりの流体力であり，鋼板の

取付角度（θ）を保守的に考慮せずに垂直面に作用するとして算出を行う。 

ｗ
Ｆ
＝

1
2
∙Ｃ

Ｄ
∙ρ∙ｖ

ｃ

2
∙ 10-6  ································· （5.4.1.1.6） 

 

(2) 曲げ応力 

鋼板に発生する曲げモーメントＭＰ及び曲げ応力σＰは次式より求める。た

だし，ＬＵ＜ＬＬである。 

σ
Ｐ
＝

Ｍ
Ｐ

Ｚ
Ｐ

  ··································· （5.4.1.1.7） 

Ｍ
Ｐ
＝Max(

ｗＰ1∙ＬＬ

2

2
，

ｗＰ1∙(Ｌ
Ｌ
＋Ｌ

Ｃ
)
2
－ｗＰ1∙ＬＵ

2

2∙Ｌ
Ｃ

∙
Ｌ

Ｃ

2
－

ｗＰ1

2
∙(Ｌ

Ｌ
+
Ｌ

Ｃ

2
)

2

)  

 ························ （5.4.1.1.8） 

(3) 組合せ応力 

鋼板に作用する組合せ応力σＰＣを次式より求める。 

σ
ＰＣ

＝√σ
Ｐ

2
＋3∙τ

Ｐ

2
  ···································· （5.4.1.1.9） 
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5.4.1.2 支持梁の応力 

支持梁には，鋼板から伝達される荷重，自重及び地震力が作用し，せん

断力及び曲げモーメントを生じるため，支持梁の強軸方向と弱軸方向を考

慮して，これを評価する。 

支持梁の水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向に対する評価方法を以下に

示す。なお，水平方向（ＥＷ方向）に対しては梁軸方向荷重となるため評

価対象としない。 

 

(1) せん断応力 

支持梁は，ブラケットにより支持される単純梁であるため，支持梁１本当た

りが負担する鋼板に作用する荷重と支持梁の自重及び地震慣性力を加えたせん

断力ＱＢｊ及びせん断応力τＢｊは次式より求める。ただし，ＬＵ＜ＬＬである。 

 

 

  



 

 

24 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
8 
R0
 

 

 

図5－2 支持梁の計算モデル図 
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τ
Ｂｊ

＝
Ｑ

Ｂｊ

Ａ
ＷＢｊ

  ·········································· （5.4.1.2.1） 

 

ここで，ＱＢ１及びＱＢ２は次式より求める。 

Ｑ
Ｂ1

＝
ｗ

Ｂ1

2
∙ (Ｌ

Ｌ
＋

Ｌ
Ｃ

2
)＋g∙ｍ

Ｂ
∙(√(Ｃ

Ｈ1
∙sinθ)

2

＋ (Ｃ
Ｖ
∙cosθ)

2

＋cosθ) ∙
Ｌ

Ｂ

2
 

 ······················· （5.4.1.2.2） 

Ｑ
Ｂ2

＝
ｗ

Ｂ2

2
∙ (Ｌ

Ｌ
＋

Ｌ
Ｃ

2
)＋g∙ｍ

Ｂ
∙(√(Ｃ

Ｈ1
∙cosθ)

2

＋ (Ｃ
Ｖ
∙sinθ)

2

＋sinθ) ∙
Ｌ

Ｂ

2
 ·  

  ······················· （5.4.1.2.3） 

ここで，ｗＢ1は支持梁の強軸方向に作用する単位長さ当たりの荷重，ｗＢ2は

支持梁の弱軸方向に作用する単位長さ当たりの荷重であり，次式による。 

ｗ
Ｂ1

＝ (ｗ
Ｆ
∙sinθ＋√(Ｆ

Ｈ
∙sinθ)

2
＋ (Ｆ

Ｖ
∙cosθ)

2
＋g∙γ∙ｔ

Ｐ
∙cosθ) ∙ Ｌ

Ｂ
  

 ······················· （5.4.1.2.4） 

ｗ
Ｂ2

＝ (ｗ
Ｆ
∙cosθ＋√(Ｆ

Ｈ
∙cosθ)

2
＋ (Ｆ

Ｖ
∙sinθ)

2
＋g∙γ∙ｔ

Ｐ
∙sinθ) ∙ Ｌ

Ｂ
  

 ······················· （5.4.1.2.5） 

 

なお，せん断応力の組合せはベクトル和とし，次式より求める。 

τ
Ｂ12

＝√τ
Ｂ1

2
＋τ

Ｂ2

2
  ···································· （5.4.1.2.6） 

 

(2) 曲げ応力 

支持梁に発生する曲げモーメントＭＢj 及び曲げ応力σＢj は次式より求め

る。 

σ
Ｂｊ

＝
Ｍ

Ｂｊ

Ｚ
Ｂｊ

  ··········································· （5.4.1.2.7） 

Ｍ
Ｂｊ

＝
Ｑ

Ｂｊ
∙Ｌ

Ｂ

4
  ······································ （5.4.1.2.8） 

 

なお，曲げ応力の組合せは単純和とし，次式より求める。 

σ
Ｂ12

＝σ
Ｂ1

＋σ
Ｂ2

  ······································· （5.4.1.2.9） 
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(3) 組合せ応力 

支持梁に作用する組合せ応力σＢＣを次式より求める。 

σ
ＢＣ

＝√σ
Ｂ12

2
＋3∙τ

Ｂ12

2
  ································ （5.4.1.2.10） 

 

5.4.1.3 ブラケットの応力 

ブラケットは支持梁から伝達されたせん断力により生じるせん断力及び曲

げモーメント等が生じるため，支持梁の強軸方向と弱軸方向を考慮して，こ

れを評価する。 

ブラケットの水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向に対する評価方法を以下

に示す。なお，水平方向（ＥＷ方向）は水平方向（ＮＳ方向）よりも設計震

度が小さいことから，水平方向（ＮＳ方向）の評価に包絡されるため評価対

象としない。 

(1) せん断応力 

せん断力ＱＢＲｊ及びせん断応力τＢＲｊは次式より求める。 

 

図5－3 ブラケットの計算モデル図 

 

τ
ＢＲｊ

＝
Ｑ

ＢＲｊ

Ａ
ＷＢＲｊ

  ······································· （5.4.1.3.1） 
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ここで，ＱＢＲ１及びＱＢＲ２は次式より求める。 

Ｑ
ＢＲ1

＝
ｗ

Ｐ1

2
∙(Ｌ

Ｌ
＋

Ｌ
Ｃ

2
)＋g∙ｍ

Ｂ
∙ (√(Ｃ

Ｈ1
∙sinθ)

2

＋ (Ｃ
Ｖ
∙cosθ)

2

＋cosθ) ∙
Ｌ

Ｐ

2
 

 ························ （5.4.1.3.2） 

Ｑ
ＢＲ2

＝
ｗ

Ｐ2

2
∙(Ｌ

Ｌ
＋

Ｌ
Ｃ

2
)＋g∙ｍ

Ｂ
∙(√(Ｃ

Ｈ1
∙cosθ)

2

＋ (Ｃ
Ｖ
∙sinθ)

2

＋sinθ)∙
Ｌ

Ｐ

2
 

 ························ （5.4.1.3.3） 

 

ｗＰ1は式（5.4.1.1.3）に示す。ｗＰ2は次式より求める。 

ｗ
Ｐ2

＝ (ｗ
Ｆ
∙cosθ＋√(Ｆ

Ｈ
∙cosθ)

2
＋ (Ｆ

Ｖ
∙sinθ)

2
＋g∙γ∙ｔ

Ｐ
∙sinθ) ∙ Ｌ

Ｐ
  

 ······················· （5.4.1.3.4） 

 

なお，せん断応力の組合せはベクトル和とし，次式より求める。 

τ
ＢＲ12

＝√τ
ＢＲ1

2
＋τ

ＢＲ2

2
  ································ （5.4.1.3.5） 

 

(2) 曲げ応力 

ブラケットに発生する曲げモーメントＭＢＲ j及び曲げ応力σＢＲ jは次式より

求める。 

σ
ＢＲｊ

＝
Ｍ

ＢＲｊ

Ｚ
ＢＲｊ

  ········································ （5.4.1.3.6） 

Ｍ
ＢＲｊ

＝Ｑ
ＢＲｊ

∙Ｌ
ＢＲ

  ·································· （5.4.1.3.7） 

 

なお，曲げ応力の組合せは単純和とし，次式より求める。 

σ
ＢＲ12

＝σ
ＢＲ1

＋σ
ＢＲ2

  ································ （5.4.1.3.8） 

 

(3) 組合せ応力 

ブラケットに作用する組合せ応力σＢＲＣを次式より求める。 

σ
ＢＲＣ

＝√σ
ＢＲ12

2
＋3∙τ

ＢＲ12

2
  ····························· （5.4.1.3.9） 
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5.4.1.4 取付ボルト①の応力 

取付ボルト①は鋼板の支持点であり，鋼板に作用する面外方向荷重によ

り引張力が，面内高さ方向荷重によりせん断力が生じるため，これを評価

する。 

取付ボルト①の水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向に対する評価方法を

以下に示す。なお，水平方向（ＥＷ方向）に対しては取付ボルト②の評価に

包絡されるため評価対象としない。 

(1) 引張応力 

はね出し梁である鋼板の支持点荷重が取付ボルト①に作用する引張力となる。

従って，取付ボルト①に発生する引張力Ｎｂ1 及び取付ボルト①の引張応力σｂ1

は次式より求める。ただし，ＬＵ＜ＬＬである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－4 支持梁端部詳細図① 

 

  σ
ｂ1
＝

Ｎ
ｂ1

Ａ
ｂ1

  ········································ （5.4.1.4.1） 

  Ｎ
ｂ1
＝

ｗＰ1∙(Ｌ
Ｌ
＋Ｌ

Ｃ
)
2
－ｗＰ1∙ＬＵ

2

2∙Ｌ
Ｃ

∙ｎ
ｂ1

  ················· （5.4.1.4.2） 
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支持梁 
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壁 

支持梁 

Ａ－Ａ矢視図 

支持梁 

鋼板  取付ボルト①  
Ａ  Ａ  

Ｂ  

Ｂ  

鋼板  取付ボルト①  

取水槽幅方向の  

取付ボルト①の概要図  

拡大 

単純梁（はね出し梁）モデル  

（Ｂ－Ｂ矢視方向）  

取付ボルト①に 

作用する引張力 

Ｌ
Ｃ

 Ｌ
Ｌ

 Ｌ
Ｕ

 

ｗＰ1 
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(2) せん断応力 

取付ボルト①に発生するせん断力Ｑｂ１及びせん断応力τｂ１は次式より求め

る。ただし，ＬＵ＜ＬＬである。 

τ
ｂ1
＝

Ｑ
ｂ1

Ａ
ｂ1

  ········································· （5.4.1.4.3） 

Ｑ
ｂ1

＝

ｗ
Ｐ2

∙(Ｌ
Ｌ
＋

Ｌ
Ｃ

2
)

ｎ
ｂ1

  ······························· （5.4.1.4.4） 

 

5.4.1.5 取付ボルト②の応力 

取付ボルト②は支持部として支持梁に作用した支持梁の強軸及び弱軸方

向のせん断力をブラケットに伝達する過程でせん断力又は引張力が生じる

ため，これを評価する。 

(1) 引張応力 

ブラケット１体当たりの取付ボルト②に作用する引張力は支持梁に作用す

るせん断力と等しいため，取付ボルト②の引張力Ｎｂ2 及び引張応力σｂ2 は次式

より求める。なお，水平方向（ＥＷ方向）地震力では取付ボルト②に引張力は

生じない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－5 支持梁端部詳細図② 

 

  σ
ｂ2
＝

Ｎ
ｂ2

Ａ
ｂ2

  ········································ （5.4.1.5.1） 

  Ｎ
ｂ2
＝

Ｑ
ＢＲ1

ｎ
ｂ2

  ······································ （5.4.1.5.2） 

 

 

支持梁 

ブラケット 

取付ボルト② 

取
水
槽
壁 

支持梁 

ブラケット  

取付ボルト②  

取水槽幅方向の  

取付ボルト②の概要図  
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(2) せん断応力 

取付ボルト②に発生するブラケット１体当たりのせん断力Ｑｂ 2 及びせん断

応力τｂ 2 は次式より求める。水平方向（ＥＷ方向）荷重によるせん断力と鉛直

方向地震力及び自重により作用するせん断力は直交するため，これらのベクト

ル和により取付ボルト②に作用するせん断力を求める。一方，水平方向（ＮＳ

方向）荷重によるせん断力と鉛直方向地震力及び自重により作用するせん断力

は，これらの絶対値和より求めることから，水平方向（ＥＷ方向）荷重による

せん断力と鉛直方向地震力及び自重により作用するせん断力よりも大きくなる

ため，ここでは水平方向（ＮＳ方向）荷重によるせん断力と鉛直方向で評価す

る。 

   τ
ｂ2
＝

Ｑ
ｂ2

Ａ
ｂ2

  ·········································· （5.4.1.5.3） 

   Ｑ
ｂ2
＝

Ｑ
ＢＲ2

ｎ
ｂ2

  ········································ （5.4.1.5.4） 

 

5.4.1.6 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトは，ブラケット端部に生じるせん断力及び曲げモーメントを取

水槽壁に伝達させる過程でせん断力及び引張力が生じるため，これを評価す

る。 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに発生する引張力Ｎａｂ及び引張応力σａｂは次式より求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－6 基礎ボルトの取付位置 

  σ
ａｂ

＝
Ｎ

ａｂ

Ａ
ａｂ

  ······································ （5.4.1.6.1） 

    Ｎ
ａｂ

＝
Ｍ

ＢＲ1
∙cosθ1+ＭＢＲ2

∙sinθ1

ｎ
ａｈ

∙Ｌ
ｇｈ

+
Ｍ

ＢＲ1
∙sinθ1+ＭＢＲ2

∙cosθ1

ｎ
ａｖ

∙Ｌ
ｇｖ

  

 ······························ （5.4.1.6.2） 

θ
１
 

Ｌ
ｇｈ

 

Ｌ
ｇｖ

 



 

 

31 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
1
-2
-7
-1
8 
R0
 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに発生するせん断力Ｑａｂ及びせん断応力τａｂは次式より求める。 

  τ
ａｂ

＝
Ｑ

ａｂ

Ａ
ａｂ

  ······································ （5.4.1.6.3） 

  Ｑ
ａｂ

＝
√Ｑ

ＢＲ1

2
＋Ｑ

ＢＲ2

2

ｎ
ａｂ

  ··························· （5.4.1.6.4） 

 

5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプ渦防止板の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 鋼板の応力評価 

5.4.1.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，

組合せ応力が許容曲げ応力 ƒｂｍ以下であること。  

 基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容せん断応力  

ƒｓｍ  
 

許容曲げ応力  

ƒｂｍ 
Ｆ

1.3
・1.5 

 

5.6.2 支持梁及びブラケットの応力評価 

5.4.1.2～5.4.1.3 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。

ただし，組合せ応力が許容曲げ応力 ƒｂｍ以下であること。  

 基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容せん断応力  

ƒｓｍ  
 

許容曲げ応力  

ƒｂｍ 
・1.5

1.5

Ｆ
 

 

5.6.3 取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.4～5.4.1.6 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合

せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·············· （5.6.3.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容引張応力  

ƒｔｏ  
 Ｆ

＊

2
∙1.5  

許容せん断応力  

ƒｓｂ 
  Ｆ

＊

1.5∙√3
∙1.5 

  

・1.5
31.5・

Ｆ

・1.5
31.5・

Ｆ ＊  

＊  

＊  

＊  
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

循環水ポンプ渦防止板の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

循環水ポンプ渦防止板の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【循環水ポンプ渦防止板の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

（ＮＳ方向） 

水平方向 

（ＥＷ方向） 
鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向設計震度 

水平方向設計震度 
鉛直方向設計震度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

循環水 

ポンプ 

渦防止板 

Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1
― ― ― 3.00＊2 1.50＊3 2.70＊2 40 

  

 

 

1.2 機器要目 

ＩＢ1 

(mm4) 

ＩＢ3 

(mm4) 

ＡＢ

(mm2) 

ＩＢＲ2 

(mm4) 
ＡＢＲ 

(mm2) 

e 

（mm） 

ｍ1 

(kg) 

ｍ111 

(kg) 

ｍ112 

(kg) 

ｍ113 

(kg) 

固有周期  5.003×108 3.019×108 19544 5.995×108 19544 606 

ＣＤ 
(－) 

ρ 
（kg/m3） 

ｖｃ

(m/s) 

流体力  2.01＊ 1030 0.35 

注記＊：「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007年）」より保守的に最大となる値を設定 

部材 
Ｅ 

(MPa) 

γ 

（kg/mm3） 

ｔＰ

(mm) 

ＬＵ 

(mm) 

ＬＣ 

(mm) 

ＬＬ 

(mm) 

ＬＰ 

(mm) 

ＡＷＰ

(mm2) 

ＺＰ

(mm3) 

θ 

(°) 

鋼板  194000 7.98×10-6 12 103800 2.0760×105 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により得られる設計震度 
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部材 
Ｅ 

(MPa) 

γ 

（kg/mm3） 

ＬＢ 

(mm) 

ｍＢ 

（kg/mm） 

ＡＷＢ1

(mm2) 

ＡＷＢ2

(mm2) 

ＺＢ1

(mm3) 

ＺＢ2

(mm3) 

支持梁 

（Ｈ400×400×12×19） 
194000 7.98×10-6 8185 0.187 4344 15200 2.9975×106 1.0136×106 

部材 
Ｅ 

(MPa) 

γ 
（kg/mm3） 

ＬＢＲ 

(mm) 

ＡＷＢＲ1

(mm2) 
ＡＷＢＲ2

(mm2) 
ＺＢＲ1

(mm3) 
ＺＢＲ2

(mm3) 

ブラケット 

（Ｈ400×400×12×19） 
194000 7.98×10-6 440 4344 15200 2.9975×106 1.0136×106 

部材 呼び径 
ｎｂ１ 

（本） 

Ａｂ１ 

(mm2) 

取付ボルト① M20 17 314 

部材 呼び径 
ｎｂ２ 

（本） 

Ａｂ２ 

(mm2) 

取付ボルト② M20 16 314 

部材 呼び径 
Ａaｂ 

(mm2) 

ｎaｂ 

(本) 

ｎａｖ 

(本) 

ｎａｈ 

(本) 

Ｌｇｈ 

(mm) 

Ｌｇｖ 

(mm) 

θ1 

(°) 

基礎ボルト M20 314 12 4 4 700 600 
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1.3 計算数値 

1.3.1 地震荷重 

部材 荷重 地震荷重 

鋼板 

せん断 5.831×104(N) 

曲げ 2.881×107(N・mm) 

支持梁 

せん断 7.581×104(N) 

曲げ 1.551×108(N・mm) 

ブラケット 

せん断 8.012×104(N) 

曲げ 3.525×107(N・mm) 

取付ボルト① 

引張 5.940×103(N) 

せん断 6.023×103(N) 

取付ボルト② 

引張 4.817×103(N) 

せん断 5.007×103(N) 

基礎ボルト 

引張 3.657×104(N) 

せん断 9.265×103(N) 

1.4 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向(NS方向) 

水平方向(EW方向) 

鉛直方向 
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1.5 評価結果 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鋼 板

せん断 ― ―   1 121 

曲げ ― ― 139 242 

組合せ ― ― 139 242 

支持梁 

せん断 ― ―  18 121 

曲げ ― ― 203 210 

組合せ ― ― 206 210 

ブラケット 

せん断 ― ―  19 121 

曲げ ― ―  47 210 

組合せ ― ―  57 210 

取付ボルト① 

引張 ― ―  19 157* 

せん断 ― ―  20 121 

取付ボルト② 

引張 ― ―  16 157* 

せん断 ― ―  16 121 

基礎ボルト 

引張 ― ― 117 126* 

せん断 ― ―  30  96 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。  
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

（ＮＳ方向） 

水平方向 

（ＥＷ方向） 
鉛直方向 

水平方向設計震度 
鉛直方向設計震度 

水平方向設計震度 
鉛直方向設計震度 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

循環水 

ポンプ 

渦防止板 

Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1
― ― ― 3.00＊2 1.50＊3 2.70＊2 40 

  

 

 

2.2 機器要目 

ＩＢ1 
(mm4) 

ＩＢ3 
(mm4) 

ＡＢ

(mm2) 
ＩＢＲ2 
(mm4) 

ＡＢＲ 

(mm2) 

e 
（mm） 

ｍ1 
(kg) 

ｍ111 
(kg) 

ｍ112 
(kg) 

ｍ113 
(kg) 

固有周期  5.003×108 3.019×108 19544 5.995×108 19544 606 

ＣＤ 

(－) 

ρ 

（kg/m3） 

ｖｃ

(m/s) 

流体力  2.01＊ 1030 0.35 

注記＊：「港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007年）」より保守的に最大となる値を設定 

部材 
Ｅ 

(MPa) 
γ 

（kg/mm3） 
ｔＰ

(mm) 
ＬＵ 
(mm) 

ＬＣ 
(mm) 

ＬＬ 
(mm) 

ＬＰ 
(mm) 

ＡＷＰ

(mm2) 
ＺＰ

(mm3) 
θ 
(°) 

鋼板  194000 7.98×10-6 12 103800 2.0760×105 

部材 
Ｅ 

(MPa) 
γ 

（kg/mm3） 
ＬＢ 
(mm) 

ｍＢ 
（kg/mm） 

ＡＷＢ1

(mm2) 
ＡＷＢ2

(mm2) 
ＺＢ1

(mm3) 
ＺＢ2

(mm3) 

支持梁 

(Ｈ400×400×12×19) 
194000 7.98×10-6 8185 0.187 4344 15200 2.9975×106 1.0136×106 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計用床応答スペクトルにより得られる震度 

＊3：設計用震度Ⅱ（基準地震動Ｓｓ）により得られる設計震度 
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部材 
Ｅ 

(MPa) 

γ 

（kg/mm3） 

ＬＢＲ 

(mm) 

ＡＷＢＲ1

(mm2) 

ＡＷＢＲ2

(mm2) 

ＺＢＲ1

(mm3) 

ＺＢＲ2

(mm3) 

ブラケット 

(Ｈ400×400×12×19) 
194000 7.98×10-6 440 4344 15200 2.9975×106 1.0136×106 

部材 呼び径 
ｎｂ１ 

（本） 

Ａｂ１ 

(mm2) 

取付ボルト① M20 17 314 

部材 呼び径 
ｎｂ２ 

（本） 

Ａｂ２ 

(mm2) 

取付ボルト② M20 16 314 

部材 呼び径 
Ａaｂ 

(mm2) 

ｎaｂ 

(本) 

ｎａｖ 

(本) 

ｎａｈ 

(本) 

Ｌｇｈ 

(mm) 

Ｌｇｖ 

(mm) 

θ1 

(°) 

基礎ボルト M20 314 12 4 4 700 600 
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-18 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 地震荷重 

部材 荷重 地震荷重 

鋼板 

せん断 5.831×104(N) 

曲げ 2.881×107(N・mm) 

支持梁 

せん断 7.581×104(N) 

曲げ 1.551×108(N・mm) 

ブラケット 

せん断 8.012×104(N) 

曲げ 3.525×107(N・mm) 

取付ボルト① 

引張 5.940×103(N) 

せん断 6.023×103(N) 

取付ボルト② 

引張 4.817×103(N) 

せん断 5.007×103(N) 

基礎ボルト 

引張 3.657×104(N) 

せん断 9.265×103(N) 

2.4 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向(NS方向) 

水平方向(EW方向) 

鉛直方向 
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-18 R0E 

2.5 評価結果 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鋼 板

せん断 ― ―   1 121 

曲げ ― ― 139 242 

組合せ ― ― 139 242 

支持梁 

せん断 ― ―  18 121 

曲げ ― ― 203 210 

組合せ ― ― 206 210 

ブラケット 

せん断 ― ―  19 121 

曲げ ― ―  47 210 

組合せ ― ―  57 210 

取付ボルト① 

引張 ― ―  19 157* 

せん断 ― ―  20 121 

取付ボルト② 

引張 ― ―  16 157* 

せん断 ― ―  16 121 

基礎ボルト 

引張 ― ― 117 126* 

せん断 ― ―  30  96 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。  




